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原子力科学研究所（原科研）は、保安管理部、放射線管理部、工務技術部、研究炉加速

器管理部、福島技術開発試験部、バックエンド技術部の 6 部及び計画管理室で構成され、

各部署は、中長期計画の達成に向け、施設管理、技術開発などを行っている。本報告書は、

今後の研究開発や事業推進に資するため、平成 27 年度及び平成 28 年度の原科研の活動、

並びに原科研を拠点とする安全研究センター、先端基礎研究センター、原子力基礎工学研

究センター、物質科学研究センター（平成 27 年度：量子ビーム応用研究センター）、原子

力人材育成センターなどが原科研の諸施設を利用して実施した研究開発及び原子力人材育

成活動の実績を記録したものである。 
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Nuclear Science Research Institute (NSRI) is composed of Planning and Co-

ordination Office and six departments, namely Department of Operational Safety 

Administration, Department of Radiation Protection, Engineering Services Department, 

Department of Research Reactor and Tandem Accelerator, Department of Fukushima 

Technology Development and Department of Decommissioning and Waste Management, and 

each department manages facilities and develops related technologies to achieve the 

“Middle and long-term Plan” successfully and effectively. In order to contribute 

the future research and development and to promote management business, this annual 

report summarizes information on the activities of NSRI of JFY 2015 and 2016 as 

well as the activity on research and development carried out by Nuclear Safety 

Research Center, Advanced Science Research Center, Nuclear Science and Engineering 

Center, Material Science Research Center, and development activities of Nuclear 

Human Resources Development Center, using facilities of NSRI. 
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年報の刊行によせて 

 

 

原子力科学研究所（以下「原科研」という。）は、平成 17 年 10 月１日の日本原子力研究所

と核燃料サイクル開発機構の廃止・統合に伴って、旧日本原子力研究所東海研究所を改組して

新たに発足した研究開発拠点である。日本原子力研究開発機構（以下「原子力機構」とい

う。）の中で最大規模の拠点である原科研は、研究用原子炉、加速器、核燃料や放射性物質を

取り扱える施設など、特徴ある多くの研究施設を有し、これらを活用して原子力の安全研究や

原子力基礎工学研究、物質科学研究などを実施している。 

研究開発拠点としての原科研の組織は、研究施設の運転や安全管理、インフラの維持、廃棄

物処理などを担当する 6 つの部から構成されている。さらに、原科研内では、4 つの研究セン

ター等が活発に研究開発を進めており、原子力機構全体の事業推進を担う本部組織として、原

子力人材育成センター、核不拡散・核セキュリティ総合支援センター、研究連携成果展開部な

ども駐在している。 

本稿は、平成 27 年度及び平成 28 年度における上記組織の活動を、各組織の協力を得てまと

めたものである。 

引き続き、原科研の活動へのご支援とご指導・ご鞭撻をお願い致したい。 
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第一章 概要 

  
原子力科学研究所（以下「原科研」という。）は、平成 27 年度と平成 28 年度の両年度において、東

日本大震災によって発生した東京電力（現 東京電力ホールディングス）福島第一原子力発電所（以

下「福島第一原子力発電所」という。）事故による汚染状況を解明するため福島県住民への内部被

ばく検査等の支援活動を継続して実施するとともに、原科研の研究用原子炉等に対する新規制基準

に適合すべく施設設備の改修を進めた。 

安全衛生活動では、労働災害（通勤災害を除く）が平成 27 年度には 8 件、平成 28 年度には 7

件発生した。特に平成 28 年 1 月から平成 28 年 9 月までに 11 件の労働災害が発生したことから、

職員一人ひとりが安全を再認識し、労働災害を撲滅させるための対策として平成 28 年 10 月から

「おせっかい運動」の展開を開始した。一方、核セキュリティ活動では、平成 25 年度から毎年度、

関係法令の遵守及び核セキュリティ文化の醸成に係る活動計画を策定し、平成 27 年度、平成 28

年度も継続して活動を実施した。また、平成 27 年度には核物質防護強化として核物質防護上の立

入制限区域の見直しを行い、平成 28 年 7 月より新たな立入制限区域の運用を開始した。 

施設・設備の運転管理及び管理運営では、電気、水及び蒸気の安定供給を行うとともに、引き続

き各施設の運転再開等に向けた保守整備を進めた。（ⅰ）JRR-3 では、運転再開に向けた準備を進

めて平成 28 年度に施設定期検査を受検し、合格するとともに、平成 26 年度に原子力規制委員会に

提出した原子炉設置（変更）許可申請に関する補正申請を平成 27 年度と平成28 年度に行った。（ⅱ）

NSRR では、福島第一原子力発電所事故後に運転を休止しており、平成 27 年度及び平成28 年度の

年間運転計画に基づき点検・保守を実施した。（ⅲ）JRR-4 では、平成 25 年度の日本原子力研究開

発機構（以下「原子力機構」という。）の改革計画により廃止措置の方針が決定したため、運転再開

に向けた活動を行わず、年間運転計画に基づき点検・保守を実施した。（ⅳ）STACY 及び TRACY で

は、利用運転及び施設定期検査等に係る運転を実施せず、STACY については運転再開に向けた検査

等を進める一方、TRACY については原子力機構の改革計画による廃止措置の方針決定を受けた準備作

業を進めた。（ⅴ）FCA では、再稼働に向けた取組みとして、原子炉施設の建家・構築物及び設備

機器の健全性確認のための点検作業を継続して実施する一方、 TCA では、原子力機構の改革計画に

よる廃止措置の方針決定を受けた準備作業を進めた。（ⅵ）核燃料使用施設では、主に研究開発セン

ターが進める受託研究等での照射後試験等を実施するとともに、設備・機器等の保守点検業務等を

計画通りに行い、安全・安定に運転した。（ⅶ）タンデム加速器では、平成 27 年度に3回の実験利

用運転と保守整備を実施したが、平成 28 年度には真空トラブルのため実験利用運転は2回のみであっ

た。 

利用ニーズ等に対応した支援業務と技術開発等について、（ⅰ）JRR-3 では、中性子輸送の高効

率化のため、中性子輸送シミュレーションにおける線源モデルの開発及び中性子ミラー反射率に

及ぼす核発熱の影響評価を進めた。（ⅱ）NSRR では、原子力規制委員会が原子炉設置(変更)許可申

請を審査しているため、燃料の照射実験を実施しなかった。（ⅲ）NUCEF では、福島第一原子力発

電所事故等における原子炉のシビアアクシデント時の対策として炉心の損傷・溶融、燃料デブリ

等の状況の評価のため、受託研究による安全評価コードの信頼性向上等の活動を実施した。（ⅳ）

FRS のγ線及び RI中性子校正場では、平成 27 年度にγ線照射装置の照射機構の更新、平成28 年度
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に中性子線源移動装置等の更新を行い、校正業務に供した。（ⅴ）STACY 更新では、原子炉本体の

設計とともにデブリ模擬体臨界実験の準備等を進めた。（ⅵ）LSTF 等では、原子力規制庁の受託

研究として大型格納容器試験装置による実験を平成 27 年度に開始した。（ⅶ）研究開発センター等

からのモノづくりの要請に応えて、機械工作では平成 27 年度に285件、平成 28 年度に218件、電子

機器工作では平成 27 年度に107件、平成 28年度に114件もの多数の要請に対応し、設計・製作、技術

開発及び技術支援を実施した。（ⅷ）環境放射線及び環境試料等のモニタリングを継続して実施し、

原科研の原子力施設に起因する異常が発生していないことを確認した。（ⅸ）原科研の各研究炉の

共通の放射性廃棄物の廃棄施設である放射性廃棄物処理場について、原子力規制委員会の決定に

基づき、原子力規制委員会の定める新規制基準への適合性を確認する審査を受けるため、平成 27

年に原子炉設置変更許可申請を行った。第 1  廃棄物処理棟をはじめとする廃棄物処理建家内に設置

された処理設備で廃棄物を処理して保管容器に収納し、保管廃棄施設に保管廃棄した。 

原子力機構内各部門・拠点からのニーズに応えて、共同利用の分析機器を保守管理し原子力機構

内各部門・拠点からの分析の依頼に対応した。 

人材育成において、人材育成・活用検討タスクフォースが中心となってこれまで実施してきた取

組みを再検討し、新たな取組みとして平成 27 年度に「安全入門講座」及び「品質保証入門講座」、

平成 28 年度に「文書作成入門講座」を新設した。 
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第二章 福島支援への取組み 

 

1 事故発生以降の継続した取組み 

1.1  福島県住民への内部被ばく検査等の支援 

1.1.1 平成 27 年度 

福島県からの要請に基づき福島県民へのホールボディカウンタ（WBC）による内部被ばく検査に

関する協力を核燃料サイクル工学研究所と連携して平成 23 年 7 月から実施している。 

平成 27 年度は、関東圏内への避難者を対象として、41 名の内部被ばく検査を実施した。検査

の結果、有意な内部被ばくはなかった。 

また、原子力規制委員会原子力規制庁の委託事業として、公益財団法人海洋生物環境研究所（以

下「海生研」という。）がサンプリングした海域モニタリング試料（海底土）について、原子力機

構と海生研との契約に基づいてγ線スペクトル測定を実施した。再測定を含む全測定試料数は 87

件で、測定時間は延べ 1,934 時間であった。 

 

1.1.2 平成 28 年度 

福島県からの要請に基づき、関東圏内への避難者を対象として、WBC による内部被ばく検査を

核燃料サイクル工学研究所と連携して実施した。受検者数は 18 名で、検査の結果、有意な内部被

ばくはなかった。 

また、原子力規制委員会原子力規制庁からの委託により、原子力機構と海生研との契約に基づ

いて、海生研がサンプリングした海域モニタリング試料（海底土）について、γ線スペクトル測

定を実施した。再測定を含む全測定試料数は 93 件で、測定時間は延べ 2,067 時間であった。 
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第三章 安全衛生と核セキュリティへの取組み 

 

1 安全衛生管理実施計画 

1.1 平成 27 年度 

平成27年度の原子力施設における安全文化の醸成及び法令等の遵守に係る活動に当たっては、

平成26年7月以降に事故・トラブル等が頻発したこと、高速増殖原型炉「もんじゅ」における保守

管理上の不備問題が継続していること及び材料試験炉（JMTR）における保安規定違反を重く受け

止め、これらから得られた教訓等を踏まえ、継続的な改善に取組むこととし、原子炉施設等の保

安規定等に基づき活動方針を定めた。 

また、法令等に基づき報告や是正を求められた事象は、職員等や施設の安全確保の観点のみな

らず、安全文化の醸成及び法令等の遵守の観点からも重要な課題であると認識し、再発防止に最

大限に取組んでいくこととした。 

 

1.1.1 原子力科学研究所安全衛生管理実施計画並びに原子力研究開発における安全文化の醸成

及び法令等の遵守に係る活動計画 

原子力機構が定める「平成27年度安全衛生管理基本方針」、「平成27年度原子力施設における安

全文化の醸成及び法令等の遵守に係る活動方針」及び「活動施策」に基づき、施設の事故・故障

等及び労働災害を未然に防ぎ、教育訓練の充実と安全意識の向上及び安全確保の徹底を図るとと

もに、職員等の健康の保持増進を図るため、「平成27年度原子力科学研究所安全衛生管理実施計画

並びに原子力研究開発における安全文化の醸成及び法令等の遵守に係る活動計画」（以下「安全衛

生管理実施計画並びに安全文化の醸成及び法令等の遵守に係る活動計画」という。）を次のように

定めた。 

 

Ⅰ．「安全衛生管理」及び「安全文化の醸成及び法令等の遵守に係る活動」の方針 

1．安全の確保を最優先とする。 

2．法令及びルール（自ら決めたことや社会との約束）を守る。 

3．安全を最優先に資源を重点的に投入する。 

4．現場を重視し、リスクの低減を目指した保安活動に努める。 

5．経営層と現場とのコミュニケーションを推進する。 

6．健康管理の充実と労働衛生活動に積極的に取り組む。 

7. 防火・防災対策を充実強化し、危機管理意識の醸成に努める。 

 

Ⅱ．重点項目 

「安全衛生管理」及び「安全文化の醸成及び法令等の遵守に係る活動」の一層の推進を図るため、

平成27年度は、下記事項を重点的に実施した。 

1.「安全確保を最優先とする。」に係る活動施策 

(1) 拠点幹部による積極的な安全意識の浸透 

① 拠点幹部の安全確保への熱意や意気込みを意見交換会等により職員、協力会社員等に伝

達し、安全最優先の意識の浸透に努める。 
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② 危険作業体験教育の充実を図る。 

(2) 職場における安全確保とそのための一人ひとりの役割確認 

① 運転計画、作業計画等の立案の際に、設備や管理上のリスクに係る情報共有の重要性に

ついて認識を高め、一人ひとりに自らの役割と責任を自覚させる。 

② 次世代への技術継承を視野に入れて適切な人材の配置と育成を行い、必要な教育・訓練

を行う。 

(3) 迅速な通報連絡と積極的な情報発信による透明性の確保 

① 訓練を通して通報連絡基準やマニュアル等を継続的に改善するよう努める。 

② 事故・トラブル情報を含め、積極的に情報発信に努める。 

(4) 原子力機構内外の安全情報を自らの問題として捉え、実効的な水平展開を行うことによる事

故・トラブルの防止 

① 予防処置として、水平展開のための事故・トラブル情報の受発信を速やかに、かつ、適

切に行う。 

② 他部署からの事故・トラブル情報に対して自らの問題として捉え、必要な水平展開を行

う。 

③ 非管理区域における汚染の発見等を含む過去に発生した事故・トラブルの教訓を教育訓

練等により、確実に引き継ぐ。 

(5) 請負作業における事故・トラブルの防止に係る指導・支援の充実 

① 請負作業において、施設全体の安全管理が適切に行われるよう、作業者の指導・支援に

努める。 

2．「法令及びルール（自ら決めたことや社会との約束）を守る。」に係る活動施策 

(1) 自らの業務に関連する法令及びルールの把握と遵守 

① コンプライアンス意識を維持するとともに、関係法令や自ら定めたルールを把握し理解

を深める。 

② 新規制基準等の教育を行い、施設基準への適合を図る。 

(2) 規則、要領（マニュアル）等について、関連する法令等への適合性の確保と実行性の確認 

① 規則、要領（マニュアル）等の記載内容の妥当性を定期的に確認し、見直しを適切に実

施する。法令改正時、施設・設備の変更時、作業方法の変更時は、見直しをタイムリー

に実施し、定められた手続きにより安全確保上問題のないことを確認するとともに、誤

解を与えない明確な記載とする。 

② 法令等に基づく申請書類・報告書類の作成にあたっては、誤字・脱字、計算書の入力値

を確かめて、一人ひとりが役割を認識し、定められたチェック体制に基づき確認を行う。 

3．「安全を最優先に資源を重点的に投入する。」に係る活動施策 

(1) 施設設備の安全運転や信頼性の維持のために必要な運転計画、保全計画等に対する速やかな

資源の投入と配分並びにその効果の確認と必要な修正 

① 施設設備の運転計画、保全計画等の策定に際して、安全運転や信頼性維持のために必要

な資源を評価し、安全を優先した配分に努める。施設管理者等は、緊急の案件が生じた

場合は、部長等に報告し資源の投入を求め、安全の確保に努める。 

4．「現場を重視し、リスクの低減を目指した保安活動に努める。」に係る活動施策 
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1.1.1 原子力科学研究所安全衛生管理実施計画並びに原子力研究開発における安全文化の醸成

及び法令等の遵守に係る活動計画 

原子力機構が定める「平成27年度安全衛生管理基本方針」、「平成27年度原子力施設における安

全文化の醸成及び法令等の遵守に係る活動方針」及び「活動施策」に基づき、施設の事故・故障

等及び労働災害を未然に防ぎ、教育訓練の充実と安全意識の向上及び安全確保の徹底を図るとと

もに、職員等の健康の保持増進を図るため、「平成27年度原子力科学研究所安全衛生管理実施計画

並びに原子力研究開発における安全文化の醸成及び法令等の遵守に係る活動計画」（以下「安全衛

生管理実施計画並びに安全文化の醸成及び法令等の遵守に係る活動計画」という。）を次のように

定めた。 

 

Ⅰ．「安全衛生管理」及び「安全文化の醸成及び法令等の遵守に係る活動」の方針 

1．安全の確保を最優先とする。 

2．法令及びルール（自ら決めたことや社会との約束）を守る。 

3．安全を最優先に資源を重点的に投入する。 

4．現場を重視し、リスクの低減を目指した保安活動に努める。 

5．経営層と現場とのコミュニケーションを推進する。 

6．健康管理の充実と労働衛生活動に積極的に取り組む。 

7. 防火・防災対策を充実強化し、危機管理意識の醸成に努める。 

 

Ⅱ．重点項目 

「安全衛生管理」及び「安全文化の醸成及び法令等の遵守に係る活動」の一層の推進を図るため、

平成27年度は、下記事項を重点的に実施した。 

1.「安全確保を最優先とする。」に係る活動施策 

(1) 拠点幹部による積極的な安全意識の浸透 

① 拠点幹部の安全確保への熱意や意気込みを意見交換会等により職員、協力会社員等に伝

達し、安全最優先の意識の浸透に努める。 
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(1) 作業計画を十分に検討し、安全確保を優先した運転工程、作業工程、実験計画等の立案と実

施並びに変更管理の徹底 

① 作業計画の立案及び変更に際しては、他の工程への影響、環境への影響、資源の状況等

を考慮し、無理のない計画を立て安全の確保に努める。特に作業計画を変更した場合に

は、変更管理を適切に実施する。 

(2) 3現主義（現場で現物を見て、現実を認識して対応）に基づくとともに、高経年化施設に対

する劣化兆候の把握及びリスクアセスメント（火災発生防止を含む。）の実施とその結果を

踏まえた安全対策の実施 

① 施設の保安以外の日常業務においても、安全に関わる行動や機器に関して、常に問いか

ける姿勢を持つことに努める。 

② リスクアセスメントを実施し、把握したリスクについて関係者間で情報を共有する。ま

た、計画立案及び作業において、現場で現物を見て、現実を認識しその結果を踏まえた

作業環境の改善等、安全対策を実施する。 

③ 巡視点検等により施設の状況変化等を踏まえたリスクの把握と対応に努めるとともに、

リスクを低減するために必要な教育を実施する。 

(3) 施設、設備等の習熟（知識と技術）と基本動作（5S、KY･TBM 等）の徹底 

① 職場における基本動作（5S（整理、整頓、清掃、清潔及び躾（習慣化））を含む）の徹底

を図る。また、作業開始前のKY･TBMに3H（初めて、変更、久しぶり）の検討を含めるこ

とにより作業安全の確保を図るとともに、想定されるリスクに対する対応を関係者間で

共有する。 

5．「経営層と現場とのコミュニケーションを推進する。」に係る活動施策 

(1) 経営層、拠点や研究センター幹部と現場との対話を通した現場の課題等の相互理解の推進に

よる現場の士気の高揚と風通しの良い職場環境の構築 

① 役員及び拠点幹部との意見交換で出された意見等を反映させ、改善に努める。 

② 経営層からのメッセージを拠点内に積極的に発信し、浸透させる。 

③ 上司は課員の業務内容及び業務量を把握し、十分に相互理解を図ることにより、風通し

の良い職場環境の構築に努める。 

(2) 誤りや問題点の速やかな確認・共有・解決（見たか、上げたか、応えたか） 

① 常日頃から「報・連・相（報告・連絡・相談）」を励行し、職場内の不具合、誤り、問題

点及びヒヤリハット等の情報の共有を図るとともに、発生した問題点について速やかに

解決に努める。 

② 情報を発信する際には、事故・トラブル時はもとより、通常の業務においても受け手の

立場を考えた分かりやすい情報を、適時適切に提供することに努める。 

6．「健康管理の充実と労働衛生活動に積極的に取り組む。」に係る活動施策 

(1) 心身両面にわたる健康管理の推進 

① 定期健康診断等による疾病の予防、早期発見に努め、産業医、保健師等による心身両面

にわたる保健指導等を行う。また、「心の健康づくり計画」に基づくメンタルヘルス不調

の未然防止に努める。 

(2) 過重労働による健康障害の防止対策の徹底 
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① 職員等の健康障害を防止するため、産業医・衛生管理者及び部課室長等による職場巡視

を行い、不衛生箇所の摘出と是正に努め、良好な作業環境の維持を図る。 

② 適正な労働時間管理の指導・徹底及び年次有給休暇の計画的な取得の推進を図り、過重

労働による健康障害の防止対策の徹底に努める。 

(3)「快適職場づくり」を目指した活動の推進 

① 快適職場づくりを目指した活動を推進する。 

7．「防火・防災対策を充実強化し、危機管理意識の醸成に努める。」に係る活動施策 

(1) 防火・防災体制の充実強化、危機管理意識の醸成 

① 大規模地震発生時の備えとして、避難場所及び避難経路の周知徹底を図るとともに、ボ

ンベ、薬品等及び什器類の転倒防止対策を確実に実施することにより、防火・防災対策

の充実強化を図る。 

② 現場等における通報訓練、消火訓練、総合訓練等の現場応急措置訓練を実施し、迅速、

的確な初動対応、外部への情報発信（119 番通報）等、事故・トラブル対応能力の習得、

向上を図るため、保安教育及び防災訓練を実施する。 

③ 火気使用時に可燃物、化学物質、危険物等の管理を徹底するとともに、リスク評価を行

い、必要に応じた対策を講じて火災発生防止に努める。 

④ 化学物質等安全データシート（SDS）を有効に活用して作業環境の改善に努めるとともに、

職員等に危険有害性に関する情報の周知徹底を図り、化学物質等からの労働災害の防止

に努める。 

⑤ 所管する施設、作業環境等について、始業・終業点検及び課長等による月例巡視点検を

励行することにより、作業環境等の正常な維持に努める。 

⑥ 電気設備においては、火災発生防止の観点からの点検を徹底する。 

 

1.1.2 「安全衛生管理実施計画並びに安全文化醸成及び法令等の遵守に係る活動計画」の実施状

況 

1.「安全確保を最優先とする。」に係る活動施策 

(1) 拠点幹部による積極的な安全意識の浸透 

① 機構幹部、拠点幹部が現場の若手職員に対して安全確保を最優先とする熱意等のメッセ

ージを直接伝え、現場との意見交換を通じてその浸透を図った。 

② 高所危険体感及び電気危険体感の「安全体感教育」を実施し、危険の感受性向上に努め

た。（10/29：高所危険体感22名、電気危険体感、21名） 

(2) 職場における安全確保とそのための一人ひとりの役割確認 

① 運転計画、作業計画の立案時に、抽出したリスクやその対策を関係課室と情報共有する

ことにより、一人ひとりが自らの役割と責任を認識した。 

② 業務や作業を行う際に適切な人材配置を行うとともに、経験者が未熟者に対してOJTを実

施し、技術継承に努めた。また、必要に応じて教育・訓練を行うとともに、技術継承の

ためのマニュアル、要領書等を整備・改正した。 

(3) 迅速な通報連絡と積極的な情報発信による透明性の確保 

① 昨年の人員掌握訓練の評価結果を踏まえ、原子力科学研究所地震対応要領を改正し、関
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(1) 作業計画を十分に検討し、安全確保を優先した運転工程、作業工程、実験計画等の立案と実

施並びに変更管理の徹底 

① 作業計画の立案及び変更に際しては、他の工程への影響、環境への影響、資源の状況等

を考慮し、無理のない計画を立て安全の確保に努める。特に作業計画を変更した場合に

は、変更管理を適切に実施する。 

(2) 3現主義（現場で現物を見て、現実を認識して対応）に基づくとともに、高経年化施設に対

する劣化兆候の把握及びリスクアセスメント（火災発生防止を含む。）の実施とその結果を

踏まえた安全対策の実施 

① 施設の保安以外の日常業務においても、安全に関わる行動や機器に関して、常に問いか

ける姿勢を持つことに努める。 

② リスクアセスメントを実施し、把握したリスクについて関係者間で情報を共有する。ま

た、計画立案及び作業において、現場で現物を見て、現実を認識しその結果を踏まえた

作業環境の改善等、安全対策を実施する。 

③ 巡視点検等により施設の状況変化等を踏まえたリスクの把握と対応に努めるとともに、

リスクを低減するために必要な教育を実施する。 

(3) 施設、設備等の習熟（知識と技術）と基本動作（5S、KY･TBM 等）の徹底 

① 職場における基本動作（5S（整理、整頓、清掃、清潔及び躾（習慣化））を含む）の徹底

を図る。また、作業開始前のKY･TBMに3H（初めて、変更、久しぶり）の検討を含めるこ

とにより作業安全の確保を図るとともに、想定されるリスクに対する対応を関係者間で

共有する。 

5．「経営層と現場とのコミュニケーションを推進する。」に係る活動施策 

(1) 経営層、拠点や研究センター幹部と現場との対話を通した現場の課題等の相互理解の推進に

よる現場の士気の高揚と風通しの良い職場環境の構築 

① 役員及び拠点幹部との意見交換で出された意見等を反映させ、改善に努める。 

② 経営層からのメッセージを拠点内に積極的に発信し、浸透させる。 

③ 上司は課員の業務内容及び業務量を把握し、十分に相互理解を図ることにより、風通し

の良い職場環境の構築に努める。 

(2) 誤りや問題点の速やかな確認・共有・解決（見たか、上げたか、応えたか） 

① 常日頃から「報・連・相（報告・連絡・相談）」を励行し、職場内の不具合、誤り、問題

点及びヒヤリハット等の情報の共有を図るとともに、発生した問題点について速やかに

解決に努める。 

② 情報を発信する際には、事故・トラブル時はもとより、通常の業務においても受け手の

立場を考えた分かりやすい情報を、適時適切に提供することに努める。 

6．「健康管理の充実と労働衛生活動に積極的に取り組む。」に係る活動施策 

(1) 心身両面にわたる健康管理の推進 

① 定期健康診断等による疾病の予防、早期発見に努め、産業医、保健師等による心身両面

にわたる保健指導等を行う。また、「心の健康づくり計画」に基づくメンタルヘルス不調

の未然防止に努める。 

(2) 過重労働による健康障害の防止対策の徹底 
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係機関等の常時入構者の人員掌握区分を明確化した。 

② 事故・トラブル等に係る安全情報をイントラネットに確実かつ的確に掲載することによ

り、所内へ情報を周知した。 

(4) 原子力機構内外の安全情報を自らの問題として捉え、実効的な水平展開を行うことによる事 

故・トラブルの防止 

① 安全・核セキュリティ統括部から発信される水平展開管理票（機構内外で発生した事故・

故障等の原因、講じられた対策等の外部情報）を、Eメールにより速やかにかつ適切に所

内へ配信した。 

② 安全・核セキュリティ統括部からの機構内外の事故・トラブル等の情報及び不適合管理

を自らの問題として捉え、それらに係る所内水平展開について調査・改善指示を5件、情

報提供を16件実施した。 

③ 放射線安全研修において、過去の事故・トラブル事例「原科研における火災、非火災の

事例」、「JCO臨界事故」及び「過去の事故事例（風化させないために）・非管理区域にお

ける核燃料物質の汚染等、第2ボイラー非管理区域における金属缶等の発見、NSRRにおけ

る火災、J-PARCハドロン実験施設における放射性物質の漏えい」等の教訓について教育・

訓練を実施（第1回：4/21及び4/22、第2回：7/21、第3回：10/8、第4回：1/21）し、受

講者から提出された理解度確認票を確認・評価することにより、確実に継承しているこ

とを確認した。 

また、電気工作物管理担当者会議において、「原子力コード特研建家屋外(非管理区域)

における仮設ディーゼル発電機の火災事象」、「J-PARC物質・生命科学実験施設（MLF）第

2実験ホールにおける火災事象」、「第2廃棄物処理棟における封入容器放射能測定装置及

び分電盤からの火花の発生事象」等の教訓について教育・訓練を実施（6/23）し、受講

者から提出された理解度確認票を確認・評価することにより、確実に継承していること

を確認した。 

さらに、「原子力コード特研建家屋外(非管理区域)における仮設ディーゼル発電機の火災

事象」に係る教訓として可搬型発電機等を使用する場合の遵守事項を業務連絡書により

所内全域に周知した（7/6）。 

(5) 請負作業における事故・トラブルの防止に係る指導・支援の充実 

① 請負作業に係る安全を確保するために最近のトラブル情報やトラブル防止対策等の情報

を提供するとともに、作業の各段階におけるホールドポイントを明確にし安全管理を適

切に行うよう指導した。併せて、ヒューマンエラー防止に係る教育を実施した。 

また、請負業者安全衛生連絡会を開催（6/26、9/25、12/17、3/4）し、最近のトラブル

情報とトラブル防止対策等の情報交換を実施し、安全確保について相互理解を図り事故

発生防止に努めた。 

2.「法令及びルール（自ら決めたことや社会との約束）を守る。」に係る活動施策 

(1) 自らの業務に関連する法令及びルールの把握と遵守 

① 法令・規格等の改正情報を適切に把握し、保安規定、品質保証計画、規則及び要領等の

改正時には、改正目的・内容の教育を実施しアンケートにより理解されたことを確認し

た。 
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② 放射線安全研修の「関係法令及び保安規定に関すること」において、新規制基準等の教

育を実施（4/21、4/22、7/21、10/8、1/21）した。 

(2) 規則、要領（マニュアル）等について、関連する法令等への適合性の確保と実行性の確認 

① 保安規定、品質保証計画、規則及び要領等の改正時には、安全に関する注意事項（なぜ

必要なのか）を記載した。 

② 申請書類・報告書類の作成にあたっては、誤字・脱字、計算書の入力値等について、チ

ェック体制に基づいて確認を行った。 

3.「安全を最優先に資源を重点的に投入する。」に係る活動施策 

(1) 施設設備の安全運転や信頼性の維持のために必要な運転計画、保全計画等に対する速やかな

資源の投入と配分並びにその効果の確認と必要な修正 

① 施設設備の安全運転や信頼性の維持・向上のために必要な運転計画、保全計画に対し、

限られた予算の中で優先順位を定めて適切な資源提供（人員配置を含む）を行うととも

に、部内会議等にて各計画に対する進捗や効果を確認・共有した。また、緊急時に備え、

必要な備品等の点検基準等を定めて、適切な緊急用備品の管理を行った。 

保安活動に対して、部長による評価を1回／半年ごとに実施し、安全を最優先として資源

が有効に使われていることの評価を行った。 

4.「現場を重視し、リスクの低減を目指した保安活動に努める。」に係る活動施策 

(1) 作業計画を十分に検討し、安全確保を優先した運転工程、作業工程、実験計画等の立案と実 

施並びに変更管理の徹底 

① 作業計画の立案に当たっては、工程会議や連絡会議等を活用して関係課室との調整を十

分に行い、無理のない工程計画を立案し、安全確保に努めた。また、工事・作業中にお

いて工事・作業管理体制表を表示・明確化することにより更なる安全確保に努めた。作

業計画変更時には、再度関係課室との調整を十分に行い、無理のない工程計画を再立案

した上で作業者に周知した。 

(2) 3現主義（現場で現物を見て、現実を認識して対応）に基づくとともに、高経年化施設に対 

する劣化兆候の把握及びリスクアセスメント（火災発生防止を含む）の実施とその結果を踏 

まえた安全対策の実施 

① 一人ひとりの問いかけのベースとなる各作業や設備・機器に関連付けられるリスクにつ

いて、安全情報、ヒヤリハット事例、過去の事故・トラブル事例等の教育を通じて知識

の習得に努めた。これらで得られた知識を自らの活動に反映させた。また、組織として

本年度より原科研に駐在する各部・センターの安全衛生管理統括者代理者（次長・副セ

ンター長クラス）を通じて、各部・センターの安全管理上の弱み（安全文化の醸成及び

法令等の遵守を含む）を抽出し、対策を実施する活動に取組んだ。 

② 作業開始前にリスクアセスメントを行い、危険ポイントの抽出及びその対策を実施し、

事故発生防止に努めるとともに、作業開始前のリスクアセスメント及びKY･TBMにおいて、

高所作業時の安全帯及び保護具の着用を徹底し、再発防止に努めた。 

また、リスクアセスメントの実施要領を見直し、安全対策はハード対策を優先すること

及び注意喚起にあたる対策はリスク低減とならないことを明記した（8/1）。 

③ 巡視点検等により施設の状況変化等を踏まえたリスクを把握し、通常と異なる状態を認
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係機関等の常時入構者の人員掌握区分を明確化した。 

② 事故・トラブル等に係る安全情報をイントラネットに確実かつ的確に掲載することによ

り、所内へ情報を周知した。 

(4) 原子力機構内外の安全情報を自らの問題として捉え、実効的な水平展開を行うことによる事 

故・トラブルの防止 

① 安全・核セキュリティ統括部から発信される水平展開管理票（機構内外で発生した事故・

故障等の原因、講じられた対策等の外部情報）を、Eメールにより速やかにかつ適切に所

内へ配信した。 

② 安全・核セキュリティ統括部からの機構内外の事故・トラブル等の情報及び不適合管理

を自らの問題として捉え、それらに係る所内水平展開について調査・改善指示を5件、情

報提供を16件実施した。 

③ 放射線安全研修において、過去の事故・トラブル事例「原科研における火災、非火災の

事例」、「JCO臨界事故」及び「過去の事故事例（風化させないために）・非管理区域にお

ける核燃料物質の汚染等、第2ボイラー非管理区域における金属缶等の発見、NSRRにおけ

る火災、J-PARCハドロン実験施設における放射性物質の漏えい」等の教訓について教育・

訓練を実施（第1回：4/21及び4/22、第2回：7/21、第3回：10/8、第4回：1/21）し、受

講者から提出された理解度確認票を確認・評価することにより、確実に継承しているこ

とを確認した。 

また、電気工作物管理担当者会議において、「原子力コード特研建家屋外(非管理区域)

における仮設ディーゼル発電機の火災事象」、「J-PARC物質・生命科学実験施設（MLF）第

2実験ホールにおける火災事象」、「第2廃棄物処理棟における封入容器放射能測定装置及

び分電盤からの火花の発生事象」等の教訓について教育・訓練を実施（6/23）し、受講

者から提出された理解度確認票を確認・評価することにより、確実に継承していること

を確認した。 

さらに、「原子力コード特研建家屋外(非管理区域)における仮設ディーゼル発電機の火災

事象」に係る教訓として可搬型発電機等を使用する場合の遵守事項を業務連絡書により

所内全域に周知した（7/6）。 

(5) 請負作業における事故・トラブルの防止に係る指導・支援の充実 

① 請負作業に係る安全を確保するために最近のトラブル情報やトラブル防止対策等の情報

を提供するとともに、作業の各段階におけるホールドポイントを明確にし安全管理を適

切に行うよう指導した。併せて、ヒューマンエラー防止に係る教育を実施した。 

また、請負業者安全衛生連絡会を開催（6/26、9/25、12/17、3/4）し、最近のトラブル

情報とトラブル防止対策等の情報交換を実施し、安全確保について相互理解を図り事故

発生防止に努めた。 

2.「法令及びルール（自ら決めたことや社会との約束）を守る。」に係る活動施策 

(1) 自らの業務に関連する法令及びルールの把握と遵守 

① 法令・規格等の改正情報を適切に把握し、保安規定、品質保証計画、規則及び要領等の

改正時には、改正目的・内容の教育を実施しアンケートにより理解されたことを確認し

た。 
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めた場合は点検記録の気付き事項欄に記載し、必要に応じて対応した。また、そのリス

クを低減するための必要な教育を実施した。 

(3) 施設、設備等の習熟（知識と技術）と基本動作（5S、KY、TBM等）の徹底 

① 作業前に、3H(初めて、変更、久しぶり)の検討を含めたKY･TBMを実施し、想定されるリ

スクに対する対応を関係者間で共有した。しかし、作業員が事前に想定したリスクとそ

の安全対策をしっかり認識していれば防げたトラブルが2件あった。それを踏まえて、保

安管理部長は原科研6部の職員に対して「作業監督者の方々へ」と題する意見交換を行い、

作業監督者の心得について教育するとともに、作業開始直前にも把握したリスクに対し

て注意喚起する意識を醸成した。（研究炉加速器管理部 12/22、バックエンド技術部 

12/25、放管線管理部 1/6、工務技術部 1/8、福島技術開発試験部 1/12） 

5.「経営層と現場とのコミュニケーションを推進する。」に係る活動施策 

(1) 経営層、拠点や研究センター幹部と現場との対話を通した現場の課題等の相互理解の推進に 

よる現場の士気の高揚と風通しの良い職場環境の構築 

① 所長パトロール（7/2）での意見交換で「火災の可能性があるため、屋外にあるエアコン

室外機周辺の草を刈ること。」の意見が出された。それを踏まえて、業務連絡書により必

要に応じて室外機周辺の草刈りを行い環境の維持保全することを指示した。（9/14発信業

連) 

② 原子力安全に係る品質方針を各部・センターへ業務連絡書により周知し、各現場でポス

ターを掲示することにより浸透を図った（4/3）。また、安全週間行事、品質月間及び年

末年始無災運動に係る理事長メッセージを構内放送により周知し、浸透を図った（7/1、

11/2、12/14）。 

③ 部長連絡会、原科研連絡会議、部内会議及び課内会議等を通して、業務の進捗状況、問

題点や改善点等を意見交換し、風通しの良い職場作りに努めた。 

(2) 誤りや問題点の速やかな確認・共有・解決（見たか、上げたか、応えたか） 

① 常日頃から「報・連・相」を励行し、職場内の不具合、誤り、問題点及びヒヤリハット

等の情報の共有を図るとともに、必要に応じて不適合管理を行い問題解決に努めた。 

② 情報を発信する際には、事故・トラブル時はもとより、通常の業務においても受け手の

立場を考えた分かりやすい情報の発信に努め、適時適切に職場内へEメールで発信した。 

6.「健康管理の充実と労働衛生活動に積極的に取り組む。」に係る活動施策 

(1) 心身両面にわたる健康管理の推進 

① 疾病の予防、早期発見と産業医等の保健指導 職員等の健康管理に資するため、一般健康

診断（5、6月 1723名；100％受診）、電離放射線健康 診断（5、6月954 名；100％受診）、

有機溶剤等健康診断（5、6 月 220名；100％受診）、特定化学 物質健康診断（5、6 月 149

名；100％受診）及び生活習慣病検診等を行った。有所見者に対しては、産業医等による

受診勧奨及び保健指導を実施した。 

また、心の健康づくり実施計画に基づき、全国労働衛生週間行事として、産業医による

「癌の診断と治療の進歩」と題する衛生講演会を10月28日に開催した。さらに、産業医

によるメンタルヘルス不全の早期発見と健康相談を実施し、メンタルヘルス講演会を平

成28年2月17日に開催した。 
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(2) 過重労働による健康障害の防止対策の徹底 

① 職員等の健康障害を防止するため、衛生管理者（週1回）、産業医（月1回）及び部課室長

等（月1回）による職場巡視を行い、不衛生箇所の摘出と是正に努め、良好な作業環境の

維持を図った。 

② 水戸労働基準監督署から指導票が発出された「管理職等の在室時間が月80時間を超えな

いよう過重労働による健康障害防止に努めること及び時間外・休日労働時間が月45時間

以内とするよう削減に努めること」への対策として、全国安全週間（7月）及び労働衛生

週間（10月）の各々1カ月間の毎週金曜日を、労働者の健康の保持増進を図るための「健

康増進日」として、定時退勤日とする取組みを実施した。 

また、前日夕に服務管理システムにメッセージを掲載するとともに、当日朝及び夕に構

内放送を行った。さらに、服務管理システムデータをもとに長時間労働者に対して医師

の面談希望の案内を送付し、一般職で45時間以上及び管理職等で80時間以上の長時間労

働している希望者に産業医面談を実施した。 

(3) 「快適職場づくり」を目指した活動の推進 

① 快適職場づくりの推進として、「快適な職場環境の形成のための措置に関する指針」（快

適職場指針）に基づき、職場環境の改善を実施した。 

7. 「防火・防災対策を充実強化し、危機管理意識の醸成に努める。」に係る活動施策 

(1) 防火・防災体制の充実強化、危機管理意識の醸成 

① 大規模地震及び大津波警報発表を想定した自主防災訓練を実施した（11/5）。 

また、ボンベ、薬品等及び什器類の転倒防止対策を確実に実施し、防火・防災対策の充

実強化を図った。 

② 原子炉施設等における通報訓練、避難訓練、消火訓練、総合訓練等の現場応急措置訓練

を実施し、緊急時の対応強化を図った。 

このうち、総合訓練については以下の2件を実施した。 

燃料試験施設の管理区域内において火災発生を想定した第1回非常事態総合訓練を実施

した (7/24)。NSRRにおいて原災法第15条事象を想定した第2回非常事態総合訓練を実施

した（1/29）。この訓練では原災法第15条事象対応中に別施設の解体分別保管棟にて廃棄

物の飛散事故が発生し、同時に活動することにより複数の事故に対応出来ることを確認

した。 

放射線安全研修（再教育）において「事故発生時の通報連絡と事例」と題する教育を実

施した。 

③ 火気使用時に施設・設備に及ぼす影響をリスク評価した上で、KY･TBMを通した可燃物、

化学物質、危険物等の管理を徹底し必要な対策を行うことで火災発生防止に努めた。 

④ 化学物質等安全データシート（SDS）を有効に活用して作業環境の改善に努めるととも

に、職員等に危険有害性に関する情報の周知徹底を図り、化学物質等からの労働災害の

防止に努めた。 

⑤ 課長パトロールを毎月、部長パトロールを四半期ごとに実施し、作業環境等の正常な維

持に努めた。 

⑥ 所長安全衛生パトロール（7/2、12/18）を実施し、火災予防対策（電気機器、溶接作業、
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めた場合は点検記録の気付き事項欄に記載し、必要に応じて対応した。また、そのリス

クを低減するための必要な教育を実施した。 

(3) 施設、設備等の習熟（知識と技術）と基本動作（5S、KY、TBM等）の徹底 

① 作業前に、3H(初めて、変更、久しぶり)の検討を含めたKY･TBMを実施し、想定されるリ

スクに対する対応を関係者間で共有した。しかし、作業員が事前に想定したリスクとそ

の安全対策をしっかり認識していれば防げたトラブルが2件あった。それを踏まえて、保

安管理部長は原科研6部の職員に対して「作業監督者の方々へ」と題する意見交換を行い、

作業監督者の心得について教育するとともに、作業開始直前にも把握したリスクに対し

て注意喚起する意識を醸成した。（研究炉加速器管理部 12/22、バックエンド技術部 

12/25、放管線管理部 1/6、工務技術部 1/8、福島技術開発試験部 1/12） 

5.「経営層と現場とのコミュニケーションを推進する。」に係る活動施策 

(1) 経営層、拠点や研究センター幹部と現場との対話を通した現場の課題等の相互理解の推進に 

よる現場の士気の高揚と風通しの良い職場環境の構築 

① 所長パトロール（7/2）での意見交換で「火災の可能性があるため、屋外にあるエアコン

室外機周辺の草を刈ること。」の意見が出された。それを踏まえて、業務連絡書により必

要に応じて室外機周辺の草刈りを行い環境の維持保全することを指示した。（9/14発信業

連) 

② 原子力安全に係る品質方針を各部・センターへ業務連絡書により周知し、各現場でポス

ターを掲示することにより浸透を図った（4/3）。また、安全週間行事、品質月間及び年

末年始無災運動に係る理事長メッセージを構内放送により周知し、浸透を図った（7/1、

11/2、12/14）。 

③ 部長連絡会、原科研連絡会議、部内会議及び課内会議等を通して、業務の進捗状況、問

題点や改善点等を意見交換し、風通しの良い職場作りに努めた。 

(2) 誤りや問題点の速やかな確認・共有・解決（見たか、上げたか、応えたか） 

① 常日頃から「報・連・相」を励行し、職場内の不具合、誤り、問題点及びヒヤリハット

等の情報の共有を図るとともに、必要に応じて不適合管理を行い問題解決に努めた。 

② 情報を発信する際には、事故・トラブル時はもとより、通常の業務においても受け手の

立場を考えた分かりやすい情報の発信に努め、適時適切に職場内へEメールで発信した。 

6.「健康管理の充実と労働衛生活動に積極的に取り組む。」に係る活動施策 

(1) 心身両面にわたる健康管理の推進 

① 疾病の予防、早期発見と産業医等の保健指導 職員等の健康管理に資するため、一般健康

診断（5、6月 1723名；100％受診）、電離放射線健康 診断（5、6月954 名；100％受診）、

有機溶剤等健康診断（5、6 月 220名；100％受診）、特定化学 物質健康診断（5、6 月 149

名；100％受診）及び生活習慣病検診等を行った。有所見者に対しては、産業医等による

受診勧奨及び保健指導を実施した。 

また、心の健康づくり実施計画に基づき、全国労働衛生週間行事として、産業医による

「癌の診断と治療の進歩」と題する衛生講演会を10月28日に開催した。さらに、産業医

によるメンタルヘルス不全の早期発見と健康相談を実施し、メンタルヘルス講演会を平

成28年2月17日に開催した。 

JAEA-Review 2021-006

- 11 -



 JAEA-Review-2021-006 

- 12 - 

可燃物質、有機溶剤、危険物の管理状況、特に電気機器のコンセント差し込み状態及び

高経年化した汎用電気製品の状態の確認）を重点項目として職場巡視を行った。 

 

1.2 平成 28 年度 

平成28年度の原子力施設における安全文化の醸成及び法令等の遵守に係る活動に当たっては、

高速増殖原型炉「もんじゅ」における保守管理上の問題等から得られた教訓を踏まえ、安全文化

及び安全意識の向上に努め、継続的な改善に取組むこととした。 

さらに、原子力機構を取り巻く情勢に鑑み、今一度、安全確保を最優先とする原点に立ち返り、

潜在する問題を洗い直し、改善活動を展開し、一人ひとりが自分の役割に責任を持って行動しな

ければならない。これら決意の下に、原子炉施設等の保安規定等に基づき活動方針を定めた。 

また、法令等に基づき報告や是正を求められた事象は、安全文化の醸成及び法令等の遵守の観

点から重要な課題であると認識し、再発防止に最大限に取組んでいくこととした。 

 

1.2.1 原子力科学研究所安全衛生管理実施計画並びに原子力研究開発における安全文化の醸成

及び法令等の遵守に係る活動計画 

原子力機構が定める「平成 28 年度安全衛生管理基本方針」、「平成 28 年度原子力施設における

安全文化の醸成及び法令等の遵守に係る活動方針」及び「活動施策」に基づき、施設の事故・故

障等及び労働災害を未然に防ぎ、教育訓練の充実と安全意識の向上及び安全確保の徹底を図ると

ともに、職員等の健康の保持増進を図るため、「平成 28 年度原子力科学研究所安全衛生管理実施

計画並びに原子力研究開発における安全文化の醸成及び法令等の遵守に係る活動計画」（以下「安

全衛生管理実施計画並びに安全文化の醸成及び法令等の遵守に係る活動計画」という。）を次のよ

うに定めた。 

 

Ⅰ．「安全衛生管理」及び「安全文化の醸成及び法令等の遵守に係る活動」の方針 

1．安全確保を最優先とする。 

2．法令及びルール（自ら決めたことや社会との約束）を守る。 

3．安全を最優先に資源を重点的に投入する。 

4．現場を重視し、リスクの低減を目指した保安活動に努める。 

5．経営層と現場とのコミュニケーションを推進する。 

6．健康管理の充実と労働衛生活動に積極的に取り組む。 

7．防火・防災対策を充実強化し、危機管理意識の醸成に努める。 

 

Ⅱ．重点項目 

「安全衛生管理」及び「安全文化の醸成及び法令等の遵守に係る活動」の一層の推進を図るた

め、本年度は、下記事項を重点的に実施した。 

 

1.「安全確保を最優先とする。」に係る活動施策 

(1) 安全確保のための一人ひとりの役割確認と安全への自覚 

① 運転計画、作業計画等の立案の際に、設備や管理上のリスクに係る情報共有の重要性に
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ついて認識を高め、一人ひとりに自らの役割と責任を自覚させる。 

② 次世代への技術継承を視野に入れて適切な人材の配置と育成を行い、必要な教育・訓練

を通して技術力の維持向上を図る。 

(2) 拠点幹部による積極的な安全意識の浸透 

① 拠点幹部の安全確保への熱意や意気込みを意見交換会等により職員、協力会社員等に伝

達し、安全最優先の意識の浸透に努める。 

② 危険作業体験教育の充実を図る。 

 

(3) 原子力機構内外の安全情報を自らの問題として捉え、実効的な水平展開を行うことによる事 

故・トラブルの防止 

① 予防処置として、水平展開のための事故・トラブル情報の受発信を速やかに、かつ、適

切に行う。 

② 他部署からの事故・トラブル情報を自らの問題として捉え、必要な水平展開を行う。 

③ 非管理区域における汚染の発見等を含む過去に発生した事故・トラブルの教訓を教育訓

練等により、確実に引き継ぐ。 

(4) 積極的な情報発信による透明性の確保 

① 訓練を通して通報連絡基準やマニュアル等を継続的に改善するよう努める。 

② 事故・トラブル情報を含め、積極的に情報発信に努める。 

 

2.「法令及びルール（自ら決めたことや社会との約束）を守る。」に係る活動施策 

(1) 自らの業務に関連する法令及びルールの把握と遵守 

① コンプライアンス意識を維持するとともに、関係法令や自ら定めたルールを把握し理解

を深める。 

② 新規制基準等の教育を行い、施設の適合性を図る。 

(2) 規則、要領（マニュアル）等について、関連する法令等への適合性の確保と実行性の確認 

① 規則、要領(マニュアル)等の記載内容の妥当性を定期的に確認し、見直しを適切に実施

する。法令改正時、施設・設備の変更時、作業方法の変更時は、見直しをタイムリーに

実施し、定められた手続きにより安全確保上問題のないことを確認するとともに、誤解

を与えない明確な記載とする。 

② 法令等に基づく申請書類・報告書類の作成にあたっては、誤字・脱字、計算書の入力値

等を確かめて、一人ひとりが役割を認識し、定められたチェック体制に基づき確認を行

う。 

3.「安全を最優先に資源を重点的に投入する。」に係る活動施策 

(1) 施設設備の安全運転や信頼性の維持のために必要な運転計画、保全計画等に対する速やかな

資源の配分と投入並びにその効果の確認と必要な修正 

① 施設設備の運転計画、保全計画等の策定に際して、安全運転や信頼性維持のために必要

な資源を評価し、安全を優先した配分に努める。施設管理者等は、緊急の案件が生じた

場合は、部長等に報告し資源の投入を求め、安全の確保に努める。 

4.「現場を重視し、リスクの低減を目指した保安活動に努める。」に係る活動施策 
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め、本年度は、下記事項を重点的に実施した。 
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(1) 作業計画を十分に検討し、安全確保を優先した運転工程、作業工程、実験計画等の立案と実

施並びに変更管理の徹底 

① 作業計画の立案及び変更に際しては、他の工程への影響、環境への影響、資源の状況等

を考慮し、無理のない計画を立て安全の確保に努める。特に作業計画を変更した場合に

は、変更管理を適切に実施する。 

(2) 3 現主義によるリスクアセスメント(火災発生防止を含む。)とその結果を踏まえた安全対策

の実施 

① 日常の業務においても、安全に関わる行動や機器に関して、常に問いかける姿勢を持つ

ことに努める。 

② リスクアセスメントを実施し、把握したリスクについて関係者間で情報を共有する。ま

た、計画立案及び作業において、現場で現物を見て、現実を認識しその結果を踏まえた

作業環境の改善等、安全対策を実施する。 

③ 各部・センターが自ら抽出した弱みの対策活動を実施し、自己評価を実施する。  

(3) 施設・設備の高経年化・老朽化に対応した保守管理要領等の整備 

① 施設・設備の劣化兆候の把握に努め、施設・設備の状況に応じた保守管理の要領等を整

備し、確実に実施する。 

② 巡視点検等により施設の状況変化等を踏まえたリスクの把握と対応に努めるとともに、

リスクを低減するために必要な教育を実施する。 

③ 故障しても更新や修理が困難である重要な設備や機器等について、故障を想定した代替

措置等の検討を進める。 

(4) 施設、設備等の習熟(知識と技術)と基本動作(5S、KY･TBM 等)の徹底 

① 職場における基本動作(5S を含む)の徹底を図る。また、作業開始前の KY･TBM に 3H(初め

て、変更、久しぶり)の検討を含めることにより作業安全の確保を図るとともに、想定さ

れるリスクに対する対応を関係者間で共有する。 

(5) 現場作業における情報共有の徹底と請負作業に係る指導・支援の充実 

① 現場作業(作業計画段階も含む)に関わる、職員及び請負作業員の相互理解と意思疎通を

深める。 

② 請負作業において、リスクアセスメント及び KY･TBM でのリスク及び安全対策を確実に

認識させ、作業監督者が請負作業者を適切に注意する。 

5.「経営層と現場とのコミュニケーションを推進する。」に係る活動施策 

(1) 経営層、拠点や研究センター幹部と現場との対話を通した現場の課題等の相互理解の推進に

よる現場の士気の高揚と風通しの良い職場環境の構築 

① 役員及び拠点幹部との意見交換で出された意見等を反映させ、改善に努める。 

② 経営層からのメッセージを拠点内に積極的に発信し、浸透させる。 

③ 上司は課員の業務内容及び業務量を把握し、十分に相互理解を図ることにより、風通し

の良い職場環境の構築に努める。 

(2) 誤りや問題点の速やかな確認・共有・解決(見たか、上げたか、応えたか) 

① 常日頃から「報・連・相(報告・連絡・相談)」を励行し、職場内の不具合、誤り、問題

点及びヒヤリハット等の情報の共有を図るとともに、発生した問題点について速やかに
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解決に努める。 

② 情報を発信する際には、事故・トラブル時はもとより、通常の業務においても受け手の

立場を考えた分かりやすい情報を、適時適切に提供することに努める。 

6.「健康管理の充実と労働衛生活動に積極的に取り組む。」に係る活動施策 

(1) 心身両面にわたる健康管理の推進 

① 定期健康診断等による疾病の予防、早期発見に努め、産業医、保健師等による心身両面

にわたる保健指導等を行う。また、「心の健康づくり計画」に基づくメンタルヘルス不調

の未然防止に努める。 

(2) 過重労働による健康障害の防止対策の徹底 

① 職員等の健康障害を防止するため、産業医・衛生管理者及び部課室長等による職場巡視

を行い、不衛生箇所の摘出と是正に努め、良好な作業環境の維持を図る。 

② 適正な労働時間管理の指導・徹底及び年次有給休暇の計画的な取得の推進を図り、過重

労働による健康障害の防止対策の徹底に努める。 

(3)「快適職場づくり」を目指した活動の推進 

① 快適職場づくりを目指した活動を推進する。 

7.「防火・防災対策を充実強化し、危機管理意識の醸成に努める。」に係る活動施策 

(1) 防火・防災体制の充実強化、危機管理意識の醸成 

① 大規模地震発生時の備えとして、避難場所及び避難経路の周知徹底を図るとともに、ボ

ンベ、薬品等及び什器類の転倒防止対策を確実に実施することにより、防火・防災対策

の充実強化を図る。 

② 現場等における通報訓練、消火訓練、総合訓練等の現場応急措置訓練を実施し、迅速、

的確な初動対応、外部への情報発信(119 番通報)等、事故トラブル対応能力の習得、向

上を図るため、保安教育及び防災訓練を実施する。 

③ 火気使用時に可燃物、化学物質、危険物等の管理を徹底するとともに、リスク評価を行

い、必要に応じた対策を講じて火災発生防止に努める。 

④ 化学物質等安全データシート(SDS)を有効に活用して作業環境の改善に努めるとともに、

職員等に危険有害性に関する情報の周知徹底を図り、化学物質等からの労働災害の防止

に努める。 

⑤ 所管する施設、作業環境等について、始業・終業点検及び課長等による月例巡視点検を

励行することにより、作業環境等の正常な維持に努める。 

⑥ 電気設備においては、火災発生防止の観点からの点検を徹底する。 

⑦ 請負業者が持ち込む工具類及び測定器について、事故・トラブル防止の観点からの安全

確認を徹底する。 

 

1.2.2 「安全衛生管理実施計画並びに安全文化の醸成及び法令等の遵守に係る活動計画」の実施

状況 

1.「安全確保を最優先とする。」に係る活動施策 

(1) 安全確保のための一人ひとりの役割確認と安全への自覚 

① 運転計画、作業計画の立案時に、抽出したリスクやその対策を関係課室と情報共有する
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② リスクアセスメントを実施し、把握したリスクについて関係者間で情報を共有する。ま

た、計画立案及び作業において、現場で現物を見て、現実を認識しその結果を踏まえた

作業環境の改善等、安全対策を実施する。 

③ 各部・センターが自ら抽出した弱みの対策活動を実施し、自己評価を実施する。  

(3) 施設・設備の高経年化・老朽化に対応した保守管理要領等の整備 

① 施設・設備の劣化兆候の把握に努め、施設・設備の状況に応じた保守管理の要領等を整

備し、確実に実施する。 

② 巡視点検等により施設の状況変化等を踏まえたリスクの把握と対応に努めるとともに、

リスクを低減するために必要な教育を実施する。 

③ 故障しても更新や修理が困難である重要な設備や機器等について、故障を想定した代替

措置等の検討を進める。 

(4) 施設、設備等の習熟(知識と技術)と基本動作(5S、KY･TBM 等)の徹底 

① 職場における基本動作(5S を含む)の徹底を図る。また、作業開始前の KY･TBM に 3H(初め

て、変更、久しぶり)の検討を含めることにより作業安全の確保を図るとともに、想定さ

れるリスクに対する対応を関係者間で共有する。 

(5) 現場作業における情報共有の徹底と請負作業に係る指導・支援の充実 

① 現場作業(作業計画段階も含む)に関わる、職員及び請負作業員の相互理解と意思疎通を

深める。 

② 請負作業において、リスクアセスメント及び KY･TBM でのリスク及び安全対策を確実に

認識させ、作業監督者が請負作業者を適切に注意する。 

5.「経営層と現場とのコミュニケーションを推進する。」に係る活動施策 

(1) 経営層、拠点や研究センター幹部と現場との対話を通した現場の課題等の相互理解の推進に

よる現場の士気の高揚と風通しの良い職場環境の構築 

① 役員及び拠点幹部との意見交換で出された意見等を反映させ、改善に努める。 

② 経営層からのメッセージを拠点内に積極的に発信し、浸透させる。 

③ 上司は課員の業務内容及び業務量を把握し、十分に相互理解を図ることにより、風通し

の良い職場環境の構築に努める。 

(2) 誤りや問題点の速やかな確認・共有・解決(見たか、上げたか、応えたか) 

① 常日頃から「報・連・相(報告・連絡・相談)」を励行し、職場内の不具合、誤り、問題

点及びヒヤリハット等の情報の共有を図るとともに、発生した問題点について速やかに
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ことにより、一人ひとりが自らの役割と責任を認識した。 

② 業務や作業を行う際に適切な人材配置を行うとともに、経験者が未熟者に対して OJT を

実施し、技術継承に努めた。また、必要に応じて教育・訓練を行うとともに、技術継承

のためのマニュアル、要領書等を整備・改正した。 

(2) 拠点幹部による積極的な安全意識の浸透 

① 機構幹部、拠点幹部が現場の若手職員に対して安全確保を最優先とする熱意等のメッセ

ージを直接伝え、現場との意見交換を通じてその浸透を図った。（吉田理事との意見交換

5/25、三浦理事巡視・意見交換 9/28、拠点幹部との意見交換 9/1、10/25、12/28、1/31） 

② 高所危険体感及び電気危険体感の「安全体感教育」を実施し、危険の感受性向上に努め

た。（1/25：高所危険体感 18 名、電気危険体感、21 名） 

(3) 機構内外の安全情報を自らの問題として捉え、実効的な水平展開を行うことによる事故・ト

ラブルの防止 

① 安全・核セキュリティ統括部から発信される水平展開管理票（機構内外で発生した事故・

故障等の原因、講じられた対策等の情報）を、E メールにより速やかにかつ適切に所内

へ配信した。 

② 安全・核セキュリティ統括部からの機構内外の事故・トラブル等の情報及び不適合管理

を自らの問題として捉え、それらに係る所内水平展開について調査・検討指示を 7 件、

情報提供を 32 件実施した。 

③ 放射線安全研修において、過去の事故・トラブル事例「原科研における火災、非火災の

事例」、「JCO 臨界事故」及び「過去の事故事例（風化させないために）・非管理区域にお

ける核燃料物質の汚染等、第２ボイラー非管理区域における金属缶等の発見、NSRR にお

ける火災、J-PARC ハドロン実験施設における放射性物質の漏えい」等の教訓について教

育・訓練を実施（第 1回：4/19 及び 4/20、第 2 回：7/16、第 3 回：10/6、第 4 回：1/19）

し、受講者から提出された理解度確認票を確認・評価することにより、確実に継承した。 

また、電気工作物管理担当者会議において、「バックエンド研究施設での分電盤内短絡事

象」、「放射線標準施設棟での電源ケーブル焦げ跡確認事象」等の教訓について教育・訓

練を実施（5/19）し、受講者から提出された理解度確認票を確認・評価することにより、

確実に継承していることを確認した。 

さらに、「原子力コード特研建家屋外(非管理区域)における仮設ディーゼル発電機の火災

事象」に係る教訓として可搬型発電機等を使用する場合の遵守事項を業務連絡書により

所内全域に周知した（7/1）。 

(4) 積極的な情報発信による透明性の確保 

① 各種訓練を通して、通報連絡基準やマニュアル等を改善する事案はなかった。 

② 事故・トラブル事象は 14 件であり、そのうち、原子力規制庁、県等に通報したものは、

通報連絡の必要な事象 5 件であった。 

また、事故・トラブル等に係る安全情報をイントラネットに確実かつ的確に掲載するこ

とにより、所内へ情報を周知した。さらに、火災に起因するリコール情報をイントラに

掲載し、火災予防に努めた。 

2.「法令及びルール（自ら決めたことや社会との約束）を守る。」に係る活動施策 
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(1) 自らの業務に関連する法令及びルールの把握と遵守 

① 法令・規格等の改正情報を適切に把握し、保安規定、品質保証計画、規則及び要領等の

改正時には、改正目的・内容の教育を実施しアンケートにより理解されたことを確認し

た。 

② 放射線安全研修の「関係法令及び保安規定に関すること」において、新規制基準等の教

育を実施（4/19、4/20、7/19、10/6、1/19）した。 

(2) 規則、要領（マニュアル）等について、関連する法令等への適合性の確保と実行性の確認 

① 要領、マニュアル類等の改正時には、安全に関する注意事項を記載した。 

② 申請書類・報告書類の作成にあたっては、誤字・脱字、計算書の入力値等について、チ

ェック体制に基づいて確認を行った。 

3.「安全を最優先に資源を重点的に投入する。」に係る活動施策 

(1) 施設設備の安全運転や信頼性の維持のために必要な運転計画、保全計画等に対する速やかな

資源の配分と投入並びにその効果の確認と必要な修正 

① 施設設備の安全運転や信頼性の維持・向上のために必要な運転計画、保全計画に対し、

限られた予算の中で優先順位を定めて適切な資源提供（人員配置を含む）を行うととも

に、部内会議等にて各計画に対する進捗や効果を確認・共有した。また、緊急時に備え、

必要な備品等の点検基準等を定めて、適切な緊急用備品の管理を行った。 

保安活動に対して、部長による評価を 1 回／半年ごとに実施し、安全を最優先として資

源が有効に使われていることの評価を行った。 

4.「現場を重視し、リスクの低減を目指した保安活動に努める。」に係る活動施策 

(1) 作業計画を十分に検討し、安全確保を優先した運転工程、作業工程、実験計画等の立案と実

施並びに変更管理の徹底 

① 作業計画の立案にあたり、工程会議や連絡会議等を活用して関係課室との調整を十分に

行い、無理のない工程計画を立案し、安全確保に努めた。また、工事・作業中において

工事・作業管理体制表を表示・明確化することにより更なる安全確保に努めた。作業計

画変更時には、再度関係課室との調整を十分に行い、無理のない工程計画を再立案した

上で作業者に周知した。 

(2) 3 現主義によるリスクアセスメント（火災発生防止を含む。）とその結果を踏まえた安全対策

の実施 

① 一人ひとりの問いかけのベースとなる各作業や設備・機器に関連付けられるリスクにつ

いて、安全情報、ヒヤリハット事例、過去の事故・トラブル事例等の教育を通じて知識

の習得に努めた。これらで得られた知識を自らの活動に反映させた。 

② 作業開始前に、3 現主義に基づくリスクアセスメントを行い、危険ポイントの抽出及び

その対策を実施し、事故発生防止に努めるとともに、作業開始前のリスクアセスメント

及び KY･TBM において、高所作業時の安全帯及び保護具の着用を徹底し、再発防止に努め

た。 

③ 原科研に駐在する各部・センターは、安全管理上の弱みを自ら問いかけて抽出し、以下

の弱み対策活動を実施した。9 月末には中間評価として、活動の自己評価を行った。 

(3) 施設・設備の高経年化・老朽化に対応した保守管理要領等の整備 
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ことにより、一人ひとりが自らの役割と責任を認識した。 

② 業務や作業を行う際に適切な人材配置を行うとともに、経験者が未熟者に対して OJT を

実施し、技術継承に努めた。また、必要に応じて教育・訓練を行うとともに、技術継承

のためのマニュアル、要領書等を整備・改正した。 

(2) 拠点幹部による積極的な安全意識の浸透 

① 機構幹部、拠点幹部が現場の若手職員に対して安全確保を最優先とする熱意等のメッセ

ージを直接伝え、現場との意見交換を通じてその浸透を図った。（吉田理事との意見交換

5/25、三浦理事巡視・意見交換 9/28、拠点幹部との意見交換 9/1、10/25、12/28、1/31） 

② 高所危険体感及び電気危険体感の「安全体感教育」を実施し、危険の感受性向上に努め

た。（1/25：高所危険体感 18 名、電気危険体感、21 名） 

(3) 機構内外の安全情報を自らの問題として捉え、実効的な水平展開を行うことによる事故・ト

ラブルの防止 

① 安全・核セキュリティ統括部から発信される水平展開管理票（機構内外で発生した事故・

故障等の原因、講じられた対策等の情報）を、E メールにより速やかにかつ適切に所内

へ配信した。 

② 安全・核セキュリティ統括部からの機構内外の事故・トラブル等の情報及び不適合管理

を自らの問題として捉え、それらに係る所内水平展開について調査・検討指示を 7 件、

情報提供を 32 件実施した。 

③ 放射線安全研修において、過去の事故・トラブル事例「原科研における火災、非火災の

事例」、「JCO 臨界事故」及び「過去の事故事例（風化させないために）・非管理区域にお

ける核燃料物質の汚染等、第２ボイラー非管理区域における金属缶等の発見、NSRR にお

ける火災、J-PARC ハドロン実験施設における放射性物質の漏えい」等の教訓について教

育・訓練を実施（第 1回：4/19 及び 4/20、第 2 回：7/16、第 3 回：10/6、第 4 回：1/19）

し、受講者から提出された理解度確認票を確認・評価することにより、確実に継承した。 

また、電気工作物管理担当者会議において、「バックエンド研究施設での分電盤内短絡事

象」、「放射線標準施設棟での電源ケーブル焦げ跡確認事象」等の教訓について教育・訓

練を実施（5/19）し、受講者から提出された理解度確認票を確認・評価することにより、

確実に継承していることを確認した。 

さらに、「原子力コード特研建家屋外(非管理区域)における仮設ディーゼル発電機の火災

事象」に係る教訓として可搬型発電機等を使用する場合の遵守事項を業務連絡書により

所内全域に周知した（7/1）。 

(4) 積極的な情報発信による透明性の確保 

① 各種訓練を通して、通報連絡基準やマニュアル等を改善する事案はなかった。 

② 事故・トラブル事象は 14 件であり、そのうち、原子力規制庁、県等に通報したものは、

通報連絡の必要な事象 5 件であった。 

また、事故・トラブル等に係る安全情報をイントラネットに確実かつ的確に掲載するこ

とにより、所内へ情報を周知した。さらに、火災に起因するリコール情報をイントラに

掲載し、火災予防に努めた。 

2.「法令及びルール（自ら決めたことや社会との約束）を守る。」に係る活動施策 
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① 「老朽化等に伴う故障が事故・トラブルとなる懸念がある設備・機器に係る点検・保守

管理計画」の見直しを行い、その計画に従い、点検・保守を行った。 

② 巡視点検等により施設の状況変化等を踏まえたリスクを把握し、通常と異なる状態を認

めた場合は点検記録の気付き事項欄に記載し、必要に応じて対応した。また、そのリス

クを低減するための必要な教育を実施した。 

③ 更新や修理が困難な場合で故障した際の対応について、所内各施設の代替できる機器を

把握するとともに、同等仕様の代替機器をメーカーに確認すること、また代替方法につ

いても他の機器により可能かどうか確認することを保守管理要領等に定めた。 

 (4) 施設、設備等の習熟（知識と技術）と基本動作（5S、KY、TBM 等）の徹底 

① 作業前に、3H(初めて、変更、久しぶり)の検討を含めた KY･TBM を実施し、想定されるリ

スクに対する対応を関係者間で共有した。 

しかし、9 件の労働災害が発生した。それを踏まえて、所長メッセージの発信、臨時の

部安全衛生管理担当者連絡会議の開催、協力業者安全協議会登録業者へ文書発信、「おせ

っかい運動」の展開等を行い、安全を再認識する意識を醸成した。 

(5) 現場作業における情報共有の徹底と請負作業に係る指導・支援の充実 

① 作業開始前に職員と請負業者でリスクアセスメント及び KY･TBM を実施し、想定されるリ

スクとその安全対策について、相互理解と意思疎通を深めた。 

請負業者安全衛生連絡会を開催（6/21、9/27、12/15、3/10）し、最近のトラブル情報と

トラブル防止対策等の情報交換を実施し、安全確保の相互理解を図り事故発生防止に努

めた。 

② リスクアセスメント及び KY･TBM 時におけるリスクとその安全対策について、職員が請負

の作業責任者へ周知した。また、危険な行動・状態を発見した際に、作業監督者は請負

作業責任者に対して直接指導したが、請負作業者までの指導が不十分だったため、作業

監督者は請負作業者に対して、ヒューマンエラー防止に係る教育を実施した。 

5.「経営層と現場とのコミュニケーションを推進する。」に係る活動施策 

(1) 経営層、拠点や研究センター幹部と現場との対話を通した現場の課題等の相互理解の推進

による現場の士気の高揚と風通しの良い職場環境の構築 

① 所長パトロール（7/14）での意見交換で、安全工学研究棟の消費電力の高い電気機器に

対して、注意喚起の表示をすることにより、電気火災を防止するための環境の改善を図

った。 

所長パトロール（12/26）での意見交換で、第 1 研究棟及び第 2 研究棟に対して、整理整

頓、落下防止対策、転倒防止・飛散防止対策を実施することにより、作業環境の改善を

図った。 

② 原子力安全に係る品質方針を各部・センターへ業務連絡書により周知し、各現場でポス

ターを掲示することにより浸透を図った（4/1）。また、安全週間行事、品質月間及び年

末年始無災運動に係る理事長メッセージを構内放送により周知し、浸透を図った（7/1、

11/1、12/15）。 

③ 部長連絡会、原科研連絡会議、部内会議及び課内会議等を通して、業務の進捗状況、問

題点や改善点等を意見交換し、風通しの良い職場作りに努めた。 
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(2) 誤りや問題点の速やかな確認・共有・解決（見たか、上げたか、応えたか） 

① 常日頃から「報・連・相」を励行し、職場内の不具合、誤り、問題点及びヒヤリハット

等の情報の共有を図るとともに、必要に応じて不適合管理を行い問題解決に努めた。 

② 情報を発信する際には、事故・トラブル時はもとより、通常の業務においても受け手の

立場を考えた分かりやすい情報の発信に努め、適時適切に職場内へ Eメールで発信した。 

6.「健康管理の充実と労働衛生活動に積極的に取り組む。」に係る活動施策 

(1) 心身両面にわたる健康管理の推進 

① 職員等の健康管理に資するため、一般健康診断（5、6 月 1629 名；100％受診）、電離放

射線健康診断（5、6月 908 名；100％受診）、有機溶剤等健康診断（5、6 月 207 名；100％

受診）、特定化学物質健康診断（5、6 月 144 名；100％受診）、レーザー業務健康診断（5、

6 月 23 名；100％受診）及び生活習慣病検診等を行った。有所見者に対しては、産業医

等による受診勧奨及び保健指導を実施した。 

また、心の健康づくり実施計画に基づき、全国労働衛生週間行事として、産業医による

「よく嚙み、味わい、健やかに」と題する衛生講演会を 10/20 に開催した。さらに、産

業医によるメンタルヘルス不全の早期発見と健康相談を実施し、メンタルヘルス講演会

を開催した（1/25）。 

 (2) 過重労働による健康障害の防止対策の徹底 

① 職員等の健康障害を防止するため、衛生管理者（週 1回）、の産業医（月 1 回）及び部課

室長等（月 1 回）によるの職場巡視を行い、不衛生箇所の摘出と是正に努め、良好な作

業環境の維持を図った。 

② 「管理職等の在室時間が月 80 時間を超えないよう過重労働による健康障害防止に努める

こと及び時間外・休日労働時間が月 45 時間以内とするよう削減に努めること」への対策

として、5 月、6 月、10 月及び 11 月の毎週金曜日を、労働者の健康の保持増進を図るた

めの「健康増進日」として定時退勤日とする取組みを実施した。 

また、前日夕に服務管理システムにメッセージを掲載するとともに、当日朝及び夕に構

内放送を行った。さらに、服務管理システムデータをもとに長時間労働者に対して医師

の面談希望の案内を送付し、一般職で 45 時間以上及び管理職等で 80 時間以上の長時間

労働している希望者に産業医面談を実施した。 

 (3) 「快適職場づくり」を目指した活動の推進 

① 快適職場づくりの推進として、「快適な職場環境の形成のための措置に関する指針」（快

適職場指針）に基づき、職場環境の改善を実施した。 

7.「防火・防災対策を充実強化し、危機管理意識の醸成に努める。」に係る活動施策 

(1) 防火・防災体制の充実強化、危機管理意識の醸成 

① 大規模地震及び大津波警報発表を想定した自主防災訓練を実施した（11/2）。 

また、ボンベ、薬品等及び什器類の転倒防止対策を確実に実施し、防火・防災対策の充

実強化を図った。 

② 原子炉施設等における通報訓練、避難訓練、消火訓練、総合訓練等の現場応急措置訓練

を実施し、緊急時の対応強化を図った。 

このうち、総合訓練については、以下の 2 件を実施した。 
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① 「老朽化等に伴う故障が事故・トラブルとなる懸念がある設備・機器に係る点検・保守

管理計画」の見直しを行い、その計画に従い、点検・保守を行った。 

② 巡視点検等により施設の状況変化等を踏まえたリスクを把握し、通常と異なる状態を認

めた場合は点検記録の気付き事項欄に記載し、必要に応じて対応した。また、そのリス

クを低減するための必要な教育を実施した。 

③ 更新や修理が困難な場合で故障した際の対応について、所内各施設の代替できる機器を

把握するとともに、同等仕様の代替機器をメーカーに確認すること、また代替方法につ

いても他の機器により可能かどうか確認することを保守管理要領等に定めた。 

 (4) 施設、設備等の習熟（知識と技術）と基本動作（5S、KY、TBM 等）の徹底 

① 作業前に、3H(初めて、変更、久しぶり)の検討を含めた KY･TBM を実施し、想定されるリ

スクに対する対応を関係者間で共有した。 

しかし、9 件の労働災害が発生した。それを踏まえて、所長メッセージの発信、臨時の

部安全衛生管理担当者連絡会議の開催、協力業者安全協議会登録業者へ文書発信、「おせ

っかい運動」の展開等を行い、安全を再認識する意識を醸成した。 

(5) 現場作業における情報共有の徹底と請負作業に係る指導・支援の充実 

① 作業開始前に職員と請負業者でリスクアセスメント及び KY･TBM を実施し、想定されるリ

スクとその安全対策について、相互理解と意思疎通を深めた。 

請負業者安全衛生連絡会を開催（6/21、9/27、12/15、3/10）し、最近のトラブル情報と

トラブル防止対策等の情報交換を実施し、安全確保の相互理解を図り事故発生防止に努

めた。 

② リスクアセスメント及び KY･TBM 時におけるリスクとその安全対策について、職員が請負

の作業責任者へ周知した。また、危険な行動・状態を発見した際に、作業監督者は請負

作業責任者に対して直接指導したが、請負作業者までの指導が不十分だったため、作業

監督者は請負作業者に対して、ヒューマンエラー防止に係る教育を実施した。 

5.「経営層と現場とのコミュニケーションを推進する。」に係る活動施策 

(1) 経営層、拠点や研究センター幹部と現場との対話を通した現場の課題等の相互理解の推進

による現場の士気の高揚と風通しの良い職場環境の構築 

① 所長パトロール（7/14）での意見交換で、安全工学研究棟の消費電力の高い電気機器に

対して、注意喚起の表示をすることにより、電気火災を防止するための環境の改善を図

った。 

所長パトロール（12/26）での意見交換で、第 1 研究棟及び第 2 研究棟に対して、整理整

頓、落下防止対策、転倒防止・飛散防止対策を実施することにより、作業環境の改善を

図った。 

② 原子力安全に係る品質方針を各部・センターへ業務連絡書により周知し、各現場でポス

ターを掲示することにより浸透を図った（4/1）。また、安全週間行事、品質月間及び年

末年始無災運動に係る理事長メッセージを構内放送により周知し、浸透を図った（7/1、

11/1、12/15）。 

③ 部長連絡会、原科研連絡会議、部内会議及び課内会議等を通して、業務の進捗状況、問

題点や改善点等を意見交換し、風通しの良い職場作りに努めた。 
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第 2 廃棄物処理棟の管理区域内において、火災発生及び負傷者発生を想定した第 1 回非

常態総合訓練を実施した（7/22）。 

JRR-3において原災法第15条事象を想定した第2回非常事態総合訓練を実施した（1/27）。

この訓練では原災法第 15 条事象対応中に別施設のバックエンド技術開発建家にて火災

事故が発生し、同時に活動することにより複数の事故に対応出来ることを確認した。 

放射線安全研修（再教育）において「事故発生時の通報連絡と事例」と題する教育を実

施した。 

③ 火気使用時に施設・設備に及ぼす影響をリスク評価した上で、KY･TBM を通した可燃物、

化学物質、危険物等の管理を徹底し必要な対策を行うことで火災発生防止に努めた。 

④ 化学物質等リスクアセスメント実施要領に基づき、安全データシート（SDS）を有効に活

用して、安全な取扱いに努めることにより、化学物質等の災害防止に努めた。 

⑤ 課長パトロールを毎月、部長パトロールを四半期ごとに実施し、作業環境等の正常な維

持に努めた。 

⑥ 所長安全衛生パトロール（7/14、12/26）を実施し、火災予防対策（電気機器、溶接作業、

可燃物質、有機溶剤、危険物の管理状況、特に電気機器のコンセント差し込み状態及び

高経年化した汎用電気製品の状態の確認）を重点項目として職場巡視を行った。 

⑦ 契約締結後の業者との打合せで業者が持ち込む工具類及び測定器の安全確認について徹

底するように指導した。 
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2 労働安全衛生 
2.1 平成 27 年度 

2.1.1 安全文化醸成活動 

安全文化に対する意識の状況を把握するため、安全文化の浸透及び劣化兆候に係るチェック項

目（安全指標）を基に、現場のライン管理職を対象にセルフアセスメント（自己評価）を実施し

た。 

 

2.1.2 快適職場づくりの活動状況 

平成 27 年度原科研安全衛生管理活動施策「快適職場づくりを目指した活動の推進」及び厚生労

働省「事業者が講ずべき快適な職場環境の形成のための措置に関する指針」（快適職場指針）に基

づき、週 1 回の衛生管理者の職場巡視及び月 1 回の産業医の職場巡視により、各職場における作

業環境、作業方法及び衛生状況にかかる点検を行った。また、それに基づき、62 件の改善活動を

行った。主な改善事項は、ストーブ、扇風機、サーキュレーター、ブラインド等の設置による室

内の温度調整、梯子に落下防止装置（ベルブロック）を設置することによる昇降時の緊張緩和、

更衣室の確保等である。 

 

2.1.3 リスク管理 

3 現主義による保安活動の推進を目的として、工程会議や連絡会議等を活用し、現場関係課室

との十分な調整を行うことにより、現場における実効的な運転工程、作業工程、実験計画等の立

案を促進した。 

各施設においては、施設、設備の特性、操作方法等に関する必要な教育を実施した。特に、On-JT

（On the Job Training） においては、運転経験の浅い者にはベテランの者が同行する等により、

これらに関する理解・習熟に努めた。さらに、安全に関する資格取得を推進し、施設の保安及び

作業の安全管理に有意義な法定有資格者の確保に努めた。 

各施設においては、作業開始前におけるリスクアセスメントを行うことにより、危険ポイント

の抽出及びその対策を実施し、事故発生防止に努めた。特に、J-PARC センター・ハドロン実験施

設における高所作業者の転落事象を受けて、作業前のリスクアセスメント及び KY･TBM において、

安全帯の常時確保の徹底を確認し、再発防止に努めた。また、高所危険及び電気危険作業を体感

する「安全体感研修」を実施し、危険の感受性向上に努めた。 

所長パトロール、部長パトロール、産業医の職場巡視、衛生管理者の職場巡視等の実施に際し

ても、5S について指導等を行うとともに、作業開始前の KY･TBM の実施状況を確認した。 

 

2.1.4 コミュニケーションの推進 

「経営層と現場のコミュニケーションを推進する。」に基づき、拠点幹部との意見交換会を実施

した。また各部・センター安全衛生管理担当者等と安全文化の醸成及び法令等の遵守に係る活動

計画に関する意見交換会を実施した。 

所長、部門長等による原科研連絡会議を毎月 1 回、原科研部長連絡会を毎週 1 回開催し、原科

研の運営等について議論した。また、各部においては、同様に、部安全衛生会議（四半期毎に開

催）、部次長と各階層（課長代理、技術副主幹等、主査、一般職）との階層別懇談会（原則月 1 回
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第 2 廃棄物処理棟の管理区域内において、火災発生及び負傷者発生を想定した第 1 回非

常態総合訓練を実施した（7/22）。 

JRR-3において原災法第15条事象を想定した第2回非常事態総合訓練を実施した（1/27）。

この訓練では原災法第 15 条事象対応中に別施設のバックエンド技術開発建家にて火災

事故が発生し、同時に活動することにより複数の事故に対応出来ることを確認した。 

放射線安全研修（再教育）において「事故発生時の通報連絡と事例」と題する教育を実

施した。 

③ 火気使用時に施設・設備に及ぼす影響をリスク評価した上で、KY･TBM を通した可燃物、

化学物質、危険物等の管理を徹底し必要な対策を行うことで火災発生防止に努めた。 

④ 化学物質等リスクアセスメント実施要領に基づき、安全データシート（SDS）を有効に活

用して、安全な取扱いに努めることにより、化学物質等の災害防止に努めた。 

⑤ 課長パトロールを毎月、部長パトロールを四半期ごとに実施し、作業環境等の正常な維

持に努めた。 

⑥ 所長安全衛生パトロール（7/14、12/26）を実施し、火災予防対策（電気機器、溶接作業、

可燃物質、有機溶剤、危険物の管理状況、特に電気機器のコンセント差し込み状態及び

高経年化した汎用電気製品の状態の確認）を重点項目として職場巡視を行った。 

⑦ 契約締結後の業者との打合せで業者が持ち込む工具類及び測定器の安全確認について徹

底するように指導した。 
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開催）等を開催した。 

 

2.1.5 健康管理 

職員等の健康管理に資するため、表Ⅲ-2-1に示す健康診断等の他、生活習慣病検診等を行った。

有所見者に対しては、産業医等による受診勧奨及び保健指導を実施した。 

 

表Ⅲ-2-1 健康診断等の実施実績（平成 27 年度） 

健康診断名称 実施期間 受診者数 受診率 

定期健康診断 H27.5～6 1,723 名 100％ 

電離健康診断 
H27.5～6 954 名 100％ 

H27.11～12 966 名 100％ 

有機溶剤等健康診断 
H27.5～6 220 名 100％ 

H27.11～12 215 名 100％ 

特定化学物質健康診断 
H27.5～6 149 名 100％ 

H27.11～12 148 名 100％ 

レーザー業務健康診断 H27.5～6 29 名 100％ 

 

心の健康づくり実施計画に基づき、全国労働衛生週間行事として、外部講師招聘により「癌の

診断と治療の進歩」と題する衛生講演会を平成 27 年 10 月 28 日に開催した。また、管理監督者を

対象として、外部機関による「ラインケアセミナー」の教育を行うとともに、動機付け支援のた

めのメンタルアンケートを実施した。さらに、メンタルヘルス不全の早期発見のため、産業医に

よる、健康相談を実施するとともに、メンタルヘルス講演会を平成 28 年 2 月 17 日に開催した。 

服務管理システムを用いて長時間労働者を同定し、超過勤務時間が 1か月に 45 時間以上の非管

理職及び管理職等で時間外在席時間が 80 時間以上の者の希望者に対し、産業医面談を実施した。 

また、健康増進日やゆう活を取り入れた、超過勤務時間削減対策を実施した。 

 

2.1.6 安全衛生パトロール等 

(1) 所長安全衛生パトロール 

所長安全衛生パトロールにおいては、重点項目として、 

① 実験室等の安全確保 

② 安全意識と基本動作 

③ 快適な職場環境の形成状況 

を設定し、平成 27 年 7 月 2 日及び 12 月 18 日に実施した。 

 

(2) 安全衛生パトロール 

部長及び建家安全衛生管理者による安全衛生パトロールを四半期に 1 回実施した。 

 

(3) 産業医の職場巡視 
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産業医による職場巡視を、毎月 1回、39 施設を対象に実施し、産業保健の観点から指導を行っ

た。巡視結果については、巡視対象となった施設に業務連絡書で通知するとともに、安全衛生委

員会、部長連絡会及び原科研連絡会議で報告した。 

 

(4) 衛生管理者の職場巡視 

衛生管理者による職場巡視を、毎週 1 回、原科研全施設を対象として実施し、居室、作業場等

の環境管理、保健施設等（食堂、休憩所、トイレ等）の管理、地震対策等について、指導を行っ

た。巡視結果については、巡視対象となった施設に業務連絡書にて通知するとともに、安全衛生

委員会、部長連絡会及び原科研連絡会議で報告した。 

 

(5) 高圧ガス保安パトロール 

高圧ガス保安活動促進週間の活動の一環として、保安統括者（原科研所長）及び保安係員等に

よる高圧ガス保安パトロールを平成 27 年 10 月 29 日に実施した。平成 27 年度は、JRR-3、トリチ

ウムプロセス研究施設、減容処理棟及び大型非定常試験棟の 4 施設を対象にパトロールを実施し

た。 

 

2.1.7 保安教育訓練 

(1) 保安教育訓練及び講習会等の開催状況 

原科研として開催した保安教育訓練及び講習会等を表Ⅲ-2-2 に示す。 

 

表Ⅲ-2-2 保安教育訓練及び講習会等の開催状況（平成 27 年度） 

保安教育訓練等 実 施 日 

放射線安全研修（再教育を含む） 
H27.4.21、22、H27.7.21、

H27.10.10、H28.1.21 

安全講演会 H27.7.22 

玉掛け業務従事者安全衛生教育講習会 H27.7.28 

電気保安教育講習会 H27.8.10 

クレーン運転士安全衛生教育 H27.8.25 

玉掛け技能講習会 H27.9.29～10.1 

高圧ガス保安講習会 H27.10.14 

普通救命講習 H27.10.15 

床上操作式クレーン講習会 H27.10.20～10.22 

衛生講演会 H27.10.28 

安全体感研修 H27.10.29 

交通安全講演会 H27.12.21 

化学物質管理者等研修会 H27.12.24 

メンタルへルス講演会 H28.2.17 

防火・防災管理講演会 H28.3.7 
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開催）等を開催した。 

 

2.1.5 健康管理 

職員等の健康管理に資するため、表Ⅲ-2-1に示す健康診断等の他、生活習慣病検診等を行った。

有所見者に対しては、産業医等による受診勧奨及び保健指導を実施した。 

 

表Ⅲ-2-1 健康診断等の実施実績（平成 27 年度） 

健康診断名称 実施期間 受診者数 受診率 

定期健康診断 H27.5～6 1,723 名 100％ 

電離健康診断 
H27.5～6 954 名 100％ 

H27.11～12 966 名 100％ 

有機溶剤等健康診断 
H27.5～6 220 名 100％ 

H27.11～12 215 名 100％ 

特定化学物質健康診断 
H27.5～6 149 名 100％ 

H27.11～12 148 名 100％ 

レーザー業務健康診断 H27.5～6 29 名 100％ 

 

心の健康づくり実施計画に基づき、全国労働衛生週間行事として、外部講師招聘により「癌の

診断と治療の進歩」と題する衛生講演会を平成 27 年 10 月 28 日に開催した。また、管理監督者を

対象として、外部機関による「ラインケアセミナー」の教育を行うとともに、動機付け支援のた

めのメンタルアンケートを実施した。さらに、メンタルヘルス不全の早期発見のため、産業医に

よる、健康相談を実施するとともに、メンタルヘルス講演会を平成 28 年 2 月 17 日に開催した。 

服務管理システムを用いて長時間労働者を同定し、超過勤務時間が 1か月に 45 時間以上の非管

理職及び管理職等で時間外在席時間が 80 時間以上の者の希望者に対し、産業医面談を実施した。 

また、健康増進日やゆう活を取り入れた、超過勤務時間削減対策を実施した。 

 

2.1.6 安全衛生パトロール等 

(1) 所長安全衛生パトロール 

所長安全衛生パトロールにおいては、重点項目として、 

① 実験室等の安全確保 

② 安全意識と基本動作 

③ 快適な職場環境の形成状況 

を設定し、平成 27 年 7 月 2 日及び 12 月 18 日に実施した。 

 

(2) 安全衛生パトロール 

部長及び建家安全衛生管理者による安全衛生パトロールを四半期に 1 回実施した。 

 

(3) 産業医の職場巡視 
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(2) 保安教育訓練の受講者数 

 

各部で実施した教育訓練の受講者数（延べ人数）を集計した結果を表Ⅲ-2-3 に示す。 

 
表Ⅲ-2-3 保安教育訓練の受講者の延べ人数（平成 27 年度） 

訓 練 内 容 

受講者数 

（延べ人数） 

 

合計人数 

（延べ人数） 職 員 業 者 

原子炉等規制

法に基づく保

安教育訓練 

原子炉施設の従事者 29,413 13,474 42,887

核燃料物質使用施設の従事者 33,019 15,972 48,991

廃棄物埋設施設の従事者 1,337 231 1,568

放射線障害防止法に基づく保安教育訓練 17,541 7,795 25,336

高圧ガス保安法に基づく保安教育訓練 1,802 2,868 4,670

消防法に基づく保安教育訓練 6,219 2,687 8,906

電気事業法に基づく保安教育訓練 3,750 1,613 5,363

事故対策規則に基づく防護活動訓練 4,979 1,756 6,735

労働安全衛生法に基づく保安教育訓練 7,332 2,205 9,537

特別安全教育 126 71 197

その他の教育訓練（集団教育）＊ 8,581 2,553 11,134

外国人に係る教育訓練 17 17

協力業者安全協議会による保安教育訓練  934

＊技能講習及び国家試験に係る講習等は、その他の教育訓練（集団教育）に含む。 

 

2.1.8 委員会等 

(1) 安全衛生委員会 

安全衛生委員会を毎月 1 回開催し、安全衛生管理等について審議した。 

 

(2) 請負業者安全衛生連絡会 

四半期に 1回開催し、安全衛生管理、被ばくの状況、労働災害の発生状況等の情報を共有した。 

 

(3) 部安全衛生管理担当者連絡会議 

年に 3 回開催し、安全衛生管理等の情報を共有した。 

 

(4) 部安全衛生会議等 

各部・建家においては、安全衛生管理統括者が部安全衛生会議を四半期に 1 回、建家安全衛生

管理者が建家安全衛生連絡協議会を四半期に 1 回開催した。 
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2.1.9 許認可・届出等 

労働安全衛生法に基づく、許認可・届出・報告等の件数を表Ⅲ-2-4に示す。 

 

表Ⅲ-2-4 許認可等の実施件数（平成 27 年度） 

区  分 許認可等件数 

(1) 一般高圧ガス関係 

(2) 冷凍高圧ガス関係 

(3) ボイラー関係 

(4) 第一種圧力容器関係 

(5) クレーン関係 

(6) ゴンドラ関係 

(7) 毒劇物・火薬関係 

(8) 浄化槽関係 

(9) 水質関係 

(10) 大気汚染関係 

(11) 廃棄物関係 

(12) 振動・騒音関係 

(13) 機械等設置届 

11 

36 

23 

65 

125 

2 

0 

2 

4 

1 

2 

4 

3 
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(2) 保安教育訓練の受講者数 
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放射線障害防止法に基づく保安教育訓練 17,541 7,795 25,336

高圧ガス保安法に基づく保安教育訓練 1,802 2,868 4,670

消防法に基づく保安教育訓練 6,219 2,687 8,906

電気事業法に基づく保安教育訓練 3,750 1,613 5,363

事故対策規則に基づく防護活動訓練 4,979 1,756 6,735

労働安全衛生法に基づく保安教育訓練 7,332 2,205 9,537

特別安全教育 126 71 197

その他の教育訓練（集団教育）＊ 8,581 2,553 11,134

外国人に係る教育訓練 17 17

協力業者安全協議会による保安教育訓練  934

＊技能講習及び国家試験に係る講習等は、その他の教育訓練（集団教育）に含む。 

 

2.1.8 委員会等 

(1) 安全衛生委員会 

安全衛生委員会を毎月 1 回開催し、安全衛生管理等について審議した。 

 

(2) 請負業者安全衛生連絡会 

四半期に 1回開催し、安全衛生管理、被ばくの状況、労働災害の発生状況等の情報を共有した。 

 

(3) 部安全衛生管理担当者連絡会議 

年に 3 回開催し、安全衛生管理等の情報を共有した。 

 

(4) 部安全衛生会議等 

各部・建家においては、安全衛生管理統括者が部安全衛生会議を四半期に 1 回、建家安全衛生

管理者が建家安全衛生連絡協議会を四半期に 1 回開催した。 
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2.1.10 規定等の整備 

表Ⅲ-2-5に示す規定等について、一部改正を行った。  

 

表Ⅲ-2-5 一部改定した規定類の名称及び改正回数（平成27年度） 

No. 規定等名称 改正回数

1 安全衛生管理規則 3 

2 「安全情報」管理要領 1 

3 医薬用外毒物劇物危害防止等管理要領 2 

4 環境配慮管理規則 1 

5 公害防止の管理要領 1 

6 レーザー機器安全取扱要領 1 

7 新型インフルエンザ対策に関する行動計画 2 

8 安全衛生委員会運営要領 2 

9 備品棚、薬品等の地震対策要領 1 

10 コードリール及び電動機械機具の取り扱い要領 1 

11 保安教育訓練実施状況管理要領 1 

12 危険予知（KY）活動及びツールボックスミーティング（TBM）実施要領 1 

13 工事・作業安全マニュアル 1 

14 リスクアセスメント実施要領 1 

15 職場巡視要領 1 

16 特定化学物質の管理要領 2 

17 有機溶剤の管理要領 2 
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2.1.11 労働災害の発生状況 

労働災害の件名、発生日、災害事象及び発生件数を表Ⅲ-2-6に示す。  

 

表Ⅲ-2-6 労働災害の発生状況（平成 27 年度）（1/2） 

労働災害件名 発生日 災害事象 休業日数 

情報交流棟南ウィ

ング2階廊下での

転倒における負傷

（職員等） 

H27.4.7 居室から廊下に出たところで後ろから声をかけ

られ、振り向いた時にバランスを崩し仰向けに床

に倒れた。 

84日 

J-PARC 3GeVシンク

ロトロン棟地下1

階入出射電磁石電

源室での負傷につ

いて（請負業者） 

H27.7.2 ユニットを引き抜く際に指に力が入り、親指が飛

び出して挟んでしまった。指を置く位置に対する

注意不足。 

3日 

減容処理棟ホット

機械室での作業者

の負傷について

（請負業者） 

H27.9.16 始業前(朝礼)KY、TBMでは、作業者は昇降時の落

下の可能性(脚立で足を踏み外す危険性)をリス

クとして認識していたが、脚立で上る際には、リ

スクを失念し、上方向のみを注視し、足元に注意

を払う等が散漫となっていた。 

0日 

第2保管廃棄施設、

廃棄物保管棟・Ⅱ

での作業者の負傷

について 

（請負業者） 

H27.11.17 始業前(朝礼)のKY、TBMにより、補助者は荷の吊

上げ及び吊下げの際の挟まれる可能性をリスク

として認識していたが、自身の移動に気を取られ

鋼製蓋から目を離したため、クレーン誘導者に停

止の合図ができず負傷した。 

0日 

道路駐車場の法面

における作業員の

負傷（請負業者） 

H28.2.12 被災者は、法面を降りる際に階段を使用すべきと

ころ、階段部に樹木の枝が張り出していたことか

ら、それを避けて階段脇の法面を降りたため。 

15日 

第2廃棄物処理棟

における作業員の

負傷について（請

負業者） 

H28.2.22 脚立の開き止め金具を外す際、立ち位置及び金具

を下から叩くときの力加減によっては、開き止め

金具が跳ね上がって回転し、顔面付近まで届くリ

スクを想定していなかった。 

0日 

環境シミュレーシ

ョン試験棟玄関に

おける物品運搬中

の職員の負傷 

（職員等） 

H28.2.23 物品の後ろ側に重心があったため、バランスを崩

した。 

0日 
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2.1.10 規定等の整備 

表Ⅲ-2-5に示す規定等について、一部改正を行った。  

 

表Ⅲ-2-5 一部改定した規定類の名称及び改正回数（平成27年度） 

No. 規定等名称 改正回数

1 安全衛生管理規則 3 

2 「安全情報」管理要領 1 

3 医薬用外毒物劇物危害防止等管理要領 2 

4 環境配慮管理規則 1 

5 公害防止の管理要領 1 

6 レーザー機器安全取扱要領 1 

7 新型インフルエンザ対策に関する行動計画 2 

8 安全衛生委員会運営要領 2 

9 備品棚、薬品等の地震対策要領 1 

10 コードリール及び電動機械機具の取り扱い要領 1 

11 保安教育訓練実施状況管理要領 1 

12 危険予知（KY）活動及びツールボックスミーティング（TBM）実施要領 1 

13 工事・作業安全マニュアル 1 

14 リスクアセスメント実施要領 1 

15 職場巡視要領 1 

16 特定化学物質の管理要領 2 

17 有機溶剤の管理要領 2 
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表Ⅲ-2-6 労働災害の発生状況（平成 27 年度）（2/2） 

労働災害件名 発生日 災害事象 休業日数 

JRR-3使用済燃料

貯槽室における作

業員の負傷につい

て（請負業者） 

H28.3.3 結露水により粘着防塵マットが滑りやすくなっ

ていたため。 

52日 

J-PARC50GeV シ ン

クロトロン施設に

おけるコネクタ加

工作業中の作業員

の負傷（請負業者） 

H28.3.14 ケーブルの被覆を剥く際、電工ナイフ等ではうま

くいかなかったため、カッターナイフを使用した 

ところ、手を滑らせ、切傷した。 

0日 

 

 

2.2 平成 28 年度 

2.2.1 安全文化醸成活動 

安全文化に対する意識の状況を把握するため、安全文化の浸透及び劣化兆候に係るチェック項

目（安全指標）を基に、原子力機構役職員等（J-PARCの高エネルギー加速器研究機構（KEK）を含

む。）に対し、セルフアセスメント（自己評価）を実施した。 

 

2.2.2 快適職場づくりの活動状況 

平成28年度原科研安全衛生管理活動施策「快適職場づくりを目指した活動の推進」及び厚生労

働省「事業者が講ずべき快適な職場環境の形成のための措置に関する指針」（快適職場指針）に基

づき、146件の活動を行った。主な改善事項は、エアコン、クーラー等の設置による室内の温度調

整、照明器具をLEDタイプへ更新、整理整頓・不用品処分等による作業空間の改善、休憩室の確保、

老朽化したトイレの更新等である。 

 

2.2.3 リスク管理 

新法人（量子科学技術研究開発機構）への組織移管に伴い、「安全衛生管理規則」を一部改正し、

播磨事務所に係る記載を追加（平成28年4月1日付け施行）した。この改正では、「安全管理者等」

に播磨事務所が選任する安全衛生推進者に係る記載を追加するとともに、安全衛生推進者の所掌

業務に係る記載を追加した。 

平成28年8月以降3件の労働災害が相次いで発生し、28年1月から11件の労働災害が起きた。これ

ら労働災害の大半は、安全基本動作の徹底、安全対策設備の確認及び保護具の着用により、防止

できた事象であった。第133 回原科研安全衛生委員会（9/14開催）において、労働災害の再発防

止に向けた試みとして、「おせっかい運動」が提案されて第134回安全衛生委員会（10/21開催）で

承認され、原科研内に展開された。「おせっかい運動」は、作業関係者だけではなく、広く作業に

関係のない第3者も、同様に作業者に声をかけ、声をかけられた作業者は「ありがとう」と感謝の

気持ちを持って作業に当たることである。 
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2.2.4 コミュニケーションの推進 

「経営層と現場のコミュニケーションを推進する。」に基づき、拠点幹部との意見交換会を実施

した。また、各部・センター安全衛生管理担当者等と安全文化の醸成及び法令等の遵守に係る活

動計画に関する意見交換会を実施した。 

所長、部門長等による原科研連絡会議を毎月 1 回、原科研部長連絡会を毎週 1 回開催し、原科

研の運営等について議論した。また、各部においては、同様に、部安全衛生会議（四半期毎に開

催）、部次長と各階層（課長代理、技術副主幹等、主査、一般職）との階層別懇談会（原則月 1 回

開催）等を開催した。 

 

2.2.5 健康管理 

職員等の健康管理に資するため、表Ⅲ-2-7に示す健康診断等の他、生活習慣病検診等を行った。

有所見者に対しては、産業医等による受診勧奨及び保健指導を実施した。 

 

表Ⅲ-2-7 健康診断等の実施実績（平成 28 年度） 

健康診断名称 実施期間 受診者数 受診率 

定期健康診断 H28.4～7 1,629 名 100％ 

電離健康診断 
H28.4～7  908 名 100％ 

H28.11～H29.1  913 名 100％ 

有機溶剤等健康診断 
H28.4～7  207 名 100％ 

H28.11～H29.1  206 名 100％ 

特定化学物質健康診断 
H28.4～7  144 名 100％ 

H28.11～H29.1  149 名 100％ 

レーザー業務健康診断 H28.4～7   23 名 100％ 

 

水戸労働基準監督署による立入調査において、施設内に在室する時間（以下「在室時間」とい

う。）が月 80 時間を大きく超えている管理職等が認められ、「管理職等に対し、所定労働時間を超

える在室時間の抑制を求めるとともに、必要に応じて安全衛生委員会等において調査・審議をし

て具体的な対応策を講じることにより、管理職等の過重労働による健康障害防止に努めること及

び時間外・休日労働時間 1 カ月当たり 45 時間以内とするよう削減に努めること。」との指導票が

出された。本件を受けて、対象者の産業医面談を実施する等の対策を行った。 

改正労働安全衛生法による平成 28 年度ストレスチェックを 7 月、8 月に実施し、高ストレス者

に保健師・精神保健福祉士による健康相談保健指導を実施した。 

 

「心の健康づくり実施計画」に基づき、全国労働衛生週間行事として、歯科医による「よく噛

み、味わい、健やかに噛めば命の泉わく！噛む門には福来る！」と題する衛生講演会を、平成 28

年 10 月 20 日に開催した。また、産業医による「大人の障害発達」と題するメンタルヘルス講演

会を平成 29 年 1 月 25 日に開催した。 
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表Ⅲ-2-6 労働災害の発生状況（平成 27 年度）（2/2） 

労働災害件名 発生日 災害事象 休業日数 

JRR-3使用済燃料

貯槽室における作

業員の負傷につい

て（請負業者） 

H28.3.3 結露水により粘着防塵マットが滑りやすくなっ

ていたため。 

52日 

J-PARC50GeV シ ン

クロトロン施設に

おけるコネクタ加

工作業中の作業員

の負傷（請負業者） 

H28.3.14 ケーブルの被覆を剥く際、電工ナイフ等ではうま

くいかなかったため、カッターナイフを使用した 

ところ、手を滑らせ、切傷した。 

0日 

 

 

2.2 平成 28 年度 

2.2.1 安全文化醸成活動 

安全文化に対する意識の状況を把握するため、安全文化の浸透及び劣化兆候に係るチェック項

目（安全指標）を基に、原子力機構役職員等（J-PARCの高エネルギー加速器研究機構（KEK）を含

む。）に対し、セルフアセスメント（自己評価）を実施した。 

 

2.2.2 快適職場づくりの活動状況 

平成28年度原科研安全衛生管理活動施策「快適職場づくりを目指した活動の推進」及び厚生労

働省「事業者が講ずべき快適な職場環境の形成のための措置に関する指針」（快適職場指針）に基

づき、146件の活動を行った。主な改善事項は、エアコン、クーラー等の設置による室内の温度調

整、照明器具をLEDタイプへ更新、整理整頓・不用品処分等による作業空間の改善、休憩室の確保、

老朽化したトイレの更新等である。 

 

2.2.3 リスク管理 

新法人（量子科学技術研究開発機構）への組織移管に伴い、「安全衛生管理規則」を一部改正し、

播磨事務所に係る記載を追加（平成28年4月1日付け施行）した。この改正では、「安全管理者等」

に播磨事務所が選任する安全衛生推進者に係る記載を追加するとともに、安全衛生推進者の所掌

業務に係る記載を追加した。 

平成28年8月以降3件の労働災害が相次いで発生し、28年1月から11件の労働災害が起きた。これ

ら労働災害の大半は、安全基本動作の徹底、安全対策設備の確認及び保護具の着用により、防止

できた事象であった。第133 回原科研安全衛生委員会（9/14開催）において、労働災害の再発防

止に向けた試みとして、「おせっかい運動」が提案されて第134回安全衛生委員会（10/21開催）で

承認され、原科研内に展開された。「おせっかい運動」は、作業関係者だけではなく、広く作業に

関係のない第3者も、同様に作業者に声をかけ、声をかけられた作業者は「ありがとう」と感謝の

気持ちを持って作業に当たることである。 
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2.2.6 安全衛生パトロール等 

(1) 安全衛生パトロール 

所長安全衛生パトロールにおいては、重点項目として、実験室等の安全確保、安全意識と基本

動作及び快適な職場環境の形成状況を設定し、平成 28 年 7 月 14 日及び 12 月 26 日に実施した。 

また、部長及び建家安全衛生管理者による安全衛生パトロールを四半期に1回実施し、職場の安

全確保の向上に努めた。 

 

(2) 産業医職場巡視 

産業医による職場巡視を、毎月 1回、27 施設を対象に実施し、産業保健の観点から指導を行っ

た。巡視結果については、巡視対象となった施設に業務連絡書で通知するとともに、安全衛生委

員会、部長連絡会及び原科研連絡会議で報告した。 

 

(3) 衛生管理者職場巡視 

衛生管理者による職場巡視を、毎週 1 回、原科研全施設を対象として実施し、居室、作業場等

の環境管理、保健施設等（食堂、休憩所、トイレ等）の管理、地震対策等について、指導を行っ

た。巡視結果については、巡視対象となった施設に業務連絡書にて通知するとともに、安全衛生

委員会、部長連絡会及び原科研連絡会議で報告した。 

 

(4) 高圧ガス保安パトロール 

高圧ガス保安活動促進週間の活動の一環として、保安統括者（原科研所長）及び保安係員等に

よる高圧ガス保安パトロールを平成 28 年 10 月 25 日に実施した。平成 28 年度は、第 2 ボイラ、

燃料試験施設及びタンデム加速器棟の 3 施設を対象に実施した。 

 

2.2.7 保安教育訓練 

(1) 保安教育訓練及び講習会等の開催状況 

原科研として開催した保安教育訓練及び講習会等を表Ⅲ-2-8 に示す。 

 

表Ⅲ-2-8 保安教育訓練及び講習会等の開催状況（平成 28 年度）（1/2） 

保安教育訓練等 実 施 日 

放射線安全研修（再教育を含む） 
H28.4.19、20、H28.7.19、

H28.10.6、H29.1.19 

安全講演会 H28.7.21 

玉掛け業務従事者安全衛生教育講習会 H28.7.26 

電気保安教育講習会 H28.8.8 

クレーン運転士安全衛生教育 H28.8.30 

高圧ガス製造事業所（冷凍）保安講習会 H28.8.31 

普通救命講習 H28.9.9 
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表Ⅲ-2-8 保安教育訓練及び講習会等の開催状況（平成 28 年度）（2/2） 

保安教育訓練等 実 施 日 

玉掛け技能講習会 H28.9.27～29 

高圧ガス保安講習会 H28.10.12 

防火・防災管理講演会 H28.10.12 

衛生講演会 H28.10.20 

交通安全講演会 H28.12.19 

化学物質管理者等研修会 H28.12.22 

安全体感研修 H29.1.25 

メンタルへルス講演会 H29.1.25 

 

(2) 保安教育訓練の受講者数 

各部で実施した教育訓練の受講者数（延べ人数）を集計した結果を表Ⅲ-2-9 に示す。 

 

表Ⅲ-2-9 保安教育訓練の受講者の延べ人数（平成 28 年度） 

訓 練 内 容 

受講者数 

（延べ人数） 

 

合計人数 

（延べ人数） 職 員 業 者 

原子炉等規制

法に基づく保

安教育訓練 

原子炉施設の従事者 23,647 13,146 36,793

核燃料物質使用施設の従事者 28,881 15,882 44,763

廃棄物埋設施設の従事者 799 101 900

放射線障害防止法に基づく保安教育訓練 18,272 8,626 26,898

高圧ガス保安法に基づく保安教育訓練 1,956 3,464 5,420

消防法に基づく保安教育訓練 5,747 2,998 8,745

電気事業法に基づく保安教育訓練 2,801 1,266 4,067

事故対策規則に基づく防護活動訓練 4,699 1,927 6,626

労働安全衛生法に基づく保安教育訓練 8,219 2,493 10,712

特別安全教育 110 136 246

その他の教育訓練（集団教育）＊ 9,309 3,557 12,866

外国人に係る教育訓練 15 15

協力業者安全協議会による保安教育訓練  894

＊技能講習及び国家試験に係る講習等は、その他の教育訓練（集団教育）に含む。 

 

2.2.8 委員会等 

(1) 安全衛生委員会 

安全衛生委員会を毎月 1 回開催し、安全衛生管理等について審議した。 
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2.2.6 安全衛生パトロール等 

(1) 安全衛生パトロール 

所長安全衛生パトロールにおいては、重点項目として、実験室等の安全確保、安全意識と基本

動作及び快適な職場環境の形成状況を設定し、平成 28 年 7 月 14 日及び 12 月 26 日に実施した。 

また、部長及び建家安全衛生管理者による安全衛生パトロールを四半期に1回実施し、職場の安

全確保の向上に努めた。 

 

(2) 産業医職場巡視 

産業医による職場巡視を、毎月 1回、27 施設を対象に実施し、産業保健の観点から指導を行っ

た。巡視結果については、巡視対象となった施設に業務連絡書で通知するとともに、安全衛生委

員会、部長連絡会及び原科研連絡会議で報告した。 

 

(3) 衛生管理者職場巡視 

衛生管理者による職場巡視を、毎週 1 回、原科研全施設を対象として実施し、居室、作業場等

の環境管理、保健施設等（食堂、休憩所、トイレ等）の管理、地震対策等について、指導を行っ

た。巡視結果については、巡視対象となった施設に業務連絡書にて通知するとともに、安全衛生

委員会、部長連絡会及び原科研連絡会議で報告した。 

 

(4) 高圧ガス保安パトロール 

高圧ガス保安活動促進週間の活動の一環として、保安統括者（原科研所長）及び保安係員等に

よる高圧ガス保安パトロールを平成 28 年 10 月 25 日に実施した。平成 28 年度は、第 2 ボイラ、

燃料試験施設及びタンデム加速器棟の 3 施設を対象に実施した。 

 

2.2.7 保安教育訓練 

(1) 保安教育訓練及び講習会等の開催状況 

原科研として開催した保安教育訓練及び講習会等を表Ⅲ-2-8 に示す。 

 

表Ⅲ-2-8 保安教育訓練及び講習会等の開催状況（平成 28 年度）（1/2） 

保安教育訓練等 実 施 日 

放射線安全研修（再教育を含む） 
H28.4.19、20、H28.7.19、

H28.10.6、H29.1.19 

安全講演会 H28.7.21 

玉掛け業務従事者安全衛生教育講習会 H28.7.26 

電気保安教育講習会 H28.8.8 

クレーン運転士安全衛生教育 H28.8.30 

高圧ガス製造事業所（冷凍）保安講習会 H28.8.31 

普通救命講習 H28.9.9 
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(2) 請負業者安全衛生連絡会 

四半期に 1回開催し、安全衛生管理、被ばくの状況、労働災害の発生状況等の情報を共有した。 

 

(3) 部安全衛生管理担当者連絡会議 

年に 3 回開催し、安全衛生管理等の情報を共有した。 

 

(4) 部安全衛生会議等 

各部・建家においては、安全衛生管理統括者が部安全衛生会議を四半期に 1 回、建家安全衛生

管理者が建家安全衛生連絡協議会を四半期に 1 回開催した。 

 

2.2.9 許認可・届出等 

労働安全衛生法に基づく、許認可・届出・報告等の件数を表Ⅲ-2-10 に示す。 

 

表Ⅲ-2-10 許認可等の実施件数（平成 28 年度） 

区  分 許認可等件数 

(1) 一般高圧ガス関係 

(2) 冷凍高圧ガス関係 

(3) ボイラー関係 

(4) 第一種圧力容器関係 

(5) クレーン関係 

(6) ゴンドラ関係 

(7) 毒劇物・火薬関係 

(8) 浄化槽関係 

(9) 水質関係 

(10) 大気汚染関係 

(11) 廃棄物関係 

(12) 振動・騒音関係 

(13) 機械等設置届 

12 

28 

4 

17 

9 

0 

0 

4 

2 

1 

1 

3 

2 
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2.2.10 規定等の整備 

表Ⅲ-2-11 に示す規定等について、一部改正を行った。 

 

表Ⅲ-2-11 一部改正した規定類の名称及び改定回数（平成 28 年度） 

No. 規定等名称 改正回数

1 環境配慮管理規則 1 

2 安全衛生委員会運営要領 2 

3 備品棚、薬品等の地震対策要領 1 

4 危険予知（KY）活動及びツールボックスミーティング（TBM）実施要領 1 

5 工事・作業安全マニュアル 1 

6 リスクアセスメント実施要領 1 
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(2) 請負業者安全衛生連絡会 

四半期に 1回開催し、安全衛生管理、被ばくの状況、労働災害の発生状況等の情報を共有した。 

 

(3) 部安全衛生管理担当者連絡会議 

年に 3 回開催し、安全衛生管理等の情報を共有した。 

 

(4) 部安全衛生会議等 

各部・建家においては、安全衛生管理統括者が部安全衛生会議を四半期に 1 回、建家安全衛生

管理者が建家安全衛生連絡協議会を四半期に 1 回開催した。 

 

2.2.9 許認可・届出等 

労働安全衛生法に基づく、許認可・届出・報告等の件数を表Ⅲ-2-10 に示す。 

 

表Ⅲ-2-10 許認可等の実施件数（平成 28 年度） 

区  分 許認可等件数 

(1) 一般高圧ガス関係 

(2) 冷凍高圧ガス関係 

(3) ボイラー関係 

(4) 第一種圧力容器関係 

(5) クレーン関係 

(6) ゴンドラ関係 

(7) 毒劇物・火薬関係 

(8) 浄化槽関係 

(9) 水質関係 

(10) 大気汚染関係 

(11) 廃棄物関係 

(12) 振動・騒音関係 

(13) 機械等設置届 

12 

28 

4 

17 

9 

0 

0 

4 

2 

1 

1 

3 

2 

 

JAEA-Review 2021-006

- 33 -



 JAEA-Review-2021-006 

- 34 - 

2.2.11 労働災害の発生状況 

労働災害の件名、発生日、災害事象及び発生件数を表Ⅲ-2-12 に示す。 

 

表Ⅲ-2-12 労働災害の発生状況（平成 28 年度）（1/2） 

労働災害件名 発生日 発生事象 休業日数 

安全工学研究棟内の

居室における技術開

発協力員の負傷につ

いて（職員等） 

H28.4.19 体を低くした姿勢を取ったため、体を起こす

際に上部の分電盤の位置をよく確認できて

いなかった。 

0日 

リニアック建家(旧リ

ニアック)内の居室に

おける任期付職員の

負傷について 

（職員等） 

H28.5.27 端子ボックスの下にごみ箱が設置され、養生

等がされていなかった。 

0日 

建家移動中の自転車

転倒による負傷につ

いて（職員等） 

H28.6.23 一時停止の際にコンクリートブロックを踏

み外し、バランスを崩した。 

0日 

突風による自転車転

倒負傷について 

（職員等） 

H28.7.7 強風にあおられ、自転車のバランスを失い転

倒した。 

0日 

実験室(非管理区域)

における特別研究生

の負傷（職員等） 

H28.7.8 アルミナ入りアルミ瓶とデュワー瓶を移動

させようとしたところ、誤って手前にあるア

ルミナ入りアルミ瓶をデュワー瓶にぶつけ

た。その後、デュワー瓶が破損し、デュワー

瓶口近くにあった左手を創傷した。 

0日 

原子力安全工学研究

棟(仮称)建設工事現

場における作業員の

転落負傷について 

（請負業者） 

H28.8.23 足場板設置作業を行うため被災者が屈んだ

ところ、足場板上で足を滑らせ、約3ｍ下の

コンクリート床部に転落した。親網を張る支

点がなく、親網が設置されていなかった。 

20日 

第4研究棟屋上におけ

る年間常駐請負業者

の転倒による負傷に

ついて（請負業者） 

H28.8.23 東棟高置水槽にいた作業責任者へ作業終了

を報告するために、作業員は上方へ向いたと

ころ足を滑らせて転倒、右側臀部を屋上床面

に打ちつけた。屋上床面は、防水シートのた

め雨により滑りやすい状況にあった。 

60日 
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表Ⅲ-2-12 労働災害の発生状況（平成 28 年度）（2/2） 

労働災害件名 発生日 発生事象 休業日数 

J-PARC放射化物使用

棟建設工事現場にお

ける作業員の負傷に

ついて（請負業者） 

H28.9.1 外壁足場上で、外壁コンクリート表面の下地

調整を行っていた。次に作業範囲(1m横)にし

ゃがんだまま移動しようとした際に、回転し

たままのグラインダーの刃が右膝に当たり、

負傷した。作業場所を横移動する際に、グラ

インダーを停止しなかった。 

0日 

第1研究棟における物

質科学研究センター

職員の負傷 

（請負業者） 

H28.12.26 パトロールでの指摘事項である耐震固定の

仮措置を行うため、ゴムラバーを剥離す 

るため、カッターナイフを使用していたとこ

ろ、カッターナイフを持つ右手が滑って左手

の親指と中指の間を切創した。 

0日 

自動車の跳ね上げ式

後部ドアによる頚椎

負傷について 

（職員等） 

H29.1.16 ドアを閉めた者が資料の搭載状態に気を取

られて、斜め前にいた別の作業者に気付かず

に跳ね上げ式後部ドアを閉めてしまった。 

0日 
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2.2.11 労働災害の発生状況 

労働災害の件名、発生日、災害事象及び発生件数を表Ⅲ-2-12 に示す。 

 

表Ⅲ-2-12 労働災害の発生状況（平成 28 年度）（1/2） 

労働災害件名 発生日 発生事象 休業日数 

安全工学研究棟内の

居室における技術開

発協力員の負傷につ

いて（職員等） 

H28.4.19 体を低くした姿勢を取ったため、体を起こす

際に上部の分電盤の位置をよく確認できて

いなかった。 

0日 

リニアック建家(旧リ

ニアック)内の居室に

おける任期付職員の

負傷について 

（職員等） 

H28.5.27 端子ボックスの下にごみ箱が設置され、養生

等がされていなかった。 

0日 

建家移動中の自転車

転倒による負傷につ

いて（職員等） 

H28.6.23 一時停止の際にコンクリートブロックを踏

み外し、バランスを崩した。 

0日 

突風による自転車転

倒負傷について 

（職員等） 

H28.7.7 強風にあおられ、自転車のバランスを失い転

倒した。 

0日 

実験室(非管理区域)

における特別研究生

の負傷（職員等） 

H28.7.8 アルミナ入りアルミ瓶とデュワー瓶を移動

させようとしたところ、誤って手前にあるア

ルミナ入りアルミ瓶をデュワー瓶にぶつけ

た。その後、デュワー瓶が破損し、デュワー

瓶口近くにあった左手を創傷した。 

0日 

原子力安全工学研究

棟(仮称)建設工事現

場における作業員の

転落負傷について 

（請負業者） 

H28.8.23 足場板設置作業を行うため被災者が屈んだ

ところ、足場板上で足を滑らせ、約3ｍ下の

コンクリート床部に転落した。親網を張る支

点がなく、親網が設置されていなかった。 

20日 

第4研究棟屋上におけ

る年間常駐請負業者

の転倒による負傷に

ついて（請負業者） 

H28.8.23 東棟高置水槽にいた作業責任者へ作業終了

を報告するために、作業員は上方へ向いたと

ころ足を滑らせて転倒、右側臀部を屋上床面

に打ちつけた。屋上床面は、防水シートのた

め雨により滑りやすい状況にあった。 

60日 
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3 環境保全及び環境配慮 

3.1 平成 27 年度 

3.1.1 環境保全 

(1) ばい煙測定 

大気汚染防止法第 16 条に基づき、構内に設置されているボイラー6 基について、ばい煙量の測

定を行い、いずれも基準値を超えていないことを確認した。 

・上期 ：第2ボイラー 1号缶、2号缶、3号缶（平成27年9月14日） 

 ：第2ボイラー 4号缶、5号缶（平成27年9月15日） 

 ：熱媒ボイラー（平成27年8月19日） 

・下期 ：第2ボイラー 1号缶、2号缶、3号缶（平成28年2月18日） 

 ：第2ボイラー 4号缶、5号缶（平成28年2月19日） 

 ：熱媒ボイラー（平成28年2月3日） 

 

 (2) 排水の水質測定 

第1排水溝、第2排水溝及び第3排水溝の排水について、重金属その他有害物質の測定を実施した。

その結果、「水質汚濁防止法及び茨城県生活環境の保全等に関する条例」に定める排水基準以下で

あった。 

 

 (3) 作業環境測定 

有機溶剤及び特定化学物質の使用場所における作業環境測定を以下のとおり実施した。測定の

結果、いずれの施設においても、測定値の評価結果は第1管理区分（管理濃度以下）であり、作業

環境が適切であることを確認した。 

・上期（平成27年8月17日 ～平成27年8月24日） 

：91 箇所、33 物質（有機溶剤：104、特定化学物質：94） 

・下期（平成28年1月18日 ～平成28年1月25日） 

：93 箇所、28 物質（有機溶剤：121、特定化学物質：93） 

 

 (4) 廃薬品等の回収 

① 廃油・廃薬品等 

廃油・廃薬品等の回収を上期と下期に実施し、処理処分業者に引き渡した。 

・上期（平成27年10月27日～平成27年10月28日） 

廃薬品：2,715kg、廃写真液：387kg、廃油：1,474L 

・下期（平成28年1月25日～平成28年1月26日） 

廃薬品：3,041kg、廃写真液：395kg、廃油：1,470L 

② 廃乾電池 

廃乾電池の回収を上期と下期に実施し、処理処分業者に引き渡した。 

・上期（平成27年7月13日）：276kg 

・下期（平成27年12月7日）：284kg 

 

JAEA-Review 2021-006

- 36 -



 JAEA-Review-2021-006 

- 37 - 

3.1.2 環境配慮活動 

(1) 省エネルギーの推進 

電気の使用量については、削減の対象を主な一般施設の電力消費量としており、平成27年度は

原科研全体で約536万kWhとなり、平成26年度と比べて約39万kWh（約6.7％）減少した。その主な

理由は、昼休みの冷暖房停止、居室エアコンの適正な温度管理及び不要な照明等の消灯等を励行

したためである。 

化石燃料の使用量については、平成27年度は原油換算値で約3.0千kLを使用し、平成26年度と比

べて約0.3千kL（約8.4％）減少した。その主な理由は、夜間の蒸気通気開始を平成26年度より10

日程度遅くしたためLNGの使用量が減少したと思われる。 

 

(2) 省資源の推進 

コピー用紙の使用量は、両面コピー及び裏紙使用、プロジェクター使用及び電子ファイルでの

資料配布等によるペーパーレス化を図ったことで、平成27年度はA4換算で約1,130万枚となり、平

成26年度と比べて約197万枚（約14.8％）減少した。また、古紙回収量については、平成27年度は

約130トンとなり、平成26年と比べて約5トン（約4％）減少した。 

上水及び工業用水のうち環境配慮活動で削減対象としている上水使用量については、原科研全

体で、平成27年度は約7.3万m3となり、平成26年度と比べて約0.8万m3 (約12％)減少となった。主

な理由は、平成25年度に経年劣化により損傷していた研究棟地区東側の上水配管を更新したこと

によるものである。また、排水量は、平成27年度は約246万m3であり、平成26年度と比べて約6万

m3（約2.4％）減少した。排水量が減少した主な理由は、平成25年度に経年劣化により損傷してい

た研究棟地区東側の上水配管を更新したことによるものである。 

 

(3) 廃棄物発生量の低減 

一般廃棄物・産業廃棄物のリサイクル向上のため、ゴミの分別及び古紙回収を行い、平成27年

度の一般廃棄物の発生量は約79トンで、平成26年度と比べてほぼ横ばいとなった。 

産業廃棄物の発生量は、平成27年度は約227トンとなり、平成26年度と比べて約77トン（約51％）

増加した。主な理由は、JRR-2建家の補修工事及びJRR-4の廃炉に伴う不用品の整理を実施したこ

とによるものである。 

 

(4) 温室効果ガス排出量について 

CO２排出量（電気使用量、化石燃料使用量、代替フロン等ガス使用量等をCO２排出量に換算した

数値）については、平成27年度は約162ktで、平成26年度と比べて約1kt（約1％）減少した。主な

理由は、点検時におけるガス回収を良好に行えたことによるものである。 

 

(5) 低レベル放射性廃棄物発生量の低減 

放射性廃棄物の低減化について部内・課内等で啓蒙活動及び周知教育を実施した。また、分別

の徹底及び管理区域内への不要な物品の持込みを制限し、低レベル放射性廃棄物の低減に努めた。 

 

(6) 環境汚染物質の適正管理 

 JAEA-Review-2021-006 

- 36 - 

3 環境保全及び環境配慮 

3.1 平成 27 年度 

3.1.1 環境保全 

(1) ばい煙測定 

大気汚染防止法第 16 条に基づき、構内に設置されているボイラー6 基について、ばい煙量の測

定を行い、いずれも基準値を超えていないことを確認した。 

・上期 ：第2ボイラー 1号缶、2号缶、3号缶（平成27年9月14日） 

 ：第2ボイラー 4号缶、5号缶（平成27年9月15日） 

 ：熱媒ボイラー（平成27年8月19日） 

・下期 ：第2ボイラー 1号缶、2号缶、3号缶（平成28年2月18日） 

 ：第2ボイラー 4号缶、5号缶（平成28年2月19日） 

 ：熱媒ボイラー（平成28年2月3日） 

 

 (2) 排水の水質測定 

第1排水溝、第2排水溝及び第3排水溝の排水について、重金属その他有害物質の測定を実施した。

その結果、「水質汚濁防止法及び茨城県生活環境の保全等に関する条例」に定める排水基準以下で

あった。 

 

 (3) 作業環境測定 

有機溶剤及び特定化学物質の使用場所における作業環境測定を以下のとおり実施した。測定の

結果、いずれの施設においても、測定値の評価結果は第1管理区分（管理濃度以下）であり、作業

環境が適切であることを確認した。 

・上期（平成27年8月17日 ～平成27年8月24日） 

：91 箇所、33 物質（有機溶剤：104、特定化学物質：94） 

・下期（平成28年1月18日 ～平成28年1月25日） 

：93 箇所、28 物質（有機溶剤：121、特定化学物質：93） 

 

 (4) 廃薬品等の回収 

① 廃油・廃薬品等 

廃油・廃薬品等の回収を上期と下期に実施し、処理処分業者に引き渡した。 

・上期（平成27年10月27日～平成27年10月28日） 

廃薬品：2,715kg、廃写真液：387kg、廃油：1,474L 

・下期（平成28年1月25日～平成28年1月26日） 

廃薬品：3,041kg、廃写真液：395kg、廃油：1,470L 

② 廃乾電池 

廃乾電池の回収を上期と下期に実施し、処理処分業者に引き渡した。 

・上期（平成27年7月13日）：276kg 

・下期（平成27年12月7日）：284kg 
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毒物劇物、化学物質、PCB（ポリ塩化ビフェニル：Poly Chlorinated Biphenyl）、フロン等につ

いて点検及び巡視等を行い、適切な管理に努めた。 

 

3.1.3 環境管理委員会 

「環境配慮管理規則」に基づき、環境管理委員会を2回（平成27年6月23日及び平成28年3月23

日）開催し、環境基本方針、環境配慮活動への取組み、部・センター・部門の目標設定及び実施

状況等について審議した。 

 

3.2 平成 28 年度 

3.2.1 環境保全 

(1) ばい煙測定 

大気汚染防止法第16条に基づき、構内に設置されているボイラー6基について、ばい煙量の測定

を行い、いずれも基準値を超えていないことを確認した。 

 ・上期 ：第2ボイラー 1号缶、2号缶、3号缶（平成28年8月31日） 

 ：第2ボイラー 4号缶、5号缶（平成28年8月30日） 

 ：熱媒ボイラー（平成28年7月15日） 

 ・下期 ：第2ボイラー 1号缶、2号缶、3号缶（平成29年2月7日） 

 ：第2ボイラー 4号缶、5号缶（平成29年2月8日） 

 ：熱媒ボイラー（平成29年2月6日） 

 

(2) 排水の水質測定 

第1排水溝、第2排水溝及び第3排水溝の排水について、重金属その他有害物質の測定を実施した。

その結果、「水質汚濁防止法及び茨城県生活環境の保全等に関する条例」に定める排水基準以下で

あった。 

 

(3) 作業環境測定 

有機溶剤及び特定化学物質の使用場所における作業環境測定を以下のとおり実施した。測定の

結果、いずれの施設においても測定値の評価結果は第1管理区分（管理濃度以下）であり、作業環

境が適切であることを確認した。 

・上期（平成28年8月17日 ～平成28年8月23日） 

：87 箇所、33 物質（有機溶剤：9、特定化学物質：24） 

・下期（平成29年1月16日 ～平成29年1月20日） 

：90 箇所、28 物質（有機溶剤：9、特定化学物質：19） 

 

(4) 廃薬品等の回収 

① 廃油・廃薬品等 

廃油・廃薬品等の回収を以下のとおり実施し、処理処分業者に引き渡した。 

・上期（平成28年8月22日～平成28年8月24日） 

廃薬品：3,256kg、廃写真液：1,272kg、廃油：415L 
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・下期（平成29年1月10日～平成29年1月11日） 

廃薬品：1,999kg、廃写真液：1,059kg、廃油：245L 

② 廃乾電池 

廃乾電池の回収を以下のとおり実施し、処理処分業者に引き渡した。 

・上期（平成28年5月11日）：276kg 

・下期（平成29年1月19日）：310kg 

 

3.2.2 環境配慮活動 

(1) 省エネルギーの推進 

電気の使用量については、削減の対象を生活電力としており、平成28年度は原科研全体で約538

万kWhとなり、平成27年度と比べて約1.6万kWh（約0.3％）増加した。その主な理由は、平成27年

度と比較して冬期の冷え込みが厳しく、個別空調の使用時間が増えたためである。 

化石燃料の使用量については、平成28年度は原油換算値で約3.1千kLを使用し、平成27年度と比

べて約0.2千kL（約4.9％）増加した。その主な理由は、蒸気配管の老朽化による蒸気漏えい箇所

等からの漏えいによりLNGの使用量が増加したことによるものである。 

 

(2) 省資源の推進 

コピー用紙の使用量は、両面コピー及び裏紙使用、プロジェクター使用及び電子ファイルでの

資料配布等によるペーパーレス化を図ったことで、平成28年度はA4換算で約1,122万枚となり、平

成27年度と比べて約8万枚（約0.7％）減少した。また、古紙回収量については、平成28年度は約

106トンとなり、平成27年と比べて約24トン（約24％）減少した。 

上水、工業用水のうち環境配慮活動で削減対象としている上水使用量については、原科研全体

では、平成28年度は約8.1万m3となり、平成27年度と比べて約0.8万m3（約11％）増加した。また、

排水量は、平成28年度は約260万m3であり、平成27年度と比べて約14万m3（約6％）増加した。主な

理由は、各建家での実験回数の増加及び希釈排水処理等の増加に伴い排水量が増加したことによ

るものである。 

 

(3) 廃棄物発生量の低減 

一般廃棄物・産業廃棄物のリサイクル向上のため、ゴミの分別、古紙回収を行い、平成28年度

一般廃棄物の発生量は約70トンとなり、平成27年度と比べて 約9トン（約11％）減少した。主な

理由は、分別及び発生量削減の徹底について周知を行ったことによるものである。 

産業廃棄物の発生量は、平成28年度は約212トンとなり、平成27年度と比べて約15トン（約7％）

減少した。主な理由は、各建家の整理・整頓による不要機器類及びOA機器類の発生が減少したこ

とによるものである。 

 

 (4) 温室効果ガス排出量について 

CO２排出量（電気使用量、化石燃料使用量、代替フロン等ガス使用量等をCO２排出量に換算した

数値）については、平成28年度は約156ktで、平成27年度と比べて約6kt（約3.7％）減少した。主

な理由は、ガス回収作業が例年に比べ少なかったことによるものである。 
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毒物劇物、化学物質、PCB（ポリ塩化ビフェニル：Poly Chlorinated Biphenyl）、フロン等につ

いて点検及び巡視等を行い、適切な管理に努めた。 

 

3.1.3 環境管理委員会 

「環境配慮管理規則」に基づき、環境管理委員会を2回（平成27年6月23日及び平成28年3月23

日）開催し、環境基本方針、環境配慮活動への取組み、部・センター・部門の目標設定及び実施

状況等について審議した。 

 

3.2 平成 28 年度 

3.2.1 環境保全 

(1) ばい煙測定 

大気汚染防止法第16条に基づき、構内に設置されているボイラー6基について、ばい煙量の測定

を行い、いずれも基準値を超えていないことを確認した。 

 ・上期 ：第2ボイラー 1号缶、2号缶、3号缶（平成28年8月31日） 

 ：第2ボイラー 4号缶、5号缶（平成28年8月30日） 

 ：熱媒ボイラー（平成28年7月15日） 

 ・下期 ：第2ボイラー 1号缶、2号缶、3号缶（平成29年2月7日） 

 ：第2ボイラー 4号缶、5号缶（平成29年2月8日） 

 ：熱媒ボイラー（平成29年2月6日） 

 

(2) 排水の水質測定 

第1排水溝、第2排水溝及び第3排水溝の排水について、重金属その他有害物質の測定を実施した。

その結果、「水質汚濁防止法及び茨城県生活環境の保全等に関する条例」に定める排水基準以下で

あった。 

 

(3) 作業環境測定 

有機溶剤及び特定化学物質の使用場所における作業環境測定を以下のとおり実施した。測定の

結果、いずれの施設においても測定値の評価結果は第1管理区分（管理濃度以下）であり、作業環

境が適切であることを確認した。 

・上期（平成28年8月17日 ～平成28年8月23日） 

：87 箇所、33 物質（有機溶剤：9、特定化学物質：24） 

・下期（平成29年1月16日 ～平成29年1月20日） 

：90 箇所、28 物質（有機溶剤：9、特定化学物質：19） 

 

(4) 廃薬品等の回収 

① 廃油・廃薬品等 

廃油・廃薬品等の回収を以下のとおり実施し、処理処分業者に引き渡した。 

・上期（平成28年8月22日～平成28年8月24日） 

廃薬品：3,256kg、廃写真液：1,272kg、廃油：415L 
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(5) 低レベル放射性廃棄物発生量の低減 

放射性廃棄物の低減化について部内・課内等で啓蒙活動及び周知教育を実施した。分別の徹底

及び管理区域内への不要な物品の持込みを制限し、低レベル放射性廃棄物の低減に努めた。 

 

(6) 環境汚染物質の適正管理 

毒物劇物、化学物質、PCB、フロン等について点検及び巡視等を行い、適切な管理に努めた。 

 

3.2.3 環境管理委員会 

「環境配慮管理規則」に基づき、環境管理委員会を2回（平成28年6月23日及び平成29年3月22

日）開催し、環境基本方針、環境配慮活動への取組み、部・センター・部門の目標設定及び実施

状況等について審議した。 
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4 施設保安管理 

4.1 平成 27 年度 

4.1.1 原子炉施設等の保安管理 

(1) 原子炉施設等の保安管理に係る官庁許認可申請等 

原子炉施設等に係る官庁許認可申請等について、表Ⅲ-4-1(1)～(4)に示す。 

原子炉施設の再稼働に向けた新規制基準の適合性確認のため、平成26年度に変更許可申請を行

ったJRR-3、放射性廃棄物処理場及びNSRR並びに変更許可申請の補正を行ったSTACYについては、

原子力規制委員会により審査中である。また、FCAにおいて計画している高濃縮ウラン燃料及びプ

ルトニウム燃料の米国への引渡し対応として、使用済燃料の処分の方法を変更するため、平成26

年度に変更許可申請を行ったFCAについては、平成27年7月28日付けで許可された。 

設計及び工事の方法の認可申請については、「STACY及びTRACYの非常用発電機Aの修理」につい

て認可が得られた。なお、「JRR-3制御棒案内管の製作」（平成23年8月19日付け申請）について原

子力規制委員会により審査中である。 

使用前検査申請については、「STACY 及び TRACY の非常用発電機 A の修理」について合格した。

なお、「JRR-3 取替用燃料体（第 L22 次）の製作」に係る申請（平成 22 年 6 月 18 日付け申請）に

ついては、検査実施時期は未定である。 

保安規定変更認可申請については、「FCA 原子炉施設の燃料要素の払出に係る変更」、「放射性廃

棄物等の管理に係る変更等」、「安全・核セキュリティ統括部の関与に係る変更」及び「緊急時被

ばく限度等の変更等」について認可を受けた。なお、「JRR-3原子炉施設の新規制基準の適合性確

認のための変更等」（平成26年9月26日付け申請）及び「廃棄物埋設施設における法令等の制改定

に伴う対応並びに法令等の遵守活動及び安全文化醸成活動に係る取組み強化に係る変更等」（平成

26年12月16日付け申請）については、原子力規制委員会により審査中である。 

廃止措置計画認可申請については、「TRACY（過渡臨界実験装置）施設に係る廃止措置計画」（平

成27年3月31日付け申請）及び「JRR-4原子炉施設に係る廃止措置計画」（平成27年12月25日付け申

請）について原子力規制委員会により審査中である。 

施設定期検査については、放射性廃棄物処理場（固体廃棄物の廃棄設備の金属溶融設備及び焼

却・溶融設備を除く。）の設備機器について受検して合格した。また、JRR-3､JRR-4、NSRR、TCA、

FCA、STACY 及びTRACY については、長期停止期間中に継続的に機能を維持する必要のある設備機

器に係る施設定期検査を受検して合格した。 
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(5) 低レベル放射性廃棄物発生量の低減 

放射性廃棄物の低減化について部内・課内等で啓蒙活動及び周知教育を実施した。分別の徹底

及び管理区域内への不要な物品の持込みを制限し、低レベル放射性廃棄物の低減に努めた。 

 

(6) 環境汚染物質の適正管理 

毒物劇物、化学物質、PCB、フロン等について点検及び巡視等を行い、適切な管理に努めた。 

 

3.2.3 環境管理委員会 

「環境配慮管理規則」に基づき、環境管理委員会を2回（平成28年6月23日及び平成29年3月22

日）開催し、環境基本方針、環境配慮活動への取組み、部・センター・部門の目標設定及び実施

状況等について審議した。 
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表Ⅲ-4-1(1) 原子炉施設等に係る官庁許認可等 原子炉設置変更許可申請（平成 27 年度） 

件    名 年月日、文書番号 

JRR-3 原子炉施設等の変更 

申請 
H26.9.26 

26 原機（安）068 

補正申請 
H27.8.31 

27 原機（安）055 

許可 （審査中） 

FCA（高速炉臨界実験装置）施設の変更 

申請 
H26.12.4 

26 原機（安）100 

許可 
H27.7.28 

原規規発第 1507285 号

放射性廃棄物の廃棄施設等の変更 
申請 

H27.2.6 

26 原機（安）108 

許可 （審査中） 

NSRR 原子炉施設等の変更 
申請 

H27.3.31 

26 原機（安）112 

許可 （審査中） 

STACY（定常臨界実験装置）施設等の変更 

申請 
H23.2.10 

23 原機（安）092 

補正申請 
H27.3.31 

26 原機（安）113 

許可 （審査中） 
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表Ⅲ-4-1(2) 原子炉施設等に係る官庁許認可等 設計及び工事の方法の認可申請並びに使用 

前検査申請（平成 27 年度） 

件    名 
認  可 使用前検査 

年月日、文書番号 年月日、文書番号 

JRR-3 制御棒案内管の製作 

申請 
H23.8.19 

23 原機（科研）020 
－ 

認可 （審査中） － 

JRR-3 取替用燃料体の製作

（第 13 回申請） 

（第 L22 次の製作） 

申請 － 
H22.6.18 

22 原機（科研）007 

変更届 － 
H27.4.23 

27 原機（科研）006 

合格 － 未定 

STACY 及び TRACY の非常用発

電機 A の修理 

申請 
H27.5.28 

27 原機（科福開）009 
－ 

認可 
H27.6.12 

原規規発第 1506121 号 
－ 

申請 － 
H27.6.17 

27 原機（科福開）013 

合格 － 
H27.6.29 

原規規発第 1506291 号 
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表Ⅲ-4-1(1) 原子炉施設等に係る官庁許認可等 原子炉設置変更許可申請（平成 27 年度） 

件    名 年月日、文書番号 

JRR-3 原子炉施設等の変更 

申請 
H26.9.26 

26 原機（安）068 

補正申請 
H27.8.31 

27 原機（安）055 

許可 （審査中） 

FCA（高速炉臨界実験装置）施設の変更 

申請 
H26.12.4 

26 原機（安）100 

許可 
H27.7.28 

原規規発第 1507285 号

放射性廃棄物の廃棄施設等の変更 
申請 

H27.2.6 

26 原機（安）108 

許可 （審査中） 

NSRR 原子炉施設等の変更 
申請 

H27.3.31 

26 原機（安）112 

許可 （審査中） 

STACY（定常臨界実験装置）施設等の変更 

申請 
H23.2.10 

23 原機（安）092 

補正申請 
H27.3.31 

26 原機（安）113 

許可 （審査中） 
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表Ⅲ-4-1(3) 原子炉施設等に係る官庁許認可等 保安規定の認可申請（平成 27 年度）（1/2） 

件  名 年月日、文書番号 

（原子炉施設） 

JRR-3 原子炉施設の新規制基準の適合性確認のための

変更、放射線測定器の管理に係る変更、設置変更許可

申請書添付書類十における対応の追加、周辺監視区域

の管理に係る変更、個人線量計に係る変更及び記載の

適正化に係る変更 

申請 
H26.9.26 

26 原機（科保）055 

認可 （審査中） 

（原子炉施設） 

FCA の燃料要素の払出しに係る変更 
申請 

H26.12.4 

26 原機（科保）071 

認可 
H27.7.28 

原規規発第 1507286 号

（原子炉施設） 

放射性廃棄物等の管理に係る変更、放射性廃棄物処理

場における金属溶融設備及び焼却・溶融設備の休止等

に係る変更及び記載の適正化に係る変更 

申請 
H26.12.26 

26 原機（科保）081 

補正申請

H27.3.31 

26 原機（科保）125 

H27.4.24 

27 原機（科保）018 

H27.7.1 

27 原機（科保）030 

認可 
H27.7.30 

原規規発第 1507305 号

（原子炉施設） 

安全・核セキュリティ統括部の関与に係る変更 
申請 

H27.10.30 

27 原機（科保）070 

補正申請
H27.12.28 

27 原機（科保）091 

認可 
H28.1.27 

原規規発第 1601272 号

（原子炉施設） 

緊急時被ばく限度等の変更、緊急作業責任者による被

ばく管理の明確化 

申請 
H28.1.22 

27 原機（科保）102 

補正申請
H28.3.17 

27 原機（科保）116 

認可 
H28.3.31 

原規規発第 1603318 号
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表Ⅲ-4-1(3) 原子炉施設等に係る官庁許認可等 保安規定の認可申請（平成 27 年度）（2/2） 

件  名 年月日、文書番号 

（廃棄物埋設施設） 

廃棄物埋設施設における法令等の制改定に伴う対応

並びに法令等の遵守活動及び安全文化醸成活動に係

る取組み強化に係る変更等 

申請 
H26.12.16 

26 原機（科保）076 

補正申請

H27.5.15 

27 原機（科保）021 

H27.11.30 

27 原機（科保）081 

認可 （審査中） 

 

表Ⅲ-4-1(4) 原子炉施設等に係る官庁許認可等 廃止措置計画の認可申請（平成 27 年度） 

 

(2) 保安規定遵守状況検査 

保安規定遵守状況検査は、原子炉施設について 4 回（四半期に 1 回）実施され、各回とも、

特に指摘事項はなかった。 

自主的改善事項として、以下について実施した。 

① 平成 27 年度の原科研における品質目標設定等の再考（第 1 回） 

② 不適合管理専門部会の決定事項を再審査させる等の仕組みの構築及び不適合管理専門部会

への計画外事象に係る報告の徹底（第 1 回） 

③ 保安活動に係る品質目標の実質的な達成状況の評価（第 2 回） 

④ 不適合管理の実施方法の見直し（第 2 回） 

⑤ 施設の操作要領及び巡視点検要領の見直し（第 2 回） 

⑥ 不適合管理の仕組みの改善（第 3回） 

⑦ 課長制定の手順書等の文書管理ルールの明確化（第 3 回） 

⑧ 計画外事象の不適合管理専門部会への報告の徹底（第 4回） 

⑨ 保安活動に係る要員の力量評価の判断プロセスの明確化（第 4 回） 

 

廃棄物埋設施設については、4 回（四半期に 1回）実施され、特に指摘はなかった。 

 

4.1.2 核燃料物質使用施設等の保安管理 

(1) 核燃料物質使用施設等の保安管理に係る官庁許認可申請等 

件  名 年月日、文書番号 

TRACY（過渡臨界実験装置）施設に係る廃止措置計画
申請 

H27.3.31 

26 原機（科保）124 

認可 （審査中） 

JRR-4 原子炉施設に係る廃止措置計画 
申請 

H27.12.25 

27 原機（科保）090 

認可 （審査中） 
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表Ⅲ-4-1(3) 原子炉施設等に係る官庁許認可等 保安規定の認可申請（平成 27 年度）（1/2） 

件  名 年月日、文書番号 

（原子炉施設） 

JRR-3 原子炉施設の新規制基準の適合性確認のための

変更、放射線測定器の管理に係る変更、設置変更許可

申請書添付書類十における対応の追加、周辺監視区域

の管理に係る変更、個人線量計に係る変更及び記載の

適正化に係る変更 

申請 
H26.9.26 

26 原機（科保）055 

認可 （審査中） 

（原子炉施設） 

FCA の燃料要素の払出しに係る変更 
申請 

H26.12.4 

26 原機（科保）071 

認可 
H27.7.28 

原規規発第 1507286 号

（原子炉施設） 

放射性廃棄物等の管理に係る変更、放射性廃棄物処理

場における金属溶融設備及び焼却・溶融設備の休止等

に係る変更及び記載の適正化に係る変更 

申請 
H26.12.26 

26 原機（科保）081 

補正申請

H27.3.31 

26 原機（科保）125 

H27.4.24 

27 原機（科保）018 

H27.7.1 

27 原機（科保）030 

認可 
H27.7.30 

原規規発第 1507305 号

（原子炉施設） 

安全・核セキュリティ統括部の関与に係る変更 
申請 

H27.10.30 

27 原機（科保）070 

補正申請
H27.12.28 

27 原機（科保）091 

認可 
H28.1.27 

原規規発第 1601272 号

（原子炉施設） 

緊急時被ばく限度等の変更、緊急作業責任者による被

ばく管理の明確化 

申請 
H28.1.22 

27 原機（科保）102 

補正申請
H28.3.17 

27 原機（科保）116 

認可 
H28.3.31 

原規規発第 1603318 号
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核燃料物質使用施設に係る官庁許認可申請等について表Ⅲ-4-2(1)～(3)に示す。 

核燃料物質使用変更許可申請については、「1F 汚染物の取扱いの明確化」について、申請及び

補正申請を行った。「核燃料物質使用施設等における保管廃棄施設の新設」については、審査中で

あり、補正申請・許可等の動きはなかった。使用変更届は 3 件行った。 

施設検査申請については、「バックエンド研究施設非常用発電機 A の修理」の施設検査を受け、

施設検査合格証を受領した。 

保安規定変更認可申請については、「廃棄物の管理に係る変更」（「原子力科学研究所の組織改正

（品質保証課の新設）及び法人名称の変更」の補正含む）、「個人線量計の名称変更、不活性ガス

供給設備の管理の明確化、JRR-4 年間予定使用量の変更」、「安全・核セキュリティ統括部の関与

に係る変更」及び「核燃料物質の使用等に関する規則の一部改正に係る見直し（緊急作業、緊急

作業従事者に関する変更）」について認可が得られた。なお、「安全上重要な施設の評価結果に基

づく変更、ホットラボに係る年間予定使用量の変更」については原子力規制委員会により審査中

である。 

少量核燃料物質使用施設等保安規則については、 

① 法人名称の変更 

② 廃棄物の仕掛品の保管場所の明確化及び組織改正（品質保証課の追加等） 

に伴う改正を行った。他に、「分任施設管理者の指定」2 件、「分任核燃料管理者の指定」2 件及び

「分任区域管理者の指定」4 件の一部改正を行った。 
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表Ⅲ-4-2(1) 核燃料物質使用施設に係る官庁許認可等 変更許可申請（平成 27 年度） 

件      名 年月日、文書番号 

核燃料物質使用施設等における保管廃棄施設の新設 

申請 
H27.2.2 

26 原機（科保）098 

許可 （審査中） 

燃料試験施設、廃棄物安全試験施設、バックエンド研究施設、

第 4 研究棟、バックエンド技術開発建家にかかる、1F 汚染物

の取扱いの明確化 

申請 
H27.12.3 

27 原機（科保）084 

補正申請
H28.3.28 

27 原機（科保）131 

許可 （審査中） 

法人名称の変更 届出 
H27.4.15 

27 原機（科保）011 

事業所全体、JRR-4 の年間予定使用量の変更 届出 
H27.7.23 

27 原機（科保）041 

事業所全体、ホットラボの年間予定使用量の変更 届出 
H27.11.12 

27 原機（科保）079 

 

 

表Ⅲ-4-2(2) 核燃料物質使用施設に係る官庁許認可等 施設検査申請（平成 27 年度） 

 

 

 

 

 

 

件  名 
許 可 施設検査 

年月日、文書番号 年月日、文書番号 

バックエンド研究施設 

非常用発電機 A の修理 

申請 － 
H27.6.15 

27 原機（科保）029 

合格 － 
H27.7.9 

原規研発第 1507092 号
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核燃料物質使用施設に係る官庁許認可申請等について表Ⅲ-4-2(1)～(3)に示す。 

核燃料物質使用変更許可申請については、「1F 汚染物の取扱いの明確化」について、申請及び

補正申請を行った。「核燃料物質使用施設等における保管廃棄施設の新設」については、審査中で

あり、補正申請・許可等の動きはなかった。使用変更届は 3 件行った。 

施設検査申請については、「バックエンド研究施設非常用発電機 A の修理」の施設検査を受け、

施設検査合格証を受領した。 

保安規定変更認可申請については、「廃棄物の管理に係る変更」（「原子力科学研究所の組織改正

（品質保証課の新設）及び法人名称の変更」の補正含む）、「個人線量計の名称変更、不活性ガス

供給設備の管理の明確化、JRR-4 年間予定使用量の変更」、「安全・核セキュリティ統括部の関与

に係る変更」及び「核燃料物質の使用等に関する規則の一部改正に係る見直し（緊急作業、緊急

作業従事者に関する変更）」について認可が得られた。なお、「安全上重要な施設の評価結果に基

づく変更、ホットラボに係る年間予定使用量の変更」については原子力規制委員会により審査中

である。 

少量核燃料物質使用施設等保安規則については、 

① 法人名称の変更 

② 廃棄物の仕掛品の保管場所の明確化及び組織改正（品質保証課の追加等） 

に伴う改正を行った。他に、「分任施設管理者の指定」2 件、「分任核燃料管理者の指定」2 件及び

「分任区域管理者の指定」4 件の一部改正を行った。 
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表Ⅲ-4-2(3) 核燃料物質使用施設に係る官庁許認可等 保安規定の認可申請（平成27年度） 

 

 

件   名 年月日、文書番号 

廃棄物の管理に係る変更 

（H27.3.31 の補正により、原子力科学研究所の組織改

正（品質保証課の新設）及び法人名称の変更を追加）

申請 
H26.12.26 

26 原機（科保）082 

補正申請
H27.3.31 

26 原機（科保）126 

補正申請
H27.4.24 

27 原機（科保）019 

認可 
H27.7.7 

原規研発第 1507072 号

施行 H27.12.1 

個人線量計の名称変更、不活性ガス供給設備の管理の

明確化、JRR-4 年間予定使用量の変更 

申請 
H27.10.23 

27 原機（科保）061 

補正申請
H27.12.28 

27 原機（科保）093 

認可 
H28.1.25 

原規研発第 1601255 号

施行 H28.1.26 

安全・核セキュリティ統括部の関与に係る変更 

申請 
H27.10.30 

27 原機（科保）071 

補正申請
H27.12.28 

27 原機（科保）092 

認可 
H28.1.25 

原規研発第 1601255 号

施行 H28.2.15 

核燃料物質の使用等に関する規則の一部改正に係る

見直し（緊急作業、緊急作業従事者に関する変更） 

申請 
H28.1.28 

27 原機（科保）103 

補正申請
H28.3.17 

27 原機（科保）117 

認可 
H28.3.31 

原規研発第16033143号

施行 H28.4.1 

安全上重要な施設の評価結果に基づく変更、ホットラ

ボに係る年間予定使用量の変更 

申請 
H28.1.28 

27 原機（科保）106 

認可 （審査中） 
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 (2) 保安規定遵守状況検査 

保安規定遵守状況検査は、政令第 41 条該当核燃料物質使用施設等について、4 回（四半期に

1 回）実施され、各回とも、特に指摘事項はなかった。 

自主的改善事項として、以下について実施した。 

① 平成 27 年度の原科研における品質目標設定等の再考（第 1 回） 

② 不適合管理専門部会の決定事項を再審査させる等の仕組みの構築及び不適合管理専門部会

への計画外事象に係る報告の徹底（第 1 回） 

③ 安全・核セキュリティ統括部の保安活動への関わり方及び保安規定の保安組織への記載の検

討（第 1 回） 

④ 保安活動に係る品質目標の達成状況の評価方法及び結果（第 2 回） 

⑤ 不適合管理の実施方法の見直し（第 2 回） 

⑥ 施設の操作要領及び巡視点検要領の見直し（第 2 回） 

⑦ 不適合管理の仕組みの改善（第 3 回） 

⑧ 課長制定の手順書等の文書管理ルールの明確化（第 3回） 

⑨ 計画外事象の不適合管理専門部会への報告の徹底（第 4 回） 

⑩ 保安活動に係る要員の力量評価の判断プロセスの明確化（第 4 回） 

⑪ 使用を休止した設備機器の維持管理の明確化（第 4 回） 

また、平成 26 年度第 3 回、第 4 回のコメント対応として、組織の見直しを行い、以下の対応

を実施した。 

① 平成 27 年 1 月 1 日付け人事異動により、これまで品質保証管理責任者である副所長が保安管

理部長を兼務していたが、品質保証管理責任者と保安管理部長との間の独立性を確保し、指

揮命令系統を明確にするため、副所長の保安管理部長の兼務を解き、専任の保安管理部長を

新たに配置した。また、保安管理部に新たに次長 1 名を配置して品質保証業務の管理体制の

強化を図った。施設安全課にこれまでの課長代理 2 人に加え、品質保証を担当する課長代理

を配置し、専門性を高めた。 

② 保安管理部が自ら現場の実態把握を行いつつ指導的役割を果たすよう、保安管理部長や施設

安全課長が現場へ出向き、現場とのコミュニケーションを図ることを明記した「保安管理部

の業務の計画及び実施に関する要領」の一部改正を行った。 

③ 各現場において 3 現主義を徹底させるよう平成 27 年度原子力安全に係る品質方針に「3 現主

義に基づき、リスクの低減を目指して保安活動に努める。」ことを定めた。また、保安管理

部が各部とコミュニケーションを密にして現場を把握するため、平成 27 年度の保安管理部の

品質目標に「3 現主義（現場で現物を見て、現実を認識して対応）及び報連相により、保安

活動に努める。」を定めた。 
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表Ⅲ-4-2(3) 核燃料物質使用施設に係る官庁許認可等 保安規定の認可申請（平成27年度） 

 

 

件   名 年月日、文書番号 

廃棄物の管理に係る変更 

（H27.3.31 の補正により、原子力科学研究所の組織改

正（品質保証課の新設）及び法人名称の変更を追加）

申請 
H26.12.26 

26 原機（科保）082 

補正申請
H27.3.31 

26 原機（科保）126 

補正申請
H27.4.24 

27 原機（科保）019 

認可 
H27.7.7 

原規研発第 1507072 号

施行 H27.12.1 

個人線量計の名称変更、不活性ガス供給設備の管理の

明確化、JRR-4 年間予定使用量の変更 

申請 
H27.10.23 

27 原機（科保）061 

補正申請
H27.12.28 

27 原機（科保）093 

認可 
H28.1.25 

原規研発第 1601255 号

施行 H28.1.26 

安全・核セキュリティ統括部の関与に係る変更 

申請 
H27.10.30 

27 原機（科保）071 

補正申請
H27.12.28 

27 原機（科保）092 

認可 
H28.1.25 

原規研発第 1601255 号

施行 H28.2.15 

核燃料物質の使用等に関する規則の一部改正に係る

見直し（緊急作業、緊急作業従事者に関する変更） 

申請 
H28.1.28 

27 原機（科保）103 

補正申請
H28.3.17 

27 原機（科保）117 

認可 
H28.3.31 

原規研発第16033143号

施行 H28.4.1 

安全上重要な施設の評価結果に基づく変更、ホットラ

ボに係る年間予定使用量の変更 

申請 
H28.1.28 

27 原機（科保）106 

認可 （審査中） 
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4.1.3 放射性同位元素使用施設等の保安管理 

放射性同位元素使用施設等に係る官庁許可について、表Ⅲ-4-3(1)～(2)に示す。 

許可使用に係る変更許可申請については、第 4研究棟（平成 27 年 6 月 30 日付け）、FEL 研究棟、

NUCEF 施設、RI 製造棟、ホットラボ、原子炉特研建家に係る変更申請（平成 27 年 11 月 16 日付け）

を行い、許可を得た。 

放射線障害予防規程の届出については、「法令改正及び組織変更に係る記載の適正化」、「変更

許可に伴う管理区域の変更」、「組織変更に係る記載の適正化」に関する変更届を提出した。他に、

「エックス線装置保安規則」3 件及び「分任区域管理者の指定」4 件の一部改正を行った。 

 

表Ⅲ-4-3(1) 放射性同位元素使用施設等に係る官庁許可等 変更許可申請（平成 27 年度） 

件   名 許 可 

・第 4 研究棟の放射性同位元素の使用数

量・貯蔵能力の変更 他 
申請

年月日

番 号

H27.6.30 

27 原機（科保）036 

許可
年月日

番 号

H27.9.3 

原規放発第 1509039 号 

・FEL 研究棟の放射性同位元素の使用場所

の削除及び管理区域の一部解除 他 

・NUCEF 施設の放射性同位元素の使用数

量・貯蔵能力の変更 他 

・RI 製造棟の使用核種の変更及び事業所境

界の変更に伴う線量評価の見直し 他 

・ホットラボにおける放射性同位元素の使

用・貯蔵・廃棄を廃止 

・原子炉特研建家における事業所境界の変

更に伴う記載の適正化 他 

申請
年月日

番 号

H27.11.16 

27 原機（科保）080 

許可
年月日

番 号

H28.1.19 

原規放発第 16011925 号 
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表Ⅲ-4-3(2) 放射性同位元素使用施設等に係る官庁許可等 放射線障害予防規程の届出 

（平成 27 年度） 

件   名 年月日、文書番号 

・法令改正及び組織変更に係る記載の適正化 

H27.4.15 

27 原機（科保）007（使用） 

27 原機（科保）008（廃棄） 

・変更許可に伴う管理区域の変更 

H27.7.17 

27 原機（科保）038（使用） 

27 原機（科保）039（廃棄） 

・組織変更に係る記載の適正化  

H27.12.15 

27 原機（科保）082（使用） 

27 原機（科保）083（廃棄） 

 

特定放射性同位元素の受入れ及び払出しの登録については、放射線源登録管理システムを用い

て、随時登録を行うとともに、所持に係る報告書を提出した。 

労働安全衛生法に基づき、X 線発生装置の設置に係る機械設置・移転・変更届 2 件を水戸労働

基準監督署に提出した。 

 

4.1.4 放射性物質等輸送の保安管理 

事業所内輸送 81 件及び事業所外輸送 1,000 件について、「核燃料物質等周辺監視区域内運搬規

則」及び法令要件の適合確認を行った。 

茨城県原子力安全協定に基づく業務として、年間主要事業計画（定期報告）1 件及び核燃料輸

送物等輸送状況報告書（四半期報告）4 件を茨城県等へ提出した。 

原子力機構の法人名称等の変更に伴い、「核燃料物質等周辺監視区域内運搬規則」、「核燃料輸送

物の事業外運搬に係る輸送管理要領」、「輸送情報管理要領」及び「核燃料物質等の事業所外運搬

に係る品質保証計画書」の改正を行い、平成 27 年 4 月 1 日付け、平成 27 年 6 月 1 日付け、平成

27 年 5 月 1日付け及び平成 28 年 2 月 9 日付けで施行した。 

 

4.1.5 委員会等 

(1) 原子炉施設等安全審査委員会 

原子炉施設等安全審査委員会を10回開催し、 

① 「原子炉設置変更許可申請書について」 

② 「JRR-4原子炉施設に係る廃止措置計画認可申請書について」 

③ 「TCA原子炉施設に係る廃止措置計画認可申請書について」 

④ 「TRACY施設の設計及び工事の方法の認可申請書について」 

⑤ 「原子力科学研究所原子炉施設保安規定の一部改正について」 

⑥ 「廃棄物埋設施設保安規定の変更認可申請の補正について」 

⑦ 「青森研究開発センターむつ事務所原子力第1船原子炉施設保安規定一部改正について」 

⑧ 「原子力科学研究所放射線安全取扱手引の一部改正について」 
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4.1.3 放射性同位元素使用施設等の保安管理 

放射性同位元素使用施設等に係る官庁許可について、表Ⅲ-4-3(1)～(2)に示す。 

許可使用に係る変更許可申請については、第 4研究棟（平成 27 年 6 月 30 日付け）、FEL 研究棟、

NUCEF 施設、RI 製造棟、ホットラボ、原子炉特研建家に係る変更申請（平成 27 年 11 月 16 日付け）

を行い、許可を得た。 

放射線障害予防規程の届出については、「法令改正及び組織変更に係る記載の適正化」、「変更

許可に伴う管理区域の変更」、「組織変更に係る記載の適正化」に関する変更届を提出した。他に、

「エックス線装置保安規則」3 件及び「分任区域管理者の指定」4 件の一部改正を行った。 

 

表Ⅲ-4-3(1) 放射性同位元素使用施設等に係る官庁許可等 変更許可申請（平成 27 年度） 

件   名 許 可 

・第 4 研究棟の放射性同位元素の使用数

量・貯蔵能力の変更 他 
申請

年月日

番 号

H27.6.30 

27 原機（科保）036 

許可
年月日

番 号

H27.9.3 

原規放発第 1509039 号 

・FEL 研究棟の放射性同位元素の使用場所

の削除及び管理区域の一部解除 他 

・NUCEF 施設の放射性同位元素の使用数

量・貯蔵能力の変更 他 

・RI 製造棟の使用核種の変更及び事業所境

界の変更に伴う線量評価の見直し 他 

・ホットラボにおける放射性同位元素の使

用・貯蔵・廃棄を廃止 

・原子炉特研建家における事業所境界の変

更に伴う記載の適正化 他 

申請
年月日

番 号

H27.11.16 

27 原機（科保）080 

許可
年月日

番 号

H28.1.19 

原規放発第 16011925 号 
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⑨ 「青森研究開発センターむつ事務所放射線安全取扱手引の一部改正について」 

⑩ 「原子炉施設等安全審査委員会規則の一部改正について」 

等、35件の審議及び「運転状況等報告」等、6件の報告を行った。 

(2) 使用施設等安全審査委員会 

使用施設等安全審査委員会を 14 回開催し、 

① 「核燃料物質の使用の変更の許可申請について」 

② 「核燃料物質使用施設等保安規定の一部改正について」 

③ 「少量核燃料物質使用施設等保安規則の一部改正について」 

④ 「原子力科学研究所放射線安全取扱手引の一部改正について」 

⑤ 「放射性同位元素の許可使用に係る変更許可申請について」 

⑥ 「放射線障害予防規程の一部改正について」 

等、44 件の審議及び｢運転状況等報告｣等、13 件の報告を行った。 

 

4.1.6 高経年化対策 

各施設においては、施設設備の安全運転や信頼性の維持のため、施設設備の重要度や経年劣化

状況等を考慮した「原子力施設に関する高経年化対策に係る更新計画」を策定し、保守管理を行

った。これらの策定に際しては、安全を優先した資源配分に努めた。 

本計画の実施状況は、各施設の進捗状況の調査結果を取り纏め、適切に保守点検及び更新が行

われていることを確認した。また、平成 28 年度高経年化対策リストについて、高経年化検討 WG

で審議を行い、高経年化対策が必要な設備・機器の順位付けを行った。 

また、「高経年化対策に関する基本的な考え方（方針）」に基づき、四半期毎の安全衛生パト

ロールにおいて、「老朽化等に伴う故障が事故・トラブルとなる懸念がある一般設備・機器に係

る点検保守計画」に基づく点検結果を確認した。 

 

4.1.7 安全上重要な施設の評価 

原子力規制委員会から、核燃料物質使用施設における「安全上重要な施設」を特定し、使用施

設等の位置、構造及び設備の基準に関する規則に適合させるための措置に係る報告を平成 26 年

12 月 17 日までに提出するよう指示があった。この指示を受けて、原子力機構は、施設の内的要

因による単一故障及び従属要因故障による安全機能喪失を想定して安全上重要な施設の調査を実

施し、安全上重要な施設は特定されなかったとする報告書を平成 26 年 12 月 17 日に提出した。 

しかしながら、原子力規制委員会は、安全上重要な施設の選定においては、 内的要因に加え、

地震、津波及びその他の外的事象による損傷も考慮する考え方を示し、その考え方に基づく安全

上重要な施設の再評価を事業者に行わせ、その結果を平成 27 年 9 月末日までに報告させることを

平成 27 年 8 月 19 日の本委員会で決定した。この決定を受けて、原子力機構は、再評価の進捗状

況及び再評価に対する考え方をとりまとめ、安全上重要な施設が特定された施設においては可能

な限り新規制基準適合のための措置を講ずることとする実施計画とセットで報告する旨を記載し

た中間報告書を 9 月 30 日付けで提出した。 

また、11月 5日に原子力規制庁との面談を行い、年度末までの再評価に係る全体計画を報告し、

現時点においては、地震時に閉じ込め等の機能喪失を想定した評価を行っており、以下の施設に
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おいて喫緊の安全強化策を要することを説明した。 

・燃料試験施設：地震時の機能喪失を想定した評価では 5mSv を超えないが、基準津波の遡上に

より施設内が浸水するため、セル内で取り扱える 2 体の使用済燃料集合体が臨界に達するお

それがある。このため、セル内で取り扱える使用済燃料集合体を 1体に制限する。 

・WASTEF：地震時の機能喪失を想定した評価において、粉体状の核燃料物質を現実的な取扱量

に減量して評価すれば、5mSv を超えないことが確認された。このため、粉体状の核燃料物質

の取扱量を減量する。 

・NSRR：津波高さ 12.5m～13.8m の基準津波相当の到来により、燃料棟の燃料貯蔵庫が浸水し、

核燃料物質が臨界に達することがないように管理する必要がある。いかなる条件においても

臨界に達するリスクをなくすため、燃料貯蔵庫の保管箱ごとの貯蔵量を現行許可での制限値

である 3.6 ㎏から 0.5kg（235U 量）に制限する。 

これらの安全強化策は、保安規定に明記し、平成 28 年 1 月 28 日に変更認可申請を行った。ま

た、津波、竜巻、その他の外的事象による損傷を考慮した安全上重要な施設の再評価の最終報告

書については、平成 28 年 3 月 31 日に原子力規制委員会へ提出した。 

 

4.2 平成 28 年度 

4.2.1 原子炉施設等の保安管理 

(1) 原子炉施設等の保安管理に係る官庁許認可申請等 

原子炉施設等に係る官庁許認可申請等について、表Ⅲ-4-4(1)～(4)に示す。 

原子炉施設の再稼働に向けた新規制基準の適合性確認のため、平成26年度に変更許可申請を行

ったJRR-3、放射性廃棄物処理場及びNSRR並びに変更許可申請の補正を行ったSTACYについては、

原子力規制委員会により審査中である。 

設計及び工事の方法の認可申請については、「STACYの更新（第1回申請）」（平成28年8月9日付け

申請）及び「JRR-3制御棒案内管の製作」（平成23年8月19日付け申請）について原子力規制委員会

により審査中である。 

使用前検査申請については、当該年度に検査を実施したものはなかった。なお、「JRR-3取替用

燃料体（第L22次）の製作」に係る申請（平成22年6月18日付け申請）については、検査実施時期

は未定である。 

保安規定変更認可申請については、「品質保証体制の見直しに伴う変更（理事長トップマネジメ

ントの組織改正）、女子の放射線業務従事者の申出に係る変更等」及び「廃棄物埋設施設における

法令等の制改正に伴う対応並びに法令等の遵守活動及び安全文化醸成活動に係る取組み強化に係

る変更等」について認可が得られた。なお、「JRR-3原子炉施設の新規制基準の適合性確認のため

の変更等」（平成26年9月6日付け申請）、「STACY更新及びTRACY廃止措置に伴う変更」（平成28年8

月9日付け申請）及び「原子力科学研究所の組織改正に係る変更」（平成29年3月23日付け申請）に

ついては、原子力規制委員会により審査中である。 

廃止措置計画認可申請については、「TRACY（過渡臨界実験装置）施設に係る廃止措置計画」（平

成27年3月31日付け申請）及び「JRR-4原子炉施設に係る廃止措置計画」（平成27年12月25日付け申

請）について原子力規制委員会により審査中である。 

施設定期検査については、放射性廃棄物処理場（固体廃棄物の廃棄設備の金属溶融設備及び焼
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⑨ 「青森研究開発センターむつ事務所放射線安全取扱手引の一部改正について」 

⑩ 「原子炉施設等安全審査委員会規則の一部改正について」 

等、35件の審議及び「運転状況等報告」等、6件の報告を行った。 

(2) 使用施設等安全審査委員会 

使用施設等安全審査委員会を 14 回開催し、 

① 「核燃料物質の使用の変更の許可申請について」 

② 「核燃料物質使用施設等保安規定の一部改正について」 

③ 「少量核燃料物質使用施設等保安規則の一部改正について」 

④ 「原子力科学研究所放射線安全取扱手引の一部改正について」 

⑤ 「放射性同位元素の許可使用に係る変更許可申請について」 

⑥ 「放射線障害予防規程の一部改正について」 

等、44 件の審議及び｢運転状況等報告｣等、13 件の報告を行った。 

 

4.1.6 高経年化対策 

各施設においては、施設設備の安全運転や信頼性の維持のため、施設設備の重要度や経年劣化

状況等を考慮した「原子力施設に関する高経年化対策に係る更新計画」を策定し、保守管理を行

った。これらの策定に際しては、安全を優先した資源配分に努めた。 

本計画の実施状況は、各施設の進捗状況の調査結果を取り纏め、適切に保守点検及び更新が行

われていることを確認した。また、平成 28 年度高経年化対策リストについて、高経年化検討 WG

で審議を行い、高経年化対策が必要な設備・機器の順位付けを行った。 

また、「高経年化対策に関する基本的な考え方（方針）」に基づき、四半期毎の安全衛生パト

ロールにおいて、「老朽化等に伴う故障が事故・トラブルとなる懸念がある一般設備・機器に係

る点検保守計画」に基づく点検結果を確認した。 

 

4.1.7 安全上重要な施設の評価 

原子力規制委員会から、核燃料物質使用施設における「安全上重要な施設」を特定し、使用施

設等の位置、構造及び設備の基準に関する規則に適合させるための措置に係る報告を平成 26 年

12 月 17 日までに提出するよう指示があった。この指示を受けて、原子力機構は、施設の内的要

因による単一故障及び従属要因故障による安全機能喪失を想定して安全上重要な施設の調査を実

施し、安全上重要な施設は特定されなかったとする報告書を平成 26 年 12 月 17 日に提出した。 

しかしながら、原子力規制委員会は、安全上重要な施設の選定においては、 内的要因に加え、

地震、津波及びその他の外的事象による損傷も考慮する考え方を示し、その考え方に基づく安全

上重要な施設の再評価を事業者に行わせ、その結果を平成 27 年 9 月末日までに報告させることを

平成 27 年 8 月 19 日の本委員会で決定した。この決定を受けて、原子力機構は、再評価の進捗状

況及び再評価に対する考え方をとりまとめ、安全上重要な施設が特定された施設においては可能

な限り新規制基準適合のための措置を講ずることとする実施計画とセットで報告する旨を記載し

た中間報告書を 9 月 30 日付けで提出した。 

また、11月 5日に原子力規制庁との面談を行い、年度末までの再評価に係る全体計画を報告し、

現時点においては、地震時に閉じ込め等の機能喪失を想定した評価を行っており、以下の施設に
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却・溶融設備を除く。）の設備機器について受検して合格した。また、JRR-3､JRR-4、NSRR、TCA、

FCA、STACY 及びTRACY については、長期停止期間中に継続的に機能を維持する必要のある設備機

器に係る施設定期検査を受検して合格した。 

 

表Ⅲ-4-4(1) 原子炉施設等に係る官庁許認可等 原子炉設置変更許可申請（平成 28 年度） 

件    名 年月日、文書番号 

JRR-3 原子炉施設等の変更 

申請 
H26.9.26 

26 原機（安）068 

補正申請 

H27.8.31 

27 原機（安）055 

H28.8.24 

28 原機（安）017 

許可 （審査中） 

放射性廃棄物の廃棄施設等の変更 
申請 

H27.2.6 

26 原機（安）108 

許可 （審査中） 

NSRR 原子炉施設等の変更 

申請 
H27.3.31 

26 原機（安）112 

補正申請 
H29.3.1 

28 原機（安）023 

許可 （審査中） 

STACY（定常臨界実験装置）施設等の変更 

申請 
H23.2.10 

23 原機（安）092 

補正申請 

H27.3.31 

26 原機（安）113 

H28.11.1 

28 原機（安）020 

H29.3.1 

28 原機（安）024 

許可 （審査中） 

 

JAEA-Review 2021-006

- 54 -



 JAEA-Review-2021-006 

- 55 - 

表Ⅲ-4-4(2) 原子炉施設等に係る官庁許認可等 設計及び工事の方法の認可申請並びに使用前 

検査申請（平成 28 年度） 

件    名 
認  可 使用前検査 

年月日、文書番号 年月日、文書番号 

JRR-3 制御棒案内管の製作 

申請 
H23.8.19 

23 原機（科研）020 
－ 

認可 （審査中） － 

JRR-3 取替用燃料体の製作 

（第 13 回申請） 

（第 L22 次の製作） 

申請 － 
H22.6.18 

22 原機（科研）007 

合格 － 未定 

STACY の更新（第 1 回申請） 

申請 
H28.8.9 

28 原機（科福開）013 
－ 

認可 （審査中） － 
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却・溶融設備を除く。）の設備機器について受検して合格した。また、JRR-3､JRR-4、NSRR、TCA、

FCA、STACY 及びTRACY については、長期停止期間中に継続的に機能を維持する必要のある設備機

器に係る施設定期検査を受検して合格した。 

 

表Ⅲ-4-4(1) 原子炉施設等に係る官庁許認可等 原子炉設置変更許可申請（平成 28 年度） 

件    名 年月日、文書番号 

JRR-3 原子炉施設等の変更 

申請 
H26.9.26 

26 原機（安）068 

補正申請 

H27.8.31 

27 原機（安）055 

H28.8.24 

28 原機（安）017 

許可 （審査中） 

放射性廃棄物の廃棄施設等の変更 
申請 

H27.2.6 

26 原機（安）108 

許可 （審査中） 

NSRR 原子炉施設等の変更 

申請 
H27.3.31 

26 原機（安）112 

補正申請 
H29.3.1 

28 原機（安）023 

許可 （審査中） 

STACY（定常臨界実験装置）施設等の変更 

申請 
H23.2.10 

23 原機（安）092 

補正申請 

H27.3.31 

26 原機（安）113 

H28.11.1 

28 原機（安）020 

H29.3.1 

28 原機（安）024 

許可 （審査中） 
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表Ⅲ-4-4(3) 原子炉施設等に係る官庁許認可等 保安規定の認可申請（平成 28 年度） 

件  名 年月日、文書番号 

（原子炉施設） 

JRR-3 原子炉施設の新規制基準の適合性確認のための

変更、放射線測定器の管理に係る変更、設置変更許可

申請書添付書類十における対応の追加、周辺監視区域

の管理に係る変更、個人線量計に係る変更及び記載の

適正化に係る変更 

申請 
H26.9.26 

26 原機（科保）055 

認可 （審査中） 

（原子炉施設） 

STACY 更新及び TRACY 廃止措置に伴う変更 
申請 

H28.8.9 

28 原機（科保）042 

認可 （審査中） 

（原子炉施設） 

品質保証体制の見直しに伴う変更（理事長トップマネ

ジメントの組織改正）、女子の放射線業務従事者の申

出に係る変更等 

申請 
H28.9.8 

28 原機（科保）048 

補正申請
H29.1.18 

28 原機（科保）079 

認可 
H29.3.1 

原規規発第 1703011 号

施行 H29.4.1 

（廃棄物埋設施設） 

廃棄物埋設施設における法令等の制改正に伴う対応

並びに法令等の遵守活動及び安全文化醸成活動に係

る取組み強化に係る変更等 

申請 
H26.12.16 

26 原機（科保）076 

補正申請

H27.5.15 

27 原機（科保）021 

H27.11.30 

27 原機（科保）081 

H28.12.13 

28 原機（科保）080 

認可 
H28.12.28 

原規規発第 1612283 号

施行 H29.2.1 

（廃棄物埋設施設） 

原子力科学研究所の組織改正（業務課廃止）に係る変

更 

申請 
H29.3.23 

28 原機（科保）108 

認可 （審査中） 
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表Ⅲ-4-4(4) 原子炉施設等に係る官庁許認可等 廃止措置計画の認可申請（平成 28 年度） 

 

(2) 保安規定遵守状況検査 

保安規定遵守状況検査は、原子炉施設について 4 回（四半期に 1 回）実施され、第 2 回で以

下の 2 件の改善を求める指摘事項があり対応した。 

① 指摘事項：受変電設備点検時の変圧器不具合に係る不適合管理（第2回） 

② 指摘事項：不適合事象等の対応について（第2回） 

 

自主的改善事項として、以下について実施した。 

① 不適合管理の意識を浸透させること（第1回） 

② 施設の高経年化対策の進捗状況のマネジメントレビューへの具体的なインプットをするこ

と（第1回） 

 

廃棄物埋設施設については、4 回（四半期に 1回）実施され、特に指摘事項はなかった。 

 

4.2.2 核燃料物質使用施設等の保安管理 

(1) 核燃料物質使用施設等の保安管理に係る官庁許認可等 

核燃料物質使用施設に係る官庁許認可等について表Ⅲ-4-5(1)～(3)に示す。 

核燃料物質使用変更許可申請については、「核燃料物質使用施設等における保管廃棄施設の新

設」は国道 245 号線拡幅工事、JRR-3 の高エネルギー分解能三軸型中性子分光器 C1-1 削除、安全

上重要な施設の評価結果反映等、内容を追加し、補正申請を行った。また「1F 汚染物の取扱明確

化」について許可が得られた。使用変更届は 1 件行った。 

施設検査申請については、「燃料試験施設アウトガス分析装置の更新」、「バックエンド研究施設

警報設備差圧計の更新」の施設検査申請、変更届の届出を行った。これらの施設検査は次年度に

実施する。 

保安規定変更認可申請については、「ホットラボ残存設備の管理強化」、「安全上重要な施設の評

価結果に基づく変更、ホットラボに係る年間予定使用量の変更」、「1F 汚染物の明確化」及び「理

件  名 年月日、文書番号 

TRACY（過渡臨界実験装置）施設に係る廃止措置計画

申請 
H27.3.31 

26 原機（科保）124 

補正申請
H29.2.7 

28 原機（科保）086 

認可 （審査中） 

JRR-4 原子炉施設に係る廃止措置計画 

申請 
H27.12.25 

27 原機（科保）090 

補正申請
H29.2.7 

28 原機（科保）087 

認可 （審査中） 
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表Ⅲ-4-4(3) 原子炉施設等に係る官庁許認可等 保安規定の認可申請（平成 28 年度） 

件  名 年月日、文書番号 

（原子炉施設） 

JRR-3 原子炉施設の新規制基準の適合性確認のための

変更、放射線測定器の管理に係る変更、設置変更許可

申請書添付書類十における対応の追加、周辺監視区域

の管理に係る変更、個人線量計に係る変更及び記載の

適正化に係る変更 

申請 
H26.9.26 

26 原機（科保）055 

認可 （審査中） 

（原子炉施設） 

STACY 更新及び TRACY 廃止措置に伴う変更 
申請 

H28.8.9 

28 原機（科保）042 

認可 （審査中） 

（原子炉施設） 

品質保証体制の見直しに伴う変更（理事長トップマネ

ジメントの組織改正）、女子の放射線業務従事者の申

出に係る変更等 

申請 
H28.9.8 

28 原機（科保）048 

補正申請
H29.1.18 

28 原機（科保）079 

認可 
H29.3.1 

原規規発第 1703011 号

施行 H29.4.1 

（廃棄物埋設施設） 

廃棄物埋設施設における法令等の制改正に伴う対応

並びに法令等の遵守活動及び安全文化醸成活動に係

る取組み強化に係る変更等 

申請 
H26.12.16 

26 原機（科保）076 

補正申請

H27.5.15 

27 原機（科保）021 

H27.11.30 

27 原機（科保）081 

H28.12.13 

28 原機（科保）080 

認可 
H28.12.28 

原規規発第 1612283 号

施行 H29.2.1 

（廃棄物埋設施設） 

原子力科学研究所の組織改正（業務課廃止）に係る変

更 

申請 
H29.3.23 

28 原機（科保）108 

認可 （審査中） 
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事長トップマネジメントの組織改正、女子の放射線業務従事者の申出に係る変更」について認可

された。なお、「核燃料物質の管理に係るプロセスの明確化等の変更」（平成 29 年 3 月 16 日付け

申請）については、原子力規制委員会により審査中である。 

少量核燃料物質使用施設等保安規則については、 

① 組織改正（駐在組織の業務移管等） 

② 法令改正（緊急作業従事者） 

③ 1F 汚染物の管理の明確化 

に伴う改正を行った。他に、「分任施設管理者の指定」1 件、「分任核燃料管理者の指定」2 件、「分

任区域管理者の指定」1件の一部改正を行った。 
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表Ⅲ-4-5(1) 核燃料物質使用施設に係る官庁許認可等 変更許可申請（平成 28 年度） 

件      名 年月日、文書番号 

核燃料物質使用施設等における保管廃棄施設の新設 

（H29.1.31 の補正申請に、国道 245 号線拡幅工事、JRR-3

の高エネルギー分解能三軸型中性子分光器 C1-1 削除、安全

上重要な施設の評価結果反映を追加） 

申請 
H27.2.2 

26 原機（科保）098 

補正申請
H29.1.31 

28 原機（科保）090 

許可 （審査中） 

燃料試験施設、廃棄物安全試験施設、バックエンド研究施設、

第 4 研究棟、バックエンド技術開発建家にかかる、1F 汚染

物の取扱明確化 

申請 
H27.12.3 

27 原機（科保）084 

補正申請
H28.3.28 

27 原機（科保）131 

許可 
H28.4.28 

原規規発第 1604289 号

代表者の氏名の記載箇所の適正化（プルトニウム研究 1棟、

核燃料倉庫、JRR-3 実験利用棟第 2棟、トリチウムプロセス

研究棟、TCA、STACY 及び TRACY）、年間予定使用量減量（再

処理特別研究棟、原子炉特研、JRR-3 実験利用棟第 2 棟、事

業所全体、ウラン濃縮研究棟） 

届出 
H29.1.31 

28 原機（科保）091 

 

表Ⅲ-4-5(2) 核燃料物質使用施設に係る官庁許認可等 施設検査申請（平成 28 年度） 

 

件  名 
許 可 施設検査 

年月日、文書番号 年月日、文書番号 

燃料試験施設 

アウトガス分析装置の更新 

申請 － 
H28.12.12 

28 原機（科保）074 

変更届 － 
H29.1.31 

28 原機（科保）092 

合格 － H29 年度施設検査予定

バックエンド研究施設 

警報設備差圧計の更新 

申請 － 
H29.2.2 

28 原機（科保）088 

変更届 － 
H29.3.9 

28 原機（科保）105 

合格 － H29 年度施設検査予定

 JAEA-Review-2021-006 

- 58 - 

事長トップマネジメントの組織改正、女子の放射線業務従事者の申出に係る変更」について認可

された。なお、「核燃料物質の管理に係るプロセスの明確化等の変更」（平成 29 年 3 月 16 日付け

申請）については、原子力規制委員会により審査中である。 

少量核燃料物質使用施設等保安規則については、 

① 組織改正（駐在組織の業務移管等） 

② 法令改正（緊急作業従事者） 

③ 1F 汚染物の管理の明確化 

に伴う改正を行った。他に、「分任施設管理者の指定」1 件、「分任核燃料管理者の指定」2 件、「分

任区域管理者の指定」1件の一部改正を行った。 
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表Ⅲ-4-5(3) 核燃料物質使用施設に係る官庁許認可等 保安規定の認可申請（平成 28 年度） 

 

(2) 保安規定遵守状況検査 

保安規定遵守状況検査は、政令第 41 条該当核燃料物質使用施設等について、以下のように 4 回

（四半期に 1 回）実施された。 

第 1 回保安検査において、保安規定違反、指摘事項はなかったが、自主的改善事項として、以

下について実施した。 

① 不適合管理の意識を浸透させること（第1回） 

② 施設の高経年化対策の進捗等における具体的な課題をマネジメントレビューでインプット

件  名 年月日、文書番号 

ホットラボ残存設備の管理強化 

申請 
H28.6.30 

28 原機（科保）029 

認可 
H28.8.16 

原規研発第 1608161 号

施行 H28.8.17 

安全上重要な施設の評価結果に基づく変更、ホット

ラボに係る年間予定使用量の変更 

申請 
H28.1.28 

27 原機（科保）106 

補正申請 
H28.7.22 

28 原機（科保）033 

認可 
H28.9.15 

原規研発第 1609154 号

施行 H28.9.16 

1F 汚染物の明確化 

申請 
H28.7.22 

28 原機（科保）032 

認可 
H28.12.19 

原規研発第16121911号

施行 H28.12.20 

理事長トップマネジメントの組織改正、女子の放射

線業務従事者の申出に係る変更 

申請 
H28.9.8 

27 原機（科保）049 

補正申請 
H29.1.18 

28 原機（科保）078 

認可 
H29.3.24 

原規研発第 1703247 号

施行 H29.4.1 

核燃料物質の管理に係るプロセスの明確化等の変更
申請 

H29.3.16 

28 原機（科保）107 

認可 （審査中） 
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をすること（第1回） 

③ 力量評価基準を具体化すること。（第1回） 

第 2 回保安検査において、保安規定違反はなかったが、以下の 4 件の改善を求める指摘事項が

あり対応した。 

① 第1種管理区域境界のガラスのひびに係る不適切な対応（第2回） 

排気ガスモニタに係る不適切な対応（第2回） 

② 廃棄物の仕掛品に係る指摘事項への対応（第2回） 

③ 受変電設備点検時の変圧器不具合に係る不適合管理（第2回） 

④ 不適合事象等の対応について（第2回） 

第 3 回保安検査において、核燃料物質の取扱量に係る不十分な表示について、保安規定違反（監

視）となった。また、セル、グローブボックス等における核燃料物質の管理について及び福島技

術開発試験部長及び保安管理部の役割・機能について、指摘事項があり対応した。 

第 4 回保安検査においては、特に指摘事項はなかった。 

廃棄物埋設施設については、4 回（四半期に 1回）実施され、特に指摘事項はなかった。 

 

4.2.3 放射性同位元素使用施設等の保安管理 

放射性同位元素使用施設等に係る官庁許可について、表Ⅲ-4-6(1)～(3)に示す。 

軽微変更については、プルトニウム研究 1 棟の廃止に伴う「放射性同位元素の使用及び貯蔵を

一部廃止」を提出した。 

許可使用に係る変更申請については、第 4 研究棟、NUCEF 施設及び FNS 建家の変更申請（平成

28 年 8 月 10 日付け）を行い、許可を得た。 

「放射線障害予防規程」については、「ホットラボの放射線施設の廃止及び FEL の管理区域の縮

小に伴う変更」及び「国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構職員による研究活動に伴い発

生した放射性廃棄物の廃棄の依頼に係る措置の追加」に関する変更届の届出を行った。また、「エ

ックス線装置保安規則」4 件及び「分任区域管理者の指定」1 件の一部改正を行った。 

 

表Ⅲ-4-6(1) 放射性同位元素使用施設等に係る官庁許可等 軽微な変更の届出（平成 28 年度） 

 

 

 

件    名 年月日、文書番号 

放射性同位元素の使用及び貯蔵を一部廃止 届出
H28.12.21 

28 原機（科保）076 
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表Ⅲ-4-5(3) 核燃料物質使用施設に係る官庁許認可等 保安規定の認可申請（平成 28 年度） 

 

(2) 保安規定遵守状況検査 

保安規定遵守状況検査は、政令第 41 条該当核燃料物質使用施設等について、以下のように 4 回

（四半期に 1 回）実施された。 

第 1 回保安検査において、保安規定違反、指摘事項はなかったが、自主的改善事項として、以

下について実施した。 

① 不適合管理の意識を浸透させること（第1回） 

② 施設の高経年化対策の進捗等における具体的な課題をマネジメントレビューでインプット

件  名 年月日、文書番号 

ホットラボ残存設備の管理強化 

申請 
H28.6.30 

28 原機（科保）029 

認可 
H28.8.16 

原規研発第 1608161 号

施行 H28.8.17 

安全上重要な施設の評価結果に基づく変更、ホット

ラボに係る年間予定使用量の変更 

申請 
H28.1.28 

27 原機（科保）106 

補正申請 
H28.7.22 

28 原機（科保）033 

認可 
H28.9.15 

原規研発第 1609154 号

施行 H28.9.16 

1F 汚染物の明確化 

申請 
H28.7.22 

28 原機（科保）032 

認可 
H28.12.19 

原規研発第16121911号

施行 H28.12.20 

理事長トップマネジメントの組織改正、女子の放射

線業務従事者の申出に係る変更 

申請 
H28.9.8 

27 原機（科保）049 

補正申請 
H29.1.18 

28 原機（科保）078 

認可 
H29.3.24 

原規研発第 1703247 号

施行 H29.4.1 

核燃料物質の管理に係るプロセスの明確化等の変更
申請 

H29.3.16 

28 原機（科保）107 

認可 （審査中） 
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表Ⅲ-4-6(2) 放射性同位元素使用施設等に係る官庁許可等 変更許可申請（平成 28 年度） 

件   名 年月日、文書番号 

・第 4 研究棟の放射性同位元素の使用数量・貯蔵能力の

変更 他 

・NUCEF 施設の放射性同位元素の使用数量・貯蔵能力の

変更 他 

・FNS 建家における放射線発生装置の運転の停止に係る

記載の変更 

申請
H28.8.10 

28 原機（科保）043 

許可
H28.10.7 

原規放発第 1610073 号

 

表Ⅲ-4-6(3) 放射性同位元素使用施設等に係る官庁許可等 予防規程の届出（平成 28 年度） 

件   名 年月日、文書番号 

・ホットラボの放射線施設の廃止及び FEL の管理区域の縮小

に伴う変更 

H28.4.15 

28 原機（科保）006（使用）

28 原機（科保）007（廃棄）

・国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構職員による研

究活動に伴い発生した放射性廃棄物の廃棄の依頼に係る措

置の追加 

H28.9.13 

28 原機（科保）046（使用）

28 原機（科保）047（廃棄）

 

特定放射性同位元素の受入れ及び払出しの登録については、放射線源登録管理システムを用い

て、随時登録を行うとともに、所持に係る報告書を提出した。 

労働安全衛生法に基づき、X 線発生装置の設置に係る機械設置・移転・変更届 5 件を水戸労働

基準監督署に提出した。 

 

4.2.4 放射性物質等輸送の保安管理 

事業所内輸送 97 件及び事業所外輸送 988 件について、「核燃料物質等周辺監視区域内運搬規則」

及び法令要件の適合確認を行った。 

茨城県原子力安全協定に基づく業務として、年間主要事業計画（定期報告）1 件及び核燃料輸

送物等輸送状況報告書（四半期報告）4 件を茨城県等へ提出した。 

「輸送情報管理要領」について、特別管理の追加に伴う改正を行い、平成 28 年 1 月 4 日付けで

施行した。 

 

4.2.5 委員会等 

(1) 原子炉施設等安全審査委員会 

原子炉施設等安全審査委員会を 15 回開催し、 

① 「原子炉設置変更許可申請について」 

② 「原子炉設置変更許可申請の補正について」 

③ 「NSRR の新規制対応の設計及び工事の方法の認可申請書について」 

④ 「JRR-4原子炉施設に係る廃止措置計画認可申請書の補正について」 
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⑤ 「TRACY施設に係る廃止措置計画認可申請書の補正について」 

⑥ 「原子力科学研究所原子炉施設保安規定の一部改正について」 

⑦ 「廃棄物埋設施設保安規定の一部改正について」 

⑧ 「青森研究開発センター 原子力第1船原子炉施設保安規定の一部改正について」 

⑨ 「原子力科学研究所放射線安全取扱手引の一部改正について」 

⑩ 「青森研究開発センター 放射線安全取扱手引の一部改正について」 

⑪ 「キャプセル等検査基準の一部改正について」 

等、53件の審議と「運転状況等報告」等、9件の報告を行った。 

(2) 使用施設等安全審査委員会 

使用施設等安全審査委員会を16回開催し、 

① 「核燃料物質の使用の変更許可申請について」 

② 「核燃料物質使用施設等保安規定の一部改正について」 

③ 「少量核燃料物質使用施設等保安規則の一部改正について」 

④ 「原子力科学研究所放射線安全取扱手引の一部改正について」 

⑤ 「青森研究開発センター放射線安全取扱手引の一部改正について」 

⑥ 「放射性同位元素等の許可使用に係る変更許可申請について」 

⑦ 「放射線障害予防規程の一部改正について」 

等、50件の審議と｢運転状況等報告｣等の6件の報告を行った。 

 
4.2.6 高経年化対策 

各施設においては、施設設備の安全運転や信頼性の維持のため、施設設備の重要度や経年劣化

状況等を考慮した「原子力施設に関する高経年化対策に係る更新計画」を策定し、保守管理を行

った。これらの策定に際しては、高経年化が進行している現状を踏まえ更新計画に基づく各部の

実施状況を把握した。具体的には、以下の対応を実施した。 

・平成27年度における「高経年化対策に係る更新計画」の進捗状況を把握するため、実施状況

を反映した改定版を確認し、対策が必要な設備・機器の更新優先順位の見直しを行った。 

・平成28年度では「高経年化対策に係る更新計画」における一般設備・機器に係る点検・保守

管理計画に基づく点検結果報告書を確認し、異常の予兆事象の有無の把握を行った。 

・高経年対策が必要な施設等に係る平成28年度のリスク評価について、原科研各部から7月に優

先的に実施すべき事項を24件、12月にそれ以外の事項を99件提出させ、評価点による順位付

けを行い、安全・核セキュリティ統括部に提出した。 

 
4.2.7 安全上重要な施設の評価 

平成 28 年 3 月 31 日に原子力規制委員会へ提出した津波、竜巻、その他の外的事象による損傷

を考慮した安全上重要な施設の再評価の最終報告書については、安全性を向上させる追加の安全

強化策等を明確化するための修正を行うよう原子力規制庁から指示があり、その修正版を平成 28

年 5 月 31 日に原子力規制委員会に提出した。 
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表Ⅲ-4-6(2) 放射性同位元素使用施設等に係る官庁許可等 変更許可申請（平成 28 年度） 

件   名 年月日、文書番号 

・第 4 研究棟の放射性同位元素の使用数量・貯蔵能力の

変更 他 

・NUCEF 施設の放射性同位元素の使用数量・貯蔵能力の

変更 他 

・FNS 建家における放射線発生装置の運転の停止に係る

記載の変更 

申請
H28.8.10 

28 原機（科保）043 

許可
H28.10.7 

原規放発第 1610073 号

 

表Ⅲ-4-6(3) 放射性同位元素使用施設等に係る官庁許可等 予防規程の届出（平成 28 年度） 

件   名 年月日、文書番号 

・ホットラボの放射線施設の廃止及び FEL の管理区域の縮小

に伴う変更 

H28.4.15 

28 原機（科保）006（使用）

28 原機（科保）007（廃棄）

・国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構職員による研

究活動に伴い発生した放射性廃棄物の廃棄の依頼に係る措

置の追加 

H28.9.13 

28 原機（科保）046（使用）

28 原機（科保）047（廃棄）

 

特定放射性同位元素の受入れ及び払出しの登録については、放射線源登録管理システムを用い

て、随時登録を行うとともに、所持に係る報告書を提出した。 

労働安全衛生法に基づき、X 線発生装置の設置に係る機械設置・移転・変更届 5 件を水戸労働

基準監督署に提出した。 

 

4.2.4 放射性物質等輸送の保安管理 

事業所内輸送 97 件及び事業所外輸送 988 件について、「核燃料物質等周辺監視区域内運搬規則」

及び法令要件の適合確認を行った。 

茨城県原子力安全協定に基づく業務として、年間主要事業計画（定期報告）1 件及び核燃料輸

送物等輸送状況報告書（四半期報告）4 件を茨城県等へ提出した。 

「輸送情報管理要領」について、特別管理の追加に伴う改正を行い、平成 28 年 1 月 4 日付けで

施行した。 

 

4.2.5 委員会等 

(1) 原子炉施設等安全審査委員会 

原子炉施設等安全審査委員会を 15 回開催し、 

① 「原子炉設置変更許可申請について」 

② 「原子炉設置変更許可申請の補正について」 

③ 「NSRR の新規制対応の設計及び工事の方法の認可申請書について」 

④ 「JRR-4原子炉施設に係る廃止措置計画認可申請書の補正について」 
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5 核セキュリティ 

5.1 平成 27 年度 

5.1.1 核セキュリティ関係法令等の遵守及び核セキュリティ文化の醸成に係る活動 

原科研では、理事長の定めた方針及び活動施策に基づき、「核セキュリティ関係法令等の遵守に

係る活動計画」及び「核セキュリティ文化の醸成に係る活動計画」を策定し、活動した。 

 

(1) 原科研の活動計画 

1) 平成 27 年度核セキュリティ関係法令等の遵守に係る活動方針及び活動施策 

① 法令及びルール（自ら決めたこと）を守る。 

・自らの業務に関連するルールの把握、適切性の確保及び確実な遵守 

・核セキュリティ上の課題の共有、その経験からの学習と反映 

【原子力科学研究所の活動計画】 

①核物質防護に関連する法令、規定及び要領が改正された場合に関係者に対して変更箇所の

教育を行う。また、法令改正に伴い、規定及び要領等が適切に改正されていることを確認

する。 

②規定、要領等について、法令等への適合性が確保され、確実に遵守されていることを確認

する。 

③各核物質防護対象施設に活動方針及び活動施策を掲示し、確実な周知を図るとともに掲示

状況を保安管理部が確認する。 

④核セキュリティ事案について、他拠点も含めた情報共有を行い、規定、要領の見直し及び

教育に反映する。 

⑤所長又は核物質防護管理者による核セキュリティ関係法令等の遵守に係る訓示を行う。

（一斉放送等） 

 

2) 平成 27 年度核セキュリティ文化の醸成に係る活動方針及び活動施策 

① 脅威の存在と核セキュリティの重要性を認識し、教育活動を重視する。 

・核セキュリティ事象の情報共有による脅威の存在に対する意識の向上 

・継続的な教育による核セキュリティの重要性の理解促進 

② 核セキュリティに対するスキルの向上を図り、役割を自覚し、組織の各層でその責任を

果たす。 

・核セキュリティにおける一人ひとりの役割確認と責任意識の浸透 

・巡視や意見交換を通じた、経営層の取り組み姿勢の明確化 

【原子力科学研究所の活動計画】 

①脅威の存在と核セキュリティの重要性を認識し、教育活動を重視する。 

・核セキュリティ事象に関する最新の情報、並びに内部及び外部の脅威に関する教育を実施

する。 

・核セキュリティの重要性に関する教育を実施する。 
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・各核物質防護対象施設に活動方針及び活動施策を掲示し、確実な周知を図る。また、掲示

状況を保安管理部が確認する。 

②核セキュリティに対するスキルの向上を図り、役割を自覚し、組織の各層でその責任を果

たす。 

・核セキュリティにおける各自の役割確認及び責任意識を浸透させるための教育を実施す

る。 

・各核物質防護対象施設に活動方針及び活動施策を掲示し、確実な周知を図る。また、掲示

状況を保安管理部が確認する。 

・所長又は核物質防護管理者による核物質防護対象施設の巡視を実施する。 

・所長又は核物質防護管理者による核セキュリティ文化の醸成に係る訓示を行う。（一斉放

送等） 

 

(2) 原科研の活動計画に基づく活動実施状況 

1) 核セキュリティ関係法令の遵守活動 

核セキュリティ関係法令の遵守に努めるため、核物質防護関係者等に対する本活動の意識付け

として、各部において、職場に活動方針及び活動施策を掲示した。また、活動計画に基づき、規

定、要領等の記載内容を確認するとともに、必要に応じて改正した。さらに、改正の都度、理解

の促進を図るため教育を実施した。 

 

2) 核セキュリティ文化の醸成活動 

核セキュリティ文化の醸成活動として、防護関係者等への意識付けを行うため、各部において、

職場に活動方針及び活動施策を掲示した。また、核物質防護意識の向上を図るため、核物質防護

管理者の指示のもと、規制及び治安当局から入手した、他施設における核セキュリティ事象を、

核物質防護関係者に周知した。さらに、核セキュリティを確保するために求められる、各自の役

割と責任について意識付けを行うため、核物質防護管理者による核物質防護対象施設の巡視を実

施した。 

 

5.1.2 核物質防護 

昨今の国際情勢に鑑み､核物質防護対策の一層の強化を図るため、立入制限区域及び核物質防護

対象施設に係る各施設の出入管理並びに、これらに係る巡視及び監視を徹底した。また、核物質

防護関係者に対する教育訓練を実施した。さらに、核物質防護設備の機能を維持するため、集中

監視システム及び各施設の設備の保守点検を行った。 

 

(1) 核物質防護規定の遵守状況検査 

原子力規制委員会による核物質防護規定の遵守状況検査については、平成28年1月25日から平成

28年2月25日に受検し、違反事項はなかった。また、平成28年2月12日にNUCEF施設を対象として、

不法侵入者を想定した核物質防護総合訓練を実施した。 

 

(2) 核物質防護委員会 
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5 核セキュリティ 

5.1 平成 27 年度 

5.1.1 核セキュリティ関係法令等の遵守及び核セキュリティ文化の醸成に係る活動 

原科研では、理事長の定めた方針及び活動施策に基づき、「核セキュリティ関係法令等の遵守に

係る活動計画」及び「核セキュリティ文化の醸成に係る活動計画」を策定し、活動した。 

 

(1) 原科研の活動計画 

1) 平成 27 年度核セキュリティ関係法令等の遵守に係る活動方針及び活動施策 

① 法令及びルール（自ら決めたこと）を守る。 

・自らの業務に関連するルールの把握、適切性の確保及び確実な遵守 

・核セキュリティ上の課題の共有、その経験からの学習と反映 

【原子力科学研究所の活動計画】 

①核物質防護に関連する法令、規定及び要領が改正された場合に関係者に対して変更箇所の

教育を行う。また、法令改正に伴い、規定及び要領等が適切に改正されていることを確認

する。 

②規定、要領等について、法令等への適合性が確保され、確実に遵守されていることを確認

する。 

③各核物質防護対象施設に活動方針及び活動施策を掲示し、確実な周知を図るとともに掲示

状況を保安管理部が確認する。 

④核セキュリティ事案について、他拠点も含めた情報共有を行い、規定、要領の見直し及び

教育に反映する。 

⑤所長又は核物質防護管理者による核セキュリティ関係法令等の遵守に係る訓示を行う。

（一斉放送等） 

 

2) 平成 27 年度核セキュリティ文化の醸成に係る活動方針及び活動施策 

① 脅威の存在と核セキュリティの重要性を認識し、教育活動を重視する。 

・核セキュリティ事象の情報共有による脅威の存在に対する意識の向上 

・継続的な教育による核セキュリティの重要性の理解促進 

② 核セキュリティに対するスキルの向上を図り、役割を自覚し、組織の各層でその責任を

果たす。 

・核セキュリティにおける一人ひとりの役割確認と責任意識の浸透 

・巡視や意見交換を通じた、経営層の取り組み姿勢の明確化 

【原子力科学研究所の活動計画】 

①脅威の存在と核セキュリティの重要性を認識し、教育活動を重視する。 

・核セキュリティ事象に関する最新の情報、並びに内部及び外部の脅威に関する教育を実施

する。 

・核セキュリティの重要性に関する教育を実施する。 
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核物質防護委員会は、第40回から第44回の合計5回開催し、「原子炉施設核物質防護規定」、「核

燃料物質使用施設等核物質防護規定」及び当該規定に基づく下部要領等の改正に係る13件の審議

を行った。 

 

(3) 許認可等 

下記事項への対応として、「原子炉施設核物質防護規定」及び「核燃料物質使用施設等核物質

防護規定」の一部改正を行った。 

① FCAに係る防護措置の変更等、「原子炉施設核物質防護規定」及び「核燃料物質使用施設等核

物質防護規定」の変更認可申請（認可申請：平成27年5月19日、認可：平成27年7月30日、施

行：平成27年7月31日、「原子炉施設核物質防護規定」の変更認可申請（認可申請：平成27年

10月16日、認可：平成27年12月24日、施行：平成27年12月25日）） 

② 立入制限区域の設定変更、FCA及びJRR-4の防護区分の変更等、「原子炉施設核物質防護規定」

及び「核燃料物質使用施設等核物質防護規定」の変更認可申請（認可申請：平成28年1月18

日付け） 

 

5.2 平成 28 年度 

5.2.1 核セキュリティ関係法令等の遵守及び核セキュリティ文化の醸成に係る活動 

平成 27 年度と同様に、「核セキュリティ関係法令等の遵守に係る活動計画」及び「核セキュリ

ティ文化の醸成に係る活動計画」を策定し、活動した。 

 

(1) 原科研の活動計画 

1) 平成 28 年度核セキュリティ関係法令等の遵守に係る活動方針及び活動施策 

① 法令等の主旨を理解して、法令及びルール（自ら決めたこと）を守る。 

・自らの業務に関連するルールの把握、適切性の確保及び確実な遵守 

・核セキュリティ上の課題の共有、その経験からの学習と反映 

【原子力科学研究所の活動計画】 

①核物質防護に関連する法令、規定及び要領が改正された場合に関係者に対して変更箇所の

教育を行う。 

②規定、要領等について、法令等への適合性が確保され、確実に遵守されていることを確認

する。 

③各職場に活動方針及び活動施策を掲示し、確実な周知を図るとともに掲示状況を保安管理

部が確認する。 

④核セキュリティ事案について、他拠点も含めた情報共有を行い、規定、要領の見直し及び

教育に反映する。 

⑤所長又は核物質防護管理者による核セキュリティ関係法令等の遵守に係る訓示を行う。

（一斉放送等） 
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2) 平成 28 年度核セキュリティ文化の醸成に係る活動方針及び活動施策 

① 脅威の存在と核セキュリティの重要性を認識し、教育活動を重視する。 

・核セキュリティ事象の情報共有による脅威の存在に対する意識の向上 

・継続的な教育による核セキュリティの重要性の理解促進 

② 核セキュリティに対するスキルの向上を図り、役割を自覚し、組織の各層でその責任を

果たす。 

・核セキュリティにおける一人ひとりの役割確認と責任意識の浸透 

・巡視や意見交換を通じた、経営層の取り組み姿勢の明確化 

【原子力科学研究所の活動計画】 

① 脅威の存在と核セキュリティの重要性を認識し、教育活動を重視する。 

・核セキュリティ事象に関する最新の情報、並びに内部及び外部の脅威に関する教育を実施

する。 

・核セキュリティの重要性に関する教育を実施する。 

・各職場に活動方針及び活動施策を掲示し、確実な周知を図る。また、掲示状況を保安管理

部が確認する。 

② 核セキュリティに対するスキルの向上を図り、役割を自覚し、組織の各層でその責任を

果たす。 

・核セキュリティにおける各自の役割確認及び責任意識を浸透させるための教育を実施す

る。 

・所長又は核物質防護管理者による核物質防護対象施設の巡視を実施する。 

・所長又は核物質防護管理者による核セキュリティ文化の醸成に係る訓示を行う。（一斉放

送等） 

・所長又は核物質防護管理者による各層との意見交換会を開催し、一人ひとりの役割確認と

意識の浸透を図る。 

・核セキュリティ強化月間を設定し、核セキュリティ文化の醸成を図る。 

 

(2) 原科研の活動計画に基づく活動実施状況 

1) 核セキュリティ関係法令の遵守活動 

核セキュリティ関係法令の遵守に努めるため、原科研各部において、職場に活動方針及び活動

施策を掲示し、核物質防護管理者が各施設の状況を巡視により確認することで、核物質防護関係

者等に対し、本活動の意識付けを行った。また、活動計画に基づき、規定、要領等の記載内容を

確認するとともに、必要に応じて改正した。さらに、改正の都度、理解の促進を図るため教育を

実施した。 

 

2) 核セキュリティ文化の醸成活動 

核物質防護管理者は、核物質防護関係者に核セキュリティの重要性を認識させるため、各施設

を巡視し、個々に対して指導した。また、警備員に対しては、核セキュリティにおける警備業務

の重要性を意識させるため、経営層との意見交換会を行った。さらに、各部においては、職場に

 JAEA-Review-2021-006 

- 66 - 

核物質防護委員会は、第40回から第44回の合計5回開催し、「原子炉施設核物質防護規定」、「核

燃料物質使用施設等核物質防護規定」及び当該規定に基づく下部要領等の改正に係る13件の審議

を行った。 

 

(3) 許認可等 

下記事項への対応として、「原子炉施設核物質防護規定」及び「核燃料物質使用施設等核物質

防護規定」の一部改正を行った。 

① FCAに係る防護措置の変更等、「原子炉施設核物質防護規定」及び「核燃料物質使用施設等核

物質防護規定」の変更認可申請（認可申請：平成27年5月19日、認可：平成27年7月30日、施

行：平成27年7月31日、「原子炉施設核物質防護規定」の変更認可申請（認可申請：平成27年

10月16日、認可：平成27年12月24日、施行：平成27年12月25日）） 

② 立入制限区域の設定変更、FCA及びJRR-4の防護区分の変更等、「原子炉施設核物質防護規定」

及び「核燃料物質使用施設等核物質防護規定」の変更認可申請（認可申請：平成28年1月18

日付け） 

 

5.2 平成 28 年度 

5.2.1 核セキュリティ関係法令等の遵守及び核セキュリティ文化の醸成に係る活動 

平成 27 年度と同様に、「核セキュリティ関係法令等の遵守に係る活動計画」及び「核セキュリ

ティ文化の醸成に係る活動計画」を策定し、活動した。 

 

(1) 原科研の活動計画 

1) 平成 28 年度核セキュリティ関係法令等の遵守に係る活動方針及び活動施策 

① 法令等の主旨を理解して、法令及びルール（自ら決めたこと）を守る。 

・自らの業務に関連するルールの把握、適切性の確保及び確実な遵守 

・核セキュリティ上の課題の共有、その経験からの学習と反映 

【原子力科学研究所の活動計画】 

①核物質防護に関連する法令、規定及び要領が改正された場合に関係者に対して変更箇所の

教育を行う。 

②規定、要領等について、法令等への適合性が確保され、確実に遵守されていることを確認

する。 

③各職場に活動方針及び活動施策を掲示し、確実な周知を図るとともに掲示状況を保安管理

部が確認する。 

④核セキュリティ事案について、他拠点も含めた情報共有を行い、規定、要領の見直し及び

教育に反映する。 

⑤所長又は核物質防護管理者による核セキュリティ関係法令等の遵守に係る訓示を行う。

（一斉放送等） 
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活動方針及び活動施策を掲示する等、核セキュリティ文化の醸成活動を展開した。 

規制及び治安当局から入手した核セキュリティ事象を、核物質防護関係者に展開し、意識の向

上を図った。また、核セキュリティに関する最新の情報を周知するとともに、各自の役割と責任

にかかる意識付けを図るために、所幹部と警備関係者との意見交換会を開催した。さらに、主な

活動として、核セキュリティの重要性について意識付けを行うため、核セキュリティ強化月間を

設定し、専門家による核セキュリティ文化の醸成に係る講演会を開催した。 

 

5.2.2 核物質防護 

国際情勢に鑑み､各施設の巡視及び監視業務、関係者に対する教育・訓練、設備の機能維持等を

徹底し、核物質防護対策の一層の強化を図った。 

 

(1) 核物質防護規定の遵守状況検査 

原子力規制委員会による核物質防護規定の遵守状況検査については、平成28年11月21日から平

成28年12月22日に受検し、違反事項はなかった。また、平成28年12月20日にJRR-3施設を対象に、

不法侵入者を想定した核物質防護総合訓練を実施した。 

 

(2) 核物質防護委員会 

核物質防護委員会は、第45回から第49回の合計5回を開催し、「原子炉施設核物質防護規定」及

び「核燃料物質使用施設等核物質防護規定」及び当該規定に基づく下部要領等の改正に係る28件

の審議を行った。 

 

(3) 許認可業務 

① 核物質防護管理者の選任・解任に係る届出（平成28年4月26日付け） 

② 立入制限区域の設定変更、FCA及びJRR-4の防護区分の変更等、「原子炉施設核物質防護規定」

及び「核燃料物質使用施設等核物質防護規定」の変更認可申請（認可申請：平成28年1月18

日付け、認可：平成28年6月14日、施行：平成28年7月1日） 

③ 防護区域への出入管理の明確化、「原子炉施設核物質防護規定」及び「核燃料物質使用施設

等核物質防護規定」の変更認可申請（認可申請：平成28年8月3日付け、認可：平成28年10月

28日付け、施行：平成28年10月29日付け） 
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6 保障措置及び計量管理 

6.1 平成 27 年度 

6.1.1 原子炉施設 

原子炉施設の保障措置及び計量管理活動としては、原子力規制委員会、公益財団法人核物質管

理センター及び国際原子力機関により、FCAで中間査察11件、実在庫検認1件、燃料輸送に係る検

認及びシール取付けが1件（87日間）、SCF（STACYとTRACY）でランダム中間査察5件、実在庫検認1

件、ピット検認2件、補完立入1件、監視カメラに係るフォローアップ3件、VHTRCで実在庫検認1

件、TCAで実在庫検認1件、JRR-2で設計情報検認1件、JRR-3で実在庫検認1件、シール交換1件、JRR-4

で実在庫検認1件、NSRRで実在庫検認1件が実施された。 

 

6.1.2 核燃料物質使用施設等 

核燃料物質使用施設等の保障措置及び計量管理活動としては、原子力規制委員会、公益財団法

人核物質管理センター及び国際原子力機関により、核燃料物質使用施設でランダム中間査察 2 件、

実在庫検認 1 件、RRF で実在庫検認 1 件が実施された。 

 

6.2 平成 28 年度 

6.2.1 原子炉施設 

原子炉施設の保障措置及び計量管理活動としては、原子力規制委員会、公益財団法人核物質管

理センター及び国際原子力機関により、FCA で中間査察 1件、実在庫検認 1件、SCF（STACY と TRACY）

でランダム中間査察 5件、実在庫検認 1 件、ピット検認 2 件、VHTRC で実在庫検認 1 件、TCA で実

在庫検認 1件、JRR-2 で設計情報検認 1 件、JRR-3 でランダム中間査察 2件、実在庫検認 1 件、JRR-4

で実在庫検認 1 件、NSRR で実在庫検認 1 件が実施された。 

 

6.2.2 核燃料物質使用施設等 

核燃料物質使用施設等の保障措置及び計量管理活動としては、原子力規制委員会、公益財団法

人核物質管理センター及び国際原子力機関により、核燃料物質使用施設でランダム中間査察 1 件、

実在庫検認 1 件、補完立入 2 件、RRF で実在庫検認 1 件が実施された。 

 

 

 JAEA-Review-2021-006 

- 68 - 

活動方針及び活動施策を掲示する等、核セキュリティ文化の醸成活動を展開した。 

規制及び治安当局から入手した核セキュリティ事象を、核物質防護関係者に展開し、意識の向

上を図った。また、核セキュリティに関する最新の情報を周知するとともに、各自の役割と責任

にかかる意識付けを図るために、所幹部と警備関係者との意見交換会を開催した。さらに、主な

活動として、核セキュリティの重要性について意識付けを行うため、核セキュリティ強化月間を

設定し、専門家による核セキュリティ文化の醸成に係る講演会を開催した。 

 

5.2.2 核物質防護 

国際情勢に鑑み､各施設の巡視及び監視業務、関係者に対する教育・訓練、設備の機能維持等を

徹底し、核物質防護対策の一層の強化を図った。 

 

(1) 核物質防護規定の遵守状況検査 

原子力規制委員会による核物質防護規定の遵守状況検査については、平成28年11月21日から平

成28年12月22日に受検し、違反事項はなかった。また、平成28年12月20日にJRR-3施設を対象に、

不法侵入者を想定した核物質防護総合訓練を実施した。 

 

(2) 核物質防護委員会 

核物質防護委員会は、第45回から第49回の合計5回を開催し、「原子炉施設核物質防護規定」及

び「核燃料物質使用施設等核物質防護規定」及び当該規定に基づく下部要領等の改正に係る28件

の審議を行った。 

 

(3) 許認可業務 

① 核物質防護管理者の選任・解任に係る届出（平成28年4月26日付け） 

② 立入制限区域の設定変更、FCA及びJRR-4の防護区分の変更等、「原子炉施設核物質防護規定」

及び「核燃料物質使用施設等核物質防護規定」の変更認可申請（認可申請：平成28年1月18

日付け、認可：平成28年6月14日、施行：平成28年7月1日） 

③ 防護区域への出入管理の明確化、「原子炉施設核物質防護規定」及び「核燃料物質使用施設

等核物質防護規定」の変更認可申請（認可申請：平成28年8月3日付け、認可：平成28年10月

28日付け、施行：平成28年10月29日付け） 
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7 品質保証 

7.1 平成 27 年度 

7.1.1 品質保証への取組み 

原子炉施設及び核燃料物質使用施設等並びに核燃料物質等の事業所外運搬に関する保安活動を

適切に実施するため、品質保証計画に基づき、保安活動の計画、実施、評価及び継続的な改善を

含む品質保証活動を実施した。具体的には、平成 27 年度「原子力安全に係る品質方針」を定め、

品質方針、品質目標、監査結果、データ分析、不適合管理、是正処置、予防処置及び所長マネジ

メントレビューを通じて、品質マネジメントシステムの継続的な改善に取組んだ。 

 

7.1.2 内部監査 

「内部監査要領」に基づき、内部監査を実施した結果、品質マネジメントシステムの変更を要

する不適合はなく、品質マネジメントシステムが業務の計画及び品質保証計画の要求事項並びに

組織が決めた品質マネジメントシステムの要求に適合していること、また、品質マネジメントシ

ステムが効果的に実施され、維持されていることを確認した。 

① 定期内部監査（平成 28 年 1 月 18 日～26 日実施） 

重大な不適合：0 件、軽微な不適合：0 件、観察事項：2 件、改善提案：1件、良好事例：1

件 

② 特別内部監査（平成 28 年 1 月 21 日実施） 

重大な不適合：0 件、軽微な不適合：0 件、観察事項：0 件、改善提案：0件、良好事例：0

件 

 

7.1.3 不適合管理、是正処置及び予防処置 

「バックエンド研究施設におけるフロッグマン設備分電盤(実験盤 Ea-1b(24))内での非火災事

象について」、「平成 27 年度第 2 回保安検査における検査結果」等 34 件の不適合について、「不適

合管理及び是正処置並びに予防処置要領」に基づく不適合管理、是正処置及び予防処置を適切に

実施した。また、原科研で発生した不適合に関し、「水平展開要領」に基づき、「平成 26 年度第 4

回保安検査における巡視点検への指摘（力量管理）について」、「施設の操作要領及び巡視点検要

領の見直し（平成 27 年度第 2 回保安検査結果）」等 8 件の調査・改善指示等を実施した他、16 件

の情報周知を行った。 

高減容処理施設の防護活動手引における火災対応の未整備について、平成 27 年 3 月 27 日付け

で原科研に根本原因分析チームを設置し根本原因分析を実施した。平成 27 年 10 月 14 日に分析チ

ームから所長へ根本原因分析結果について報告した。 

 

7.1.4 品質保証推進委員会 

品質保証推進委員会を 9 回開催し、 

①「品質保証計画及び二次文書の一部改正について」 

②「平成 27 年度マネジメントレビューインプット情報について」 

③「平成 28 年度内部監査年間計画書について」 

等、22 件の審議及び内部監査の結果の報告を行った。 
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7.1.5 文書管理 

「原子力科学研究所品質保証計画」2 件、「核燃料物質等の事業所外運搬に係る品質保証計画」

1 件、「文書及び記録の管理要領」2 件、「品質保証推進委員会規則」2 件、「マネジメントレビュ

ー要領」2 件、「調達管理要領」2 件、「内部監査要領」4 件、「不適合管理及び是正処置並びに予

防処置要領」4 件、「水平展開要領」3 件、「不適合管理専門部会運営要領」3 件、「原子炉施設等

安全審査委員会規則」2件及び「核燃料物質使用施設等安全審査委員会規則」2 件の一部改正を行

った。 

 

7.1.6 不適合管理の仕組みの改善 

保安活動の監視及び測定により不適合の発生を防止するための処置を「自主予防」としていた

が、より分かり易くするため、自主予防を廃止し予防処置として扱うため「不適合管理及び是正

処置並びに予防処置要領」を改正した。（平成 27 年 11 月 2 日） 

不適合事象を部長の判断によりランク C 不適合として管理できるようにとの意図で定義を追加

したが、論理的には部長の判断によりランク C として不適合管理専門部会に不適合として報告さ

れない可能性がある。このため、「不適合管理及び是正処置並びに予防処置要領」を改正し、計画

外の事案に対しては全て不適合管理の枠に入るよう不適合の区分を見直した。（平成 28 年 2 月 9

日） 

要領には、予防処置に関して、水平展開による予防処置と自発的な予防処置の管理枠を設定し

ているが、後者の管理枠の活用実績がなかった。このため「不適合管理及び是正処置並びに予防

処置要領」を改正し、水平展開による予防処置とは区別して自発的な予防処置の管理枠を明確化

した。（平成 28 年 2 月 9日） 

直接の事案に対する原因のみならず、例えば「なぜその状況が組織として放置されていたか」

という視点も含め、背景となる原因を深掘りするよう「不適合管理及び是正処置並びに予防処置

要領」及び「不適合管理専門部会運営要領」を改正した。（平成 28 年 2 月 9 日） 

 

7.1.7 原子炉施設に関する委員会活動の改善 

輸送容器承認申請に係る審査の際、安全解析書に核物質防護上の管理情報が含まれていたこと

から、原子炉施設等安全審査委員会及び使用施設等安全審査委員会の委員会規則を改正し、核物

質防護又は核燃料物質の輸送に関する秘密情報を含む事項を専門部会で審査する場合において、

その審査に関わる者は、核物質防護管理者又は輸送情報管理統括者から秘密情報取扱者の指定を

受けなければならないことを明記した。（平成 27 年 4 月 15 日） 

 

7.2 平成 28 年度 

7.2.1 品質保証への取組み 

平成 28 年度同様、原子炉施設及び核燃料物質使用施設等並びに核燃料物質等の事業所外運搬に

関する保安活動を適切に実施するため、品質保証計画に基づき、保安活動の計画、実施、評価及

び継続的な改善を含む品質保証活動を実施した。具体的には、平成 28 年度「原子力安全に係る品

質方針」を定め、品質方針、品質目標、監査結果、データ分析、不適合管理、是正処置、予防処

置及び所長マネジメントレビューを通じて、品質マネジメントシステムの継続的な改善に取組んだ。 
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7 品質保証 

7.1 平成 27 年度 

7.1.1 品質保証への取組み 

原子炉施設及び核燃料物質使用施設等並びに核燃料物質等の事業所外運搬に関する保安活動を

適切に実施するため、品質保証計画に基づき、保安活動の計画、実施、評価及び継続的な改善を

含む品質保証活動を実施した。具体的には、平成 27 年度「原子力安全に係る品質方針」を定め、

品質方針、品質目標、監査結果、データ分析、不適合管理、是正処置、予防処置及び所長マネジ

メントレビューを通じて、品質マネジメントシステムの継続的な改善に取組んだ。 

 

7.1.2 内部監査 

「内部監査要領」に基づき、内部監査を実施した結果、品質マネジメントシステムの変更を要

する不適合はなく、品質マネジメントシステムが業務の計画及び品質保証計画の要求事項並びに

組織が決めた品質マネジメントシステムの要求に適合していること、また、品質マネジメントシ

ステムが効果的に実施され、維持されていることを確認した。 

① 定期内部監査（平成 28 年 1 月 18 日～26 日実施） 

重大な不適合：0 件、軽微な不適合：0 件、観察事項：2 件、改善提案：1件、良好事例：1

件 

② 特別内部監査（平成 28 年 1 月 21 日実施） 

重大な不適合：0 件、軽微な不適合：0 件、観察事項：0 件、改善提案：0件、良好事例：0

件 

 

7.1.3 不適合管理、是正処置及び予防処置 

「バックエンド研究施設におけるフロッグマン設備分電盤(実験盤 Ea-1b(24))内での非火災事

象について」、「平成 27 年度第 2 回保安検査における検査結果」等 34 件の不適合について、「不適

合管理及び是正処置並びに予防処置要領」に基づく不適合管理、是正処置及び予防処置を適切に

実施した。また、原科研で発生した不適合に関し、「水平展開要領」に基づき、「平成 26 年度第 4

回保安検査における巡視点検への指摘（力量管理）について」、「施設の操作要領及び巡視点検要

領の見直し（平成 27 年度第 2 回保安検査結果）」等 8 件の調査・改善指示等を実施した他、16 件

の情報周知を行った。 

高減容処理施設の防護活動手引における火災対応の未整備について、平成 27 年 3 月 27 日付け

で原科研に根本原因分析チームを設置し根本原因分析を実施した。平成 27 年 10 月 14 日に分析チ

ームから所長へ根本原因分析結果について報告した。 

 

7.1.4 品質保証推進委員会 

品質保証推進委員会を 9 回開催し、 

①「品質保証計画及び二次文書の一部改正について」 

②「平成 27 年度マネジメントレビューインプット情報について」 

③「平成 28 年度内部監査年間計画書について」 

等、22 件の審議及び内部監査の結果の報告を行った。 

JAEA-Review 2021-006

- 71 -



 JAEA-Review-2021-006 

- 72 - 

7.2.2 内部監査 

「内部監査要領」に基づき、内部監査を実施した結果、品質マネジメントシステムの変更を要

する不適合はなく、品質マネジメントシステムが業務の計画及び品質保証計画の要求事項並びに

組織が決めた品質マネジメントシステムの要求に適合していること、また、品質マネジメントシ

ステムが効果的に実施され、維持されていることを確認した。 

① 定期内部監査（平成 28 年 9 月 21 日～30 日実施） 

重大な不適合：0 件、軽微な不適合：0 件、観察事項：1 件、改善提案：1件、良好事例：2 件 

② 特別内部監査：（平成 28 年 6 月 22 日実施） 

重大な不適合：0 件、軽微な不適合：0 件、観察事項：0 件、改善提案：0件、良好事例：0 件 

 

7.2.3 不適合管理、是正処置及び予防処置 

「平成 28 年度第 2 回保安検査における指摘事項」、「平成 28 年度第 3 回保安検査における指摘

事項」等 38 件の不適合について、「不適合管理及び是正処置並びに予防処置要領」に基づく不適

合管理、是正処置及び予防処置を適切に実施した。また、原科研内で発生した不適合に関し、「水

平展開要領」に基づき、「放射性汚染のある設備・機器等の残存部の管理方法改善について」等 4

件の調査・改善指示を実施した他、27 件の情報周知を行った。 

「核燃料物質取扱数量の表示の一部記載漏れ」について、平成 28 年 12 月 22 日付けで原科研に

根本原因分析チームを設置し根本原因分析を実施した。平成 29 年 3 月 3 日に分析チームから所長

へ根本原因分析結果について報告した。 

「保安管理部の役割・機能について」について、平成 28 年 12 月 22 日付けで原科研に根本原因

分析チームを設置し根本原因分析を実施した。平成 29 年 3 月 10 日に分析チームから所長へ根本

原因分析結果について報告した。 

「核燃料物質の不適切な管理」について、平成 28 年 12 月 22 日付けで原科研に根本原因分析チ

ームを設置し根本原因分析を実施している。 

 

7.2.4 品質保証推進委員会 

品質保証推進委員会を10回開催し、 

①「品質保証計画及び二次文書の一部改正について」 

②「平成28年度 マネジメントレビューインプット情報について」 

③「平成29年度内部監査年間計画書について」 

等、23件の審議及び「ふげんにおける「放出管理用計測器の点検記録等の管理上の不備」に関す

る緊急調査（水平展開結果）」等、4件の報告を行った。 

 

7.2.5 文書管理 

「原子力科学研究所品質保証計画」1 件、「文書及び記録の管理要領」2 件、「調達管理要領」1

件、「不適合管理及び是正処置並びに予防処置要領」2 件、「水平展開要領」1 件、「不適合管理専

門部会運営要領」1 件、「原子炉施設等安全審査委員会規則」2 件及び「核燃料物質使用施設等安

全審査委員会規則」1 件の一部改正を行った。 
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7.2.6 力量評価の判断プロセスの明確化 

各部の「教育・訓練管理要領」を改正し、個々の保安活動に対して、特別な力量の付与が必要

な業務の抽出を行い、力量基準表に明確にした。（平成 28 年 5 月 19 日～31 日） 

各部の「教育・訓練管理要領」を改正し、原子力安全の達成に影響がある業務に必要な力量の

更なる明確化を図るため、原子炉施設及び核燃料物質使用施設等保安規定及びその下部規則・手

引に記載する保安活動業務を体系的に整理し、業務に要求される知識、経験等に係る力量評価基

準を整備した。（平成 28 年 9 月 30 日～10 月 1 日） 

 

7.2.7 理事長をトップマネジメントとする品質保証体制への見直し 

 理事長をトップマネジメントとする品質保証体制への見直しに伴い、品質保証計画及び二次文

書について、平成 29 年 3 月末までに所要の改正を完了した（平成 29 年 4 月 1 日施行予定）。 

 

 

 

 JAEA-Review-2021-006 

- 72 - 

7.2.2 内部監査 

「内部監査要領」に基づき、内部監査を実施した結果、品質マネジメントシステムの変更を要

する不適合はなく、品質マネジメントシステムが業務の計画及び品質保証計画の要求事項並びに

組織が決めた品質マネジメントシステムの要求に適合していること、また、品質マネジメントシ

ステムが効果的に実施され、維持されていることを確認した。 

① 定期内部監査（平成 28 年 9 月 21 日～30 日実施） 
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平展開要領」に基づき、「放射性汚染のある設備・機器等の残存部の管理方法改善について」等 4

件の調査・改善指示を実施した他、27 件の情報周知を行った。 

「核燃料物質取扱数量の表示の一部記載漏れ」について、平成 28 年 12 月 22 日付けで原科研に

根本原因分析チームを設置し根本原因分析を実施した。平成 29 年 3 月 3 日に分析チームから所長

へ根本原因分析結果について報告した。 

「保安管理部の役割・機能について」について、平成 28 年 12 月 22 日付けで原科研に根本原因

分析チームを設置し根本原因分析を実施した。平成 29 年 3 月 10 日に分析チームから所長へ根本
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「核燃料物質の不適切な管理」について、平成 28 年 12 月 22 日付けで原科研に根本原因分析チ

ームを設置し根本原因分析を実施している。 

 

7.2.4 品質保証推進委員会 

品質保証推進委員会を10回開催し、 

①「品質保証計画及び二次文書の一部改正について」 
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等、23件の審議及び「ふげんにおける「放出管理用計測器の点検記録等の管理上の不備」に関す

る緊急調査（水平展開結果）」等、4件の報告を行った。 

 

7.2.5 文書管理 

「原子力科学研究所品質保証計画」1 件、「文書及び記録の管理要領」2 件、「調達管理要領」1

件、「不適合管理及び是正処置並びに予防処置要領」2 件、「水平展開要領」1 件、「不適合管理専

門部会運営要領」1 件、「原子炉施設等安全審査委員会規則」2 件及び「核燃料物質使用施設等安
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8 危機管理 

8.1 平成 27 年度 

8.1.1 警備 

警備業務では、中央警備室、南警備室で出入管理（面会者受付約 13 万人、登録業者入門者受付

約 13 万人及び見学者受付約 1 万人）を行うとともに、構内、周辺監視区域等の巡察警備を実施し

た。 

 

8.1.2 消防 

消防業務では、消防車、緊急車等の点検・保守を毎日 1 回、消防訓練を毎月 1 回実施するとと

もに、各部が実施する消火訓練に協力して指導した。火災報知器の発報時には消防車を出動させ、

状況確認を行った。消防設備の法定点検、危険物施設及び防火対象設備の消防立入検査 38 件に対

応するとともに、消防法に基づく許認可申請手続き 25 件を行った。また、普通救命講習（平成

27 年 10 月 15 日、参加者 18 名）及び防火・防災管理講演会（平成 28 年 3 月 7 日、参加者 122 名）

を開催した。防火・防災管理者によるパトロールを実施し、防火設備及び消火器の配置状況、可

燃物の防火対策、危険物及び薬品等の適正管理について確認した。 

 

8.1.3 防災対策 

防災業務では、事故現場指揮所等に設置した緊急時用テレビ会議システムについて、四半期に

1 回、接続試験を行い、事故・故障等の緊急時の対応に備えた。その他、緊急時対策所の防災機

器及び防護資機材の整備・点検保守を実施した。 

「事故対策規則」、「地震対応要領」、「計画外停電対応要領」「安全警報管理手引」及び「消

防計画」の一部改正を行った。また、全国的に異常気象の発生が多くなり、それに伴い原科研内

の施設にも被害がおよぶ事例が多く発生するようになってきたため、「風水害警戒要領」を平成

27年7月22日に制定した。 

 

8.1.4 非常事態対応訓練等 

原科研全体を対象とした主な訓練を表Ⅲ-8-1 に示す。この他に、防護隊訓練及び非常用電話

「6222」による通報訓練を毎月 1 回実施した。また、各部においては、通報連絡訓練、避難訓練

等を 2 回並びに総合訓練を 1 回実施した。 
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表Ⅲ-8-1  原子力科学研究所全体を対象とした主な訓練（平成 27 年度） 

訓 練 年月日 訓練内容 

第 1 回非常事態総合訓練 H27.7.4 

第 3 廃棄物処理棟の管理区域内で火災発生、自衛消防

隊及び公設消防による消火活動の結果、鎮火確認。また、

復旧作業中に負傷者発生を想定した訓練を実施。 

茨城県による無予告通報

連絡訓練 
H27.8.1 

NSRR において、時間外に放射性物質の異常放出を示す

警報が発報した想定で訓練を実施。 

自主防災訓練 H27.11.5 

東海村で震度 6 弱の地震発生、茨城県沿岸に大津波警

報が発表されたことを想定した人員掌握訓練及び避難訓

練を実施。 

第 2 回非常事態総合訓練 H27.1.30 

過度出力運転中の TRACY において、放射性物質の異常

放出事故が発生し、緊急事態設定レベルを超える放出を

10 分間以上継続して計測したため、原災法第 10 条及び

第 15 条に基づく原子力緊急事態に到達したことを想定

した訓練を実施。また、TRACY 事故対応中に、解体分別

保管棟において、負傷者発生を想定した訓練を併せて実

施。 

 

8.1.5 施設の事故・故障等 

運転管理・施設管理情報として通報連絡を行った事象が 1件発生した（詳細は表Ⅲ-8-2 参照）。 

 

表Ⅲ-8-2  施設の事故・故障等の発生状況（平成 27 年度） 

事故・故障等 年月日 事   象 事象区分 

NUCEFにおける非

常用発電機Aのス

ターターの故障に

ついて 

H27.5.7 

NUCEFにおいて、非常用発電機Aの実負荷試験を

正常に終了し、手順書に従い、終了後点検を行っ

ていたところ、実負荷試験では正常に作動してい

た非常用発電機Aのスターターに故障が発生し、

起動できない可能性があることが判明した。スタ

ーターの交換が終了するまで、施設の運転に支障

が生じた。 

運転管理・施設管理情報として、原子力規制庁、

文部科学省、茨城県、東海村等へ通報連絡した。 

運転管理・

施設管理

情報 

 

 

8.2 平成 28 年度 

8.2.1 警備 

警備業務では、中央警備室、南警備室で出入管理（面会者受付約 13 万人、登録業者入門者受付

約12万人及び見学者受付約1万人）を行うとともに、構内、周辺監視区域等の巡察警備を実施した。 
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消防業務では、消防車、緊急車等の点検・保守を毎日 1 回、消防訓練を毎月 1 回実施するとと

もに、各部が実施する消火訓練に協力して指導した。火災報知器の発報時には消防車を出動させ、

状況確認を行った。消防設備の法定点検、危険物施設及び防火対象設備の消防立入検査 38 件に対

応するとともに、消防法に基づく許認可申請手続き 25 件を行った。また、普通救命講習（平成

27 年 10 月 15 日、参加者 18 名）及び防火・防災管理講演会（平成 28 年 3 月 7 日、参加者 122 名）

を開催した。防火・防災管理者によるパトロールを実施し、防火設備及び消火器の配置状況、可

燃物の防火対策、危険物及び薬品等の適正管理について確認した。 

 

8.1.3 防災対策 

防災業務では、事故現場指揮所等に設置した緊急時用テレビ会議システムについて、四半期に

1 回、接続試験を行い、事故・故障等の緊急時の対応に備えた。その他、緊急時対策所の防災機

器及び防護資機材の整備・点検保守を実施した。 

「事故対策規則」、「地震対応要領」、「計画外停電対応要領」「安全警報管理手引」及び「消

防計画」の一部改正を行った。また、全国的に異常気象の発生が多くなり、それに伴い原科研内

の施設にも被害がおよぶ事例が多く発生するようになってきたため、「風水害警戒要領」を平成

27年7月22日に制定した。 

 

8.1.4 非常事態対応訓練等 

原科研全体を対象とした主な訓練を表Ⅲ-8-1 に示す。この他に、防護隊訓練及び非常用電話

「6222」による通報訓練を毎月 1 回実施した。また、各部においては、通報連絡訓練、避難訓練

等を 2 回並びに総合訓練を 1 回実施した。 
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8.2.2 消防 

消防業務では、消防車、緊急車等の点検・保守を毎日 1回、消防訓練を毎月 1回実施するとと

もに、各部が実施する消火器訓練に協力して指導した。火災報知器の発報時には消防車を出動さ

せ、状況確認を行った。消防設備の法定点検に対応するとともに、消防法に基づく許認可申請手

続き 48 件を行った。また、普通救命講習（平成 28 年 9 月 9 日、参加者 22 名）及び防火・防災

講演会（平成 28 年 10 月 12 日、参加者 256 名）を開催した。防火・防災管理者によるパトロー

ルを実施し、防火設備及び消火器の配置状況、可燃物の防火対策、危険物及び薬品等の適正管理

について確認した。 

 

8.2.3 防災対策 

防災業務では、事故現場指揮所等に設置した緊急時用テレビ会議システムについて、四半期に

1 回、接続試験を行い、事故・故障等の緊急時の対応に備えた。その他、緊急時対策所の防災機

器及び防護資機材の整備・点検保守を実施した。 

「事故対策規則」、「計画外停電対応要領」、「武力攻撃原子力災害等対処業務計画」、「風水害警

戒要領」及び「消防計画」の一部改正を行った。 

ホットラボ及びプルトニウム研究 1 棟の周辺に駐車する車両を規制することにより、竜巻によ

る両施設の損傷の可能性を低減する目的で「竜巻発生に備えた車両の移動等対応マニュアルを平

成 28 年 11 月 7 日に制定した。また、立入制限区域に係る出入管理方法の変更に伴い「警備活動

手引」を平成 28 年 7 月 1 日に制定した。 

 

8.2.4 非常事態対応訓練等 

原科研全体を対象とした主な訓練を表Ⅲ-8-3に示す。このうち、第 2回非常事態総合訓練では、

複数施設での同時発災を想定した訓練を行った。この他に、防護隊訓練及び非常用電話「6222」

による通報訓練を毎月 1 回実施した。また、各部においては、通報連絡訓練、避難訓練等を 2 回

並びに総合訓練を 1 回実施した。 
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表Ⅲ-8-3  原子力科学研究所全体を対象とした主な訓練（平成 28 年度） 

訓 練 年月日 訓練内容 

第 1 回非常事態総合訓練 H28.7.22 

第 2 廃棄物処理棟の管理区域内で火災発生、自衛消防

隊及び公設消防による消火活動の結果、鎮火確認。また、

消火活動中に負傷者発生を想定した訓練を実施。 

茨城県による無予告通報

連絡訓練 
H28.9.1 

BECKY において、時間外に放射性物質の異常放出を示

す警報が発報した想定で訓練を実施。 

自主防災訓練 H28.11.2 

東海村で震度 6 弱の地震発生、茨城県沿岸に大津波警

報が発表されたことを想定した、人員掌握訓練及び避難

訓練を実施。 

第 2 回非常事態総合訓練 H29.1.27 

バックエンド技術開発建家の管理区域において、火災

を想定した訓練を実施。また、バックエンド技術開発建

家の事故対応中に、低出力運転中の JRR-3 において、原

子炉停止機能の喪失及び原子炉冷却機能の喪失を共に招

きうる事態が発生し、原災法第 10 条及び第 15 条に基づ

く原子力緊急事態に到達したことを想定した訓練を実

施。 

 

8.2.5 施設の事故・故障等 

運転管理・施設管理情報として通報連絡を要する事象の発生はなかった。 
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ホットラボ及びプルトニウム研究 1 棟の周辺に駐車する車両を規制することにより、竜巻によ

る両施設の損傷の可能性を低減する目的で「竜巻発生に備えた車両の移動等対応マニュアルを平

成 28 年 11 月 7 日に制定した。また、立入制限区域に係る出入管理方法の変更に伴い「警備活動

手引」を平成 28 年 7 月 1 日に制定した。 

 

8.2.4 非常事態対応訓練等 

原科研全体を対象とした主な訓練を表Ⅲ-8-3に示す。このうち、第 2回非常事態総合訓練では、

複数施設での同時発災を想定した訓練を行った。この他に、防護隊訓練及び非常用電話「6222」

による通報訓練を毎月 1 回実施した。また、各部においては、通報連絡訓練、避難訓練等を 2 回
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第四章 施設の運転管理と管理運営に係る活動 

 

1 施設の運転管理 

1.1  平成27年度 

1.1.1 研究炉の再稼働に向けた取組み 

(1) JRR-3 

平成26年9月 26日に原子力規制庁へ申請した新規制基準への適合確認のための原子炉設置（変

更）許可申請について、平成 27 年 8 月 31 日に補正申請を行った。 

(2) NSRR 

適合性確認のために平成27年3月31日付けで申請した原子炉設置(変更)許可申請書が原子力規

制委員会により審査中である。 

 

1.1.2 JRR-3 の運転・保守整備 

平成 27 年度研究炉運転・管理計画に基づき、点検・保守及び施設定期自主検査を実施した。 

また、11 月 5 日、6 日に、原子炉停止中において継続的に機能を維持する必要がある施設につ

いて施設定期検査を受検し合格した。 

 

1.1.3 JRR-4 の運転・保守整備 

平成 27 年度研究炉運転・管理計画に基づき、点検・保守及び施設定期自主検査を実施した。施

設定期自主検査では JRR-4 特定施設自動制御機器点検整備作業、通常排気設備除去効率測定等を

実施し、高経年化対策として非常用照明器具交換作業、中和層排水弁・循環弁交換作業を実施し

た。また廃止措置計画申請に伴い放射化汚染物の放射能量の測定作業及び使用済燃料要素搬出準

備作業を実施した。 

さらに、11 月 30 日には原子炉停止中において継続的に機能を維持する必要がある施設につい

て施設定期検査を受検し合格した。 

 

1.1.4 NSRR の運転・保守整備 

平成 27 年度年間運転計画に基づき点検・保守を実施した。平成 26 年 12 月 1 日から期間未定と

して第 35 回 NSRR 本体施設定期自主検査及び NSRR 本体施設自主検査を実施した。 

 

1.1.5 タンデム加速器の運転、保守整備 

(1) 運転 

平成 27 年度のタンデム加速器の実験利用運転(以下「マシンタイム」という。)は、第 1 回を平

成 27 年 4 月 1 日から 4月 30 日まで、第 2 回を 5月 20 日から 7 月 9 日まで、第 3 回を 11 月 19 日

から平成 28 年 2 月 29 日まで行った。各回マシンタイムは、おおむね予定通りの運転を実施した。 

平成 27 年度(平成 27 年 4 月 1 日～平成 28 年 3 月 31 日)のタンデム加速器の運転・保守の項目

及びそれらの所要日数を表Ⅳ-1-1 に示す。 
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表Ⅳ-1-1 タンデム加速器の運転・保守状況（平成 27 年度） 

運転・保守項目 日数 

実験利用運転日数 140 日 (38％) 

定期整備日数 109 日 (30％) 

保守日数  8 日 ( 2％) 

調整運転(含コンディショニング)  18 日 ( 5％) 

休止日 79 日 (22％) 

実験キャンセル 12 日 ( 1％) 

( )内の数字は、全運転・保守別の割合を示す。 

 

(2) 保守・整備 

① 加速器の保守整備 

 平成 27 年度に行った定期整備は 3 回である。タンク内機器の故障により臨時にガス回収を 1

回実施している。 

1 回目の定期整備は、第 1回マシンタイム終了後の 5 月 11 日に六フッ化硫黄(SF6)ガス回収作

業を行い、5月 19 日にガス充填作業を行った。この間の整備作業では、主に以下の項目につい

て実施した。 

・ターミナルイオン源にヘリウムを追加 

・ローティングシャフト回転テスト 

  ・チャージングチェーン回転テスト 

2 回目の定期整備は、7月 10 日から 11 月 13 日まで行った。SF6ガス回収作業を 9 月 8 日、ガ

ス充填作業を 11 月 13 日に行った。この間の整備作業では、主に以下の項目について実施した。 

・ローテーティングシャフト回転テスト 

・チャージングチェーン回転テスト 

・発生電圧計(GVM)、コロナプローブの作動テスト 

・分割抵抗の点検 

・タンデム加速器高圧ガス製造施設の定期検査及び保安検査 

・ヘリウム冷凍機定期自主検査 

・ベーパライザーの整備 

・垂直実験室のビームライン機器の配線及び作動試験 

・新型コロナプローブの設置及び試験 

・中央作業ゴンドラ(CSP)及び周辺作業ゴンドラ(ASP)整備及び性能検査 

・磁場ステアラ(MS)03-2 設置 

タンデム加速器高圧ガス製造施設の保安検査を 8 月 27 日に受検し、指摘事項はなかった。ベ

ーパライザーの性能検査を 9 月 15 日に受検し、指摘事項はなかった。ゴンドラの性能検査を

11 月 11 日に受検し、指摘事項はなかった。 

3 回目の定期整備は、平成 28 年 3 月 7 日に SF6ガス回収作業を行い、翌年度の 5 月 19 日にガ

ス充填作業を行った。平成 27 年度内の整備作業では、主に以下の項目について実施した。 
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第四章 施設の運転管理と管理運営に係る活動 
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た。また廃止措置計画申請に伴い放射化汚染物の放射能量の測定作業及び使用済燃料要素搬出準
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さらに、11 月 30 日には原子炉停止中において継続的に機能を維持する必要がある施設につい

て施設定期検査を受検し合格した。 
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1.1.5 タンデム加速器の運転、保守整備 
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から平成 28 年 2 月 29 日まで行った。各回マシンタイムは、おおむね予定通りの運転を実施した。 
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・ローテーティングシャフト回転テスト及び整備 

・分割抵抗の点検 

・GVM 信号のスペクトル測定 

 

その他として、平成27年12月、加速電圧約18MVで加速器運転中に放電が発生し、加速管内の

真空度が十分回復しない状態で電圧を再印加したため、加速管内部がデコンディショニング状

態になった。印加できる加速電圧を回復させるため電圧コンディショニングを実施したが、加

速電圧は15MV程度までの回復に留まった。 

  

②高圧ガス製造施設の保守整備 

1）六フッ化硫黄ガス製造施設 

本施設はタンデム加速器の絶縁ガスとして使用している六フッ化硫黄ガス（SF6）のガス移

送に使用されているものである。本施設は第一種製造者として高圧ガス保安法の適用を受け

るため、年 1回の定期自主検査の実施と保安検査の受検が義務付けられている。平成 27 年度

は定期自主検査、保安検査及び施設の運転保守のための各種整備作業を以下のように実施し

た。 

・平成 27 年 7～8 月 

定期自主検査に係る各種検査作業（気密検査、肉厚測定、貯槽の不同沈下測定、温度計の

校正、圧力比較検査、安全弁作動検査、液面計止め弁作動検査、高圧リミットスイッチの作

動試験）を実施した。開放検査は、貯槽 A について実施した。これらの検査で異常等はなか

った。保安検査は平成 27 年 8 月 27 日に行われ、合格した。 

・平成 27 年 8 月 

第一種圧力容器（ベーパライザー）の定期自主検査を実施した。性能検査は平成 27 年 9 月

15 日に実施され、合格した。 

 

2）液体窒素貯槽 

本施設は、タンデム加速器の運転保守や加速器を利用した実験のために液体窒素及び乾燥

窒素ガスを供給するための設備である。平成 27 年度の液体窒素総受入量は、15,022L であっ

た。 

本施設は、定期自主検査に係る各種検査作業（気密検査、肉厚検査、貯槽の沈下測定、圧

力計の校正、安全弁作動検査、真空度測定）を平成 27 年 8 月 7 日に実施し、合格した。 

 

3）ヘリウム冷凍機 

 本装置は超電導ブースターの加速空洞を極低温に冷却するための施設であり、同型の冷凍

装置 2 台(前段部、後段部)で全 46 空洞を冷却するものである。 

 本装置は第 1 種製造者として高圧ガス保安法の適用を受け、冷凍保安規則により年１回の

定期自主検査の実施を義務付けられている。定期自主検査を 9 月～10 月に実施し、安全弁・

圧力計の試験、バッファタンクの不同沈下測定、断水リレーの試験、圧力・温度保護スイッ

チ作動検査、気密試験、制御盤点検等を行い異常のないことを確認した。11 月 16 日～18 日
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に施設検査を受検し、合格した。また、本施設の運転については、平成 27 年度は行わなかっ

た。 

 

(3) タンデム加速器系の開発 

① 新しいコロナプローブの開発 

一般的な静電加速器では、ターミナル電圧（加速電圧）を安定化させるために、コロナ放電

を発生させ、その電流量を針（プローブ）の位置と三極真空管のグリッド電圧制御によって調

整するコロナプローブという装置が使用されている。制御系への負荷が少なく、より高精度な

位置制御が可能な新しい駆動機構を持つコロナプローブの開発を進めた。 

新しいプローブでは、磁気式位置センサーを備えたサーボモーター駆動のボールねじ機構を

採用した。この駆動機構では、動作速度及び目標位置を指定すると、高精度で絶対的な位置制

御を行え、制御系への負荷を低減できた。また、新しいプローブは、仕切りバルブで加圧タン

クと切り離すことを可能とした。そのため、タンク内に絶縁ガスが封入されている状態でプロ

ーブに問題が発生したとしても、迅速に修理することが可能である。これまで、実際にタンク

に取り付けて試運転を行っているが、動作中の気密性に問題は起きていない。プローブ筐体の

サージ電流への耐性や動作時のラジアル方向の安定性（揺れ）等の観点からさらに改良を進め

ることとした。 

 

1.1.6 燃料、使用済燃料の管理 

(1) JRR-3使用済燃料の管理 

① 使用済燃料の収支 

平成27年度は、炉心から使用済燃料プール、使用済燃料プールから使用済燃料貯槽No.1、使用

済燃料貯槽No.1から使用済燃料貯槽No.2への使用済燃料（板状燃料）の移動は無かったが、JRR-4

使用済燃料の対米輸送の準備に伴い、JRR-4使用済燃料を使用済燃料貯槽No.2に搬入した。なお、

平成27度においては、JRR-3からの対米輸送等による搬出は無かった。 

使用済燃料貯槽No.1で貯蔵中の旧JRR-3の使用済燃料である二酸化ウラン燃料体、金属天然ウ

ラン燃料体、同要素及び使用済燃料貯蔵施設（DSF）で貯蔵中の金属天然ウラン燃料要素の在庫

変動はなかった。 

 

② 放射能濃度の監視 

使用済燃料の健全性を確認するため、貯槽水及び保管孔内空気の放射能濃度を定期的に監視

して異常の無いことを確認した。各貯蔵設備の全βの放射能濃度は、年度を通じて次のとおり

であった。 

 

  使用済燃料貯槽 No.1 ：検出限界以下（検出限界 4.46×10-1～5.76×10-1 Bq/mL） 

  使用済燃料貯槽 No.2 ：検出限界以下（検出限界 4.40×10-1～5.63×10-1 Bq/mL） 

  保管孔（DSF）  ：1.00×10-2 Bq/㎤ 

 

＊検出限界はバックグラウンドの変動によっても変化するため幅がある。 
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・ローテーティングシャフト回転テスト及び整備 

・分割抵抗の点検 

・GVM 信号のスペクトル測定 

 

その他として、平成27年12月、加速電圧約18MVで加速器運転中に放電が発生し、加速管内の

真空度が十分回復しない状態で電圧を再印加したため、加速管内部がデコンディショニング状

態になった。印加できる加速電圧を回復させるため電圧コンディショニングを実施したが、加

速電圧は15MV程度までの回復に留まった。 

  

②高圧ガス製造施設の保守整備 

1）六フッ化硫黄ガス製造施設 

本施設はタンデム加速器の絶縁ガスとして使用している六フッ化硫黄ガス（SF6）のガス移

送に使用されているものである。本施設は第一種製造者として高圧ガス保安法の適用を受け

るため、年 1回の定期自主検査の実施と保安検査の受検が義務付けられている。平成 27 年度

は定期自主検査、保安検査及び施設の運転保守のための各種整備作業を以下のように実施し

た。 

・平成 27 年 7～8 月 

定期自主検査に係る各種検査作業（気密検査、肉厚測定、貯槽の不同沈下測定、温度計の

校正、圧力比較検査、安全弁作動検査、液面計止め弁作動検査、高圧リミットスイッチの作

動試験）を実施した。開放検査は、貯槽 A について実施した。これらの検査で異常等はなか

った。保安検査は平成 27 年 8 月 27 日に行われ、合格した。 

・平成 27 年 8 月 

第一種圧力容器（ベーパライザー）の定期自主検査を実施した。性能検査は平成 27 年 9 月

15 日に実施され、合格した。 

 

2）液体窒素貯槽 

本施設は、タンデム加速器の運転保守や加速器を利用した実験のために液体窒素及び乾燥

窒素ガスを供給するための設備である。平成 27 年度の液体窒素総受入量は、15,022L であっ

た。 

本施設は、定期自主検査に係る各種検査作業（気密検査、肉厚検査、貯槽の沈下測定、圧

力計の校正、安全弁作動検査、真空度測定）を平成 27 年 8 月 7 日に実施し、合格した。 

 

3）ヘリウム冷凍機 

 本装置は超電導ブースターの加速空洞を極低温に冷却するための施設であり、同型の冷凍

装置 2 台(前段部、後段部)で全 46 空洞を冷却するものである。 

 本装置は第 1 種製造者として高圧ガス保安法の適用を受け、冷凍保安規則により年１回の

定期自主検査の実施を義務付けられている。定期自主検査を 9 月～10 月に実施し、安全弁・

圧力計の試験、バッファタンクの不同沈下測定、断水リレーの試験、圧力・温度保護スイッ

チ作動検査、気密試験、制御盤点検等を行い異常のないことを確認した。11 月 16 日～18 日
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(2) 使用済燃料貯蔵施設の管理 

① 貯槽の水質管理 

JRR-3における使用済燃料貯槽の水質は、年度を通じて維持管理基準値以内に管理し、適切な

水質管理を行った。平成27年度における各貯槽の水質及びトリチウム濃度等を表Ⅳ-1-2に示す。 

 

表Ⅳ-1-2  JRR-3の使用済燃料貯槽の水質測定値（平成27年度） 

 維持管理値 貯槽No.1 貯槽No.2 

水素イオン濃度指数 

（pH） 
5.0～7.5 5.8～6.2 5.8～6.2 

導 電 率 

（μS/cm） 
10.0 以下 1.00～1.40 0.90～1.20 

トリチウム濃度 

（Bq/cm3） 
3.64～11.71 1.85～9.14 

温   度 

（℃） 
16.0～23.0 15.0～22.5 

 

各貯槽においては、水素イオン濃度指数（pH）、導電率等に大きな変動はなかった。 

JRR-4の使用済燃料貯蔵施設におけるプールの水質は、導電率が1.31～1.69μS/cm、水素イオ

ン濃度指数（pH）が5.56～6.04であり、年間を通して、維持管理基準値（導電率：10μS/cm以

下、pH：5.5～7.0）を満足した。 

 

② 循環系設備の管理 

DSF内に設置されている循環系設備機器類（循環ブロア、空気作動弁、プロセス放射線モニタ

等）に対して、自主点検及び施設定期自主検査を行い、機能及び性能を維持した。 

 

1.1.7 放射線標準施設（FRS）の運転管理 

放射線防護用測定機器の校正、特性試験、施設供用に用いる放射線標準場を提供するため、放

射線標準施設棟に設置されているファン・デ・グラーフ型加速器、γ線照射装置、RI 中性子線照

射装置、Ｘ線照射装置等の校正設備機器を維持・管理している。 

γ線照射装置の内、2πγ線照射装置の線源による照射機構の更新を行い、更新前後で基準の空

気カーマ率に変化がないことを確認し、校正業務に供した。γ線校正場については、基準器を使

用した放射線場の定期的な確認測定を平成 26 年度に引き続き行った。RI 中性子校正場について

は、基準量の定期的な確認測定を実施するための技術的検討及び予備測定を継続実施した。また、

241Am-Be 37GBq 線源からの中性子フルエンス率の確認測定を行い、前回測定から変化がないことを

確認した。平成 24 年度から開発中であった、黒鉛パイルと 241Am-Be 線源を 2 個使用する減速中性

子校正場については、線量計校正及び特性試験等の利用を開始した。 

平成 27 年度の加速器を含む照射装置及び単体線源の使用時間は、延べ 3,837 時間であり、平成

26 年度と比較すると 400 時間程度増加した。平成 26 年度からの主な増加の理由は、加速器及び
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中硬 X 線照射装置の利用増加が挙げられる。 

 

1.1.8 定常臨界実験装置（STACY）/過渡臨界実験装置（TRACY）の運転管理 

(1) 再稼動・廃止措置に向けた取組み 

① 許認可 

STACY 更新に係る原子炉設置変更許可申請（平成 23 年 2 月 10 日申請、平成 27 年 3 月 31

日一部補正）について、原子力規制庁に対して原子炉設置変更許可申請書の本文、添付書類

六（自然現象概況）、添付書類八（安全設計方針、安全機能の重要度分類、耐震重要度分類）

及び添付書類十（運転時の異常な過渡変化、設計基準事故）の説明を進めた。（ヒアリング計

32 回） 

TRACY に係る廃止措置計画の認可申請（平成 27 年 3 月 31 日申請）について、原子力規制

庁に対して廃止措置計画の本文、添付書類一（廃止措置期間中に維持すべき設備）、添付書類

二（被ばく管理及び放射性廃棄物）及び添付書類三（事故評価）の説明を進めた（ヒアリン

グ計 5 回）。 

 

(2) 運転、保守整備 

① 原子炉停止中の機能維持 

平成 27 年度は、STACY/TRACY ともに震災後の健全性確認等のため平成 26年度に引き続き、

研究開発に係る利用運転並びに施設定期検査及び施設定期自主検査に係る運転を実施しなか

った。平成 23 年 11 月 30 日に開始した施設定期検査及び施設定期自主検査を継続し、原子炉

の長期停止中において継続的に機能を維持する必要のある設備について、平成 27 年 5 月に第

5 回目の立会検査（核燃料物質貯蔵設備の未臨界性確認検査等。ただし、非常用電源設備を

除く。）及び 6 月に第 6 回目の立会検査（非常用電源設備）を受検し、結果は良好であった。 

② 燃料の管理 

STACY 更新及び TRACY 廃止に伴い、平成 26 年度に溶液燃料貯蔵設備に移送した溶液燃料を

引き続き長期貯蔵管理した。 

③ 分析 

分析設備では、STACY/TRACY の保安活動（溶液燃料点検等）及び廃液処理に伴う、ウラン

濃度、遊離硝酸濃度、不純物濃度等の分析を実施した。また、STACY 溶液燃料の長期貯蔵管

理のために中性子毒物（硝酸ガドリニウム）を添加するが、これに先立つ溶解度確認試験に

併せてウラン濃度、遊離硝酸濃度、ガドリニウム濃度等の分析を行った。これらの作業に伴

う分析試料数は 43 であった。 

 

1.1.9 高速炉臨界実験装置（FCA）の運転管理 

(1) 再稼働に向けた取組み 

原子炉施設の建家・構築物及び設備機器の健全性確認のための点検作業を継続して実施した。 

 

(2) 運転、保守整備 

① 原子炉停止中の機能維持 
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(2) 使用済燃料貯蔵施設の管理 

① 貯槽の水質管理 

JRR-3における使用済燃料貯槽の水質は、年度を通じて維持管理基準値以内に管理し、適切な

水質管理を行った。平成27年度における各貯槽の水質及びトリチウム濃度等を表Ⅳ-1-2に示す。 

 

表Ⅳ-1-2  JRR-3の使用済燃料貯槽の水質測定値（平成27年度） 

 維持管理値 貯槽No.1 貯槽No.2 

水素イオン濃度指数 

（pH） 
5.0～7.5 5.8～6.2 5.8～6.2 

導 電 率 

（μS/cm） 
10.0 以下 1.00～1.40 0.90～1.20 

トリチウム濃度 

（Bq/cm3） 
3.64～11.71 1.85～9.14 

温   度 

（℃） 
16.0～23.0 15.0～22.5 

 

各貯槽においては、水素イオン濃度指数（pH）、導電率等に大きな変動はなかった。 

JRR-4の使用済燃料貯蔵施設におけるプールの水質は、導電率が1.31～1.69μS/cm、水素イオ

ン濃度指数（pH）が5.56～6.04であり、年間を通して、維持管理基準値（導電率：10μS/cm以

下、pH：5.5～7.0）を満足した。 

 

② 循環系設備の管理 

DSF内に設置されている循環系設備機器類（循環ブロア、空気作動弁、プロセス放射線モニタ

等）に対して、自主点検及び施設定期自主検査を行い、機能及び性能を維持した。 

 

1.1.7 放射線標準施設（FRS）の運転管理 

放射線防護用測定機器の校正、特性試験、施設供用に用いる放射線標準場を提供するため、放

射線標準施設棟に設置されているファン・デ・グラーフ型加速器、γ線照射装置、RI 中性子線照

射装置、Ｘ線照射装置等の校正設備機器を維持・管理している。 

γ線照射装置の内、2πγ線照射装置の線源による照射機構の更新を行い、更新前後で基準の空

気カーマ率に変化がないことを確認し、校正業務に供した。γ線校正場については、基準器を使

用した放射線場の定期的な確認測定を平成 26 年度に引き続き行った。RI 中性子校正場について

は、基準量の定期的な確認測定を実施するための技術的検討及び予備測定を継続実施した。また、

241Am-Be 37GBq 線源からの中性子フルエンス率の確認測定を行い、前回測定から変化がないことを

確認した。平成 24 年度から開発中であった、黒鉛パイルと 241Am-Be 線源を 2 個使用する減速中性

子校正場については、線量計校正及び特性試験等の利用を開始した。 

平成 27 年度の加速器を含む照射装置及び単体線源の使用時間は、延べ 3,837 時間であり、平成

26 年度と比較すると 400 時間程度増加した。平成 26 年度からの主な増加の理由は、加速器及び
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本施設は、平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災以降、原子炉の運転を休止してお

り、平成 27 年度は、研究の利用運転並びに施設定期検査及び施設定期自主検査に係る運転は

実施しなかった。 

平成27年度は、平成23年8月1日に開始した施設定期検査及び施設定期自主検査を継続し、

原子炉の長期停止中において継続的に機能を維持する必要のある施設について、第8回目の立

会検査（核燃料物質貯蔵設備の未臨界性確認検査等）を受検し、結果は良好であった。 

平成26年12月17日に原子力規制庁に提出した「安重評価報告書」について、外的事象（地

震・津波・竜巻その他）を想定し、多重故障を仮定して再評価した「安重再評価報告書」を、

平成28年3月31日に原子力規制庁に提出した。 

② 燃料移送 

平成26年3月24日のハーグ核セキュリティ・サミットの開催に合わせて、日米首脳の共同声

明として、米国の協力の下、原子力機構のFCAのすべての高濃縮ウラン及びプルトニウムを撤

去することに合意したことが発表された（平成26年3月25日付け）。これに伴い、当該燃料の

輸送容器への詰め込み作業を完了し、平成27年度中に米国へ移送した。 

 

1.1.10 軽水臨界実験装置（TCA）の運転管理 

(1) 廃止措置に向けた取組み 

TCA は、平成 25 年 9 月 26 日に策定された機構改革計画において廃止措置対象施設となったた

め、再稼働しないこととなった。平成 27 年度は、廃止措置計画認可申請の準備を行った。 

 

(2) 運転、保守整備 

本施設は、平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災以降、原子炉の運転を休止しており、

また、廃止措置対象施設であるため、平成 27 年度は、研究及び教育研修のための利用運転並びに

施設定期検査及び施設定期自主検査に係る運転は実施しなかった。 

平成 27 年度は、平成 22 年 1 月 11 日に開始した施設定期検査及び施設定期自主検査を継続し、

原子炉の長期停止中において継続的に機能を維持する必要のある施設について、第 6 回目の立会

検査（核燃料物質貯蔵設備の未臨界性確認検査等）を受検し、結果は良好であった。 

 

1.1.11 燃料試験施設（RFEF）の運転管理 

本施設においては、原科研福島技術開発特別チームが進める福島第一原子力発電所の廃止措置

に係る研究開発及び研究開発センターが進める受託事業等に係る研究開発の利用として、それぞ

れの照射後試験等を実施した。平成 27 年度の燃料試験施設の利用状況を図Ⅳ-1-1 に示す。 

施設の運転管理では、本体・特定施設について設備・機器等の保守点検業務、施設定期自主検

査、定期自主点検等を計画通り実施するとともに、核燃料物質及び放射性同位元素に係る管理業

務等を行い、施設を安全・安定に運転した。 

なお、燃料試験施設を利用する上記の研究開発を実施するに当たっては、本体施設を福島技術

開発試験部実用燃料試験課、特定施設を工務技術部工務第 1 課、放射線管理施設を放射線管理部

放射線管理第 2 課が、それぞれの施設･設備の運転管理を行うとともに、実用燃料試験課において

照射後試験を実施した。その研究成果については第五章に記載する。 
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平成 26 年 12 月 17 日に原子力規制庁に提出した「安重評価報告書」について、外的事象（地震・

津波・竜巻その他）を想定し、多重故障を仮定して再評価した「安重再評価報告書」を、平成 28

年 3 月 31 日に原子力規制庁に提出した。 
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本施設は、平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災以降、原子炉の運転を休止してお
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会検査（核燃料物質貯蔵設備の未臨界性確認検査等）を受検し、結果は良好であった。 

平成26年12月17日に原子力規制庁に提出した「安重評価報告書」について、外的事象（地

震・津波・竜巻その他）を想定し、多重故障を仮定して再評価した「安重再評価報告書」を、

平成28年3月31日に原子力規制庁に提出した。 

② 燃料移送 

平成26年3月24日のハーグ核セキュリティ・サミットの開催に合わせて、日米首脳の共同声

明として、米国の協力の下、原子力機構のFCAのすべての高濃縮ウラン及びプルトニウムを撤

去することに合意したことが発表された（平成26年3月25日付け）。これに伴い、当該燃料の

輸送容器への詰め込み作業を完了し、平成27年度中に米国へ移送した。 

 

1.1.10 軽水臨界実験装置（TCA）の運転管理 

(1) 廃止措置に向けた取組み 

TCA は、平成 25 年 9 月 26 日に策定された機構改革計画において廃止措置対象施設となったた

め、再稼働しないこととなった。平成 27 年度は、廃止措置計画認可申請の準備を行った。 

 

(2) 運転、保守整備 

本施設は、平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災以降、原子炉の運転を休止しており、

また、廃止措置対象施設であるため、平成 27 年度は、研究及び教育研修のための利用運転並びに

施設定期検査及び施設定期自主検査に係る運転は実施しなかった。 

平成 27 年度は、平成 22 年 1 月 11 日に開始した施設定期検査及び施設定期自主検査を継続し、

原子炉の長期停止中において継続的に機能を維持する必要のある施設について、第 6 回目の立会

検査（核燃料物質貯蔵設備の未臨界性確認検査等）を受検し、結果は良好であった。 

 

1.1.11 燃料試験施設（RFEF）の運転管理 

本施設においては、原科研福島技術開発特別チームが進める福島第一原子力発電所の廃止措置

に係る研究開発及び研究開発センターが進める受託事業等に係る研究開発の利用として、それぞ

れの照射後試験等を実施した。平成 27 年度の燃料試験施設の利用状況を図Ⅳ-1-1 に示す。 

施設の運転管理では、本体・特定施設について設備・機器等の保守点検業務、施設定期自主検

査、定期自主点検等を計画通り実施するとともに、核燃料物質及び放射性同位元素に係る管理業

務等を行い、施設を安全・安定に運転した。 

なお、燃料試験施設を利用する上記の研究開発を実施するに当たっては、本体施設を福島技術

開発試験部実用燃料試験課、特定施設を工務技術部工務第 1 課、放射線管理施設を放射線管理部

放射線管理第 2 課が、それぞれの施設･設備の運転管理を行うとともに、実用燃料試験課において

照射後試験を実施した。その研究成果については第五章に記載する。 
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利用比率 

(  )内は件数を示す。 

 

原子力機構内利用(20 件) 

燃料安全研究グループ 燃料等安全高度化対策事業（16 件） 

臨界安全研究グループ

(プロパー） 
福島第一原子力発電所事故で発生した燃料デブリの臨界安全評価（1件）

臨界安全研究グループ

(共同） 
使用済燃料の放射線計測による燃焼度及び未臨界測定に関する研究（1件）

燃料高温科学研究グル

ープ 
TMI-2 燃料デブリの組織及び機械的特性の把握（1 件） 

核変換ディビジョン

(プロパー） 
引張試験後の MEGAPIE 試料及び STIP 試料の破面 SEM 観察等（1 件） 

図Ⅳ-1-1 燃料試験施設の利用状況（平成27年度） 
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1.1.12 廃棄物安全試験施設（WASTEF）の運転管理 

 本施設においては、研究開発センターが進める受託事業等に係る研究開発及び福島第一原子力

発電所の廃止措置に係る研究開発において、施設を利用した照射後試験及びホット環境試験に係

る支援を計画通り実施した。平成 27 年度の WASTEF の利用状況を図Ⅳ-1-2 に示す。 

 施設の運転管理では、本体施設及び特定施設について、それぞれの設備等の保守点検業務、施

設定期自主検査、定期自主点検等を計画通り実施し、設備等に異常のないことを確認した。また、

核燃料物質及び放射性同位元素に係る管理業務等を行い、施設を安全・安定に運転した。 

なお、WASTEF を利用した上記の研究開発を実施するに当たっては、本体施設を福島技術開発試

験部ホット材料試験課、特定施設を工務技術部工務第 1 課、放射線管理施設を放射線管理部放射

線管理第 2 課が、それぞれの設備等の運転管理を行うとともに、ホット材料試験課において照射

後試験及びホット環境試験に係る研究支援を実施した。 

平成 26 年 12 月 17 日に原子力規制庁に提出した「安重評価報告書」について、外的事象（地震・

津波・竜巻その他）を想定し、多重故障を仮定して再評価した「安重再評価報告書」を、平成 28

年 3 月 31 日に原子力規制庁に提出した。 
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利用比率 

〔 〕内は利用件数を示す。 

図Ⅳ-1-2  WASTEF の利用状況（平成 27 年度） 

 

1.1.13 ホットラボの運転管理 

本施設においては、ウランマグノックス用鉛セルNo.7～No.10 の本体部分の解体を実施した。

施設の運転管理では、本体・特定施設について設備・機器等の保守点検業務、施設定期自主検査、

定期自主点検等を計画通り実施するとともに、核燃料物質に係る管理業務等を行い、施設を安全・

安定に運転した。 

廃止措置を進めるためすべての照射済核燃料物質を平成26年度に他施設に搬出したことから、

ホットラボの核燃料物質の年間予定使用量の変更届を平成27年11月12日に提出した。また、廃棄

物管理に係る変更、汚染された物品の管理の追加及び組織改編等に伴う核燃料物質使用施設等保

安規定の一部変更について、平成26年12月26日付けで申請し、平成27年3月31日付け及び平成27

年4月24日付けで補正申請を行い、平成27年7月7日付けで認可された（平成27年12月1日付け施行）。 

放射性同位元素については、公益社団法人日本アイソトープ協会及び原科研の放射性廃棄物処
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理場へ引き渡しが済んでいることから、放射性同位元素の使用、貯蔵及び廃棄を廃止する変更許

可申請を平成27年11月16日付けで申請し、平成28年1月19日付けで許可を取得した。 

平成26年12月17日に原子力規制庁に提出した「安重評価報告書」について、外的事象（地震・

津波・竜巻その他）を想定し、多重故障を仮定して再評価した「安重再評価報告書」を、平成28

年3月31日に原子力規制庁に提出した。 

 

1.1.14 プルトニウム研究 1棟の運転管理 

本施設には、主にプルトニウム等のTRU核種を取り扱うグローブボックス及びフードが設置され

ており、本体施設及び特定施設について、それぞれの設備等の保守点検業務、施設定期自主検査、

定期自主点検等を計画通り実施し、設備等に異常のないことを確認した。また、核燃料物質及び

放射性同位元素に係る管理業務等を行い、施設を安全・安定に運転した。 

平成25年度の機構改革において廃止措置を前倒しに進めることが決定したことを受け、本施設

は、平成 26 年 12 月末をもって核燃料物質及び放射性同位元素の実験使用を終了した。また、

本施設内で所有している核燃料物質及び放射性同位元素を他施設に移管するための準備として、

平成27年10月までに安定化処理作業を終了させ、11月までにウランの一部をホットラボ及び第4

研究棟へ、放射性同位元素の一部を放射性廃棄物処理場へ搬出した。 

施設廃止措置に関し、グローブボックス内除染及び床面汚染状況調査を平成28年2月から3月に

実施した。 

平成26年12月17日に原子力規制庁に提出した「安重評価報告書」について、外的事象（地震・

津波・竜巻その他）を想定し、多重故障を仮定して再評価した「安重再評価報告書」を、平成28

年3月31日に原子力規制庁に提出した。 

 

1.1.15 ウラン濃縮研究棟の運転管理 

本施設には、少量核燃料物質の使用施設として、フード及び貯蔵設備が設置されており、保安

規則に基づき巡視及び点検等を実施し、設備の安全を確保した。また、自主検査の結果をとりま

とめ、施設・設備に異常のないことを確認した。 

 

1.1.16 バックエンド研究施設（BECKY）の運転管理 

BECKYにおいては、再処理プロセスに関する研究開発、放射性廃棄物地層処分に関する研究開発、

TRU高温化学に関する研究開発、TRU非破壊計測に関する研究開発、環境試料等の微量分析に関す

る研究開発及びレーザー遠隔分光分析技術に関する研究開発を継続して実施した。これらの研究

活動を安全に実施するため、αγコンクリートセル、鉄セル(TRU高温化学モジュール)、グローブ

ボックス、フード、実験設備等の運転保守管理を行った。 

東京大学専門職大学院への協力として、実験室（VI）の模擬グローブボックスを利用して、実

習生13人に対して核燃料物質取扱実習（平成27年6月18日～19日、平成27年6月25日～26日）を計

画通りに実施した。 

施設の運転管理では、本体及び特定施設について設備・機器等の保守点検業務、施設定期自主

検査、定期自主点検等を計画通り実施するとともに、核燃料物質及び放射性同位元素に係る管理

業務等を行い、施設を安全・安定に運転した。 
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図Ⅳ-1-2  WASTEF の利用状況（平成 27 年度） 
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安規定の一部変更について、平成26年12月26日付けで申請し、平成27年3月31日付け及び平成27
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なお、BECKYを利用する上記の研究開発等を実施するに当たっては、本体施設を福島技術開発試

験部BECKY技術課、特定施設を工務技術部工務第1課、放射線管理施設を放射線管理部放射線管理

第2課が、それぞれの施設･設備の運転管理を行った。これらの研究開発の成果については第五章

に記載する。 

平成27年12月3日付けで1F汚染物の取扱に関する記載の追加に係る核燃料物質の使用の変更の

許可申請を行った。本件については平成28年3月29日付けで保安管理組織の明確化等の補正申請を

行った（平成28年4月28日許可）。 

また、放射性同位元素等使用施設である燃料サイクル安全工学施設(NUCEF)について、プロセス

セル及び化学セルにおいて、使用済み燃料中からの核種分離に係る研究の追加他に関する放射性

同位元素等の許可使用に係る変更許可申請を平成27年11月16日付けで行い、平成28年1月19日付け

で変更が許可された。 

さらに、平成26年12月17日に原子力規制庁に提出した「安重評価報告書」について、外的事象

（地震・津波・竜巻その他）を想定し、多重故障を仮定して再評価した「安重再評価報告書」を、

平成28年3月31日に原子力規制庁に提出した。 

 

1.1.17 その他の施設の運転管理 

(1) 第 4 研究棟 

 本施設には、少量核燃料物質及び放射性同位元素を取り扱う鉛セル、グローブボックス及びフ

ードが設置されており、保安規則及び予防規程に基づき巡視及び点検等を実施し、設備の安全を

確保した。また、自主検査及び定期自主点検の結果をとりまとめ、施設・設備に異常のないこと

を確認した。 

 その他、第 4 研究棟の建家安全衛生連絡協議会を、本体施設、分任管理者、特定施設及び放射

線管理施設に係る関係者の出席のもと四半期に 1 回開催し、建家の安全衛生の確保に努めた。 

 新たな研究計画等に係る放射性同位元素の許可使用に係る変更許可申請を平成 27 年 6 月 30 日

付けで行い、平成 27 年 9 月 3 日付けで許可を取得した。 

また、1F 汚染物の取扱いに係る核燃料物質の使用の変更の許可申請を平成 27 年 12 月 3 日付け

で行い、平成 28 年 3 月 29 日付けで補正申請を行った。 

 

(2) 第 2 研究棟 

本施設には、放射性同位元素の使用施設として、放射線検出器の較正試験設備が設置されてお

り、予防規程に基づき巡視及び点検等を実施し、設備の安全を確保した。また、定期自主点検の

結果をとりまとめ、施設・設備に異常のないことを確認した。 

 

(3) JRR-3 実験利用棟（第 2 棟） 

本施設には、少量核燃料物質及び放射性同位元素の使用施設として、化学実験装置、放射能測

定装置、質量分析装置、X 線分析装置及びレーザー分光装置等が設置されており、保安規則及び

予防規程に基づき巡視及び点検等を実施し、設備の安全を確保した。また、自主検査及び定期自

主点検の結果をとりまとめ、施設・設備に異常のないことを確認した。 
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(4) 高度環境分析研究棟（CLEAR） 

本施設には、少量核燃料物質及び放射性同位元素の使用施設として、フード及びクリーンルー

ム設備等が設置されており、保安規則及び予防規程に基づき巡視及び点検等を実施し、設備等の

安全を確保した。保安規則に基づき使用施設に係る自主検査としてフード表面の風速測定を、ま

た、予防規程に基づき使用施設及び貯蔵施設に係る定期自主点検を実施し、設備等に異常のない

ことを確認した。 

 

(5) 環境シミュレーション試験棟（STEM） 

本施設には、放射性同位元素の使用施設として、フード及びグローブボックス等が設置されて

おり、予防規程に基づき巡視及び点検等を実施し、設備等の安全を確保した。また、使用施設及

び貯蔵施設に係る定期自主点検を実施し、設備等に異常のないことを確認した。 

 

(6) 核燃料倉庫 

本施設には、少量核燃料物質使用施設として、核燃料物質の取扱用フード及び保管庫が設置さ

れている。そのため、本体施設及び特定施設について保安規則に基づき巡視点検、自主検査等を

実施し、これらの結果をとりまとめるとともに、各設備に異常のないことを確認した。 

 

(7) 保障措置技術開発試験室施設（SGL） 

本施設には、少量核燃料物質の使用施設として、フード及び貯蔵設備が設置されており、保安

規則に基づき巡視及び点検等を実施して施設の安全を確保した。 

 

(8) 大型非定常ループ実験棟及び大型再冠水実験棟等 

大型非定常ループ実験棟、大型再冠水実験棟、二相流ループ実験棟及び安全基礎工学試験棟に

関しては、電気工作物、第一種圧力容器、高圧ガス製造設備等にかかる日常及び定期点検、性能

検査等を実施し、異常なく運用を行った。 

 また、大型再冠水実験棟、二相流ループ実験棟及び安全基礎工学試験棟においては、安全研究

センター熱水力安全研究グループによる原子力規制庁受託「原子力施設等防災対策等委託費（軽

水炉の事故時熱流動調査）事業」等をはじめとする試験設備整備工事が継続して実施された。 

 

(9) ラジオアイソトープ製造棟 

本施設には、少量核燃料物質及び放射性同位元素を取り扱うセル、グローブボックス及びフー

ドが設置されており、保安規則及び予防規程に基づき巡視及び点検等を実施し、設備の安全を確

保した。また、自主検査及び定期自主点検の結果をとりまとめ、施設・設備に異常のないことを

確認した。 

平成 27 年度は、医療用 RI として 961 個の 198Au（1.1GBq／個）及び 426 個の 192Ir（370GBq／個）

の検査を行った。工業用 RI では 100 個の 60Co（37MBq／個）の検査を行った。これらの作業は、

いずれも適切な防護処置が施され、異常な被ばく及び汚染の発生もなく、問題なく実施された。

また、事業所境界までの距離の変更にともなう線量評価の見直しを行い、RI の許可使用に係る変

更許可手続きを行った。
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なお、BECKYを利用する上記の研究開発等を実施するに当たっては、本体施設を福島技術開発試

験部BECKY技術課、特定施設を工務技術部工務第1課、放射線管理施設を放射線管理部放射線管理

第2課が、それぞれの施設･設備の運転管理を行った。これらの研究開発の成果については第五章

に記載する。 

平成27年12月3日付けで1F汚染物の取扱に関する記載の追加に係る核燃料物質の使用の変更の

許可申請を行った。本件については平成28年3月29日付けで保安管理組織の明確化等の補正申請を

行った（平成28年4月28日許可）。 

また、放射性同位元素等使用施設である燃料サイクル安全工学施設(NUCEF)について、プロセス

セル及び化学セルにおいて、使用済み燃料中からの核種分離に係る研究の追加他に関する放射性

同位元素等の許可使用に係る変更許可申請を平成27年11月16日付けで行い、平成28年1月19日付け

で変更が許可された。 

さらに、平成26年12月17日に原子力規制庁に提出した「安重評価報告書」について、外的事象

（地震・津波・竜巻その他）を想定し、多重故障を仮定して再評価した「安重再評価報告書」を、

平成28年3月31日に原子力規制庁に提出した。 

 

1.1.17 その他の施設の運転管理 

(1) 第 4 研究棟 

 本施設には、少量核燃料物質及び放射性同位元素を取り扱う鉛セル、グローブボックス及びフ

ードが設置されており、保安規則及び予防規程に基づき巡視及び点検等を実施し、設備の安全を

確保した。また、自主検査及び定期自主点検の結果をとりまとめ、施設・設備に異常のないこと

を確認した。 

 その他、第 4 研究棟の建家安全衛生連絡協議会を、本体施設、分任管理者、特定施設及び放射

線管理施設に係る関係者の出席のもと四半期に 1 回開催し、建家の安全衛生の確保に努めた。 

 新たな研究計画等に係る放射性同位元素の許可使用に係る変更許可申請を平成 27 年 6 月 30 日

付けで行い、平成 27 年 9 月 3 日付けで許可を取得した。 

また、1F 汚染物の取扱いに係る核燃料物質の使用の変更の許可申請を平成 27 年 12 月 3 日付け

で行い、平成 28 年 3 月 29 日付けで補正申請を行った。 

 

(2) 第 2 研究棟 

本施設には、放射性同位元素の使用施設として、放射線検出器の較正試験設備が設置されてお

り、予防規程に基づき巡視及び点検等を実施し、設備の安全を確保した。また、定期自主点検の

結果をとりまとめ、施設・設備に異常のないことを確認した。 

 

(3) JRR-3 実験利用棟（第 2 棟） 

本施設には、少量核燃料物質及び放射性同位元素の使用施設として、化学実験装置、放射能測

定装置、質量分析装置、X 線分析装置及びレーザー分光装置等が設置されており、保安規則及び

予防規程に基づき巡視及び点検等を実施し、設備の安全を確保した。また、自主検査及び定期自

主点検の結果をとりまとめ、施設・設備に異常のないことを確認した。 
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1.2  平成 28 年度 

1.2.1 研究炉の再稼働に向けた取組み 

(1) JRR-3 

平成26年9月26日に原子力規制庁へ申請した新規制基準への適合確認のための原子炉設置（変更）

許可申請について、平成28年8月24日に補正申請を行った。 

(2) NSRR 

適合性確認のために平成27年3月31日付けで申請した原子炉設置(変更)許可申請書について、原

子力規制庁からの指導を受け、平成29年3月1日付けで変更許可申請の補正を行った。 

 

1.2.2 JRR-3 の運転、保守整備 

平成 28 年度研究炉運転・管理計画に基づき、点検・保守及び施設定期自主検査を実施した。 

また、11 月 1,2 日に、原子炉停止中において継続的に機能を維持する必要がある施設について

施設定期検査を受検し合格した。 

 

1.2.3 JRR-4 の運転、保守整備 

 平成28年度研究炉運転・管理計画に基づき、点検・保守及び施設定期自主検査を実施した。施

設定期自主検査では、廃液貯槽設備の漏洩検査・処理能力検査、気体廃棄設備の処理能力検査、

非常用電源設備の作動検査等を実施した。 

高経年化対策として更新計画に基づき、気体廃棄設備自動制御盤計装機器類、低圧配電盤のブ

レーカー及び廃液中和装置弁・配管等の一部更新を実施した。 

また、11月25日には、原子炉停止中において継続的に機能を維持する必要がある施設について

施設定期検査を受検し合格した。 

 廃止措置計画については、補正申請のため原子力規制庁とのヒアリングを実施した。 

 

1.2.4 NSRR の運転、保守整備 

平成 28 年度年間運転計画に基づき点検・保守を実施した。平成 26 年 12 月 1 日から期間未定と

して第 35 回 NSRR 本体施設定期自主検査及び NSRR 本体施設自主検査を実施した。 

 

1.2.5 タンデム加速器の運転、保守整備 

(1) 運転 

平成28年度のタンデム加速器の実験利用運転(以下「マシンタイム」という。)は、第1回を5月

30日から7月18日まで、第2回を10月3日から1月25日まで行った。 

平成 28 年度(平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日)のタンデム加速器の運転・保守の項目

及びそれらの所要日数を表Ⅳ-1-3 に示す。 
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表Ⅳ-1-3 タンデム加速器の運転・保守状況（平成 28 年度） 

運転・保守項目 日数 

実験利用運転日数 110 日 (30％) 

定期整備日数 116 日 (32％) 

保守日数  9 日 ( 2％) 

調整運転(含コンディショニング)  32 日 ( 9％) 

休止日 91 日 (25％) 

実験キャンセル 7 日 ( 2％) 

( )内の数字は、全運転・保守別の割合を示す。 

 

12 月 13 日の調整運転中に真空トラブルが発生したため、大放電及び加速管内部への空気の

流入が生じ、加速電圧が最大 12MV 程度の状況となった。このため電圧回復のためのコンディシ

ョニング運転と低い電圧で実施できる利用実験のマシンタイムを組替えて1月25日まで運転を

行った。1月 26 日から 2 月 3 日の間に加速管の電圧診断とコンディショニング運転を行った結

果、加速管内部の汚れにより発生できる加速電圧が低下していると判断し、加速管全数 80 本の

洗浄を計画した。 

 

(2) 保守・整備 

① 加速器の保守整備 

平成 28 年度に行った定期整備は加速管の洗浄作業を含め 3 回である。 

平成28年 3月 7日にSF6ガス回収作業を行い、平成28年 5月 19日にガス充填作業を行った。

平成 28 年 4 月からの整備作業では、主に以下の項目について実施した。 

・ローテーティングシャフト及びターミナルギアボックス整備、シャフト回転テスト 

・GVM、新型コロナプローブの整備、作動テスト 

・加速管の交換 

・分割抵抗の点検 

・D1 セクション発電機のベルト交換 

・チャージングチェーンの整備、回転テスト 

・分析電磁石のアライメント 

・ショーティングロッド接点の整備 

平成 27 年 12 月の運転時にフルスパークを繰り返したことにより、低エネルギー側の

Middle-6（M6）セクションにおいて加速管の性能悪化が発生したため、加速管を新品 8 本、

再生品 4 本へ交換作業を行った。また、交換作業に併せて低エネルギー側加速管を合成空気

でベントし、チタン蒸着膜を酸化させることによる絶縁の回復を図った。 

電圧コンディショニングを実施したが 15MV 程度までの回復に留まった。 
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1.2  平成 28 年度 

1.2.1 研究炉の再稼働に向けた取組み 

(1) JRR-3 

平成26年9月26日に原子力規制庁へ申請した新規制基準への適合確認のための原子炉設置（変更）

許可申請について、平成28年8月24日に補正申請を行った。 

(2) NSRR 

適合性確認のために平成27年3月31日付けで申請した原子炉設置(変更)許可申請書について、原

子力規制庁からの指導を受け、平成29年3月1日付けで変更許可申請の補正を行った。 

 

1.2.2 JRR-3 の運転、保守整備 

平成 28 年度研究炉運転・管理計画に基づき、点検・保守及び施設定期自主検査を実施した。 

また、11 月 1,2 日に、原子炉停止中において継続的に機能を維持する必要がある施設について

施設定期検査を受検し合格した。 

 

1.2.3 JRR-4 の運転、保守整備 

 平成28年度研究炉運転・管理計画に基づき、点検・保守及び施設定期自主検査を実施した。施

設定期自主検査では、廃液貯槽設備の漏洩検査・処理能力検査、気体廃棄設備の処理能力検査、

非常用電源設備の作動検査等を実施した。 

高経年化対策として更新計画に基づき、気体廃棄設備自動制御盤計装機器類、低圧配電盤のブ

レーカー及び廃液中和装置弁・配管等の一部更新を実施した。 

また、11月25日には、原子炉停止中において継続的に機能を維持する必要がある施設について

施設定期検査を受検し合格した。 

 廃止措置計画については、補正申請のため原子力規制庁とのヒアリングを実施した。 

 

1.2.4 NSRR の運転、保守整備 

平成 28 年度年間運転計画に基づき点検・保守を実施した。平成 26 年 12 月 1 日から期間未定と

して第 35 回 NSRR 本体施設定期自主検査及び NSRR 本体施設自主検査を実施した。 

 

1.2.5 タンデム加速器の運転、保守整備 

(1) 運転 

平成28年度のタンデム加速器の実験利用運転(以下「マシンタイム」という。)は、第1回を5月

30日から7月18日まで、第2回を10月3日から1月25日まで行った。 

平成 28 年度(平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日)のタンデム加速器の運転・保守の項目

及びそれらの所要日数を表Ⅳ-1-3 に示す。 
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2 回目の定期整備は、7 月 19 日にガス回収作業を行い、9 月 21 日にガス充填作業を行った。

この間の整備作業では、主に以下の項目について実施した。 

・ゴンドラ油圧ジャッキの交換 

・ローテーティングシャフト回転テスト 

・チャージングチェーン回転テスト 

・GVM、コロナプローブの作動テスト 

・液体窒素貯槽施設の定期検査 

・SF6高圧ガス製造施設の定期検査及び保安検査 

・ベーパライザー性能検査 

・中央作業ゴンドラ(CSP)及び周辺作業ゴンドラ(ASP)整備及び性能検査 

液体窒素貯槽施設の定期検査を 8月 8 日に受検し、指摘事項はなかった。タンデム加速器高

圧ガス製造施設の保安検査を 9 月 8 日に受検し、指摘事項はなかった。ベーパライザーの性能

検査を 9 月 13 日に受検し、指摘事項はなかった。ゴンドラの性能検査を 9 月 15 日に受検し、

指摘事項はなかった。その他冷凍機の施設検査を 12 月 6 日に受検し、指摘事項はなかった。 

3 回目の定期整備は、2月 7 日にガス回収作業を行った。整備作業は、主に以下の項目につい

て実施した。 

・ローテーティングシャフト整備、回転テスト 

・チャージングチェーン回転テスト 

・GVM、コロナプローブの作動テスト 

・分割抵抗の点検 

・加速管の取外し及び洗浄 

加速管の洗浄に当たり、全ての加速管を取り外すことになるが、加速管の抵抗チェック、絶

縁チェック、タンク内のクリーニング、ラベリング、機器類の落下防止措置を行い、取外し作

業を開始した。 取り外した加速管は線量測定の後、ファイバースコープによる内部観察を行い、

汚れの状況や放電跡の写真撮影を行った。 

加速管の洗浄方法は、主に高圧水や超音波による洗浄であるが、汚れを拡散させないように

まず外側の洗浄を開始した。その後、内部の洗浄作業に入ることとした。 

 

② 高圧ガス製造施設の保守整備 

1）六フッ化硫黄ガス製造施設 

本施設はタンデム加速器の絶縁ガスとして使用している SF6 のガス移送に使用されている

ものである。本施設は第一種製造者として高圧ガス保安法の適用を受けるため、年 1 回の定

期自主検査の実施と保安検査の受検が義務付けられている。定期自主検査、保安検査及び施

設の運転保守のための各種整備作業を以下のように実施した。 

 

平成 28 年 7 月～9 月 

定期自主検査に係る各種検査作業（気密検査、肉厚測定、貯槽の不同沈下測定、温度計比

較検査、圧力計比較検査、安全弁作動検査、液面計止め弁作動検査、高圧リミットスイッチ
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の作動試験）を実施した。開放検査は、No.1 インタークーラー、No.2 インタークーラー、デ

ィタンク、配管、フレキシブルチューブについて実施した。これらの検査で特異な異常等は

無かった。保安検査は平成 28 年 9 月 8 日に行われ合格した。 
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ヘリウム冷凍機は超電導ブースターの加速空洞、全 46 台を約 4K の極低温に冷却するため
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1.2.6 燃料、使用済燃料の管理 

(1) JRR-3使用済燃料の管理 

① 使用済燃料の収支 

平成28年度は、炉心から使用済燃料プール、使用済燃料プールから使用済燃料貯槽No.1、使
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  使用済燃料貯槽 No.1 ：検出限界以下（検出限界 4.43×10-1～5.10×10-1 Bq/mL） 

  使用済燃料貯槽 No.2 ：検出限界以下（検出限界 4.49×10-1～5.62×10-1 Bq/mL） 

  保管孔（DSF）  ：1.00×10-2～8.35×10-3 Bq/㎤ 

 

＊検出限界はバックグラウンドの変動によっても変化するため幅がある。 

 

(2) 使用済燃料貯蔵施設の管理 

① 貯槽の水質管理 

JRR-3における使用済燃料貯槽の水質は、年度を通じて維持管理基準値以内に管理し、適切な

水質管理を行った。平成26年度における各貯槽の水質及びトリチウム濃度等を表Ⅳ-1-4に示す。 

 

表Ⅳ-1-4 JRR-3の使用済燃料貯槽の水質測定値（平成28年度） 

 維持管理値 貯槽No.1 貯槽No.2 

水素イオン濃度指数 

（pH） 
5.0～7.5 5.7～6.1 5.6～6.1 

導 電 率 

（μS/cm） 
10.0 以下 1.00～1.30 1.00～1.30 

トリチウム濃度 

（Bq/cm3） 
3.51～4.29 2.40～2.77 

温   度 

（℃） 
13.5～24.0 16.0～23.5 

 

各貯槽においては、水素イオン濃度指数（pH）、導電率等に大きな変動はなかった。 

JRR-4の使用済燃料貯蔵施設におけるプールの水質は、導電率が1.14～1.86μS/cm、水素イオ

ン濃度指数（pH）が5.79～6.11であり、年間を通して、維持管理基準値（導電率：10μS/cm以

下、pH：5.5～7.0）を満足した。 

 

② 循環系設備の管理 

DSF内に設置されている循環系設備機器類（循環ブロア、空気作動弁、プロセス放射線モニタ

等）に対して、自主点検及び施設定期自主検査を行い、機能及び性能を維持した。 

 

1.2.7 放射線標準施設（FRS）の運転管理 

放射線防護用測定機器の校正、特性試験、施設供用に用いる放射線標準場を提供するため、放

射線標準施設棟に設置されているファン・デ・グラーフ型加速器、γ線照射装置、RI 中性子線照

射装置、X 線照射装置等の校正設備機器を維持・管理している。 

中性子線源移動装置及び黒鉛パイル線源吊上げ装置の更新を行い、熱中性子校正場の校正点に

おける基準熱中性子フルエンス率を測定し、更新前後で基準量に変化がないことを確認し、校正

業務に供した。γ線校正場については、基準器を使用した放射線場の定期的な確認測定を平成 27
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年度に引き続き行った。RI 中性子校正場については、241Am-Be 37GBq 線源からの中性子フルエン

ス率の確認測定を行い、前回測定から変化がないことを確認した。 

平成 28 年度の加速器を含む照射装置及び単体線源の使用時間は、延べ 2,944 時間であり、平成

27 年度と比較すると 900 時間程度減少した。平成 27 年度からの主な減少の理由は、加速器及び

単体中性子源の利用減少とともに、中性子線源移動装置及び黒鉛パイル線源吊上げ装置の更新に

伴い、RI 中性子校正場の利用を 2ヶ月以上停止したことに起因する。 

 

1.2.8 定常臨界実験装置（STACY）/過渡臨界実験装置（TRACY）の運転管理 

 (1) 再稼働・廃止措置に向けた取組み 

① 許認可 

STACY 更新に係る原子炉設置変更許可申請（平成 23 年 2 月 10 日申請、平成 27 年 3 月 31

日一部補正）について、平成 27 年度に引き続き、原子力規制庁に対して原子炉設置変更許可

申請書の本文、添付書類六（自然現象概況）、添付書類八（安全設計方針、安全機能の重要度

分類、耐震重要度分類、）及び添付書類十（運転時の異常な過渡変化、設計基準事故）の説明

を進めた。（審査会合 11 回、ヒアリング 35 回）また、原子力規制庁による審査でのコメント

を踏まえた補正案を作成し、原子力機構内の審査を経て、平成 28 年 11 月 1 日（第 2 回）、平

成 29 年 3 月 1 日（第 3 回）及び平成 29 年 3 月 31 日（第 4 回）に、申請書の補正を提出した。 

原子炉設置変更許可申請と並行して、STACY 更新に係る設計及び工事の方法の認可（以下

「設工認」という。）の検討を進め、まず STACY 更新炉の製作・据付に先立って着工しなけれ

ばならない既存設備との分離等について、平成 28 年 8 月 9 日に「STACY の更新（第 1 回申請）」

として設工認の申請を行った。 

TRACY に係る廃止措置計画の認可申請（平成 27 年 3 月 31 日申請）について、原子力規制

庁に対して廃止措置計画の本文、添付書類一（廃止措置期間中に維持すべき設備）、添付書類

二（被ばく管理及び放射性廃棄物）及び添付書類三（事故評価）の説明を進めた（ヒアリン

グ計７回）。また、原子力規制庁による審査でのコメントを踏まえた補正案を作成し、原子力

機構内の審査を経て、平成 29 年 2 月 7 日（第 1 回）に、申請書の補正を提出した。 

 

(2) 運転、保守整備 

① 原子炉停止中の機能維持 

平成 28 年度は、STACY/TRACY ともに平成 27 年度に引き続き、研究開発に係る利用運転並

びに施設定期検査及び施設定期自主検査に係る運転を実施しなかった。平成 23 年 11 月 30 日

に開始した施設定期検査及び施設定期自主検査を継続し、原子炉の長期停止中において継続

的に機能を維持する必要のある設備について、平成 28 年 5 月に第 7 回目の立会検査（核燃料

物質貯蔵設備の未臨界性確認検査等）を受検し、結果は良好であった。 

② 燃料の管理 

STACY 更新及び TRACY 廃止に伴い、STACY/TRACY の臨界実験で使用した溶液燃料は、溶液燃

料貯蔵設備で長期貯蔵管理を実施している。その溶液燃料が万一漏えいした際にも臨界とな

るおそれがないように Gd を添加した。また、その濃度が所定の濃度に達したことをもって、

STACY 固有の燃料として長期貯蔵管理を始めた。 
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等）に対して、自主点検及び施設定期自主検査を行い、機能及び性能を維持した。 

 

1.2.7 放射線標準施設（FRS）の運転管理 

放射線防護用測定機器の校正、特性試験、施設供用に用いる放射線標準場を提供するため、放

射線標準施設棟に設置されているファン・デ・グラーフ型加速器、γ線照射装置、RI 中性子線照

射装置、X 線照射装置等の校正設備機器を維持・管理している。 

中性子線源移動装置及び黒鉛パイル線源吊上げ装置の更新を行い、熱中性子校正場の校正点に
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業務に供した。γ線校正場については、基準器を使用した放射線場の定期的な確認測定を平成 27
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③ 分析 

分析設備では、STACY/TRACY の保安活動（溶液燃料点検等）及び廃液処理に伴う、ウラン

濃度、遊離硝酸濃度、不純物濃度等の分析を実施した。また、STACY 溶液燃料の長期貯蔵管

理のための中性子毒物（Gd(NO3) 3）添加に伴う、ウラン濃度、遊離硝酸濃度、ガドリニウム

濃度等の分析を行った。これらの作業に伴う分析試料数は 35 試料であった。 

 

1.2.9 高速炉臨界実験装置（FCA）の運転管理 

(1) 再稼働に向けた取組み 

原子炉施設の建家・構築物及び設備機器の健全性確認のための点検作業を継続して実施した。 

 

(2) 運転、保守整備 

本施設は、平成23年3月11日に発生した東日本大震災以降、原子炉の運転を休止しており、平成

28年度は、研究のための利用運転並びに施設定期検査及び施設定期自主検査に係る運転は実施し

なかった。 

平成28年度は、平成23年8月1日に開始した施設定期検査及び施設定期自主検査を継続し、原子

炉の長期停止中において継続的に機能を維持する必要のある施設について、第9回目の立会検査

（核燃料物質貯蔵設備の未臨界性確認検査等）を受検し、結果は良好であった。 

平成 28 年 3 月 31 日に原子力規制庁に提出した「安重再評価報告書」について、安全性向上の

ための追加対策を盛り込んだ報告書修正版を、平成 28 年 5 月 31 日に原子力規制庁に提出した。 

 

1.2.10 軽水臨界実験装置（TCA）の運転管理 

(1) 廃止措置に向けた取組み 

平成28年度は、平成27年度に引き続き廃止措置計画認可申請の準備を行った。 

 

(2) 運転、保守整備 

本施設は、原子炉の運転を休止しており、廃止措置対象施設であるため、平成28年度は、研究

及び教育研修のための利用運転並びに施設定期検査及び施設定期自主検査に係る運転は実施しな

かった。 

平成28年度は、平成22年1月11日に開始した施設定期検査及び施設定期自主検査を継続し、原子

炉の長期停止中において継続的に機能を維持する必要のある施設について、第7回目の立会検査

（核燃料物質貯蔵設備の未臨界性確認検査等）を受検し、結果は良好であった。 

 

1.2.11 燃料試験施設（RFEF）の運転管理 

本施設においては、主に研究開発センターが進める受託事業等に係る研究開発の利用に係る照

射後試験等を実施した。平成 28 年度の燃料試験施設の利用状況を図Ⅳ-1-3 に示す。 

施設の運転管理では、本体・特定施設について設備・機器等の保守点検業務、施設定期自主検

査、定期自主点検等を計画通り実施するとともに、核燃料物質及び放射性同位元素に係る管理業

務等を行い、施設を安全・安定に運転した。 

なお、燃料試験施設を利用する上記の研究開発を実施するに当たっては、本体施設を福島技術
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開発試験部実用燃料試験課、特定施設を工務技術部工務第 1 課、放射線管理施設を放射線管理部

放射線管理第 2 課が、それぞれの施設･設備の運転管理を行うとともに、実用燃料試験課において

照射後試験を実施した。その研究成果については第五章に記載する。 

平成 28 年 3 月 31 日に原子力規制庁に提出した「安重再評価報告書」について、安全性向上の

ための追加対策を盛り込んだ報告書修正版を、平成 28 年 5 月 31 日に原子力規制庁に提出した。 
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射後試験等を実施した。平成 28 年度の燃料試験施設の利用状況を図Ⅳ-1-3 に示す。 

施設の運転管理では、本体・特定施設について設備・機器等の保守点検業務、施設定期自主検

査、定期自主点検等を計画通り実施するとともに、核燃料物質及び放射性同位元素に係る管理業
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利用比率 

(  )内は件数を示す。 

原子力機構内利用(25 件) 

燃料安全研究グループ 燃料等安全高度化対策事業（24 件） 

ターゲット技術開発セ

クション 
引張試験後の MEGAPIE 試料の金相観察試験等（1 件） 

図Ⅳ-1-3 燃料試験施設の利用状況（平成 28 年度） 

 

1.2.12 廃棄物安全試験施設（WASTEF）の運転管理 

 本施設においては、研究開発センターが進める受託事業等に係る研究開発及び福島第一原子力

発電所の廃止措置に係る研究開発において、施設を利用した照射後試験及びホット環境試験に係

る支援を計画通り実施した。平成 28 年度の WASTEF の利用状況を図Ⅳ-1-4 に示す。 

 施設の運転管理では、本体施設及び特定施設について、それぞれの設備等の保守点検業務、施

設定期自主検査、定期自主点検等を計画通り実施し、設備等に異常のないことを確認した。また、

核燃料物質及び放射性同位元素に係る管理業務等を行い、施設を安全・安定に運転した。 

なお、WASTEF を利用した上記の研究開発を実施するに当たっては、本体施設を福島技術開発試

験部ホット材料試験課、特定施設を工務技術部工務第 1 課、放射線管理施設を放射線管理部放射

線管理第 2 課が、それぞれの設備等の運転管理を行うとともに、ホット材料試験課において照射

後試験及びホット環境試験に係る研究支援を実施した。 

1F 汚染物の取扱いに係る使用の目的及び使用の方法の明確化するための、核燃料物質の使用の
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変更許可申請が平成 28 年 4 月 28 日に許可された。 

平成 28 年 3 月 31 日に原子力規制庁に提出した「安重再評価報告書」について、安全性向上の

ための追加対策を盛り込んだ報告書修正版を、平成 28 年 5 月 31 日に原子力規制庁に提出した。 

 

利用比率 

〔 〕内は利用件数を示す。 

図Ⅳ-1-4  WASTEF の利用状況（平成 28 年度） 

 

1.2.13 ホットラボの運転管理 

本施設においては、ウランマグノックス用鉛セル No.5,6 の本体部分の解体を実施した。 

施設の運転管理では、本体・特定施設について設備・機器等の保守点検業務、施設定期自主検査、

定期自主点検等を計画通り実施するとともに、未照射核燃料物質に係る管理業務等を行い、施設

を安全・安定に運転した。 

本施設における許認可は、固体廃棄物に係る管理方法の変更に伴う記載の適正化及び固体廃棄
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ための追加対策を盛り込んだ報告書修正版を、平成 28 年 5 月 31 日に原子力規制庁に提出した。 

設備・機器等の残存部の管理を確実に行うため及び廃止措置の進捗に合わせウランマグノック

ス用鉛セルの図を一部削除するため、平成 28 年 6 月 30 日付けで保安規定の認可申請を行い、平

成 28 年 8 月 16 日付けで認可された（平成 28 年 8 月 17 日付け施行）。 

 

1.2.14 プルトニウム研究 1 棟の運転管理 

本施設には、主にプルトニウム等の TRU 核種を取り扱うグローブボックス及びフードが設置さ

れており、本体施設及び特定施設について、それぞれの設備等の保守点検業務、施設定期自主検

査、定期自主点検等を計画通り実施し、設備等に異常のないことを確認した。また、核燃料物質

及び放射性同位元素に係る管理業務等を行い、施設を安全・安定に運転した。さらに、本施設内

で所有している核燃料物質及び放射性同位元素を他施設に移管するための準備として、平成 28 年

12 月までに残り全ての放射性同位元素を NUCEF 及び放射性廃棄物処理場へ搬出し、平成 29 年 1

月に放射性同位元素使用の許可の削除を行った。 

許認可に関しては、固体廃棄物に係る管理方法の変更に伴う記載の適正化及び固体廃棄物の保

管する場所を明確化するため、核燃料物質の使用の変更許可申請を平成27年2月2日付けで行い、

平成 29 年 1 月 31 日付けで補正申請を行った。 

平成 28 年 3 月 31 日に原子力規制庁に提出した「安重再評価報告書」について、安全性向上の

ための追加対策を盛り込んだ報告書修正版を、平成 28 年 5 月 31 日に原子力規制庁に提出した。 

施設廃止措置に関し、流し台及び上水配管撤去を平成 28 年 10 月から 11 月に実施した。 

 

1.2.15 ウラン濃縮研究棟の運転管理 

本施設には、少量核燃料物質の使用施設として、フード及び貯蔵設備が設置されており、保安

規則に基づき巡視及び点検等を実施し、設備の安全を確保した。また、自主検査の結果をとりま

とめ、施設・設備に異常のないことを確認した。 

許可変更に関し、固体廃棄物に係る管理方法の変更に伴う記載の適正化及び固体廃棄物の保管

する場所を明確化するため、核燃料物質の使用の変更許可申請を平成 27 年 2 月 2 日付けで行い、

平成 29 年 1 月 31 日付けで補正申請を行った。 

 

1.2.16 バックエンド研究施設（BECKY）の運転管理 

BECKYにおいては、再処理プロセスに関する研究開発、放射性廃棄物地層処分に関する研究開発、

TRU高温化学に関する研究開発、TRU非破壊計測に関する研究開発、環境試料等の微量分析に関す

る研究開発及びレーザー遠隔分光分析技術に関する研究開発を継続して実施した。これらの研究

活動を安全に実施するため、αγコンクリートセル、鉄セル(TRU高温化学モジュール)、グローブ

ボックス、フード、実験設備等の運転保守管理を行った。 

東京大学専門職大学院への協力として、実験室（VI）の模擬グローブボックスを利用して、実

習生13人に対して核燃料物質取扱実習（平成28年6月16日～17日、平成28年6月23日～24日）を計

画通りに実施した。 

施設の運転管理では、本体及び特定施設について設備・機器等の保守点検業務、施設定期自主

検査、定期自主点検等を計画通り実施するとともに、核燃料物質及び放射性同位元素に係る管理
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業務等を行い、施設を安全・安定に運転した。 

なお、BECKYを利用する上記の研究開発等を実施するに当たっては、本体施設を福島技術開発試

験部BECKY技術課、特定施設を工務技術部工務第1課、放射線管理施設を放射線管理部放射線管理

第2課が、それぞれの施設･設備の運転管理を行った。これらの研究開発の成果については第五章

に記載する。 

平成27年2月2日付けで行った保管廃棄施設の設置に係る核燃料物質の使用の変更の許可申請に

関し、線量評価等の追加のための補正申請を平成29年1月31日付けで行った。 

平成27年12月3日付けで申請した1F汚染物の取り扱いに伴う核燃料物質の使用の変更の許可申

請については、平成28年4月28日付けで変更の許可を受けた。また、当該変更の許可に関する保安

規定の変更について、平成28年7月22日付けで申請を行い、平成28年12月19日付けで変更が認可さ

れた。 

平成28年度第3回保安検査において指摘された、セル等における核燃料物質の不適切な管理に係

る対応として、平成29年3月16日付けで保安規定変更認可申請を行った。 

また、放射性同位元素等使用施設であるNUCEF施設について、TRACYの廃止措置に係る許可の削

除他に関する放射性同位元素等の許可使用に係る変更許可申請を平成28年8月10日付けで行い、平

成28年10月7日付けで変更が許可された。 

さらに、平成 28 年 3 月 31 日に原子力規制庁に提出した「安重再評価報告書」について、安全

性向上のための追加対策を盛り込んだ報告書修正版を、平成 28 年 5 月 31 日に原子力規制庁に提

出した。 

 

1.2.17 その他の施設の運転管理 

(1) 第 4 研究棟 

本施設には、少量核燃料物質及び放射性同位元素を取り扱う鉛セル、グローブボックス及びフ

ードが設置されており、保安規則及び予防規程に基づき巡視及び点検等を実施し、設備の安全を

確保した。また、自主検査及び定期自主点検の結果をとりまとめ、施設・設備に異常のないこと

を確認した。さらに、放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律に基づく定期検査・

定期確認を受検した。 

 その他、第 4 研究棟の建家安全衛生連絡協議会を、本体施設、分任管理者、特定施設及び放射

線管理施設に係る関係者の出席のもと四半期に 1 回開催し、建家の安全衛生の確保に努めた。 

 許可変更に関し、新たな研究計画等に係る放射性同位元素の許可使用に係る変更許可申請を平

成 28 年 8 月 10 日付けで行い、平成 28 年 10 月 7 日付けで許可を受けた。 

平成 27 年 12 月 3 日付けで申請を行い、平成 28 年 3 月 29 日付けで補正申請を行った 1F 汚染物

の取扱いに係る核燃料物質の使用の変更の許可申請について、平成 28 年 4 月 28 日付けで許可を

取得した。 

また、固体廃棄物に係る管理方法の変更に伴う記載の適正化及び固体廃棄物の保管する場所を

明確化するため、平成 27 年 2 月 2 日付けで行った核燃料物質の使用の変更許可申請について、平

成 29 年 1 月 31 日付けで補正申請を行った。 
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ための追加対策を盛り込んだ報告書修正版を、平成 28 年 5 月 31 日に原子力規制庁に提出した。 

設備・機器等の残存部の管理を確実に行うため及び廃止措置の進捗に合わせウランマグノック

ス用鉛セルの図を一部削除するため、平成 28 年 6 月 30 日付けで保安規定の認可申請を行い、平

成 28 年 8 月 16 日付けで認可された（平成 28 年 8 月 17 日付け施行）。 

 

1.2.14 プルトニウム研究 1 棟の運転管理 

本施設には、主にプルトニウム等の TRU 核種を取り扱うグローブボックス及びフードが設置さ

れており、本体施設及び特定施設について、それぞれの設備等の保守点検業務、施設定期自主検

査、定期自主点検等を計画通り実施し、設備等に異常のないことを確認した。また、核燃料物質

及び放射性同位元素に係る管理業務等を行い、施設を安全・安定に運転した。さらに、本施設内

で所有している核燃料物質及び放射性同位元素を他施設に移管するための準備として、平成 28 年

12 月までに残り全ての放射性同位元素を NUCEF 及び放射性廃棄物処理場へ搬出し、平成 29 年 1

月に放射性同位元素使用の許可の削除を行った。 

許認可に関しては、固体廃棄物に係る管理方法の変更に伴う記載の適正化及び固体廃棄物の保

管する場所を明確化するため、核燃料物質の使用の変更許可申請を平成27年2月2日付けで行い、

平成 29 年 1 月 31 日付けで補正申請を行った。 

平成 28 年 3 月 31 日に原子力規制庁に提出した「安重再評価報告書」について、安全性向上の

ための追加対策を盛り込んだ報告書修正版を、平成 28 年 5 月 31 日に原子力規制庁に提出した。 

施設廃止措置に関し、流し台及び上水配管撤去を平成 28 年 10 月から 11 月に実施した。 

 

1.2.15 ウラン濃縮研究棟の運転管理 

本施設には、少量核燃料物質の使用施設として、フード及び貯蔵設備が設置されており、保安

規則に基づき巡視及び点検等を実施し、設備の安全を確保した。また、自主検査の結果をとりま

とめ、施設・設備に異常のないことを確認した。 

許可変更に関し、固体廃棄物に係る管理方法の変更に伴う記載の適正化及び固体廃棄物の保管

する場所を明確化するため、核燃料物質の使用の変更許可申請を平成 27 年 2 月 2 日付けで行い、

平成 29 年 1 月 31 日付けで補正申請を行った。 

 

1.2.16 バックエンド研究施設（BECKY）の運転管理 

BECKYにおいては、再処理プロセスに関する研究開発、放射性廃棄物地層処分に関する研究開発、

TRU高温化学に関する研究開発、TRU非破壊計測に関する研究開発、環境試料等の微量分析に関す

る研究開発及びレーザー遠隔分光分析技術に関する研究開発を継続して実施した。これらの研究

活動を安全に実施するため、αγコンクリートセル、鉄セル(TRU高温化学モジュール)、グローブ

ボックス、フード、実験設備等の運転保守管理を行った。 

東京大学専門職大学院への協力として、実験室（VI）の模擬グローブボックスを利用して、実

習生13人に対して核燃料物質取扱実習（平成28年6月16日～17日、平成28年6月23日～24日）を計

画通りに実施した。 

施設の運転管理では、本体及び特定施設について設備・機器等の保守点検業務、施設定期自主

検査、定期自主点検等を計画通り実施するとともに、核燃料物質及び放射性同位元素に係る管理
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(2) 第 2 研究棟 

本施設には、放射性同位元素の使用施設として、放射線検出器の較正試験設備が設置されてお

り、予防規程に基づき巡視及び点検等を実施し、設備の安全を確保した。また、定期自主点検の

結果をとりまとめ、施設・設備に異常のないことを確認した。さらに、放射性同位元素等による

放射線障害の防止に関する法律に基づく定期検査・定期確認を受検した。 

 

(3) JRR-3 実験利用棟（第 2 棟） 

本施設には、少量核燃料物質及び放射性同位元素の使用施設として、化学実験装置、放射能測

定装置、質量分析装置、X 線分析装置及びレーザー分光装置等が設置されており、保安規則及び

予防規程に基づき巡視及び点検等を実施し、設備の安全を確保した。また、自主検査及び定期自

主点検の結果をとりまとめ、施設・設備に異常のないことを確認した。 

また、固体廃棄物に係る管理方法の変更に伴う記載の適正化及び固体廃棄物の保管する場所を

明確化するため、平成 27 年 2 月 2 日付けで行った核燃料物質の使用の変更許可申請について、平

成 29 年 1 月 31 日付けで補正申請を行った。 

 

(4) 高度環境分析研究棟（CLEAR） 

本施設には、少量核燃料物質及び放射性同位元素の使用施設として、フード及びクリーンルー

ム設備等が設置されており、保安規則及び予防規程に基づき巡視及び点検等を実施し、設備等の

安全を確保した。保安規則に基づき使用施設に係る自主検査としてフード表面の風速測定を、ま

た、予防規程に基づき使用施設及び貯蔵施設に係る定期自主点検を実施し、設備等に異常のない

ことを確認した。 

 

(5) 環境シミュレーション試験棟（STEM） 

本施設には、放射性同位元素の使用施設として、フード及びグローブボックス等が設置されて

おり、予防規程に基づき巡視及び点検等を実施し、設備等の安全を確保した。また、使用施設及

び貯蔵施設に係る定期自主点検を実施し、設備等に異常のないことを確認した。 

 

(6) 核燃料倉庫 

本施設には、少量核燃料物質使用施設として、核燃料物質の取扱用フード及び保管庫が設置さ

れている。そのため、本体施設及び特定施設について保安規則に基づき巡視点検、自主検査等を

実施し、これらの結果をとりまとめるとともに、各設備に異常のないことを確認した。 

 

(7) 保障措置技術開発試験室施設（SGL） 

本施設には、少量核燃料物質の使用施設として、フード及び貯蔵設備が設置されており、保安

規則に基づき巡視及び点検等を実施して施設の安全を確保した。 

 

(8) 大型非定常ループ実験棟及び大型再冠水実験棟等 

大型非定常ループ実験棟、大型再冠水実験棟、二相流ループ実験棟及び安全基礎工学試験棟に

関しては、H27 年度同様、電気工作物、第一種圧力容器、高圧ガス製造設備等にかかる日常及び
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定期点検、性能検査等を実施し、異常なく運用を行った。 

 また、大型再冠水実験棟、二相流ループ実験棟及び安全基礎工学試験棟おいては、安全研究セ

ンター熱水力安全研究グループによる原子力規制庁受託「原子力施設等防災対策等委託費（軽水

炉の事故時熱流動調査）事業」、「軽水炉のシビアアクシデント時格納容器熱流動調査）事業」等

をはじめとする試験設備整備工事が継続して実施され、大型再冠水実験棟においては、高圧熱流

動実験ループ（HIDRA）が完成した。 

 

(9) ラジオアイソトープ製造棟 

本施設には、少量核燃料物質及び放射性同位元素を取り扱うセル、グローブボックス及びフー

ドが設置されており、保安規則及び予防規程に基づき巡視及び点検等を実施し、設備の安全を確

保した。また、自主検査及び定期自主点検の結果をとりまとめ、施設・設備に異常のないことを

確認した。 

平成28年度は、医療用RIとして986個の198Au（1.1GBq／個）及び411個の192Ir（370GBq／個）の検

査を行った。これらの作業は、いずれも適切な防護処置が施され、異常な被ばく及び汚染の発生

もなく、問題なく実施された。 
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(2) 第 2 研究棟 

本施設には、放射性同位元素の使用施設として、放射線検出器の較正試験設備が設置されてお

り、予防規程に基づき巡視及び点検等を実施し、設備の安全を確保した。また、定期自主点検の

結果をとりまとめ、施設・設備に異常のないことを確認した。さらに、放射性同位元素等による

放射線障害の防止に関する法律に基づく定期検査・定期確認を受検した。 

 

(3) JRR-3 実験利用棟（第 2 棟） 

本施設には、少量核燃料物質及び放射性同位元素の使用施設として、化学実験装置、放射能測

定装置、質量分析装置、X 線分析装置及びレーザー分光装置等が設置されており、保安規則及び

予防規程に基づき巡視及び点検等を実施し、設備の安全を確保した。また、自主検査及び定期自

主点検の結果をとりまとめ、施設・設備に異常のないことを確認した。 

また、固体廃棄物に係る管理方法の変更に伴う記載の適正化及び固体廃棄物の保管する場所を

明確化するため、平成 27 年 2 月 2 日付けで行った核燃料物質の使用の変更許可申請について、平

成 29 年 1 月 31 日付けで補正申請を行った。 

 

(4) 高度環境分析研究棟（CLEAR） 

本施設には、少量核燃料物質及び放射性同位元素の使用施設として、フード及びクリーンルー

ム設備等が設置されており、保安規則及び予防規程に基づき巡視及び点検等を実施し、設備等の

安全を確保した。保安規則に基づき使用施設に係る自主検査としてフード表面の風速測定を、ま

た、予防規程に基づき使用施設及び貯蔵施設に係る定期自主点検を実施し、設備等に異常のない

ことを確認した。 

 

(5) 環境シミュレーション試験棟（STEM） 

本施設には、放射性同位元素の使用施設として、フード及びグローブボックス等が設置されて

おり、予防規程に基づき巡視及び点検等を実施し、設備等の安全を確保した。また、使用施設及

び貯蔵施設に係る定期自主点検を実施し、設備等に異常のないことを確認した。 

 

(6) 核燃料倉庫 

本施設には、少量核燃料物質使用施設として、核燃料物質の取扱用フード及び保管庫が設置さ

れている。そのため、本体施設及び特定施設について保安規則に基づき巡視点検、自主検査等を

実施し、これらの結果をとりまとめるとともに、各設備に異常のないことを確認した。 

 

(7) 保障措置技術開発試験室施設（SGL） 

本施設には、少量核燃料物質の使用施設として、フード及び貯蔵設備が設置されており、保安

規則に基づき巡視及び点検等を実施して施設の安全を確保した。 

 

(8) 大型非定常ループ実験棟及び大型再冠水実験棟等 

大型非定常ループ実験棟、大型再冠水実験棟、二相流ループ実験棟及び安全基礎工学試験棟に

関しては、H27 年度同様、電気工作物、第一種圧力容器、高圧ガス製造設備等にかかる日常及び
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2. 放射線管理 

2.1 平成 27 年度 

2.1.1 環境の放射線管理 

(1) 環境放射線のモニタリング 

原科研の周辺監視区域内外において、モニタリングポスト等による空気吸収線量率の連続監視

及び蛍光ガラス線量計による空気吸収線量の測定を行った。モニタリング結果には福島第一原子

力発電所事故により放出された放射性物質の影響が現れたが、原科研の原子力施設に起因する異

常は認められなかった。 

原科研における気象観測を継続し、施設の影響による周辺住民の被ばく線量評価に必要な気象

データを収集した。 

原子力災害対策特別措置法第 11 条に基づき、放射線測定設備の測定値をインターネットにより

リアルタイムで公開した。  

 

(2) 環境試料のモニタリング 

原科研の周辺監視区域内外に設置したモニタリングステーションにおいて、大気中放射性物質

濃度の連続測定を行った。また、排水モニタにより、第 1 及び第 2 排水溝における排水中放射性

物質濃度の連続監視を行った。環境試料（降下塵、大気塵埃、表土、陸水、農産物、排水口近辺

土砂、海水、海底土及び海産物）に含まれる放射性物質濃度の測定を行った。 

各施設から排出された気体放射性廃棄物及び液体放射性廃棄物に含まれる 89Sr 及び 90Sr 並びに

環境試料（農産物、海水、海底土及び海産物）中の 90Sr 及び 239 十 240Pu の化学分析を行った。 

モニタリング結果には福島第一原子力発電所事故により放出された放射性物質の影響が現れた

が、原科研の原子力施設に起因する異常は認められなかった。 

 

(3) 放射線管理データ等の取りまとめ 

原科研における、原子力施設からの排気中及び排水中放射性物質濃度の放射線管理データ並び

に放射性同位元素保有量データ等を取りまとめた。これらに基づき、国及び茨城県への報告用資

料を作成した。また、原子炉施設から放出された放射性希ガス及び放射性液体廃棄物の放射線管

理データに基づき、原科研の周辺監視区域外における公衆の年間実効線量を推定評価した。評価

結果は、法令に定められている線量限度を十分に下回るものであった。 
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2.1.2 施設の放射線管理 

(1) 研究炉地区施設の放射線管理 

 原子炉施設（JRR-2、JRR-3 及び JRR-4）、核燃料物質使用施設（ホットラボ等）、放射線発生装

置使用施設（タンデム加速器、放射線標準施設等）及び放射性同位元素使用施設（ラジオアイソ

トープ製造棟、トリチウムプロセス研究棟等）の放射線管理を行った。平成 27 年度に実施した放

射線管理上主要な作業は以下のとおりである。 

① JRR-4使用済燃料移送作業 

② 医療用線源の製造・検査に関わる作業（RI棟） 

③ ウランマグノックス用鉛セルの解体作業（ホットラボ） 

 これらの作業において、異常な被ばく及び放射線管理上の問題は生じなかった。また、各施設

の放射線管理において、作業環境モニタリングの結果に異常は検出されなかった。 

 各施設から放出された放射性塵埃・ガス及び排水中の放射能をそれぞれ表Ⅳ-2-1 及び表Ⅳ-2-2

に示す。一部で福島第一原子力発電所事故の影響が確認されたが、放射能測定結果は保安規定等

に定める放出管理目標値や放出管理基準値を十分下回った。 

 

(2) 海岸地区施設の放射線管理 

原子炉施設（NSRR 及び放射性廃棄物処理場）、臨界実験装置（TCA、FCA、STACY 及び TRACY）、

核燃料物質使用施設（燃料試験施設、廃棄物安全試験施設、BECKY 等）、放射線発生装置使用施設

（FNS 等）、放射性同位元素使用施設（環境シミュレーション試験棟等）の放射線管理を行った。

平成 27 年度に実施した放射線管理上主要な作業は以下のとおりである。 

① プルトニウム研究1棟における核燃料物質の安定化処理作業 

② 再処理特別研究棟の廃液長期貯蔵施設の廃液貯槽（LV-1）の撤去作業 
③ 廃棄物安全試験施における分析試験に用いる試料の溶解試験 
④ 保管廃棄施設における廃棄物保管体の再配置作業 

⑤ 燃料試験施設におけるセル内除染作業 

これらの作業において、異常な被ばく及び放射線管理上の問題は生じなかった。また、各施設

の放射線管理において、作業環境モニタリングの結果に異常は検出されなかった。 

各施設から放出された放射性塵埃・ガス及び排水中の放射能をそれぞれ表Ⅳ-2-1 及び表Ⅳ-2-2

に示す。一部で福島第一原子力発電所事故の影響が確認されたが、放射能測定結果は保安規定等

に定める放出管理目標値や放出管理基準値を十分下回った。 
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2. 放射線管理 

2.1 平成 27 年度 

2.1.1 環境の放射線管理 

(1) 環境放射線のモニタリング 

原科研の周辺監視区域内外において、モニタリングポスト等による空気吸収線量率の連続監視

及び蛍光ガラス線量計による空気吸収線量の測定を行った。モニタリング結果には福島第一原子

力発電所事故により放出された放射性物質の影響が現れたが、原科研の原子力施設に起因する異

常は認められなかった。 

原科研における気象観測を継続し、施設の影響による周辺住民の被ばく線量評価に必要な気象

データを収集した。 

原子力災害対策特別措置法第 11 条に基づき、放射線測定設備の測定値をインターネットにより

リアルタイムで公開した。  

 

(2) 環境試料のモニタリング 

原科研の周辺監視区域内外に設置したモニタリングステーションにおいて、大気中放射性物質

濃度の連続測定を行った。また、排水モニタにより、第 1 及び第 2 排水溝における排水中放射性

物質濃度の連続監視を行った。環境試料（降下塵、大気塵埃、表土、陸水、農産物、排水口近辺

土砂、海水、海底土及び海産物）に含まれる放射性物質濃度の測定を行った。 

各施設から排出された気体放射性廃棄物及び液体放射性廃棄物に含まれる 89Sr 及び 90Sr 並びに

環境試料（農産物、海水、海底土及び海産物）中の 90Sr 及び 239 十 240Pu の化学分析を行った。 

モニタリング結果には福島第一原子力発電所事故により放出された放射性物質の影響が現れた

が、原科研の原子力施設に起因する異常は認められなかった。 

 

(3) 放射線管理データ等の取りまとめ 

原科研における、原子力施設からの排気中及び排水中放射性物質濃度の放射線管理データ並び

に放射性同位元素保有量データ等を取りまとめた。これらに基づき、国及び茨城県への報告用資

料を作成した。また、原子炉施設から放出された放射性希ガス及び放射性液体廃棄物の放射線管

理データに基づき、原科研の周辺監視区域外における公衆の年間実効線量を推定評価した。評価

結果は、法令に定められている線量限度を十分に下回るものであった。 

JAEA-Review 2021-006

- 107 -



 JAEA-Review-2021-006 

- 108 - 

表Ⅳ-2-1  施設から放出された放射性塵埃・ガス中の放射能（平成 27 年度）（1/2） 

施設名 放射性塵埃* (Bq) 放射性ガス (Bq)

第 4 研究棟      東棟 241Am : 0 , 60Co : 0 3H : 0 

 131I : 0      

西棟 241Am : 0 , 60Co : 0 3H : 0 

 131I : 0      

タンデム加速器 237Np : 0 , 60Co : 0 －   

放射線標準施設棟   東棟 241Am : 0 , 60Co : 0 －   

           西棟 －    3H : 0 

ホットラボ    主排気口 238Pu : 0 , 137Cs : 0 85Kr : 0 

副排気口 137Cs : 0   －   

JRR-1 60Co : 0   －   

JRR-2 60Co : 0   3H : 0 

RI 製造棟 200 番 60Co : 0   3H : 0 

300 番 210Po : 0 , 60Co : 0 3H : 0 

400 番 Unat : 0 , 32P : 0 3H : 0 

600 番 60Co : 0   －   

JRR-3 60Co : 0 , 131I : 0 3H : 0 

     41Ar : 0 

JRR-3 実験利用棟（第 2棟） 237Np : 0 , 60Co : 0 3H : 0 

核燃料倉庫 Unat : 0   －   

JRR-4 60Co : 0 , 131I : 0 41Ar : 0 

トリチウムプロセス研究棟 Unat : 0   3H : 3.2×1010

高度環境分析研究棟 239Pu : 0   －   

プルトニウム研究1棟（スタックⅠ） 239Pu : 0 , 106Ru : 0 －   

       （スタックⅡ・Ⅲ） 239Pu : 0 , 106Ru : 0 －   

再処理特別研究棟 （スタックⅠ） 239Pu : 0 , 137Cs : 0 －   

（スタックⅡ） 239Pu : 0 , 137Cs : 0 －   

ウラン濃縮研究棟 Unat : 0   －   

廃棄物処理場        

液体処理建家 241Am : 0 , 137Cs : 0 －   

解体分別保管棟 241Am : 0 , 137Cs : 0 －   

第 1 廃棄物処理棟 241Am : 0 , 137Cs : 0 3H : 5.4×109

第 2 廃棄物処理棟 241Am : 0 , 137Cs : 0 －   

第 3 廃棄物処理棟 241Am : 0 , 137Cs : 0 －   

減容処理棟 241Am : 0 , 137Cs : 0 3H : 0 
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表Ⅳ-2-1  施設から放出された放射性塵埃・ガス中の放射能（平成 27 年度）（2/2） 
施設名 放射性塵埃* (Bq) 放射性ガス (Bq)

汚染除去場 241Am : 0 , 137Cs : 0 －   

廃棄物安全試験施設 241Am : 0 , 137Cs : 0 85Kr : 8.8×107

環境シミュレーション試験棟 237Np : 0 , 137Cs : 0 －   

FCA･SGL 239Pu

131I 

:

:

0 

0 

, 137Cs : 0 －   

TCA 234U 

131I 

:

:

0 

0 

, 60Co : 0 －   

FNS －    3H : 8.6×109

     13N : 6.4×1010

バックエンド技術開発建家 243Am : 0 , 60Co : 0 －   

燃料試験施設 239Pu

137Cs

:

:

0 

0 

,

,

131I : 0 85Kr : 2.8×1010

NSRR    （原子炉棟） 60Co : 0 , 131I : 0 41Ar : 0 

(燃料棟) 60Co : 0   －   

NUCEF        

 STACY 239Pu : 0 , 131I : 0 138Xe : 0 

 TRACY 137Cs : 0      

 BECKY        

・ 「 0 ： 不検出」 、「 － ： 測定対象外」を示す。 

*： 揮発性核種も含む。 
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表Ⅳ-2-1  施設から放出された放射性塵埃・ガス中の放射能（平成 27 年度）（1/2） 

施設名 放射性塵埃* (Bq) 放射性ガス (Bq)

第 4 研究棟      東棟 241Am : 0 , 60Co : 0 3H : 0 

 131I : 0      

西棟 241Am : 0 , 60Co : 0 3H : 0 

 131I : 0      

タンデム加速器 237Np : 0 , 60Co : 0 －   

放射線標準施設棟   東棟 241Am : 0 , 60Co : 0 －   

           西棟 －    3H : 0 

ホットラボ    主排気口 238Pu : 0 , 137Cs : 0 85Kr : 0 

副排気口 137Cs : 0   －   

JRR-1 60Co : 0   －   

JRR-2 60Co : 0   3H : 0 

RI 製造棟 200 番 60Co : 0   3H : 0 

300 番 210Po : 0 , 60Co : 0 3H : 0 

400 番 Unat : 0 , 32P : 0 3H : 0 

600 番 60Co : 0   －   

JRR-3 60Co : 0 , 131I : 0 3H : 0 

     41Ar : 0 

JRR-3 実験利用棟（第 2棟） 237Np : 0 , 60Co : 0 3H : 0 

核燃料倉庫 Unat : 0   －   

JRR-4 60Co : 0 , 131I : 0 41Ar : 0 

トリチウムプロセス研究棟 Unat : 0   3H : 3.2×1010

高度環境分析研究棟 239Pu : 0   －   

プルトニウム研究1棟（スタックⅠ） 239Pu : 0 , 106Ru : 0 －   

       （スタックⅡ・Ⅲ） 239Pu : 0 , 106Ru : 0 －   

再処理特別研究棟 （スタックⅠ） 239Pu : 0 , 137Cs : 0 －   

（スタックⅡ） 239Pu : 0 , 137Cs : 0 －   

ウラン濃縮研究棟 Unat : 0   －   

廃棄物処理場        

液体処理建家 241Am : 0 , 137Cs : 0 －   

解体分別保管棟 241Am : 0 , 137Cs : 0 －   

第 1 廃棄物処理棟 241Am : 0 , 137Cs : 0 3H : 5.4×109

第 2 廃棄物処理棟 241Am : 0 , 137Cs : 0 －   

第 3 廃棄物処理棟 241Am : 0 , 137Cs : 0 －   

減容処理棟 241Am : 0 , 137Cs : 0 3H : 0 
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表Ⅳ-2-2 排水溝に放出した廃液の放射能（平成 27 年度） 

（単位：MBq） 

区   分 第 1 排水溝 第 2 排水溝 第 3 排水溝 合   計 

全αβ(γ) 6.6×10-2 2.0×102 * － 2.0×102 * 

全 

α 

β 

(γ) 

内 

訳 

7Be － 1.7×102 － 1.7×102 

22Na － 2.6 － 2.6 

54Mn － 2.2×101 － 2.2×101 

60Co － 4.5×10-1 － 4.5×10-1 

90Sr － 4.1×10-2 － 4.1×10-2 

122Sb － 1.8×10-1 － 1.8×10-1 

137Cs 1.9×10-2 6.9 * － 6.9 * 

232Th 4.7×10-2 － － 4.7×10-2 

238U 3.9×10-4 － － 3.9×10-4 

3H － 2.0×105 3.6×101 2.0×105 

14C － － － － 

*： 福島第一原子力発電所事故による放射性物質放出の影響を含む。 

 

2.1.3 個人線量の管理 

(1) 外部被ばく線量の管理 

放射線業務従事者に対する外部被ばく線量の測定は、OSL バッジ等の個人線量計により 3 月ご

と（女子については 1 月ごと）の 1cm 線量当量（実効線量）及び 70μm 線量当量（皮膚の等価線

量）について実施した。眼の水晶体の等価線量については、1cm 線量当量又は 70μm 線量当量の

うち大きい方の測定値を記録した。 

外部被ばく線量の測定対象となった実人員数は 2,448 人（測定評価件数は 8,381 件）であり、

妊娠中の女子は 3 人（18 件）であった。このうち、体幹部不均等被ばくが予想された 47 人（131

件）については、不均等被ばく測定用 OSL 線量計による頭頸部の線量を測定した。また、身体末

端部位の線量が最大となるおそれがあった 75 人（230 件）については、OSL リングバッジによる

手先の線量を測定した。なお、保安規定等に定められた臨時測定基準に該当する事例はなかった。 

 

(2) 内部被ばく線量の管理 

内部被ばくに係る放射線作業状況を調査した結果、3 月あたり 2mSv を超える有意な内部被ばく

線量を受けた可能性のある者はなく、従って内部被ばく線量測定の対象者はいなかった。また、

妊娠中の女子は 3 人（17 件）であった。なお、臨時測定を必要とする事例はなかった。 
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 内部被ばく線量の測定対象とならなかった者のうち、内部被ばくがなかったことを確認するた

めに行う検査は、バイオアッセイ法による体内汚染検査を 28 人（88 件）、体外計測法による体

内汚染検査を 16 人（36 件）実施した。また、第 1 種放射線管理区域への入域前後に内部被ばく

の有無の確認を必要とした 65 人（102 件）については、体外計測法による入退域検査を実施した。

体内汚染検査の結果、内部被ばく線量の測定を必要とする者はいなかった。 

 

(3) 被ばく状況の集計 

実効線量に係る被ばくについては、総線量が 94.4 人・mSv、平均実効線量が 0.04 mSv であった。

年間最大実効線量は 4.0 mSv で、最大被ばくを受けた者は、燃料試験施設におけるセル内除染及

びマニプレーターの保守点検作業等に従事した者であった。実効線量に係る被ばく状況（原科研

における管理対象の放射線業務従事者の実人員数、線量分布、総線量、平均実効線量、及び最大

実効線量）について、作業者区分別（職員等、外来研究員等、請負業者及び研修生に区分）に集

計した結果を表Ⅳ-2-3 に示す。 

表Ⅳ-2-3 実効線量に係る被ばく状況（平成 27 年度） 

作業者区分 * 

放射線業

務従事者 

実員(人) 

線量分布（人） 

総線量 

(人・mSv)

平均 

実効線量 

(mSv) 

最大 

実効線量

(mSv) 

0.1mSv 

未満 

0.1mSv

以上 

1mSv 

以下 

1mSv 

を超え

5mSv 

以下 

5mSv 

を超え

15mSv

以下 

15mSv

を超え

るもの

職 員 等  906  872 24 10 0 0    27.2 0.03 3.3 

外来研究員等  289  289   0 0 0 0   0.0 0.00 0.0 

請負業者 1,132 1,049 63 20 0 0  67.2 0.06 4.0 

研 修 生  135  135   0 0 0 0   0.0 0.00 0.0 

全作業者 2,448 2,331 87 30 0 0  94.4 0.04 4.0 

* 同一作業者が当該年度中に作業者区分を変更した場合は、作業者区分ごとに 1 名として集計（但し、

全作業者は実人数で集計）。 

 

等価線量に係る被ばくについては、皮膚の最大線量が 34.0 mSv であり、平均線量が 0.30 mSv

であった。最大被ばくを受けた者は、FCA における燃料取扱作業に従事した者であった。眼の水

晶体の最大線量は、8.4 mSv であり、平均線量が 0.08 mSv であった。最大被ばくを受けた者は、

燃料試験施設等における除染及び機器保守点検に伴うホットセル内作業等に従事した者であっ

た。 
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表Ⅳ-2-2 排水溝に放出した廃液の放射能（平成 27 年度） 

（単位：MBq） 

区   分 第 1 排水溝 第 2 排水溝 第 3 排水溝 合   計 

全αβ(γ) 6.6×10-2 2.0×102 * － 2.0×102 * 

全 

α 

β 

(γ) 

内 

訳 

7Be － 1.7×102 － 1.7×102 

22Na － 2.6 － 2.6 

54Mn － 2.2×101 － 2.2×101 

60Co － 4.5×10-1 － 4.5×10-1 

90Sr － 4.1×10-2 － 4.1×10-2 

122Sb － 1.8×10-1 － 1.8×10-1 

137Cs 1.9×10-2 6.9 * － 6.9 * 

232Th 4.7×10-2 － － 4.7×10-2 

238U 3.9×10-4 － － 3.9×10-4 

3H － 2.0×105 3.6×101 2.0×105 

14C － － － － 

*： 福島第一原子力発電所事故による放射性物質放出の影響を含む。 

 

2.1.3 個人線量の管理 

(1) 外部被ばく線量の管理 

放射線業務従事者に対する外部被ばく線量の測定は、OSL バッジ等の個人線量計により 3 月ご

と（女子については 1 月ごと）の 1cm 線量当量（実効線量）及び 70μm 線量当量（皮膚の等価線

量）について実施した。眼の水晶体の等価線量については、1cm 線量当量又は 70μm 線量当量の

うち大きい方の測定値を記録した。 

外部被ばく線量の測定対象となった実人員数は 2,448 人（測定評価件数は 8,381 件）であり、

妊娠中の女子は 3 人（18 件）であった。このうち、体幹部不均等被ばくが予想された 47 人（131

件）については、不均等被ばく測定用 OSL 線量計による頭頸部の線量を測定した。また、身体末

端部位の線量が最大となるおそれがあった 75 人（230 件）については、OSL リングバッジによる

手先の線量を測定した。なお、保安規定等に定められた臨時測定基準に該当する事例はなかった。 

 

(2) 内部被ばく線量の管理 

内部被ばくに係る放射線作業状況を調査した結果、3 月あたり 2mSv を超える有意な内部被ばく

線量を受けた可能性のある者はなく、従って内部被ばく線量測定の対象者はいなかった。また、

妊娠中の女子は 3 人（17 件）であった。なお、臨時測定を必要とする事例はなかった。 
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(4) 個人被ばく線量等の登録管理 
 原子炉等規制法と放射線障害防止法の適用を受ける事業者が参加して運用されている被ばく線

量登録管理制度に基づいて、放射線従事者中央登録センターに被ばく線量等の登録及び法定記録

（指定解除者放射線管理記録）の引渡しを実施した。また、保安規定等に基づいて個人線量の測

定等を依頼された大洗研究開発センター、那珂核融合研究所、高崎量子応用研究所、関西光科学

研究所及び青森研究開発センターについても、同様に実施した。 

 登録等の件数は、原子炉等規制法関係の放射線業務従事者の指定登録、指定解除登録及び定期

線量登録等が 16,236 件、法定記録の引渡しが 6,813 件、放射線障害防止法関係の個人識別登録及

び定期線量登録等が 11,252 件であった。 

なお、那珂核融合研究所、高崎量子応用研究所、関西光科学研究所の登録管理については、量

子科学技術研究開発機構への移管統合に伴い平成 27 年度を持って終了となった。 

 

2.1.4 放射線測定器等の管理 

(1) 放射線モニタ、サーベイメータの管理 

保安規定、予防規程等に基づき原科研内の施設に設置している放射線管理用モニタ（環境放射

線監視システムを含む）の定期点検及び校正は、延べ 621 台実施した。また、サーベイメータ等

の点検校正については、延べ 957 台、ガラス線量計等の基準照射については、676 個実施した。 

 

(2) 放射線管理試料の計測 

 原科研における施設及び環境の放射線管理に必要な試料並びに福島第一原子力発電所事故関連

試料について、放射能の測定評価を実施した。また、放射線管理用試料集中計測システム（以下

「集中計測システム」という。）を構成する各種測定装置の校正と放射能試料自動測定解析装置の

保守点検を実施した。 

 集中計測システムで実施した平成27年度の放射線管理試料等の測定は、測定件数が16,247件、

測定時間が延べ 17,942 時間であった。 

 施設及び環境放射線管理に使用しているゲルマニウム半導体検出器 5 台（GE-1、2、4、5 及び 8）、

α／β線測定装置 2 台（GR-1 及び 2）、液体シンチレーションカウンタ 3 台（LS-1､2 及び 3）につ

いて、それぞれ校正試験を実施した。さらに、面状線源校正用多心線型大面積 2π比例計数管の

特性確認試験を実施した。この 2π比例計数管を用いて、放射能測定装置及び放射線モニタの校

正に使用する標準線源の 2π放出率測定を 38 件（J-PARC センター分 5件を含む）実施した。 
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2.2 平成 28 年度 

2.2.1 環境の放射線管理 

(1) 環境放射線のモニタリング 

原科研の周辺監視区域内外において、モニタリングポスト等による空気吸収線量率の連続監視

及び蛍光ガラス線量計による空気吸収線量の測定を行った。モニタリング結果には福島第一原子

力発電所事故により放出された放射性物質の影響が現れたが、原科研の原子力施設に起因する異

常は認められなかった。 

原科研における気象観測を継続し、施設の影響による周辺住民の被ばく線量評価に必要な気象

データを収集した。 

原子力災害対策特別措置法第 11 条に基づき、放射線測定設備の測定値をインターネットにより

リアルタイムで公開した。  

 

(2) 環境試料のモニタリング 

原科研の周辺監視区域内外に設置したモニタリングステーションにおいて、大気中放射性物質

濃度の連続測定を行った。また、排水モニタにより、第 1 及び第 2 排水溝における排水中放射性

物質濃度の連続監視を行った。環境試料（降下塵、大気塵埃、表土、陸水、農産物、排水口近辺

土砂、海水、海底土及び海産物）に含まれる放射性物質濃度の測定を行った。 

各施設から排出された気体放射性廃棄物及び液体放射性廃棄物に含まれる 89Sr 及び 90Sr 並びに

環境試料（農産物、海水、海底土及び海産物）中の 90Sr 及び 239 十 240Pu の化学分析を行った。 

モニタリング結果には福島第一原子力発電所事故により放出された放射性物質の影響が現れた

が、原科研の原子力施設に起因する異常は認められなかった。 

 

(3) 放射線管理データ等の取りまとめ 

原科研における、原子力施設からの排気中及び排水中放射性物質濃度の放射線管理データ、並

びに放射性同位元素保有量データ等を取りまとめた。これらに基づき、国及び茨城県への報告用

資料を作成した。また、原子炉施設から放出された放射性希ガス及び放射性液体廃棄物の放射線

管理データに基づき、原科研の周辺監視区域外における公衆の年間実効線量を推定評価した。評

価結果は、法令に定められている線量限度を十分に下回るものであった。 
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(4) 個人被ばく線量等の登録管理 
 原子炉等規制法と放射線障害防止法の適用を受ける事業者が参加して運用されている被ばく線

量登録管理制度に基づいて、放射線従事者中央登録センターに被ばく線量等の登録及び法定記録

（指定解除者放射線管理記録）の引渡しを実施した。また、保安規定等に基づいて個人線量の測

定等を依頼された大洗研究開発センター、那珂核融合研究所、高崎量子応用研究所、関西光科学

研究所及び青森研究開発センターについても、同様に実施した。 

 登録等の件数は、原子炉等規制法関係の放射線業務従事者の指定登録、指定解除登録及び定期

線量登録等が 16,236 件、法定記録の引渡しが 6,813 件、放射線障害防止法関係の個人識別登録及

び定期線量登録等が 11,252 件であった。 

なお、那珂核融合研究所、高崎量子応用研究所、関西光科学研究所の登録管理については、量

子科学技術研究開発機構への移管統合に伴い平成 27 年度を持って終了となった。 

 

2.1.4 放射線測定器等の管理 

(1) 放射線モニタ、サーベイメータの管理 

保安規定、予防規程等に基づき原科研内の施設に設置している放射線管理用モニタ（環境放射

線監視システムを含む）の定期点検及び校正は、延べ 621 台実施した。また、サーベイメータ等

の点検校正については、延べ 957 台、ガラス線量計等の基準照射については、676 個実施した。 

 

(2) 放射線管理試料の計測 

 原科研における施設及び環境の放射線管理に必要な試料並びに福島第一原子力発電所事故関連

試料について、放射能の測定評価を実施した。また、放射線管理用試料集中計測システム（以下

「集中計測システム」という。）を構成する各種測定装置の校正と放射能試料自動測定解析装置の

保守点検を実施した。 

 集中計測システムで実施した平成27年度の放射線管理試料等の測定は、測定件数が16,247件、

測定時間が延べ 17,942 時間であった。 

 施設及び環境放射線管理に使用しているゲルマニウム半導体検出器 5 台（GE-1、2、4、5 及び 8）、

α／β線測定装置 2 台（GR-1 及び 2）、液体シンチレーションカウンタ 3 台（LS-1､2 及び 3）につ

いて、それぞれ校正試験を実施した。さらに、面状線源校正用多心線型大面積 2π比例計数管の

特性確認試験を実施した。この 2π比例計数管を用いて、放射能測定装置及び放射線モニタの校

正に使用する標準線源の 2π放出率測定を 38 件（J-PARC センター分 5件を含む）実施した。 
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2.2.2 施設の放射線管理 

(1)研究炉地区施設の放射線管理 

 原子炉施設（JRR-2、JRR-3 及び JRR-4）、核燃料物質使用施設（ホットラボ等）、放射線発生装

置使用施設（タンデム加速器、放射線標準施設等）及び放射性同位元素使用施設（ラジオアイソ

トープ製造棟、トリチウムプロセス研究棟等）の放射線管理を行った。平成 28 年度に実施した放

射線管理上主要な作業は以下のとおりである。 

① 医療用線源の製造・検査に関わる作業（RI棟） 

② ITERトリチウム除去系性能確証試験装置の整備作業（TPL） 

③ ウランマグノックス用鉛セルの解体作業（ホットラボ） 

 これらの作業において、異常な被ばく及び放射線管理上の問題は生じなかった。また、各施設

の放射線管理において、作業環境モニタリングの結果に異常は検出されなかった。 

 各施設から放出された放射性塵埃・ガス及び排水中の放射能をそれぞれ表Ⅳ-2-4 及び表Ⅳ-2-5

に示す。 

 

(2)海岸地区施設の放射線管理 

原子炉施設（NSRR 及び放射性廃棄物処理場）、臨界実験装置（TCA、FCA、STACY 及び TRACY）、

核燃料物質使用施設（燃料試験施設、廃棄物安全試験施設、BECKY 等）、放射線発生装置使用施設

（FNS 等）、放射性同位元素使用施設（環境シミュレーション試験棟等）の放射線管理を行った。

平成 28 年度に実施した放射線管理上主要な作業は以下のとおりである。 

① 廃棄物安全試験施設における分析試験に用いる試料の溶解試験 

② 再処理特別研究棟の廃液長期貯蔵施設の廃液貯槽（LV-1）の撤去作業 
③ 第 1 保管廃棄施設における H 型ピット保管体取出し・点検作業 

④ 燃料試験施設におけるセル内除染作業 

これらの作業において、異常な被ばく及び放射線管理上の問題は生じなかった。また、各施設

の放射線管理において、作業環境モニタリングの結果に異常は検出されなかった。 

各施設から放出された放射性塵埃・ガス及び排水中の放射能をそれぞれ表Ⅳ-2-4 及び表Ⅳ-2-5

に示す。一部で福島第一原子力発電所事故の影響が確認されたが、放射能測定結果は保安規定等

に定める放出管理目標値や放出管理基準値を十分下回った。 
 

JAEA-Review 2021-006

- 114 -



 JAEA-Review-2021-006 

- 115 - 

表Ⅳ-2-4  施設から放出された放射性塵埃・ガス中の放射能（平成 28 年度）（1/2） 

施設名 放射性塵埃* (Bq) 放射性ガス (Bq) 

第 4 研究棟      東棟 241Am : 0 , 60Co : 0 3H : 0 

 131I : 0      

西棟 241Am : 0 , 60Co : 0 3H : 0 

 131I : 0      

タンデム加速器 237Np : 0 , 60Co : 0 －   

放射線標準施設棟   東棟 241Am : 0 , 60Co : 0 －   

           西棟 －    3H : 0 

ホットラボ    主排気口 238Pu : 0 , 137Cs : 0 85Kr : 0 

         副排気口 137Cs : 0   －   

JRR-1 60Co : 0   －   

JRR-2 60Co : 0   3H : 0 

RI 製造棟 200 番 60Co : 0   3H : 0 

300 番 210Po : 0 , 60Co : 0 3H : 0 

400 番 Unat : 0 , 32P : 0 3H : 0 

600 番 60Co : 0   －   

JRR-3 60Co : 0 , 131I : 0 3H : 7.0×109 

     41Ar : 0 

JRR-3 実験利用棟（第 2棟） 237Np : 0 , 60Co : 0 3H : 0 

核燃料倉庫 Unat : 0   －   

JRR-4 60Co : 0 , 131I : 0 41Ar : 0 

トリチウムプロセス研究棟 Unat : 0   3H : 2.5×1010 

高度環境分析研究棟 239Pu : 0   －   

プルトニウム研究 1 棟（スタックⅠ） 239Pu : 0 , 106Ru : 0 －   

        （スタックⅡ・Ⅲ） 239Pu : 0 , 106Ru : 0 －   

再処理特別研究棟 （スタックⅠ） 239Pu : 0 , 137Cs : 0 －   

（スタックⅡ） 239Pu : 0 , 137Cs : 0 －   

ウラン濃縮研究棟 Unat : 0   －   

廃棄物処理場        

液体処理建家 241Am : 0 , 137Cs : 0 －   

解体分別保管棟 241Am : 0 , 137Cs : 0 －   

第 1 廃棄物処理棟 241Am : 0 137Cs : 0 3H : 0 

第 2 廃棄物処理棟 241Am : 0 , 137Cs : 0 －   

第 3 廃棄物処理棟 241Am : 0 , 137Cs : 0 －   

減容処理棟 241Am : 0 , 137Cs : 0 3H : 0 

汚染除去場 241Am : 0 , 137Cs : 0 －   
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2.2.2 施設の放射線管理 

(1)研究炉地区施設の放射線管理 

 原子炉施設（JRR-2、JRR-3 及び JRR-4）、核燃料物質使用施設（ホットラボ等）、放射線発生装

置使用施設（タンデム加速器、放射線標準施設等）及び放射性同位元素使用施設（ラジオアイソ

トープ製造棟、トリチウムプロセス研究棟等）の放射線管理を行った。平成 28 年度に実施した放

射線管理上主要な作業は以下のとおりである。 

① 医療用線源の製造・検査に関わる作業（RI棟） 

② ITERトリチウム除去系性能確証試験装置の整備作業（TPL） 

③ ウランマグノックス用鉛セルの解体作業（ホットラボ） 

 これらの作業において、異常な被ばく及び放射線管理上の問題は生じなかった。また、各施設

の放射線管理において、作業環境モニタリングの結果に異常は検出されなかった。 

 各施設から放出された放射性塵埃・ガス及び排水中の放射能をそれぞれ表Ⅳ-2-4 及び表Ⅳ-2-5

に示す。 

 

(2)海岸地区施設の放射線管理 

原子炉施設（NSRR 及び放射性廃棄物処理場）、臨界実験装置（TCA、FCA、STACY 及び TRACY）、

核燃料物質使用施設（燃料試験施設、廃棄物安全試験施設、BECKY 等）、放射線発生装置使用施設

（FNS 等）、放射性同位元素使用施設（環境シミュレーション試験棟等）の放射線管理を行った。

平成 28 年度に実施した放射線管理上主要な作業は以下のとおりである。 

① 廃棄物安全試験施設における分析試験に用いる試料の溶解試験 

② 再処理特別研究棟の廃液長期貯蔵施設の廃液貯槽（LV-1）の撤去作業 
③ 第 1 保管廃棄施設における H 型ピット保管体取出し・点検作業 

④ 燃料試験施設におけるセル内除染作業 

これらの作業において、異常な被ばく及び放射線管理上の問題は生じなかった。また、各施設

の放射線管理において、作業環境モニタリングの結果に異常は検出されなかった。 

各施設から放出された放射性塵埃・ガス及び排水中の放射能をそれぞれ表Ⅳ-2-4 及び表Ⅳ-2-5

に示す。一部で福島第一原子力発電所事故の影響が確認されたが、放射能測定結果は保安規定等

に定める放出管理目標値や放出管理基準値を十分下回った。 
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表Ⅳ-2-4  施設から放出された放射性塵埃・ガス中の放射能（平成 28 年度）（2/2） 
施設名 放射性塵埃* (Bq) 放射性ガス (Bq) 

廃棄物安全試験施設 241Am : 0 , 137Cs : 0 85Kr : 1.6×108 

環境シミュレーション試験棟 237Np : 0 , 137Cs : 0 －   

FCA･SGL 239Pu 

131I 

:

:

0 

0 

, 137Cs : 0 －   

TCA 234U 

131I 

:

:

0 

0 

, 60Co : 0 －   

FNS －    3H : 9.0×109 

     13N : 0 

バックエンド技術開発建家 241Am : 0 , 137Cs : 0 －   

燃料試験施設 239Pu 

137Cs 

:

:

0 

0 

, 131I 

 

: 0 

 

85Kr : 1.5×1010

NSRR    （原子炉棟） 60Co : 0 , 131I : 0 41Ar : 0 

(燃料棟) 60Co : 0   －   

NUCEF        

 STACY 239Pu : 0 , 131I : 0 138Xe : 0 

 TRACY 137Cs : 0      

 BECKY        

・ 「 0 ： 不検出」 、「 － ： 測定対象外」を示す。 

*： 揮発性核種も含む。 
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表Ⅳ-2-5 排水溝に放出した廃液の放射能（平成 28 年度） 

（単位：MBq） 

区   分 第 1 排水溝 第 2 排水溝 第 3 排水溝 合   計 

全αβ(γ) 9.1×10-1 1.2×102 *1 8.4×10-3 1.2×102 *1 

全 

α 

β 

(γ) 

内 

訳 

7Be － 9.7×101 － 9.7×101 

22Na － 1.7 － 1.7 

54Mn － 1.5×101 － 1.5×101 

60Co － 1.6×10-1 － 1.6×10-1 

90Sr 3.8×10-3 6.9×10-1 － 6.9×10-1 

134Cs － 4.3×10-1 *2 － 4.3×10-1 *2 

137Cs 8.8×10-1 6.6 *1 8.4×10-3 7.5 *1 

232Th 3.1×10-2 － － 3.1×10-2 

238U 8.8×10-4 － － 8.8×10-4 

3H － 1.8×105 － 1.8×105 

14C － － － － 

*1：福島第一原子力発電所事故による放射性物質放出の影響を含む。 

*2：福島第一原子力発電所事故による放射性物質放出の影響による。 

 

2.2.3 個人線量の管理 

(1) 外部被ばく線量の管理 

放射線業務従事者に対する外部被ばく線量の測定は、個人線量計により 3 月ごと（女子につい

ては 1 月ごと）の 1cm 線量当量（実効線量）及び 70μm 線量当量（皮膚の等価線量）について実

施した。眼の水晶体の等価線量については、1cm 線量当量又は 70μm 線量当量のうち大きい方の

測定値を記録した。 

外部被ばく線量の測定対象となった実人員数は 2,411 人（測定評価件数は 8,023 件）であり、

妊娠中の女子は 4 人（13 件）であった。このうち、体幹部不均等被ばくが予想された 37 人（84

件）については、不均等被ばく測定用 OSL 線量計による頭頸部の線量を測定した。また、身体末

端部位の線量が最大となるおそれがあった 41 人（61 件）については、OSL リングバッジによる手

先の線量を測定した。なお、保安規定等に定められた臨時測定基準に該当する事例はなかった。 

 

(2) 内部被ばく線量の管理 

内部被ばくに係る放射線作業状況を調査した結果、3 月あたり 2mSv を超える有意な内部被ばく

線量を受けた可能性のある者はなく、従って内部被ばく線量測定の対象者はいなかった。また、

妊娠中の女子は 4 人（13 件）であった。なお、臨時測定を必要とする事例はなかった。 
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表Ⅳ-2-4  施設から放出された放射性塵埃・ガス中の放射能（平成 28 年度）（2/2） 
施設名 放射性塵埃* (Bq) 放射性ガス (Bq) 

廃棄物安全試験施設 241Am : 0 , 137Cs : 0 85Kr : 1.6×108 

環境シミュレーション試験棟 237Np : 0 , 137Cs : 0 －   

FCA･SGL 239Pu 

131I 

:

:

0 

0 

, 137Cs : 0 －   

TCA 234U 

131I 

:

:

0 

0 

, 60Co : 0 －   

FNS －    3H : 9.0×109 

     13N : 0 

バックエンド技術開発建家 241Am : 0 , 137Cs : 0 －   

燃料試験施設 239Pu 

137Cs 

:

:

0 

0 

, 131I 

 

: 0 

 

85Kr : 1.5×1010

NSRR    （原子炉棟） 60Co : 0 , 131I : 0 41Ar : 0 

(燃料棟) 60Co : 0   －   

NUCEF        

 STACY 239Pu : 0 , 131I : 0 138Xe : 0 

 TRACY 137Cs : 0      

 BECKY        

・ 「 0 ： 不検出」 、「 － ： 測定対象外」を示す。 

*： 揮発性核種も含む。 
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 内部被ばく線量の測定対象とならなかった者のうち、内部被ばくがなかったことを確認するた

めに行う検査は、バイオアッセイ法による体内汚染検査を 33 人（96 件）、体外計測法による体

内汚染検査を 19 人（51 件）実施した。また、第 1 種放射線管理区域への入域前後に内部被ばく

の有無の確認を必要とした 45 人（58 件）については、体外計測法による入退域検査を実施した。

体内汚染検査の結果、内部被ばく線量の測定を必要とする者はいなかった。 

 

(3) 被ばく状況の集計 

実効線量に係る被ばくについては、総線量が 23.5 人・mSv、平均実効線量が 0.01 mSv であった。

年間最大実効線量は 1.2 mSv で、最大被ばくを受けた者は、燃料試験施設における試験装置の調

整のためのセル内作業に従事した者であった。実効線量に係る被ばく状況（原科研における管理

対象の放射線業務従事者の実人員数、線量分布、総線量、平均実効線量、及び最大実効線量）に

ついて、作業者区分別（職員等、外来研究員等、請負業者及び研修生に区分）に集計した結果を

表Ⅳ-2-6 に示す。 

 

表Ⅳ-2-6 実効線量に係る被ばく状況（平成 28 年度） 

作業者区分 * 

放射線業

務従事者 

実員(人) 

線量分布（人） 

総線量 

(人・mSv)

平均 

実効線量 

(mSv) 

最大 

実効線量

(mSv) 

0.1mSv 

未満 

0.1mSv

以上 

1mSv 

以下 

1mSv 

を超え

5mSv 

以下 

5mSv 

を超え

15mSv

以下 

15mSv

を超え

るもの

職 員 等  839  821 17 1 0 0    5.1 0.01 1.2 

外来研究員等  349  349   0 0 0 0   0.0 0.00 0.0 

請負業者 1,246 1,184 60 2 0 0  18.4 0.01 1.1 

研 修 生    89    89   0 0 0 0   0.0 0.00 0.0 

全作業者 2,411 2,334 74 3 0 0  23.5 0.01 1.2 

* 同一作業者が当該年度中に作業者区分を変更した場合は、作業者区分ごとに1名として集計（但し、

全作業者は実人数で集計）。 

 

等価線量に係る被ばくについては、皮膚の最大線量が 8.6 mSv であり、平均線量が 0.03 mSv

であった。最大被ばくを受けた者は、燃料試験施設における試験装置の調整のためのセル内作業

に従事した者であった。眼の水晶体の最大線量は、2.5 mSv であり、平均線量が 0.01 mSv であっ

た。最大被ばくを受けた者は、燃料試験施設等におけるマニプレータの修理及び保守点検作業に

従事した者であった。 

 

(4) 個人被ばく線量等の登録管理 

 原子炉等規制法と放射線障害防止法の適用を受ける事業者が参加して運用されている被ばく線

量登録管理制度に基づいて、放射線従事者中央登録センターに被ばく線量等の登録及び法定記録

JAEA-Review 2021-006

- 118 -



 JAEA-Review-2021-006 

- 119 - 

（指定解除者放射線管理記録）の引渡しを実施した。また、保安規定等に基づいて個人線量の測

定等を依頼された大洗研究開発センター、青森研究開発センター及び播磨事務所についても、同

様に実施した。 

 登録等の件数は、原子炉等規制法関係の放射線業務従事者の指定登録、指定解除登録及び定期

線量登録等が 14,954 件、法定記録の引渡しが 8,171 件、放射線障害防止法関係の個人識別登録及

び定期線量登録等が 10,700 件であった。 

 

2.2.4 放射線測定器等の管理 

(1) 放射線モニタ、サーベイメータの管理 

保安規定、予防規程等に基づき原科研内の施設に設置している放射線管理用モニタ（環境放射

線監視システムを含む）の定期点検及び校正は、延べ 623 台実施した。また、サーベイメータ等

の点検校正については、延べ 930 台、ガラス線量計等の基準照射については、681 個実施した。 

 

(2) 放射線管理試料の計測 

原科研における施設及び環境の放射線管理に必要な試料並びに福島第一原子力発電所事故関連

試料について、放射能の測定評価を実施した。また、放射線管理用試料集中計測システム（以下

「集中計測システム」という。）を構成する各種測定装置の校正と放射能試料自動測定解析装置の

保守点検を実施した。 

集中計測システムで実施した平成28年度の放射線管理試料等の測定は、測定件数が15,730件、

測定時間が延べ 17,221 時間であった。 

施設及び環境放射線管理に使用しているゲルマニウム半導体検出器 5 台（GE-1、2、3、7 及び 8）、

α／β線測定装置 2 台（GR-1 及び 2）及び液体シンチレーションカウンタ 2 台（LS-1 及び 2）に

ついて、それぞれ校正試験を実施した。さらに、面状線源校正用多心線型大面積 2π比例計数管

の特性確認試験を実施した。この 2π比例計数管を用いて、放射能測定装置及び放射線モニタの

校正に使用する標準線源の 2π放出率測定を 16 件（J-PARC センター分 5 件を含む）実施した。 

その他、国際原子力機関（IAEA）が測定機関を対象として実施する、海水中の核種測定に係る

分析機関の技術的能力を確認・向上するための技能試験を受験し、各試験項目（Accuracy、

Precision 及び Trueness）の全てに合格し、最終評価として「Accepted」と判断された。 
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表Ⅳ-2-6 実効線量に係る被ばく状況（平成 28 年度） 

作業者区分 * 

放射線業

務従事者 

実員(人) 

線量分布（人） 

総線量 

(人・mSv)

平均 

実効線量 

(mSv) 

最大 

実効線量

(mSv) 

0.1mSv 

未満 

0.1mSv

以上 

1mSv 

以下 

1mSv 

を超え

5mSv 

以下 

5mSv 

を超え

15mSv

以下 

15mSv

を超え

るもの

職 員 等  839  821 17 1 0 0    5.1 0.01 1.2 

外来研究員等  349  349   0 0 0 0   0.0 0.00 0.0 

請負業者 1,246 1,184 60 2 0 0  18.4 0.01 1.1 

研 修 生    89    89   0 0 0 0   0.0 0.00 0.0 

全作業者 2,411 2,334 74 3 0 0  23.5 0.01 1.2 

* 同一作業者が当該年度中に作業者区分を変更した場合は、作業者区分ごとに1名として集計（但し、

全作業者は実人数で集計）。 

 

等価線量に係る被ばくについては、皮膚の最大線量が 8.6 mSv であり、平均線量が 0.03 mSv

であった。最大被ばくを受けた者は、燃料試験施設における試験装置の調整のためのセル内作業

に従事した者であった。眼の水晶体の最大線量は、2.5 mSv であり、平均線量が 0.01 mSv であっ

た。最大被ばくを受けた者は、燃料試験施設等におけるマニプレータの修理及び保守点検作業に

従事した者であった。 

 

(4) 個人被ばく線量等の登録管理 

 原子炉等規制法と放射線障害防止法の適用を受ける事業者が参加して運用されている被ばく線

量登録管理制度に基づいて、放射線従事者中央登録センターに被ばく線量等の登録及び法定記録
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3 放射性廃棄物の処理及び汚染除去 

3.1 新規制基準への対応 

平成25年 12月 18日に試験研究用原子炉施設及び核燃料物質使用施設等に対する新規制基準が 

施行され、各施設の対応については、原子力規制委員会が決定した「核燃料施設等における新規

制基準の適用の考え方」（平成 25 年 11 月 6 日）に基づき行うこととなった。放射性廃棄物処理場

は、原科研の各研究炉の共通の放射性廃棄物の廃棄施設であるため、新規制基準へのバックフィ

ットが要求され、原子力規制委員会の適合性確認を受ける必要がある。このため、放射性廃棄物

処理場の各施設及び設備について、新規制基準への適合のための設計方針、必要な改造工事等に

ついて検討し、原子力規制委員会の定める新規制基準への適合性を確認する審査を受けるため、

平成 27 年 2 月 6 日、原子炉設置変更許可申請を行った。 

新規制基準への適合性確認が必要となる主要な項目としては、地震対策、津波対策、竜巻対策、

火山対策、内部火災対策、溢水対策等がある。これらの要求事項に対する措置及び従来の要求事

項に対する既存の施設の対応状況も併せ、原子力規制庁による適合性審査を受けているところで

ある。（平成 26 年度：審査ヒアリング 計 3 回、審査会合 計 1 回、平成 27 年度：審査ヒアリング 

計 41 回、審査会合 計 5回、平成 28 年度：審査ヒアリング 計 30 回、審査会合 計 11 回） 

焼却処理設備については、新規制基準の適合性確認に向け、耐震 B クラスでの耐震評価を実施

したところ、焼却炉と焼却炉を支持する架台の取付ボルトの応力が、基準を満たしていないこと

から、平成 27 年 11 月 20 日に運転を停止した。また、蒸発処理装置・Ⅱ、アスファルト固化装置、

金属溶融設備及び焼却・溶融設備については、原子炉施設の維持管理に不可欠な施設に該当しな

いことから、新規制基準への適合性確認が完了するまでの間、運転を停止することとした。 

新規制基準施行後の施設定期検査に関しては、新規制基準への適合性確認の終了まで、継続的

に機能が維持されていることを確認する必要がある施設については 1 年を超えない期間毎に検査

を受検する必要がある。また、新規制基準への適合確認については、原子炉設置変更許可後、施

設定期検査の全項目を見直して検査を受検し、その合格をもって完了するとされている。 

このため、平成 26 年 9 月 1 日から開始した施設定期検査に関しては、第 1 回立会検査（平成

26 年 10 月 31 日）、第 2回立会検査（平成 26 年 12 月 12 日）を受検し、検査で技術上の基準に達

していることが確認された施設については、順次、運転を再開しているものの、施設定期検査は

継続中である。 

平成 27 年度においては、平成 27 年 8 月 6 日に施設定期検査申請書記載事項の変更届を原子力

規制委員会に提出した後、平成 27 年 9 月 1 日から事業者検査を開始し、平成 27 年 10 月 30 日に

原子力規制庁による第 3 回立会検査を、平成 27 年 12 月 11 日に第 4 回立会検査を受検した。 

また、平成 28 年度においては、平成 28 年 9 月 15 日に施設定期検査申請書記載事項の変更届を

原子力規制委員会に提出した。平成 28 年 9 月 1 日から事業者検査を開始し、平成 28 年 10 月 28

日に原子力規制庁による第 5 回立会検査を、平成 28 年 12 月 9 日に第 6 回立会検査を受検した。

それぞれの検査立会で技術上の基準に適合していることの確認を受けた施設・設備については、

順次、運転を再開した。 

平成 29 年度以降についても、継続的に機能が維持されていることを確認する必要がある施設に

ついては、1年を超えない期間に第 7 回立会検査及び第 8 回立会検査を受検することとした。 
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3.2 放射性廃棄物の処理 

原科研における研究開発活動や施設の廃止措置等で発生した放射性廃棄物（施設側で直接放出

した液体廃棄物を除く）は、第 1 廃棄物処理棟、第 2 廃棄物処理棟、第 3 廃棄物処理棟、減容処

理棟及び解体分別保管棟解体室等に搬入し、それぞれの処理設備において安全に処理を行い、処

理済み廃棄物は、それぞれの放射能レベルに応じた適切な保管容器に収納し、保管廃棄施設に保

管廃棄した。また、第 3 廃棄物処理棟では管理区域内で使用した衣料の除染を計画通りに実施し

た。 

 

3.2.1 廃棄物の搬入 

平成 27 年度及び平成 28 年度に、原科研内の各施設及び原科研外の事業者から搬入した廃棄物

の量を表Ⅳ-3-1(1)～(2)と表Ⅳ-3-2(1)～(2)にそれぞれ示す。 

平成 28 年度の固体廃棄物の搬入量は、平成 27 年度と比較すると、原科研内からの搬入につい

ては約 44％減少し、原科研外からの搬入については約 52％の減少であった。また、液体廃棄物の

搬入量は、原科研内からの搬入については約 29％減少し、原科研外からの搬入については約 233％

（ドラム缶で約 2 本半相当）の増加であった。 
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制基準の適用の考え方」（平成 25 年 11 月 6 日）に基づき行うこととなった。放射性廃棄物処理場

は、原科研の各研究炉の共通の放射性廃棄物の廃棄施設であるため、新規制基準へのバックフィ

ットが要求され、原子力規制委員会の適合性確認を受ける必要がある。このため、放射性廃棄物

処理場の各施設及び設備について、新規制基準への適合のための設計方針、必要な改造工事等に

ついて検討し、原子力規制委員会の定める新規制基準への適合性を確認する審査を受けるため、

平成 27 年 2 月 6 日、原子炉設置変更許可申請を行った。 

新規制基準への適合性確認が必要となる主要な項目としては、地震対策、津波対策、竜巻対策、

火山対策、内部火災対策、溢水対策等がある。これらの要求事項に対する措置及び従来の要求事

項に対する既存の施設の対応状況も併せ、原子力規制庁による適合性審査を受けているところで

ある。（平成 26 年度：審査ヒアリング 計 3 回、審査会合 計 1 回、平成 27 年度：審査ヒアリング 

計 41 回、審査会合 計 5回、平成 28 年度：審査ヒアリング 計 30 回、審査会合 計 11 回） 

焼却処理設備については、新規制基準の適合性確認に向け、耐震 B クラスでの耐震評価を実施

したところ、焼却炉と焼却炉を支持する架台の取付ボルトの応力が、基準を満たしていないこと

から、平成 27 年 11 月 20 日に運転を停止した。また、蒸発処理装置・Ⅱ、アスファルト固化装置、

金属溶融設備及び焼却・溶融設備については、原子炉施設の維持管理に不可欠な施設に該当しな

いことから、新規制基準への適合性確認が完了するまでの間、運転を停止することとした。 

新規制基準施行後の施設定期検査に関しては、新規制基準への適合性確認の終了まで、継続的

に機能が維持されていることを確認する必要がある施設については 1 年を超えない期間毎に検査

を受検する必要がある。また、新規制基準への適合確認については、原子炉設置変更許可後、施

設定期検査の全項目を見直して検査を受検し、その合格をもって完了するとされている。 

このため、平成 26 年 9 月 1 日から開始した施設定期検査に関しては、第 1 回立会検査（平成

26 年 10 月 31 日）、第 2回立会検査（平成 26 年 12 月 12 日）を受検し、検査で技術上の基準に達

していることが確認された施設については、順次、運転を再開しているものの、施設定期検査は

継続中である。 

平成 27 年度においては、平成 27 年 8 月 6 日に施設定期検査申請書記載事項の変更届を原子力

規制委員会に提出した後、平成 27 年 9 月 1 日から事業者検査を開始し、平成 27 年 10 月 30 日に

原子力規制庁による第 3 回立会検査を、平成 27 年 12 月 11 日に第 4 回立会検査を受検した。 

また、平成 28 年度においては、平成 28 年 9 月 15 日に施設定期検査申請書記載事項の変更届を

原子力規制委員会に提出した。平成 28 年 9 月 1 日から事業者検査を開始し、平成 28 年 10 月 28

日に原子力規制庁による第 5 回立会検査を、平成 28 年 12 月 9 日に第 6 回立会検査を受検した。

それぞれの検査立会で技術上の基準に適合していることの確認を受けた施設・設備については、

順次、運転を再開した。 

平成 29 年度以降についても、継続的に機能が維持されていることを確認する必要がある施設に

ついては、1年を超えない期間に第 7 回立会検査及び第 8 回立会検査を受検することとした。 
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表Ⅳ-3-1(1) 原子力科学研究所内廃棄物の搬入量（平成 27 年度） 

（単位：m3） 

廃棄物区分 合計 

固体 

β・γ 

A-1 

可燃物 364.529 

フィルタ 28.49 

雑固体 272.451*1) 

A-2 

可燃物 0.66 

フィルタ － 

雑固体 3.00 

B-1 雑固体 2.35 

B-2 雑固体 1.00 

α 
A-1 雑固体 1.80 

B-2 雑固体 1.446 

液体 
β・γ 

A 未満 無機 129.840 

A 無機 71.052 

B-1 無機 33.200 

B-2 無機 － 

α － 

－：搬入実績なし 

廃棄物区分は、付録の表-A4 放射性廃棄物の区分基準を参照。 

*1)核燃料サイクル工学研究所 0.4m3を含む。 
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表Ⅳ-3-1(2) 原子力科学研究所内廃棄物の搬入量（平成 28 年度） 

（単位：m3） 

廃棄物区分 合計 

固体 

β・γ 

A-1 

可燃物 324.835 

フィルタ 8.828 

雑固体 40.405*1) 

A-2 

可燃物 － 

フィルタ － 

雑固体 1.6 

B-1 雑固体 1.71 

B-2 雑固体 3.0 

α 
A-1 雑固体 1.220 

B-2 雑固体 0.087 

液体 
β・γ 

A 未満 無機 62.440 

A 無機 74.000 

B-1 無機 29.900 

B-2 無機 － 

α － 

－：搬入実績なし 

廃棄物区分は、付録の表-A4 放射性廃棄物の区分基準を参照。 

*1)核燃料サイクル工学研究所 0.2m3を含む。 
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表Ⅳ-3-1(1) 原子力科学研究所内廃棄物の搬入量（平成 27 年度） 

（単位：m3） 

廃棄物区分 合計 

固体 

β・γ 

A-1 

可燃物 364.529 

フィルタ 28.49 

雑固体 272.451*1) 

A-2 

可燃物 0.66 

フィルタ － 

雑固体 3.00 

B-1 雑固体 2.35 

B-2 雑固体 1.00 

α 
A-1 雑固体 1.80 

B-2 雑固体 1.446 

液体 
β・γ 

A 未満 無機 129.840 

A 無機 71.052 

B-1 無機 33.200 

B-2 無機 － 

α － 

－：搬入実績なし 

廃棄物区分は、付録の表-A4 放射性廃棄物の区分基準を参照。 

*1)核燃料サイクル工学研究所 0.4m3を含む。 
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表Ⅳ-3-2(2) 原子力科学研究所外廃棄物の搬入量（平成 28 年度） 

（単位：m3） 

廃棄物区分 

事業者名 

合計 

公
益
財
団
法
人 

核
物
質
管
理
セ
ン
タ
ー 

東
海
保
障
措
置
セ
ン
タ
ー 

国
立
大
学
法
人 

東
京
大
学
大
学
院 

ニ
ュ
ー
ク
リ
ア
・
デ
ベ
ロ
ッ
プ
メ
ン
ト(

株)

(

株)

千
代
田
テ
ク
ノ
ル 

固
体 

β 

・ 

γ 

A-1 

可燃物 1.6 － 3.0 0.4 5.0 

フィルタ － － 4.676 － 4.676

雑固体 0.8 － 4.0 － 4.8 

A-2 

可燃物 － － － － － 

フィルタ － － － － － 

雑固体 － － － － － 

B-1 雑固体 － － － － － 

B-2 雑固体 － － － － － 

α 
A-1 雑固体 1.2 － － － 1.2 

B-2 雑固体 － － － － － 

液
体 

β 

・ 

γ 

A 未満 無機 － － － － － 

A 無機 － － 0.750 － 0.750

B-1 無機 － － － － － 

B-2 無機 － － － － － 

－：搬入実績なし 

廃棄物区分は、付録の表-A4 放射性廃棄物の区分基準を参照。 
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表Ⅳ-3-2(1) 原子力科学研究所外廃棄物の搬入量（平成 27 年度） 

（単位：m3） 

廃棄物区分 

事業者名 

合計 

公
益
財
団
法
人 

核
物
質
管
理
セ
ン
タ
ー 

東
海
保
障
措
置
セ
ン
タ
ー 

国
立
大
学
法
人 

東
京
大
学
大
学
院 

ニ
ュ
ー
ク
リ
ア
・
デ
ベ
ロ
ッ
プ
メ
ン
ト(

株)

(
株)

千
代
田
テ
ク
ノ
ル 

固
体 

β 

・ 

γ 

A-1 

可燃物 1.54 2.4 8.0 0.34 12.28 

フィルタ 0.46 － 4.952 － 5.412

雑固体 2.0 0.2 10.0 － 12.2 

A-2 

可燃物 － － － － － 

フィルタ － － － － － 

雑固体 － － － － － 

B-1 雑固体 － － － － － 

B-2 雑固体 － － － － － 

α 
A-1 雑固体 2.8 － － － 2.8 

B-2 雑固体 － － － － － 

液
体 

β 

・ 

γ 

A 未満 無機 － － － － － 

A 無機 － － 0.225 － 0.225

B-1 無機 － － － － － 

B-2 無機 － － － － － 

－：搬入実績なし 

廃棄物区分は、付録の表-A4 放射性廃棄物の区分基準を参照。 
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表Ⅳ-3-2(2) 原子力科学研究所外廃棄物の搬入量（平成 28 年度） 

（単位：m3） 

廃棄物区分 

事業者名 

合計 

公
益
財
団
法
人 

核
物
質
管
理
セ
ン
タ
ー 

東
海
保
障
措
置
セ
ン
タ
ー 

国
立
大
学
法
人 

東
京
大
学
大
学
院 

ニ
ュ
ー
ク
リ
ア
・
デ
ベ
ロ
ッ
プ
メ
ン
ト(

株)

(
株)

千
代
田
テ
ク
ノ
ル 

固
体 

β 

・ 

γ 

A-1 

可燃物 1.6 － 3.0 0.4 5.0 

フィルタ － － 4.676 － 4.676

雑固体 0.8 － 4.0 － 4.8 

A-2 

可燃物 － － － － － 

フィルタ － － － － － 

雑固体 － － － － － 

B-1 雑固体 － － － － － 

B-2 雑固体 － － － － － 

α 
A-1 雑固体 1.2 － － － 1.2 

B-2 雑固体 － － － － － 

液
体 

β 

・ 

γ 

A 未満 無機 － － － － － 

A 無機 － － 0.750 － 0.750

B-1 無機 － － － － － 

B-2 無機 － － － － － 

－：搬入実績なし 

廃棄物区分は、付録の表-A4 放射性廃棄物の区分基準を参照。 
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3.2.2 廃棄物の処理 

廃棄物処理場に搬入した固体廃棄物は、放射能濃度や性状等に応じて、焼却処理又は解体処理

等の減容処理を施した後、保管廃棄した。また、減容処理が困難な廃棄物は直接、保管廃棄した。

液体廃棄物については、放射能濃度や性状等に応じて、希釈処理又は蒸発処理した。蒸発処理で

生じた濃縮廃液は、セメント固化又はアスファルト固化して、固体廃棄物として保管廃棄した。

平成 27 年度及び平成 28 年度における放射性固体廃棄物と放射性液体廃棄物の処理状況を表Ⅳ

-3-3(1)～(2)と表Ⅳ-3-4(1)～(2)にそれぞれ示す。 
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表Ⅳ-3-3(1) 放射性固体廃棄物の処理状況（平成 27 年度） 

（単位：m3） 

 処理装置 
直接保管

焼却処理設備高圧圧縮装置
固体廃棄物
処理設備・Ⅱ

解体室 

稼働日数 84 (0)*1 35 19 (0)*1 177  

施設

区分 
レベル区分 性状区分      

原
科
研
内 

β 

・ 

γ 

A-1 

可燃物 244.400 － － － 113.2 

フィルタ － － － 28.6 － 

雑固体 － 14.4 － 134.0 196.751 

A-2 

可燃物 － － － － 0.6 

フィルタ － － － － － 

雑固体 － － － － 3.0 

B-1 雑固体 － － 1.38 － 1.0 

B-2 雑固体 － － － － 1.0 

小計 244.400 14.4 1.38 162.6 315.551 

原
科
研
外 

β 

・ 

γ 

A-1 

可燃物 － － － － 8.0 

フィルタ － － － 5.4*3 － 

雑固体 － 6.4*2 － － 12.2 

A-2 

可燃物 － － － －  

フィルタ － － － － － 

雑固体 － － － － － 

B-1 雑固体 － － － － － 

B-2 雑固体 － － － － － 

小計 － 6.4 － 5.4 20.2 

合計 244.400 20.8 1.38 168.0 335.751 

－：処理実績なし 

廃棄物区分は、付録の表-A4 放射性廃棄物の区分基準を参照。 

*1 括弧内は原科研外分の稼動日数(内数) 

*2 日本原子力発電株式会社 

*3 公益財団法人 核物質管理センター東海保障措置センター0.5m3、ニュークリア・デベロップ

メント（株）4.9m3 
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3.2.2 廃棄物の処理 

廃棄物処理場に搬入した固体廃棄物は、放射能濃度や性状等に応じて、焼却処理又は解体処理

等の減容処理を施した後、保管廃棄した。また、減容処理が困難な廃棄物は直接、保管廃棄した。

液体廃棄物については、放射能濃度や性状等に応じて、希釈処理又は蒸発処理した。蒸発処理で

生じた濃縮廃液は、セメント固化又はアスファルト固化して、固体廃棄物として保管廃棄した。

平成 27 年度及び平成 28 年度における放射性固体廃棄物と放射性液体廃棄物の処理状況を表Ⅳ

-3-3(1)～(2)と表Ⅳ-3-4(1)～(2)にそれぞれ示す。 
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表Ⅳ-3-3(2) 放射性固体廃棄物の処理状況（平成 28 年度） 

（単位：m3） 

 処理装置 
直接保管

焼却処理設備高圧圧縮装置
固体廃棄物
処理設備・Ⅱ

解体室 

稼働日数 0 (0)*1 41 9 (0)*1 162  

施設

区分 
レベル区分 性状区分      

原
科
研
内 

β 

・ 

γ 

A-1 

可燃物 － － － － 289.0 

フィルタ － － － 9.3 － 

雑固体 － 26.4 － 147.0 38.175

A-2 

可燃物 － － － － － 

フィルタ － － － － － 

雑固体 － － － － 1.6 

B-1 雑固体 － － 0.81 － 0.6 

B-2 雑固体 － － － － 3.0 

小計 － 26.4 0.81 156.3 332.375 

原
科
研
外 

β 

・ 

γ 

A-1 

可燃物 － － － － 5.0 

フィルタ － － － 4.7*3 － 

雑固体 － 3.2*2 － － 4.8 

A-2 

可燃物 － － － － － 

フィルタ － － － － － 

雑固体 － － － － － 

B-1 雑固体 － － － － － 

B-2 雑固体 － － － － － 

小計 － 3.2 － 4.7 9.8 

合計 － 29.6 0.81 161.0 342.175 

－：処理実績なし 

廃棄物区分は、付録の表-A4 放射性廃棄物の区分基準を参照。 

*1 括弧内は原科研外分の稼動日数(内数) 

*2 日本原子力発電株式会社 

*3 ニュークリア・デベロップメント（株） 
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表Ⅳ-3-4(1) 放射性液体廃棄物の処理状況（平成 27 年度） 

（単位：m3） 

 

処理装置 

排水貯留ポンド 

（希釈処理） 
蒸発処理装置・Ⅰ 蒸発処理装置・Ⅱ

稼働日数 36 
11 

 (2)*1 
10 

施設 

区分 
レベル区分 性状区分    

原
科

研
内
(
β
･
γ
)
 

A 未満 無機 109.20 40.50 － 

A 無機 39.00 30.70 － 

B-1 無機  18.50 16.304 

B-2 無機   － 

小計 148.20 89.70 16.304 

原
科

研
外

(
β
･
γ

)
 

A 未満 無機 － 0.10*2 － 

A 無機 － 0.20*2 － 

B-1 無機  0.20*2 － 

B-2 無機   － 

小計 － 0.50 － 

合計 148.20 90.20 16.304 

－：処理実績なし 

廃棄物区分は、付録の表-A4 放射性廃棄物の区分基準を参照。 

*1 括弧内は原科研外分の稼動日数(内数) 

*2 ニュークリア・デベロップメント（株） 
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表Ⅳ-3-3(2) 放射性固体廃棄物の処理状況（平成 28 年度） 

（単位：m3） 

 処理装置 
直接保管

焼却処理設備高圧圧縮装置
固体廃棄物
処理設備・Ⅱ

解体室 

稼働日数 0 (0)*1 41 9 (0)*1 162  

施設

区分 
レベル区分 性状区分      

原
科
研
内 

β 

・ 

γ 

A-1 

可燃物 － － － － 289.0 

フィルタ － － － 9.3 － 

雑固体 － 26.4 － 147.0 38.175

A-2 

可燃物 － － － － － 

フィルタ － － － － － 

雑固体 － － － － 1.6 

B-1 雑固体 － － 0.81 － 0.6 

B-2 雑固体 － － － － 3.0 

小計 － 26.4 0.81 156.3 332.375 

原
科
研
外 

β 

・ 

γ 

A-1 

可燃物 － － － － 5.0 

フィルタ － － － 4.7*3 － 

雑固体 － 3.2*2 － － 4.8 

A-2 

可燃物 － － － － － 

フィルタ － － － － － 

雑固体 － － － － － 

B-1 雑固体 － － － － － 

B-2 雑固体 － － － － － 

小計 － 3.2 － 4.7 9.8 

合計 － 29.6 0.81 161.0 342.175 

－：処理実績なし 

廃棄物区分は、付録の表-A4 放射性廃棄物の区分基準を参照。 

*1 括弧内は原科研外分の稼動日数(内数) 

*2 日本原子力発電株式会社 

*3 ニュークリア・デベロップメント（株） 
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表Ⅳ-3-4(2) 放射性液体廃棄物の処理状況（平成 28 年度） 

（単位：m3） 

 

処理装置 

排水貯留ポンド 

（希釈処理） 
蒸発処理装置・Ⅰ 蒸発処理装置・Ⅱ

稼働日数 12 
17 

 (4)*1) 
9 

施設 

区分 
レベル区分 性状区分    

原
科

研
内
(
β
･
γ
)
 

A 未満 無機 40.00 58.60 － 

A 無機 38.00 28.20 － 

B-1 無機  30.80 16.100 

B-2 無機   － 

小計 78.00 117.60 16.100 

原
科

研
外

(
β
･
γ

)
 

A 未満 無機 － 2.70*2) － 

A 無機 － 0.10*2) － 

B-1 無機  0.04*2) － 

B-2 無機   － 

小計 － 2.84 － 

合計 78.00 120.44 16.100 

－：処理実績なし 

廃棄物区分は、付録の表-A4 放射性廃棄物の区分基準を参照。 

*1)括弧内は原科研外分の稼動日数(内数) 

*2)ニュークリア・デベロップメント（株） 
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3.2.3 保管量 

平成 27 年度及び平成 28 年度における種類別の保管廃棄数量を表Ⅳ-3-5(1)～(2)に示す。 

平成 27 年度の保管廃棄の総量は 200L ドラム缶に換算して 2,612 本、平成 28 年度の保管廃棄の

総量は 200L ドラム缶に換算して 2,561 本であった。 

一方、平成 25 年度から開始した公益社団法人日本アイソトープ協会への放射性廃棄物の返還を

継続し、平成 27 年度は 1,144 本、平成 28 年度は 1,232 本を返還した。さらに解体分別保管棟及

び減容処理棟での処理のために、平成 27 年度は 453 本、平成 28 年度は 1,077 本を保管廃棄施設

から取り出した。 

その結果、保管廃棄施設における累積保管量は平成 27 年度 128,559 本、平成 28 年度 128,811

本となった。 

表Ⅳ-3-5(1) 保管廃棄数量（平成 27 年度） 

廃棄物区分 
β・γ α 

合計 
A-1 A-2 B-１ B-2 A-1 B-2 

直
接
保
管
体 

可燃物 
606 本 

（121.2m3）

3 本 

（0.6m3）

    609 本 

（121.8m3）

フィルタ － － 
    

－ 

雑固体 
1,045 本 

（208.951m3）

15 本 

（3.0m3）

5 本 

（1.0m3）

5 本 

（1.0m3）

23 本 

（4.6m3） 

7 本 

（1.446m3）

1,100 本 

（219.997m3）

処
理
済
保
管
体 

焼却灰 
27 本 

（5.4m3） 
－ 

    27 本 

（5.4m3）

セメント 

固化体 

28 本 

（5.6m3） 
－ 

    28 本 

（5.6m3）

高線量 

固化体 

80 本 

（16.0m3） 

5 本 

（1.0m3）

    85 本 

（17.0m3）

アスファルト 

固化体 
－ 

2 本 

（0.4m3）

    2 本 

（0.4m3）

高圧 

圧縮体 

39 本 

（7.8m3） 
－ 

    39 本 

（7.8m3）

分別済 

保管体 

711 本 

（142.2m3）
－ 

    711 本 

（142.2m3）

再パッケージ 
4 本 

（0.88m3） 

7 本 

（1.3m3）
－ － － － 

11 本 

（2.18m3）

合計 
2,540 本 

（508.031m3）

32 本 

（6.3m3）

5 本 

（1.0m3）

5 本 

（1.0m3）

23 本 

（4.6m3） 

7 本 

（1.446m3）

2,612 本 

（522.377m3）

200L ドラム缶換算本数 

括弧内は容積 

廃棄物区分は、付録の表-A4 放射性廃棄物の区分基準を参照。 
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表Ⅳ-3-4(2) 放射性液体廃棄物の処理状況（平成 28 年度） 

（単位：m3） 

 

処理装置 

排水貯留ポンド 

（希釈処理） 
蒸発処理装置・Ⅰ 蒸発処理装置・Ⅱ

稼働日数 12 
17 

 (4)*1) 
9 

施設 

区分 
レベル区分 性状区分    

原
科

研
内
(
β
･
γ
)
 

A 未満 無機 40.00 58.60 － 

A 無機 38.00 28.20 － 

B-1 無機  30.80 16.100 

B-2 無機   － 

小計 78.00 117.60 16.100 

原
科

研
外

(
β
･
γ

)
 

A 未満 無機 － 2.70*2) － 

A 無機 － 0.10*2) － 

B-1 無機  0.04*2) － 

B-2 無機   － 

小計 － 2.84 － 

合計 78.00 120.44 16.100 

－：処理実績なし 

廃棄物区分は、付録の表-A4 放射性廃棄物の区分基準を参照。 

*1)括弧内は原科研外分の稼動日数(内数) 

*2)ニュークリア・デベロップメント（株） 
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表Ⅳ-3-5(2) 保管廃棄数量（平成 28 年度） 

廃棄物区分 
β・γ α 

合計 
A-1 A-2 B-１ B-2 A-1 B-2 

直
接
保
管
体 

可燃物 
1,470 本 

（294.0m3）
－ 

    1,470 本 

（294.0m3）

フィルタ － － 
    

－ 

雑固体 
215 本 

（42.975m3）

8 本 

（1.6m3）

3 本 

（0.6m3）

15 本 

（3.0m3）

12 本 

（2.42m3）

1 本 

（0.087m3）

254 本 

（50.682m3）

処
理
済
保
管
体 

焼却灰 
2 本 

（0.4m3） 
－ 

    2 本 

（0.4m3）

セメント 

固化体 

14 本 

（2.8m3） 
－ 

    14 本 

（2.8m3）

高線量 

固化体 

67 本 

（13.4m3）

6 本 

（1.2m3）

    73 本 

（14.6m3）

アスファルト 

固化体 

4 本 

（0.8m3） 
－ 

    4 本 

（0.8m3）

高圧 

圧縮体 

36 本 

（7.2m3） 
－ 

    36 本 

（7.2m3）

分別済 

保管体 

701 本 

（140.2m3）
－ 

    701 本 

（140.2m3）

再パッケージ 
3 本 

（0.51m3）

4 本 

（0.79m3）
－ － － － 

7 本 

（1.30m3）

合計 
2,512 本 

（502.285m3）

18 本 

（3.59m3）

3 本 

（0.6m3）

15 本 

（3.0m3）

12 本 

（2.42m3）

1 本 

（0.087m3）

2,561 本 

（511.982m3）

200L ドラム缶換算本数 

廃棄物区分は、付録の表-A4 放射性廃棄物の区分基準を参照。            弧内は容積 

 

3.2.4 衣料除染 

作業衣、実験着、帽子及び靴下の 4 品目の合計数で、平成 27 年度は 135,889 点、平成 28 年度

は 122,426 点の除染を行った。 

 

3.3 クリアランス 

第 2 保管廃棄施設内の保管廃棄施設・NL に保管廃棄していた旧 JRR-3 の改造工事に伴って発生

したコンクリート（約 4,000t）に対するクリアランス作業は、平成 26 年度末までに全てのクリ

アランス作業を完了している。 

クリアランスしたコンクリートは、再利用を行うため、資源化加工及び品質試験を行いコンク

リート再生砕石（RC40 材）としての品質を満足していることを確認した。品質試験を受けたコン
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クリートは、平成 27 年度末までに、原科研内での東日本大震災の復旧工事（施設廻り陥没部復旧

等）、駐車場整備等の路盤材、建物基礎下部に使用する基礎下地や建物撤去跡地への埋戻し材等に

約 3,800t を使用し、再資源化したコンクリートの再利用は全て終了した。 

クリアランス作業により、保管廃棄施設・NL に 200L ドラム缶換算で約 12,000 本の保管スペー

スを確保し、保管廃棄施設の逼迫回避に大きく貢献した。 

 

3.4 保管体の再配置作業 

平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災においては、環境への放射性物質・放射線の放出

はなかったものの、バックエンド技術部が所掌する施設を含め、原科研の多数の施設が被害を受

けた。 

特に、倉庫型の保管廃棄施設である廃棄物保管棟・Ⅰ、廃棄物保管棟・Ⅱ及び解体分別保管棟

では、ドラム缶等を積載したパレットを最大 4 段積みにしており、パレットの横滑りにより、保

管体が斜めに傾いて折り重なり（以下「荷崩れ」という。）、床に落下する等の被害が生じた。そ

の数は、200L ドラム缶で約 40,000 本、コンクリートブロック体で約 1,100 体、角型鋼製容器で

約 2,300 個にも及んだ。このため、平成 23 年度より保管体の再配置作業を進めてきた。 

平成 27 年度には、第 2四半期までに、全ての保管体の再配置作業を終了し、約 4 年半わたる再

配置作業を無事故で完了した。同作業の際には、より安全を強化するため、解体分別保管棟にお

いては、隣接するパレット同士の連結ピンの一部をボルトナットへ変更した。また、廃棄物保管

棟・Ⅰ及び廃棄物保管棟・Ⅱにおいては、保管体の荷崩れ等を防止するため、隣接するパレット

を連結金具により連結した。これら倉庫型の保管廃棄施設においては、最上部のパレットに積載

しているドラム缶（通常 4 本）の荷崩れ等を防止するため、これらのドラム缶を荷締め機を使用

し、ベルトで結束させた。 

 

3.5 保管廃棄施設・M-2内の滞留水及び保管体への対応 

平成 19 年度に実施した安全確認点検調査に基づき、平成 20 年度に半地下ピット式保管廃棄施

設の滞留水の確認調査を実施したところ、保管廃棄施設・M-2（以下「H 型ピット」という。）の

保管孔 40 孔に滞留水を確認した。本確認結果を受け、平成 21 年 9 月、「半地下ピット式保管廃棄

施設の滞留水の確認調査報告書」（以下「滞留水報告書」という。）に調査結果を取りまとめると

ともに、今後の対応計画を定め、茨城県及び東海村に報告した。 

滞留水報告書に定めた対応計画に基づき、平成 21 年度においては、滞留水に係る措置として、

滞留水を確認した 40 孔について滞留水の排出及び滞留水の点検と監視を開始した。平成 22 年度

からは、滞留水に係る措置を継続するとともに、根本的対策として滞留水を完全に排出できなか

った保管孔から放射性廃棄物入りの容器（以下「保管体」という。）の取出し作業を実施した。 

その結果、平成 28 年度までに、滞留水の排出によって 30 孔については滞留水を完全に排出す

ることができた。また、滞留水を完全に排出することができなかった 10 孔については、継続的に

保管体の取出し作業を実施し、平成 28 年度までに全ての保管体の取出しを完了した。保管体の取

り出し後には、当該保管孔の使用を停止した。滞留水を確認した 40 孔のうち、保管体を保管して

いる保管孔（16 孔）について、水位を確認した。その結果、滞留水の戻りは確認されなかったこ

とから、保管体が滞留水に浸水している状況は改善された。 
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表Ⅳ-3-5(2) 保管廃棄数量（平成 28 年度） 

廃棄物区分 
β・γ α 

合計 
A-1 A-2 B-１ B-2 A-1 B-2 

直
接
保
管
体 

可燃物 
1,470 本 

（294.0m3）
－ 

    1,470 本 

（294.0m3）

フィルタ － － 
    

－ 

雑固体 
215 本 

（42.975m3）

8 本 

（1.6m3）

3 本 

（0.6m3）

15 本 

（3.0m3）

12 本 

（2.42m3）

1 本 

（0.087m3）

254 本 

（50.682m3）

処
理
済
保
管
体 

焼却灰 
2 本 

（0.4m3） 
－ 

    2 本 

（0.4m3）

セメント 

固化体 

14 本 

（2.8m3） 
－ 

    14 本 

（2.8m3）

高線量 

固化体 

67 本 

（13.4m3）

6 本 

（1.2m3）

    73 本 

（14.6m3）

アスファルト 

固化体 

4 本 

（0.8m3） 
－ 

    4 本 

（0.8m3）

高圧 

圧縮体 

36 本 

（7.2m3） 
－ 

    36 本 

（7.2m3）

分別済 

保管体 

701 本 

（140.2m3）
－ 

    701 本 

（140.2m3）

再パッケージ 
3 本 

（0.51m3）

4 本 

（0.79m3）
－ － － － 

7 本 

（1.30m3）

合計 
2,512 本 

（502.285m3）

18 本 

（3.59m3）

3 本 

（0.6m3）

15 本 

（3.0m3）

12 本 

（2.42m3）

1 本 

（0.087m3）

2,561 本 

（511.982m3）

200L ドラム缶換算本数 

廃棄物区分は、付録の表-A4 放射性廃棄物の区分基準を参照。            弧内は容積 

 

3.2.4 衣料除染 

作業衣、実験着、帽子及び靴下の 4 品目の合計数で、平成 27 年度は 135,889 点、平成 28 年度

は 122,426 点の除染を行った。 

 

3.3 クリアランス 

第 2 保管廃棄施設内の保管廃棄施設・NL に保管廃棄していた旧 JRR-3 の改造工事に伴って発生

したコンクリート（約 4,000t）に対するクリアランス作業は、平成 26 年度末までに全てのクリ

アランス作業を完了している。 

クリアランスしたコンクリートは、再利用を行うため、資源化加工及び品質試験を行いコンク

リート再生砕石（RC40 材）としての品質を満足していることを確認した。品質試験を受けたコン
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これにより、平成 28 年度までに、保管廃棄施設・M-2 において滞留水を確認した 40 孔に係る

対応は平成 28 年度ですべて完了した。 

 

3.6 埋設施設の維持管理 

3.6.1 埋設施設の保安活動 

動力試験炉（JPDR）の廃止措置に伴い発生した極低レベルコンクリート等廃棄物の浅地中トレ

ンチ処分について、保全段階における施設の維持管理を継続した。併せて、改正された核燃料物

質又は核燃料物質によって汚染された物の第二種廃棄物埋設の事業に関する規則（平成 25 年 12

月 18 日施行）（以下「第二種埋設規則」という。）に従い、廃棄物埋設地近傍における地下水中の

放射性物質濃度、地下水の水位の測定及び降雨量の記録の作成を継続した。なお、平成 27 年度及

び平成 28 年度の原子力規制庁による保安検査及び保安巡視において特記すべき指摘事項はなか

った。 

 

3.6.2 埋設施設の定期的な評価 

第二種埋設規則に基づき、埋設施設の定期的な評価として、下記の事項を平成27年度及び平成

28年度に実施した。 

・「日本原子力研究所東海研究所廃棄物埋設事業許可申請書」添付書類三～七の記載事項に係

る最新の技術的知見の調査 
・最新の技術的知見等を反映した、廃棄物に起因する一般公衆の被ばく線量評価 
・被ばく線量評価の結果を踏まえた、廃棄物埋設施設の保全のための追加措置の検討 
 
被ばく線量評価については、事業許可申請当時の審査指針（「放射性廃棄物埋設施設の安全審

査の基本的考え方（昭和63年3月17日原子力安全委員会決定）」）及び現行の審査指針（「第二種

廃棄物埋設施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則（平成25年原子力規制委員会規則第30

号）」）に基づく評価シナリオに対する線量評価を実施した。評価の結果、それぞれの審査指針

に基づく線量基準を十分に下回っていることを確認し、埋設施設の保全のために新たな措置を講

ずる必要はないと評価した。 

 

3.7 廃棄物の処分に向けた放射能データの収集整備 

研究施設等廃棄物の円滑な処分の実施に向けて、スケーリングファクタ法（SF 法）等の合理的

放射能評価手法を構築するための放射能分析を継続した。平成 27 年度及び平成 28 年度は、原子

炉系金属廃棄物のうち、試験研究炉である JRR-2 及び JRR-3 施設から発生した金属試料を対象と

して、安全評価上の重要核種として選定された 20 核種（H-3､C-14､Cl-36､Co-60､Ni-63､Sr-90､

Nb-94､Tc-99､Ag-108m､I-129､Cs-137､Eu-152､Eu-154､U-234､U-238､Pu-238､Pu-239､Pu-240､Am-241

及び Cm-244）の放射能分析を実施した。平成 26 年度までに実施した JPDR の金属試料の分析にお

いて実績のあるステンレス試料に加えて、分析実績のないアルミニウム試料や表面に亜鉛めっき

を施された炭素鋼試料を分析するため、試料前処理法や固相抽出条件等を検討し、分析フローを

改良した。これにより、これまでに分析実績のない材質の試料に対する放射能データが集積され、

放射能評価手法構築のためのデータ収集整備を進めることができた。 
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これにより、平成 28 年度までに、保管廃棄施設・M-2 において滞留水を確認した 40 孔に係る
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4 施設の廃止措置 

4.1 廃止措置施設と年次計画 

第 3 期中長期計画（平成 27 年度～平成 33 年度）における原科研の廃止措置計画を表Ⅳ-4-1 に

示す。平成 27 年度及び平成 28 年度は、液体処理場、再処理特別研究棟及びホットラボについて

廃止措置作業を進めた。新たにバックエンド技術部の所掌となった核融合炉物理実験棟（FNS）を

含む前記以外の施設については、廃止措置に関する申請の準備、施設の維持管理等を実施した。 

一方、平成 28 年 10 月には、原子力機構における原子力施設の運用計画を具体化した、「施設中

長期計画案」が示され、原子力機構の廃止措置は本計画に沿って実施していくこととなった。 

本項では、JRR-2、液体処理場、再処理特別研究棟、FNS、ホットラボ及び JRR-4 の廃止措置の

実施状況について記載する。 

表Ⅳ-4-1 原子力科学研究所の廃止措置対象施設と年次計画 

（第 3 期中長期計画） 

 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 

JRR-2 安全貯蔵

再処理特別研究棟 

（JRTF） 

H8～ 機器撤去

ホットラボ施設 H15～ 機器撤去 

ウラン濃縮研究棟 解体準備 維持管理 除染 

液体処理場 機器解体 

保障措置技術開発試験

室施設（SGL） 

維持管理

汚染除去場 維持管理   

核燃料倉庫 燃料処置 機器撤去

JRR-4     

TCA     

TRACY    

プルトニウム研究 1 棟 核燃料処置  

FNS  

年度施設名

廃止措置計画の準備・認可申請

廃止措置計画の準備・認可申請 機能停止等の処置 維持管理（冷却）

機能停止等の処置 維持管理（冷却）

除染・機器撤去

除染・機器撤去

核燃料処置、密閉措置廃止措置計画の準備・認可申請

除染・機器撤去核燃料処置
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4.2 年次計画に基づく廃止措置 

4.2.1 JRR-2 

平成 27 年度及び平成 28 年度における JRR-2 の廃止措置は、認可を受けた廃止措置計画に基づ

く解体工事の実施はなかったが、原子炉施設保安規定及び JRR-2 本体施設管理手引に基づく原子

炉本体等の残存施設の維持管理を実施した。また、原子力規制庁による保安検査及び保安巡視を

受け指摘事項等はなかった。 

 

4.2.2 液体処理場 

液体処理場は、放射性液体廃棄物の処理技術の開発を目的として昭和 33 年に建設され、原科研

の内外における放射性液体廃棄物の処理に多大な貢献をした施設である。本施設は、各設備の老

朽化に伴い、平成 15 年に運転を終了し、平成 22 年度から廃止措置作業に着手している。 

平成 22 年度に液体処理場の処理設備の一部である低レベル廃液貯槽 No.1～No.6 に接続されて

いる配管の切り離し及び点検用架台等の解体撤去を実施した。震災による 1 年間の中断を経て、

平成 24 年度は、廃液貯槽 No.1 の一括撤去用の移送治具を作製し、脚部を切り離して治具上に仮

置きした。平成 25 年度は、解体分別保管棟への移送方法及び移送経路を検討し、大型低床トレー

ラーにて解体分別保管棟に移送した。廃液貯槽 No.1 の移送に使用した移送治具は解体分別保管棟

内での移送・仮置きに用いられたため、平成 26 年度は、残りの低レベル廃液貯槽の撤去作業に向

け、新たな移送用治具を作製した。 

平成27年度及び平成28年度は、施設内に仮置きした低レベル廃液貯槽点検用架台等の解体物の

撤去に向けた物量調査及び養生措置を行った。 

 

4.2.3 再処理特別研究棟（JRTF） 

再処理特別研究棟では、核燃料物質使用施設の解体技術の確立に資するため、平成 8 年度から

解体実地試験を進めている。平成 27 年度及び平成 28 年度は、廃液長期貯蔵施設の廃液貯槽 LV-1

（以下「LV-1」という。）の胴部、下鏡部、冷却水ジャケット及び脚部の撤去を実施した。 

 

（1）廃液貯槽 LV-1 の解体 

LV-1 室内には、JRR-3 使用済燃料の再処理試験において発生した FP 含有廃液の貯留設備として

用いられた直径約 3,200mm、高さ約 3,900mm の縦型貯槽である LV-1 が設置されていた。平成 19

年度から同貯槽の解体準備作業を開始し、 

・平成 20 年度 ：LV-1 の残留廃液の回収 

・平成 21 年度 ：LV-1 室内の配管類の撤去 

・平成 22～23 年度 ：サンプリングセル等 LV-1 関連設備の撤去 

・平成 24 年度 ：LV-1 上部の開口作業、解体用グリーンハウスの設置 

・平成 25 年度 ：LV-1 内の底部中央の残渣の除去及び LV-1 内底部の除染 

・平成 26 年度 ：LV-1 内部配管の撤去、LV-1 内部の除染及び汚染固定、LV-1 上鏡部 

     及び胴部（一部）の撤去 

を実施した。 

平成 27 年度は、平成 26 年度の作業に引き続き、LV-1 の胴部及び下鏡部の撤去を実施した。切
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断作業に先立ち、切断における空気中放射能濃度の推移を測定するため、LV-1 内にダストサンプ

リング端を設置し、安全に配慮し、エアラインスーツで胴部及び下鏡部の切断を行った。測定の

結果、下鏡部の切断時に空気中放射能濃度の上昇が確認されため、下鏡部の切断については、エ

アラインスーツで行い、空気中放射能濃度の有意な上昇が確認されなかった胴部の切断について

は、装備を全面マスク及びタイベックスーツに切り替えることで、作業の効率化を図った。なお、

切断には電動工具（チップソー等）を用いた。 

平成 28 年度は、LV-1 冷却水ジャケット及び脚部の撤去を実施した。撤去作業に干渉する解体

用 GH を撤去した後、スミヤ法により汚染のないことを確認し、切断作業用足場の設置を行い、安

定した足場を確保した上で、電動工具（チップソー等）を用いて、切断を行った。なお、作業の

装備は全面マスク及びタイベックスーツにて実施した。 

 

4.2.4 FNS 

平成 28 年 4 月の量子科学技術研究開発機構（以下「量研機構」という。）発足に当たり、核融

合研究開発が量研機構に移管することとなったため、FNS の所管について協議し、その結果、量

研機構では FNS の使用予定がなく、また量研機構に移管する合理的な理由が無いことから原子力

機構の所管とすることとした。 

平成 28 年 4 月からは、廃止措置に向けて、バックエンド技術部が所掌することとなり、施設の

維持管理を行いながら廃止措置に向けての準備及び量研機構からの中性子源施設の廃止措置技術

に関する受託研究を実施した。 

 

4.2.5 ホットラボ 

ホットラボは、研究炉で照射された燃料・材料の照射後試験施設として昭和 36 年に建設され、

共同利用施設として研究所内外の利用に対応してきたが、原子力施設の整理統合のため、施設共

用を平成 14 年度に終了した。 

ホットラボの廃止措置は、平成 15 年度にセミホットセルの解体からスタートし、これまでに

20 基の鉛セルを解体した。現在は、ウランマグノックス用鉛セルの解体を実施しており、平成 27

年度は 4 基（No.7～No.10 セル）、平成 28 年度は 2 基（No.5,6 セル）の鉛セル本体部分の解体を

実施した。鉛セルの本体部分は、鋼材及び鉛ブロック等の遮蔽材で構成され、鋼材の重量は 1 ブ

ロックあたり約 2 トンを超えることから、グリーンハウス内に 2 基のチェーンブロックを設置す

るとともに、鋼材にはネジ穴を加工しアイボルトを取り付ける等の安全対策を行い、鋼材の解体

及びグリーンハウス外への運搬を行った。鉛ブロックの解体においては、小型の電動チェーンブ

ロックと専用の吊具を製作し作業の効率化を図った。また、鉛ブロック解体における安全対策と

して、鉛ブロックの崩壊を防止するため衝立を設置して作業を行った。 

鉛セル本体解体後に残存する重コンクリート製の基礎部については、汚染部分をペイント等に

よる塗り込め行うとともに、埋設された排水溝等の開口部は配管用キャップ等により閉止し汚染

の閉じ込めを行った。これらの残存部分については基礎部解体までの期間、定期的な外観検査及

び汚染検査により健全性を確認し管理する。 
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4.2.3 再処理特別研究棟（JRTF） 
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（1）廃液貯槽 LV-1 の解体 

LV-1 室内には、JRR-3 使用済燃料の再処理試験において発生した FP 含有廃液の貯留設備として

用いられた直径約 3,200mm、高さ約 3,900mm の縦型貯槽である LV-1 が設置されていた。平成 19
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を実施した。 
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4.2.6 JRR-4 

 JRR-4 は、原子力船「むつ」の遮蔽実験用原子炉として設置され、昭和 40 年 1 月に初臨界に達

し、同年 11 月から利用運転を開始した。その後、平成 10 年の改造を経て、ホウ素中性子捕捉療

法(BNCT)、放射化分析、半導体シリコンの照射、原子力技術者の養成等様々な分野の研究者に利

用されてきた。 

平成 25 年 9 月 26 に策定した「原子力機構改革計画」により廃止することが決定し、平成 27 年

12 月 25 日に廃止措置計画の認可申請を行った。平成 28 年度は、廃止措置認可申請の補正を行う

ため原子力規制庁とのヒアリングを行った。 
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5 工務に係る活動 

5.1 平成27年度  

5.1.1 施設の運転・保守 

特定施設等及びユーティリティ施設の運転保守を行い、各施設を安定に運転した。また、老朽

施設・設備等の改修、補修を行った。 

(1) 運転 

平成27年度は、JRR-3等の8原子炉施設、燃料試験施設等の9核燃料物質使用施設で、それぞれの

本体施設の年間計画に基づき特定施設を運転した。また、変電所、ボイラー、配水場等のユーテ

ィリティ施設を安定に運転した。 

 

(2) 保守 

平成27年度は、NSRR等の原子炉施設の特定施設において施設定期自主検査を行い原子炉等規制

法に基づく施設定期検査を受検した。また、燃料試験施設等の核燃料物質使用施設の特定施設で

は、施設定期自主検査を行い設備の機能を維持した。 

また、第3廃棄物処理棟等の18施設では、労働安全衛生法に基づく第一種圧力容器等の性能検

査に合格した。NSRR等の12施設では高圧ガス保安法に基づく冷凍高圧ガス製造施設の施設検査及

び保安検査に合格した。変電所では、所内全域を計画停電し電気工作物保安規程に基づく特別高

圧受変電設備等の定期点検を行い、設備の健全性を確認した。ボイラー並びに各施設に設置され

ているクレーンについては、労働安全衛生法に基づく性能検査に合格した。 
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4.2.6 JRR-4 

 JRR-4 は、原子力船「むつ」の遮蔽実験用原子炉として設置され、昭和 40 年 1 月に初臨界に達

し、同年 11 月から利用運転を開始した。その後、平成 10 年の改造を経て、ホウ素中性子捕捉療

法(BNCT)、放射化分析、半導体シリコンの照射、原子力技術者の養成等様々な分野の研究者に利

用されてきた。 

平成 25 年 9 月 26 に策定した「原子力機構改革計画」により廃止することが決定し、平成 27 年

12 月 25 日に廃止措置計画の認可申請を行った。平成 28 年度は、廃止措置認可申請の補正を行う

ため原子力規制庁とのヒアリングを行った。 
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5.1.2 営繕・保全業務  

平成 27 年度の施設の営繕・保全に関する処理件数は、460 件でその実績状況を表Ⅳ-5-1 に示

す。 

(1) 営繕業務 

平成 27 年度は、研究施設、ユーティリティ施設及び機械室設備について高経年化設備機器の

更新の他維持、解体撤去に取組んだ。 

高経年化対策では、中央変電所コンデンサ設置工事、再処理特研給気第 2 系統空調機ダクト更

新工事等を実施した。研究施設の維持においては、燃料試験施設試験棟屋上防水補修工事、情報

交流棟南ウィング西側他外壁補修工事等を実施した。その他、使用目的を終えた第 1・第 2ボイ

ラー重油タンク撤去工事及び WASTEF コールド実験室建家解体工事を実施した。 

また、核物質防護における立入制限区域への出入管理に関する強化と対策のため、対象施設に

周辺フェンス設置工事を実施した。 

さらに、平成 26 年度に引き続き国道 245 号拡幅工事計画に関連した原科研敷地境界周辺整備

工事に係る契約手続きを行った。 

 

(2) 保全業務 

電気工作物保安規程・規則に基づいて、特高受電所他受変電設備点検作業、リニアック変電所

受変電設備点検作業を実施するとともに、｢非常用発電設備｣｢冷房設備｣｢空調設備｣｢空気圧縮設

備｣の精密点検を実施した。これらの関連施設における機械室設備及びユーティリティ設備の保全

件数は、96 件であった。 

また、法令等に基づく点検では昇降設備の点検、防災監視システム点検整備作業等を実施した。 

 

(3) 営繕・保全業務の処理件数 

 平成 27 年度の処理件数及び金額は、工事が 364 件 654,784 千円、役務が 96 件 394,804 千円で

合計 460 件 1,049,588 千円であった。工事種目毎の内訳を表Ⅳ-5-1 に示す。 

   

表Ⅳ-5-1 建築工事等の処理件数及び金額 

区  分 
工  事 役  務 合  計 

件数 金額(千円) 件数 金額(千円) 件数 金額(千円)

建築工事 68 385,421 9 20,765 77 406,186

電気工事 154 124,490 38 210,569 192 335,059

機械工事 142 144,873 49 163,470 191 308,343

合  計 364 654,784 96 394,804 460 1,049,588

 

JAEA-Review 2021-006

- 140 -



 JAEA-Review-2021-006 

- 141 - 

5.1.3 工作業務  

部門、拠点等からのモノづくりの依頼に応じて、機械工作及び電子工作を実施するとともに、

関連する技術支援と技術開発を進めた。 

(1) 機械工作 

研究用装置・機器の設計・製作及び原子炉照射キャプセルの維持管理を進めるとともに、関連

する技術支援と技術開発を行った。 

ア.研究用装置・機器の設計・製作 

CAD による詳細設計及び研究者のニーズに合わせた研究用装置・機器の製作(内作又は外注)

を行った。主な製作品はプラズマ風洞を用いた同位体比分析法の開発を行うための超音速のプ

ラズマジェットを生成する装置の部品である｢アークジェット｣(放射性廃棄物管理第 1 課)、タ

ンデム加速器の発電用高電圧部分に電力を供給するための動力伝達シャフト装置の一部とし

て使用する｢シャフト軸受マウント｣(加速器管理課)、ホットセルにおいて破壊靭性試験に使用

する｢0.5T-CT 用治具｣(材料・水化学研究グループ)等である。また、主な技術協力としては、

福島第一原子力発電所で作業を行っている作業者の被ばく評価を行うための人体を模擬した

｢アクリル製ファントム｣(放射線計測技術課)や原子炉事故時圧力容器下部プレナムに蓄積さ

れる溶融物内部に形成された狭隘流路における伝熱性能に関する研究を行うために製作する

｢ミニチャンネル試験体の設計｣及び｢積算用図面｣(熱流動技術開発グループ)の作成を行った。 

内部工作については、依頼元からの緊急の要求に対応したサービスを進め、実験中の部品の

加工や修理等を行った。主な製作品は、｢鉛コリメータ｣(レーザーコンプトンガンマ線研究グ

ループ)、｢マノメータ支持台｣及び｢センサブラケット｣(ホット使用施設管理課)等である。そ

の他、｢熱電対先端の溶接｣、｢燃料取扱作業台の改造｣及び｢ジルカロイ試料溶接部のエックス

線撮影｣(燃料安全研究グループ)等も行った。 

 

イ.原子炉照射キャプセルの改造・補修及び維持管理 

新規制基準の施行に伴い、JMTR 照射用キャプセルについて耐震評価が行われ、照射予定の

キャプセル(規制庁受託)の設計にその結果を反映することになった。平成 27 年度は JMTR 保管

中の照射脆化評価用キャプセル 2体について新規制基準に対応するため、最大応力がかかるレ

ジューサ部の改造を実施した。また、キャプセルの計装線の一部に絶縁不良が確認された上記

改造キャプセル 2 体及び大型破壊靭性試験片照射用キャプセル 2 体の計 4 体について、絶縁回

復のための補修を実施した。 

原子炉照射キャプセルの維持管理としては、平成 27 年度に改造及び補修の完了したキャプ

セルを含めた 9 体のキャプセルについて、計装線が絶縁不良とならないよう工作技術課におい

て温湿度の管理された部屋に保管し、週 2 回の絶縁抵抗測定を実施する等、良好な状態の維持

に努めた。 

照射脆化評価用キャプセルのレジューサ部を図Ⅳ-5-1 に、照射脆化評価用キャプセルのレ

ジューサ部改造作業を図Ⅳ-5-2 に示す。 

 

ウ.技術指導 

原子力人材育成センターからの依頼により、国際原子力安全交流対策事業としての海外講師
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5.1.2 営繕・保全業務  

平成 27 年度の施設の営繕・保全に関する処理件数は、460 件でその実績状況を表Ⅳ-5-1 に示

す。 

(1) 営繕業務 

平成 27 年度は、研究施設、ユーティリティ施設及び機械室設備について高経年化設備機器の

更新の他維持、解体撤去に取組んだ。 

高経年化対策では、中央変電所コンデンサ設置工事、再処理特研給気第 2 系統空調機ダクト更

新工事等を実施した。研究施設の維持においては、燃料試験施設試験棟屋上防水補修工事、情報

交流棟南ウィング西側他外壁補修工事等を実施した。その他、使用目的を終えた第 1・第 2ボイ

ラー重油タンク撤去工事及び WASTEF コールド実験室建家解体工事を実施した。 

また、核物質防護における立入制限区域への出入管理に関する強化と対策のため、対象施設に

周辺フェンス設置工事を実施した。 

さらに、平成 26 年度に引き続き国道 245 号拡幅工事計画に関連した原科研敷地境界周辺整備

工事に係る契約手続きを行った。 

 

(2) 保全業務 

電気工作物保安規程・規則に基づいて、特高受電所他受変電設備点検作業、リニアック変電所

受変電設備点検作業を実施するとともに、｢非常用発電設備｣｢冷房設備｣｢空調設備｣｢空気圧縮設

備｣の精密点検を実施した。これらの関連施設における機械室設備及びユーティリティ設備の保全

件数は、96 件であった。 

また、法令等に基づく点検では昇降設備の点検、防災監視システム点検整備作業等を実施した。 
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 平成 27 年度の処理件数及び金額は、工事が 364 件 654,784 千円、役務が 96 件 394,804 千円で

合計 460 件 1,049,588 千円であった。工事種目毎の内訳を表Ⅳ-5-1 に示す。 

   

表Ⅳ-5-1 建築工事等の処理件数及び金額 

区  分 
工  事 役  務 合  計 

件数 金額(千円) 件数 金額(千円) 件数 金額(千円)

建築工事 68 385,421 9 20,765 77 406,186

電気工事 154 124,490 38 210,569 192 335,059

機械工事 142 144,873 49 163,470 191 308,343

合  計 364 654,784 96 394,804 460 1,049,588
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育成研修及び東京大学原子力専攻(専門職大学院)の実習において、非破壊検査｢放射線透過試

験｣に関する講義及び実習指導を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅳ-5-1 照射脆化評価用キャプセルのレジューサ部 

 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅳ-5-2 照射脆化評価用キャプセルのレジューサ部改造作業 

 

エ.機械工作の受付件数 

平成 27 年度の機械工作の受付件数は 285 件である(表Ⅳ-5-2 参照)。 
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表Ⅳ-5-2 機械工作の受付件数（平成 27 年度） 

              工作種別 

依頼元(拠点・部門) 

一般工作 キャプセル 内部工作 拠点・部門

件数 件数(体数) 件数 合計件数

J-PARC センター 1 －  104 105 

量子ビーム応用研究センター － －  22 22 

先端基礎研究センター － －  30 30 

大洗 照射試験炉センター － 14 (5)  5 19 

原子力基礎工学研究センター 1 －  32 33 

安全研究センター 2 －  10 12 

工務技術部 － －  13 13 

研究炉加速器管理部 1 －  8 9 

福島技術開発試験部 1 －  15 16 

核融合研究開発部門 － －  5 5 

保安管理部 － －  1 1 

核不拡散・核セキュリティ総合支援センター － －  1 1 

研究連携成果展開部 － －  1 1 

放射線管理部 1 －  5 6 

バックエンド技術部 1 －  1 2 

原子力人材育成センター － －  5 5 

原子力水素・熱利用研究センター － －  1 1 

原子力エネルギー基盤連携センター － －  1 1 

研究連携成果展開部 － －  1 1 

安全研究センター － －  2 2 

工作種別合計 8 14 (5) 263 285 

 

(2) 電子工作 

研究用電子機器・装置の設計・製作を継続的に行うとともに、引き続き JRR-3 核計装及び各種

プロセス計装設備の更新に係る技術協力を進めた。技術開発においては、J-PARC で利用するシ

ンチレータ型検出器用の中性子実験装置に用いる中性子の入射位置を特定するための信号処理

回路ユニットの開発を進めた。また、原科研の核物質防護(PP)監視装置の技術管理では、PP 監

視装置の日常点検、故障時の緊急対応及び高経年化対策として設備の更新整備等を実施した。 

ア.制作した主な電子機器・装置及び修理業務 

J-PARC 中性子基盤セクションと共同で｢たんぱく質専用中性子単結晶回折装置｣の開発を進

めており、実機として用いるための信号処理回路ユニットの開発を行った。開発にあたっては

コスト削減のため、開発済みで稼動実績のある BIX-P2 用信号処理回路ユニットをベースに用
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育成研修及び東京大学原子力専攻(専門職大学院)の実習において、非破壊検査｢放射線透過試

験｣に関する講義及び実習指導を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅳ-5-1 照射脆化評価用キャプセルのレジューサ部 

 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅳ-5-2 照射脆化評価用キャプセルのレジューサ部改造作業 

 

エ.機械工作の受付件数 

平成 27 年度の機械工作の受付件数は 285 件である(表Ⅳ-5-2 参照)。 
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いて｢たんぱく質専用中性子単結晶回折装置｣用にリメイク（図Ⅳ-5-3 参照）した。本ユニッ

トは｢たんぱく質専用中性子単結晶回折装置｣に組み込んで使用するため、構造上ケーブル配線

時における利便性等を考慮し、従来と比べて本体厚みを 16mm サイズアップして 116mm にする

事でアクセスを容易にするとともに、入力信号コネクタ部を 256ch/一面とし、これを二面に

配して(X)256ch×(Y)256ch の 2 次元入力構造とした。実機レベルの｢たんぱく質専用中性子単

結晶回折装置｣に組み込んで評価試験を実施し、信号処理部の調整及び改良を進めて行くこと

とした。 

修理業務については、放射線計測用標準(NIM)モジュールを中心に修理・点検・調整等を進

めた。また、即応工作では、セパレータ放電検知回路の製作の他、研究に必要な多数の特殊ケ

ーブル製作、電子回路を組込んだ実験機器の製作等を行った。 

  

図Ⅳ-5-3 信号処理回路ユニット 
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平成 27 年度の電子工作の受付件数は 107 件である(表Ⅳ-5-3 参照)。 

 

表Ⅳ-5-3 電子工作の受付件数（平成 27 年度） 

                       工作種別

依頼元(拠点・部門) 

一般工作 修理・調整 拠点・部門

件数 件数 合計件数 

J-PARC センター 28 4 32 

量子ビーム応用研究センター 2 2 4 

先端基礎研究センター 5 － 5 

大洗 照射試験炉センター － － － 

原子力基礎工学研究センター 4 6 10 

安全研究センター － 6 6 

工務技術部 － － － 

研究炉加速器管理部 5 2 7 

福島技術開発試験部 11 － 11 

核融合研究開発部門 － 2 2 

保安管理部 4 － 4 

核不拡散・核セキュリティ総合支援センター 1 － 1 

放射線管理部 － － － 

バックエンド技術部 － － － 

原子力人材育成センター － 25 25 

工作種別合計 60 47 107 

 

イ.核物質防護監視装置の技術支援 

核物質防護規定で定められる定期点検を確実に実施するとともに、機器故障時の保守等を実

施し健全な設備の維持に努めた。設備の高経年化対策としては、ホットラボ施設のシャッター

センサの更新の他、NUCEF 施設屋外監視カメラの架台更新等を実施した。 

 

ウ.技術指導 

原子力人材育成センターからの依頼により、文部科学省の受託事業である放射線利用技術等

国際交流(講師育成)に協力し、現地スタッフへ環境放射線モニタリング装置等に用いられてい

る電離箱型放射線検出器の基本動作及び初段部の電子回路の基礎となる｢微小電流-電圧変換

増幅器｣に関する技術指導を、講義と実験を交えて実施した。 

 

エ.技術開発と技術支援 

研究用原子炉(JRR-3)核計装更新に係る技術支援において、線形出力計用テスト信号発生器

の製作を行った。製作を進めるに当たり、回路の初段部で使用する予定であった演算増幅素子
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いて｢たんぱく質専用中性子単結晶回折装置｣用にリメイク（図Ⅳ-5-3 参照）した。本ユニッ

トは｢たんぱく質専用中性子単結晶回折装置｣に組み込んで使用するため、構造上ケーブル配線

時における利便性等を考慮し、従来と比べて本体厚みを 16mm サイズアップして 116mm にする

事でアクセスを容易にするとともに、入力信号コネクタ部を 256ch/一面とし、これを二面に

配して(X)256ch×(Y)256ch の 2 次元入力構造とした。実機レベルの｢たんぱく質専用中性子単

結晶回折装置｣に組み込んで評価試験を実施し、信号処理部の調整及び改良を進めて行くこと

とした。 

修理業務については、放射線計測用標準(NIM)モジュールを中心に修理・点検・調整等を進

めた。また、即応工作では、セパレータ放電検知回路の製作の他、研究に必要な多数の特殊ケ

ーブル製作、電子回路を組込んだ実験機器の製作等を行った。 

  

図Ⅳ-5-3 信号処理回路ユニット 
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及びレンジ切り替え用高絶縁型ロータリースイッチが製造中止となったことから、演算増幅器

を代替品に、また高絶縁型ロータリースイッチを高絶縁型リレーに置き換えるとともに、大幅

な回路変更を伴ってテスト信号発生器を完成させた。完成した当該機は JRR-3 の制御盤に設置

し性能試験を行い、実用上問題ないことを確認した。起動系の各種モジュールの製作を行なう

ことが計画されており、引き続き技術協力を進めて行くこととした。 

J-PARC 中性子利用セクションからの協力依頼で、真空容器中で使用するハブ基板のための

専用筐体製作に関する技術協力を進めている。真空中では放熱設計が重要であり、真空中にお

ける試験評価法の検討及び事前準備を行った。平成 28 年度は真空中における温度上昇試験を

進めることとした。 

J-PARC 中性子基盤セクションと共同で｢たんぱく質専用中性子単結晶回折装置｣用に位置分

解能の更なる向上を図るため信号処理手法の開発を進めた。開発には重心演算及び内挿演算を

用いたフォトンカウンティングによるデジタル信号処理法を採用して改良を進めた。詳細につ

いては｢5.1.4 技術開発等の状況｣を参照。 
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5.1.4 技術開発等の状況 

平成 27 年度における主な技術開発の状況は、以下のとおりである。 

(1) たんぱく質専用中性子単結晶回折装置開発への協力 

J-PARC センター 物質・生命科学ディビジョン 中性子基盤セクションの協力依頼を受け、

たんぱく質専用中性子単結晶回折装置に用いる信号処理回路ユニットを設計・製作した。 

たんぱく質専用中性子単結晶回折装置は、中性子基盤セクションが開発を進めている J-PARC

の二次元中性子イメージング実験に用いる装置で、既存の実験装置では不可能であった大型たん

ぱく質(～250Å)を測定対象とした構造・機能の解明を実現するための装置である。 

信号処理回路ユニットはたんぱく質専用中性子単結晶回折装置の一部として組み込んで使用

するもので、検出した中性子信号を装置の後段部においてフォトンカウンティングによる重心演

算処理*1やガンマ線弁別処理*2等の様々な信号処理を施して高精度な検出位置を特定しデータ出

力するユニットである。 

         

(2) 外部発表の状況 

海老根守澄他｢J-PARC たんぱく質専用中性子回折装置用シンチレータ検出器の開発－(2) 重

心演算 FPGA 回路の開発とプロトタイプ検出器への適用－｣ 

日本原子力学会 2016 年春の年会 予稿集 講演番号 1K19 

 

(3) 主な技術開発の成果 

ア.たんぱく質専用中性子単結晶回折装置の開発－信号処理回路ユニットの設計・製作－ 

大強度パルス中性子源 J-PARC/MLF に計画中の｢たんぱく質専用中性子単結晶回折装置｣に組

み込むために、大面積かつ高位置分解能(小ピクセルサイズ)である 2 次元検出器の開発が進め

られている。これまでにフォトンカウンティング法*3 で動作するシンチレータと波長シフトフ

ァイバ(WLSF)を用いた当該検出器のための重心演算・内挿演算用*4 の信号処理回路ユニットを

開発し、ファイバチャンネル数を増大することなく位置分解能とピクセルサイズが改善される

ことを 4 mm ピッチの試験機で実現している。 

今回は実効ピクセルサイズをさらに小さく、WLSFが配置されたピッチの1/2(ハーフ)、1/4(ク

オータ)の単位で求める演算回路を製作した。回路の演算手法はアンガーカメラと同様に波高

値の代わりに検出フォトン数を使用する。製作した回路を実機用の信号処理回路ユニット

(Altera, Cyclone-Ⅱ)へインプリメントし、検出器の位置応答を検証した。図Ⅳ-5-4 に 1mmφ

の中性子ビームを検出器へ入射した場合の結果を示す。入射ビームが WLSF 直上、WLSF 間、何

れの場合でも小ピクセル化と高位置分解能化が図られることを確認した。また、計数損失もな

く位置線形性も良好であり、本手法が実機検出器へ適用可能であることを確認した。 

 

 

 

 

 

 

*1 重心演算処理：チャンネル番号＝Xi、フォトン数＝Ni とした時、ΣXiNi/ΣNi で求めた値。 

*2ガンマ線弁別処理：中性子信号とガンマ線信号の特性上の差異を利用してこれらの信号を弁別する。

*3 フォトンカウンティング法：中性子入射により検出されたフォトン信号の一つ一つを計数する。 

*4 内挿演算：重心演算によって求めた値の小数点以下の値を利用して、チャンネル間の位置情報を補

完する方法。 
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し性能試験を行い、実用上問題ないことを確認した。起動系の各種モジュールの製作を行なう

ことが計画されており、引き続き技術協力を進めて行くこととした。 

J-PARC 中性子利用セクションからの協力依頼で、真空容器中で使用するハブ基板のための

専用筐体製作に関する技術協力を進めている。真空中では放熱設計が重要であり、真空中にお

ける試験評価法の検討及び事前準備を行った。平成 28 年度は真空中における温度上昇試験を

進めることとした。 

J-PARC 中性子基盤セクションと共同で｢たんぱく質専用中性子単結晶回折装置｣用に位置分

解能の更なる向上を図るため信号処理手法の開発を進めた。開発には重心演算及び内挿演算を

用いたフォトンカウンティングによるデジタル信号処理法を採用して改良を進めた。詳細につ

いては｢5.1.4 技術開発等の状況｣を参照。 
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図Ⅳ-5-4 中性子ビームの入射位置応答結果 

 

5.2 平成 28 年度 

5.2.1 施設の運転・保守 

特定施設等及びユーティリティ施設の運転保守を行い、各施設を安定に運転した。また、老朽

施設・設備等の改修、補修を行った。 

 (1) 運転 

平成28年度は、平成27年度に引き続き原子炉施設、核燃料物質使用施設及びユーティリティ施

設を安定に運転した。 

 

(2) 保守 

平成 28 年度は平成 27 年度に引き続き、特定施設の施設定期自主検査等を行い設備の機能を維

持するとともに、第一種圧力容器等の性能検査に合格した。 

 

5.2.2 営繕・保全業務  

平成28年度の施設の営繕・保全に関する取扱件数は、364件でその実績状況を図Ⅳ-5-5に示す。 

(1) 営繕業務 

平成 28 年度は、研究施設、ユーティリティ施設及び機械室設備について高経年化設備機器の

更新及び維持に取組んだ。 

高経年化対策では、中央変電所進相コンデンサ他更新工事、JRR-3 実験利用棟空気圧縮機用冷

却塔更新工事等を実施した。研究施設の維持においては、ホットラボ外壁防水補修工事、大強度

3GeV シンクロトロン棟屋根防水補修工事等を実施した。 

また、平成 27 年度に引き続き国道 245 号拡幅工事計画に関連した原科研敷地境界周辺整備工

事を実施した。なお、原科研敷地境界フェンス撤去工事は平成 29 年度に原子力規制委員会の許

可取得後に着工することとした。 
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平成 28 年度の処理件数及び金額は、工事が 299 件 399,158 千円、役務が 65 件 382,482 千円で

合計 364 件 781,644 千円であった。工事種目毎の内訳を図Ⅳ-5-5 に示す。 

 

 

            図Ⅳ-5-5 建築工事等の処理件数及び金額 

 

(2) 保全業務 

電気工作物保安規程・規則に基づく特高受電所他受変電設備点検作業及びリニアック変電所受

変電設備点検作業を実施するとともに、非常用発電設備、冷房設備、空調設備及び空気圧縮設備

の精密点検を実施した。これらの関連施設における機械室設備及びユーティリティ設備の保全件

数は、65 件であった。 

また、法令等に基づく点検では昇降設備の点検、防災監視システム点検整備作業等を実施した。 

 

5.2.3 工作業務  

部門、拠点等からのモノづくりの依頼に応じて、機械工作及び電子工作を実施するとともに、

関連する技術支援と技術開発を進めた。 

(1) 機械工作 

研究用装置・機器の設計・製作及び原子炉照射キャプセルの維持管理を進めるとともに、関連

する技術支援と技術開発を行った。 

ア.研究用装置・機器の設計・製作 

CAD による詳細設計及び詳細設計図面による外部発注を行い、研究者のニーズに合わせた研

究用装置・機器の製作を行った。主な製作品は国際共同実験である MEGAPIE(MEGAwatt PIlot 

Experiment)ターゲットで照射されたMEGAPIE試料をWASTEFホットセル内の引張試験機で3点

曲げ試験及び SP 試験(Small Punch Test)を行うための｢照射後試験用治具｣、タンデム加速器
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(2) 保守 

平成 28 年度は平成 27 年度に引き続き、特定施設の施設定期自主検査等を行い設備の機能を維

持するとともに、第一種圧力容器等の性能検査に合格した。 

 

5.2.2 営繕・保全業務  

平成28年度の施設の営繕・保全に関する取扱件数は、364件でその実績状況を図Ⅳ-5-5に示す。 

(1) 営繕業務 

平成 28 年度は、研究施設、ユーティリティ施設及び機械室設備について高経年化設備機器の

更新及び維持に取組んだ。 

高経年化対策では、中央変電所進相コンデンサ他更新工事、JRR-3 実験利用棟空気圧縮機用冷

却塔更新工事等を実施した。研究施設の維持においては、ホットラボ外壁防水補修工事、大強度

3GeV シンクロトロン棟屋根防水補修工事等を実施した。 

また、平成 27 年度に引き続き国道 245 号拡幅工事計画に関連した原科研敷地境界周辺整備工

事を実施した。なお、原科研敷地境界フェンス撤去工事は平成 29 年度に原子力規制委員会の許

可取得後に着工することとした。 
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において重イオンビームを利用したガンマ線分光実験に使用する｢ガンマ線核分光用散乱槽｣、

ADS(Accelerator Driven System)ターゲット試験施設要素技術試験の一環で核破砕ターゲット

容器の設計や寿命評価を行うために高温鉛ビスマス中での鋼材の腐食特性を評価する｢流動腐

食試験片｣等である。また、主な技術協力としては、先端基礎研究センターからの依頼により

荷電粒子が物質内で失うエネルギー測定に使用する検出器の配置を検討する為に｢SiΔE 検出

器ベース｣3D モデル図の作成を行った。 

内部工作については、依頼元からの緊急の要求に対応したサービスを進め、実験中の部品の

加工や修理等を行った。主な製作品は、｢HUB 用ヒートシンクの製作｣、｢LBE ポットの製作｣及

び｢コーナー吊り具の製作｣等 192 件の緊急工作（含む修理）を行った。また、技術協力として

J-PARC 水銀ターゲット容器の溶接部の放射線透過試験等を行った。 

 

イ.照射キャプセルの改造・補修及び維持管理 

新規制基準の施行に伴い、JMTR 照射用キャプセルについて耐震評価の見直しが行われ、平

成 27 年度に引き続き照射する予定であるキャプセルの設計にその結果を反映することになっ

た。平成 28 年度については JMTR 保管中の中性子束及びガンマ線調整型照射キャプセルの 2体

について新規制基準に対応するため、最大応力がかかるレジューサ部の改造を実施した。また、

キャプセルの計装線の一部に絶縁不良が確認された上記 2 体に対し絶縁回復のための補修を

実施した。原子炉照射キャプセルの維持管理としては、平成 28 年度改造及び補修の完了した

キャプセルを含めた 11 体のキャプセルについて計装線が絶縁不良とならないよう工作技術課

において温湿度の管理された部屋に保管し、週 2 回の絶縁抵抗測定を実施する等、良好な状態

の維持に努めた。 

中性子束及びガンマ線調整型照射キャプセルの保護管部切り離しを図Ⅳ-5-6 に、中性子束

及びガンマ線調整型照射キャプセルの補修作業を図Ⅳ-5-7 に示す。 

 

ウ.技術指導 

原子力人材育成センターからの依頼により、国際原子力安全交流対策事業としての海外講師

育成研修及び東京大学原子力専攻(専門職大学院)の実習において、非破壊検査｢放射線透過試

験｣に関する講義及び実習指導を行った。
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図Ⅳ-5-6 中性子束及びガンマ線調整型照射キャプセルの保護管部切り離し作業 

 

 

図Ⅳ-5-7 中性子束及びガンマ線調整型照射キャプセルの補修作業 
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において重イオンビームを利用したガンマ線分光実験に使用する｢ガンマ線核分光用散乱槽｣、
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容器の設計や寿命評価を行うために高温鉛ビスマス中での鋼材の腐食特性を評価する｢流動腐

食試験片｣等である。また、主な技術協力としては、先端基礎研究センターからの依頼により

荷電粒子が物質内で失うエネルギー測定に使用する検出器の配置を検討する為に｢SiΔE 検出

器ベース｣3D モデル図の作成を行った。 

内部工作については、依頼元からの緊急の要求に対応したサービスを進め、実験中の部品の

加工や修理等を行った。主な製作品は、｢HUB 用ヒートシンクの製作｣、｢LBE ポットの製作｣及

び｢コーナー吊り具の製作｣等 192 件の緊急工作（含む修理）を行った。また、技術協力として

J-PARC 水銀ターゲット容器の溶接部の放射線透過試験等を行った。 

 

イ.照射キャプセルの改造・補修及び維持管理 

新規制基準の施行に伴い、JMTR 照射用キャプセルについて耐震評価の見直しが行われ、平

成 27 年度に引き続き照射する予定であるキャプセルの設計にその結果を反映することになっ

た。平成 28 年度については JMTR 保管中の中性子束及びガンマ線調整型照射キャプセルの 2体

について新規制基準に対応するため、最大応力がかかるレジューサ部の改造を実施した。また、

キャプセルの計装線の一部に絶縁不良が確認された上記 2 体に対し絶縁回復のための補修を

実施した。原子炉照射キャプセルの維持管理としては、平成 28 年度改造及び補修の完了した

キャプセルを含めた 11 体のキャプセルについて計装線が絶縁不良とならないよう工作技術課

において温湿度の管理された部屋に保管し、週 2 回の絶縁抵抗測定を実施する等、良好な状態

の維持に努めた。 

中性子束及びガンマ線調整型照射キャプセルの保護管部切り離しを図Ⅳ-5-6 に、中性子束

及びガンマ線調整型照射キャプセルの補修作業を図Ⅳ-5-7 に示す。 

 

ウ.技術指導 

原子力人材育成センターからの依頼により、国際原子力安全交流対策事業としての海外講師

育成研修及び東京大学原子力専攻(専門職大学院)の実習において、非破壊検査｢放射線透過試

験｣に関する講義及び実習指導を行った。
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エ.機械工作の受付件数 

平成 28 年度機械工作の受付件数は 218 件である(表Ⅳ-5-4 参照)。 

 

表Ⅳ-5-4 機械工作の受付件数（平成 28 年度） 

          工作種別 

依頼元（拠点・部門） 

一般工作 キャプセル 内部工作 拠点・部門

件数 件数（体数） 件数 合計件数 

J-PARC センター 8 －  63 71 

先端基礎研究センター 2 －  23 25 

大洗 照射試験炉センター － 12 (11)  － 12 

原子力基礎工学研究センター － －  13 13 

安全研究センター － －  7 7 

工務技術部 － －  22 22 

研究炉加速器管理部 3 －  8 11 

福島技術開発試験部 － －  1 1 

CROSS － －  19 19 

核不拡散・核セキュリティ総合支援センター － －  14 14 

物質科学研究センター － －  13 13 

放射線管理部 － －  2 2 

バックエンド技術部 － －  2 2 

原子力人材育成センター 1 －  3 4 

研究連携成果展開部 － －  2 2 

工作種別合計 14 12 (11) 192 218 

  

 

(2) 電子工作 

研究用電子機器・装置の設計・製作を継続的に行うとともに、引き続き JRR-3 核計装及び各種

プロセス計装設備の更新に係る技術協力を進めた。技術開発においては、J-PARC で使用するシ

ンチレータ型検出器用の中性子散乱実験装置に用いる中性子の入射位置を特定するための信号

処理回路ユニットの開発及びチョッパー型分光器「四季」で使用するディスクチョッパー用モー

ター制御回路の開発を進めた。また、原科研の核物質防護(PP)監視装置の技術管理では、日常点

検、故障時の緊急対応及び高経年化対策として設備の更新整備等を実施した。 

 

ア.制作した主な電子機器・装置及び修理業務 

J-PARC 中性子基盤セクションと共同で汎用型中性子検出器である BIX-P2 用信号処理回路ユ

ニットの開発を進めている。実機として用いるための信号処理回路ユニットの開発を行った。

本ユニットは BIX-P2 実験装置に組込み使用するため、最終的には信号仕様及び筐体寸法とも
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に整合を図る必要がある。このため、平成 27 年度に開発済みで可動実績のある｢たんぱく質専

用中性子単結晶回折装置｣用の信号処理回路ユニットの基本設計を利用して開発を行った。基

本的に｢たんぱく質専用中性子単結晶回折装置｣用の信号処理回路ユニットは BIX-P2 実験装置

と互換性があり、BIX-P2 実験装置用に信号処理回路ユニットの内蔵回路を変更することで適

合させることができる。これにより開発コスト削減も可能となる。今回の変更では入力信号配

列及び検出器用の新たなアンプディスクリ種類の追加対応が必要となる。信号処理回路ユニッ

トはメイン回路部に FPGA(Field Programmable Gate Array)を用いているため、ハードウェア

に変更を加える事なく FPGA に装填する回路動作プログラムの開発のみで対応できた。完成し

た回路動作プログラムを装填した信号処理回路ユニットは、テスト信号を用いた模擬動作試験

により問題なく動作することを確認した。BIX-P2 実験装置に組込み J-PARC の MLF において実

動作試験を行うこととした。 

修理業務については、放射線計測用標準(NIM)モジュールを中心に各種電子機器の修理・点

検・調整等を進め、計 34 件を完成させた。また、即応工作では内部工作の利便性を生かして

限られた実験スケジュールに迅速対応し、研究に必要な多品種特殊ケーブル製作、簡易な電子

回路を組込んだ実験機器の製作等を行い支援した。 

平成 28 年度電子工作の受付件数は 114 件である(表Ⅳ-5-5 参照)。 
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エ.機械工作の受付件数 

平成 28 年度機械工作の受付件数は 218 件である(表Ⅳ-5-4 参照)。 

 

表Ⅳ-5-4 機械工作の受付件数（平成 28 年度） 

          工作種別 

依頼元（拠点・部門） 

一般工作 キャプセル 内部工作 拠点・部門

件数 件数（体数） 件数 合計件数 

J-PARC センター 8 －  63 71 

先端基礎研究センター 2 －  23 25 

大洗 照射試験炉センター － 12 (11)  － 12 

原子力基礎工学研究センター － －  13 13 

安全研究センター － －  7 7 

工務技術部 － －  22 22 

研究炉加速器管理部 3 －  8 11 

福島技術開発試験部 － －  1 1 

CROSS － －  19 19 

核不拡散・核セキュリティ総合支援センター － －  14 14 

物質科学研究センター － －  13 13 

放射線管理部 － －  2 2 

バックエンド技術部 － －  2 2 

原子力人材育成センター 1 －  3 4 

研究連携成果展開部 － －  2 2 

工作種別合計 14 12 (11) 192 218 

  

 

(2) 電子工作 

研究用電子機器・装置の設計・製作を継続的に行うとともに、引き続き JRR-3 核計装及び各種

プロセス計装設備の更新に係る技術協力を進めた。技術開発においては、J-PARC で使用するシ

ンチレータ型検出器用の中性子散乱実験装置に用いる中性子の入射位置を特定するための信号

処理回路ユニットの開発及びチョッパー型分光器「四季」で使用するディスクチョッパー用モー

ター制御回路の開発を進めた。また、原科研の核物質防護(PP)監視装置の技術管理では、日常点

検、故障時の緊急対応及び高経年化対策として設備の更新整備等を実施した。 

 

ア.制作した主な電子機器・装置及び修理業務 

J-PARC 中性子基盤セクションと共同で汎用型中性子検出器である BIX-P2 用信号処理回路ユ

ニットの開発を進めている。実機として用いるための信号処理回路ユニットの開発を行った。

本ユニットは BIX-P2 実験装置に組込み使用するため、最終的には信号仕様及び筐体寸法とも
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表Ⅳ-5-5 電子工作の受付件数（平成 28 年度） 

                       工作種別

依頼元（拠点・部門） 

一般工作 修理・調整 拠点・部門

件数 件数 合計件数 

J-PARC センター 13 1 14 

量子ビーム応用研究センター 29 14 43 

先端基礎研究センター 1 2 3 

大洗 照射試験炉センター 1 － 1 

原子力基礎工学研究センター 5 4 9 

工務技術部 － 1 1 

研究炉加速器管理部 8 － 8 

福島技術開発試験部 8 2 10 

保安管理部 10 1 11 

核不拡散・核セキュリティ総合支援センター 1 － 1 

放射線管理部 1 1 2 

バックエンド技術部 2 － 2 

核融合研究開発部門 1 － 1 

原子力人材育成センター － 8 8 

工作種別合計 80 34 114 

 

 

イ.核物質防護(PP)監視装置の技術支援 

核物質防護規定で定められる定期点検を確実に実施するとともに、機器故障時の保守等を実

施し健全な設備の維持に努めた。設備の高経年化対策としては、核物質防護(PP)監視装置の更

新システム詳細設計の他、CAS 無停電電源装置の更新等について核物質管理課に対して技術支

援を行った。 

 

ウ.技術指導 

原子力人材育成センターからの依頼により、文部科学省の受託事業である近隣アジア諸国等

の原子力関係者に対し、研修を通じて人材育成を目的とした講師育成事業に協力し、タイ原子

力技術研究所において、講義、実習等の支援を行った。現地スタッフへは、「放射線計測機器

類の保守」の講義を行い、また研修全体の実施状況を確認した。なお、先方からの要請を受け、

タイ原子力技術研究所関連スタッフ及びチュラロンコン大学講師に対し、放射線計測機器の保

守技術に関する OJT での支援も併せて行った。 

 

エ.技術開発と技術支援 

研究用原子炉(JRR-3)核計装更新に係る技術支援において、線形出力計用テスト信号発生器
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1 台の製作を行った。また、新たにプロセス放射能監視設備の破損燃料検出装置・γ線測定系

の高圧電源モジュールの製作を行った。既存の高圧電源モジュールで使用した内部の電子部品

が製造中止となったため代替品を使用することになり、大幅な設計変更を実施し高圧電源の実

用器を完成させた。完成した当該器は JRR-3 のプロセス放射能監視盤に設置し性能試験を行い、

実用上問題ないことを確認した。原子炉本体の起動系の各種核計装モジュールの製作を行なう

ことが計画されており、引き続き技術協力を進めて行くこととした。 

J-PARC センター中性子利用セクションからの協力依頼で、真空雰囲気中で使用するネット

ワーク用ハブの製作を進めている。ハブ本体の電子回路部は市販品を流用することで、コスト

を押さえ且つ、信頼性の高い製品が可能となる。真空雰囲気中では熱の伝導がないことから、

電子部品から発生する熱の放熱設計が非常に重要である。そこで平成 28 年度は大気雰囲気中

における電子部品各素子の温度上昇試験行うとともに、真空雰囲気中で電子部品から発生する

熱を、効率良く外部に放熱させることができるヒートシンク付専用筐体の試作を行った。 

J-PARC センター中性子基盤セクションと共同で、中性子の入射位置を特定する BIX-P2 用信

号処理回路ユニットの開発を進めている。詳細については｢(2)電子工作｣の｢ア.製作した主な

電子機器・装置及び修理業務｣を参照。J-PARC の MLF において実動作試験を行った結果を基に、

機能・性能の改善を図って行くこととした。また、中性子利用セクションと共同でチョッパー

型分光器「四季」で使用する高精度モーター制御用回路の開発を進めている。詳細については

｢5.2.4 技術開発等の状況｣を参照。 

廃炉国際共同研究センター放射線イメージング技術開発グループの依頼により、放射線計測

器開発の一部の回路技術で必要となるデジタル信号処理回路部の設計・製作に関する技術支援

を実施している。これは福島第一原子力発電所廃止措置を加速するための研究開発の一環とし

て、デブリ等の放射性物質からのガンマ線を計測する放射線計測器開発を技術支援するもので

ある。                            

 

5.2.4 技術開発等の状況 
平成 28 年度における主な技術開発の状況は、以下のとおりである。 

 

 (1) 基準トリガ(T0)信号のタイミング調整用回路開発への協力 

J-PARC センター物質・生命科学ディビジョン中性子利用セクションの協力依頼を受け、チョッ

パー型分光器「四季」で使用する高精度モーター制御用回路を設計・製作した。 

「四季」では波形整形にディスクチョッパーが用いられており、実験目的に合わせて高分解能

なパルスを得るためには、このディスクチョッパーを高精度で回転制御する必要がある。また回

転制御する際には、回転速度の制御と同時に基準トリガ信号(以下「T0 信号」という。)を基にデ

ィスクチョッパーの基準点を同期させる必要があるため、装置に必要とされる性能仕様を満たす

専用の制御回路を開発した。また、開発にあたっては製作コストの低減と製作期間の短縮化の要

求にも対応するため、信号レベル変換回路以外は、安価で容易に入手可能な FPGA を搭載した汎用

型回路基板を利用して開発・製作を行った。これにより製作コストの低減と製作期間の短縮化を

実現できた。また、今回は FPGA 素子を利用したことにより回路変更の柔軟な対応が可能となった。 
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表Ⅳ-5-5 電子工作の受付件数（平成 28 年度） 

                       工作種別

依頼元（拠点・部門） 

一般工作 修理・調整 拠点・部門

件数 件数 合計件数 

J-PARC センター 13 1 14 

量子ビーム応用研究センター 29 14 43 

先端基礎研究センター 1 2 3 

大洗 照射試験炉センター 1 － 1 

原子力基礎工学研究センター 5 4 9 

工務技術部 － 1 1 

研究炉加速器管理部 8 － 8 

福島技術開発試験部 8 2 10 

保安管理部 10 1 11 

核不拡散・核セキュリティ総合支援センター 1 － 1 

放射線管理部 1 1 2 

バックエンド技術部 2 － 2 

核融合研究開発部門 1 － 1 

原子力人材育成センター － 8 8 

工作種別合計 80 34 114 

 

 

イ.核物質防護(PP)監視装置の技術支援 

核物質防護規定で定められる定期点検を確実に実施するとともに、機器故障時の保守等を実

施し健全な設備の維持に努めた。設備の高経年化対策としては、核物質防護(PP)監視装置の更

新システム詳細設計の他、CAS 無停電電源装置の更新等について核物質管理課に対して技術支

援を行った。 

 

ウ.技術指導 

原子力人材育成センターからの依頼により、文部科学省の受託事業である近隣アジア諸国等

の原子力関係者に対し、研修を通じて人材育成を目的とした講師育成事業に協力し、タイ原子

力技術研究所において、講義、実習等の支援を行った。現地スタッフへは、「放射線計測機器

類の保守」の講義を行い、また研修全体の実施状況を確認した。なお、先方からの要請を受け、

タイ原子力技術研究所関連スタッフ及びチュラロンコン大学講師に対し、放射線計測機器の保

守技術に関する OJT での支援も併せて行った。 

 

エ.技術開発と技術支援 

研究用原子炉(JRR-3)核計装更新に係る技術支援において、線形出力計用テスト信号発生器
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(2) 外部発表の状況 

平成 28 年度における外部発表等はない。 

 

(3) 主な技術開発の成果 

平成 28 年度における主な技術開発は基準トリガ(T0)信号のタイミング調整用回路の開発であ

った。具体的には、大強度パルス中性子源 J-PARC/MLF の BL01「四季」で用いられているスリッ

トパッケージ実験用チョッパー（以下「ディスクチョッパー」という。）を高精度で回転制御する

ための回路開発を行った。 

今回の開発で必要となる主な仕様としては、モーターに直結したディスクチョッパーが最大

9000rpm で回転するとき、基準 TO 信号 25Hz に同期運転させ、モーターに直結したディスクチョ

ッパーの回転を制御することである（図Ⅳ-5-8）。同期運転とはディスクチョッパーに基準点を設

け、その基準点と T0 信号が常に任意の位置となる様にするものである。実際にはディスクチョッ

パーにセンサーを取付け、センサー検出信号と T0 信号の時間間隔を計測して任意の設定値となる

様に制御する。制御の範囲は T0 信号入力時に 0.1 度で制御するため、約 1.85µS 以内の計測精度

が必要となる。今回採用した汎用基板はこの計測精度を十分満足する性能を有しており、10MHz

クロックによる 0.1µS 単位の計測精度を可能とした。計測方法としては、ディスクチョッパーに

取り付けたセンサー検出信号から T0 信号までの計測時間をデータ A、T0 信号から次のセンサー検

出信号までをデータ B とし、これら A 及び B のデータを用いてディスクチョッパー駆動用モータ

ーの回転速度制御を行った。また、データの出力時においてはデッドタイムを生じないように、

計測回路はツイン回路仕様とし、一方がデータ出力処理を行っている間はもう一方の計測回路を

動作させ、常に連続計測を可能とした。これらにより、円滑なディスクチョッパーの回転制御が

でき、TOF(Time Of Flight)内で必要となる領域だけを選択することが可能となった。開発した本

器を図Ⅳ-5-9 に示す。回路は 2 段構成となっており、下段が FPGA を搭載した汎用型回路基板、

上段がセンサー信号の信号レベルを変換して下段の基板にインターフェイスするために自作した

信号変換基板である。評価試験を繰り返しながら機能・性能の改善を図って行くこととした。 
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図Ⅳ-5-8 基準トリガ(T0)信号によるタイミング調整方法 

 

 

 

図Ⅳ-5-9 基準トリガ(T0)信号のタイミング調整用回路 
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(2) 外部発表の状況 
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第五章 研究施設利用と研究開発活動 

 

1 中性子利用研究のための施設利用 

1.1 平成 27 年度 

1.1.1 JRR-3 を利用した研究開発 

(1) 平成 27 年度の研究炉の施設供用運転 

平成 27 年度の研究炉の施設供用運転について、平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災の

影響のため、施設定期自主検査期間を延長して運転再開に向けての設備、機器の保守・整備を進

めた。従って、JRR-3 の運転を取り止めたことから平成 27 年度の照射及び実験の利用は行われな

かった。 

(2) JRR-3 の高度化の技術開発 

JRR-3 は平成 2 年に大規模な改修を行い、国内最大級の高性能研究炉として、中性子照射や中

性子ビーム実験等に利用されてきた。発生した熱及び冷中性子を中性子導管により輸送し、実験

装置に供給している。これらの実験装置の改良及び開発において、中性子導管により輸送される

中性子ビームの特性を計算する中性子輸送シミュレーションは重要な開発ツールである。 

中性子輸送シミュレーションにおいて、計算時間の短縮のためにシミュレーション用の熱中性

子源を新たに作成した。新しく作成した線源モデルでは、炉の水封止板上に平面の中性子源が有

るとしたモデルで作成している。本モデルにおいて、以前の中性子源モデルの曲導管部末端にお

けるスペクトル及び水平、垂直方向の発散角度分布が同じとなるように、線源のパラメータを決

定した。その結果、新しく作成した線源モデルでは、水平、垂直方向の発散角度が以前の線源と

同じ分布で、計算時間が 6 割程度短縮することを確認した。 

 

1.1.2 JRR-4 を利用した研究開発 

(1) 平成 27 年度の研究炉の施設供用運転 

「原子力機構改革計画」に基づく事業合理化の一環として、原子力規制委員会に対し、12月25

日に原子炉廃止措置計画認可申請を行なったことに伴い、平成28年1月13日に原子力機構の供用施

設の指定を解除した。今後は、照射及び実験の利用は行わない。 
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1.2 平成 28 年度 

1.2.1 JRR-3 を利用した研究開発 

(1) 平成 28 年度の研究炉の施設供用運転 

平成 28 年度の研究炉の施設供用運転について、平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災の

影響のため、施設定期自主検査期間を延長して運転再開に向けての設備、機器の保守・整備を進

めた。従って、JRR-3 の運転を取り止めたことから平成 28 年度の照射及び実験の利用は行われな

かった。 

平成2年度から平成28年度までの研究炉における照射キャプセル数の推移を図Ⅴ-1-1に示す。

また、研究炉における実験利用状況の推移を図Ⅴ-1-2 に示す。さらに、JRR-3 中性子ビーム実験

利用者数の推移を図Ⅴ-1-3 に示す。 

 

 

 

 
図Ⅴ-1-1 研究炉における照射キャプセル数の推移 
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第五章 研究施設利用と研究開発活動 
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るとしたモデルで作成している。本モデルにおいて、以前の中性子源モデルの曲導管部末端にお

けるスペクトル及び水平、垂直方向の発散角度分布が同じとなるように、線源のパラメータを決
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図Ⅴ-1-2 研究炉における実験利用状況の推移 

図Ⅴ-1-3 JRR-3 中性子ビーム実験利用者数の推移 
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(2) JRR-3 の高度化の技術開発 

JRR-3 高度化の技術開発として、JRR-3 中性子ビームの強度を高めるため、中性子輸送の高効率

化及び耐放射線高性能スーパーミラー中性子導管の開発を進めている。 

JRR-3 では、発生させた熱及び冷中性子を実験装置まで効率的に輸送するために中性子導管を

使用している。この中性子導管は中性子源となる重水タンク及び冷中性子源の近くから、実験装

置まで設置されている。中性子源近くの中性子導管は、燃料や構造材料からの中性子線及びガン

マ線に照射され照射損傷及び発熱が生じることで、中性子輸送能力が低下していると考えられる。 

核発熱が中性子ミラーの反射率に及ぼす影響を調べるために、加熱による中性子ミラーの反射

率への影響を実験により調べた。シリコン基板に多層膜ミラーを成膜した反射率測定用試料を製

作し、室温及び高温(120℃)における反射率を測定した。実験の結果、高温(120℃)では多層膜の

周期が 1.6％縮むことを確認した。また、高温(120℃)における第一ブラッグ反射の強度は室温と

ほぼ変わらないことを確認した。この温度領域では反射率に与える影響は少ないと考えられる。 

 

2 安全研究のための施設利用 

2.1 平成27年度1)-43) 

2.1.1 原子炉安全性研究炉（NSRR）を利用した研究開発 

NSRR は、主に発電用原子炉燃料の反応度事故時における挙動を研究するための照射実験に利用

されている。 

適合性確認のための原子炉設置(変更)許可申請（平成 27 年 3 月 31 日付け）が原子力規制委員

会により審査中であることから、照射実験はなかった。 

 

2.1.2 燃料サイクル安全工学研究施設（NUCEF）を利用した研究開発 

(1) 燃料デブリ臨界管理に関する研究 

福島第一原子力発電所事故等を踏まえた原子炉のシビアアクシデント時の対策や安全評価

においては、炉心の損傷・溶融、その結果生じる燃料デブリ（核燃料と炉内構造物やコンクリ

ート等の原子炉構造材が溶融し再度固化したもの）等の状況を評価するために、安全評価コー

ドや臨界解析コードの信頼性が重要となる。 

平成 27 年度は、安全評価コードや臨界解析コードの信頼性向上を目的として、原子力規制

庁から「原子力規制庁 平成 27 年度原子力施設等防災対策等委託費（東京電力福島第一原子力

発電所燃料デブリの臨界評価手法の整備）事業」を受託し、以下の①～⑤の活動を行い、その

成果を報告書にまとめた。また、更新後の STACY で運転制御に使用する水位スイッチのモック

アップ試験を行い、実際の使用条件において必要な測定精度が得られる見通しを得た。 

① 燃料デブリの臨界リスク評価基準の整備 

福島第一原子力発電所事故では事故機の燃料が損傷・溶融し、その大部分が燃料集合体の

形状を保っていないことが確実な状況にある。溶融した燃料は、格納容器のコンクリート床

との相互作用（MCCI）によるMCCI 生成物や共に溶融したと考えられる炉内構造物・圧力容器

等との混合物となって堆積していると想定されている。これを受け、平成27年度事業として、

炉内構造物・圧力容器が破損燃料と混合し燃料デブリを形成しているものと仮定し、周囲に

冷却水が存在するものと想定した計算モデルの燃料デブリの臨界量等を評価し、実デブリの
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データ取得に備えてデータベース化した。 

② STACY更新炉の原子炉本体の設計 

 STACY更新は、更新後に使用しない現行STACY施設の原子炉本体及び計測制御系統施設等の

主要部分を解体・撤去した後、継続使用設備の改造及び更新炉原子炉本体等の新設機器の製

作・据付を実施する手順で進める。平成27年度事業としては、以下の設計作業を実施した。 

・製作設計の実施に向け、設置変更許可申請の審査進捗に応じて許可条件との適合性を確

保するために必要な詳細設計の見直し及び設計計算評価を実施した。 

・整備工程上、平成28年度以降の早期に着手する必要がある継続使用設備の主要な改造工

事及び主要な新設機器の製作に向けて、実施レベルの改造設計及び製作設計を行った。 

また、MCCI生成物を模擬した材料の臨界特性測定実験をSTACY更新炉で実施するために、減

速度の異なるデブリ模擬炉心を構成した場合の炉心特性の解析を行い、測定実験の実現性と

必要条件を確認した。 

その他、STACY更新炉を用いた臨界実験を国際的な水準からみて有意義なものとするため、

国際会議（臨界安全国際会議ICNC2015；米国ノースカロライナ州シャーロットにおいて平成

27年9月13～17日開催）において本受託事業の成果（平成26年度成果）を発表した。また、米

国オークリッジ国立研究所を訪問し、現地の研究者とSTACY 更新炉で計画している臨界実験

についての議論を行った。さらに、STACY 更新炉と類似の設計の原子炉である米国サンディ

ア国立研究所の臨界集合体を見学し、STACY 更新炉の設計に参考になる情報を収集した。上

記の情報収集を通し、現在、国際的には、臨界実験結果に付随するデータの不確かさの評価

に重きが置かれており、不確かさを正確に評価するために、例えば米国サンディア国立研究

所では独自に整備したレーザー測定装置を用いて燃料棒外径を精密に全数測定する等、多く

の努力が払われていることを確認した。STACY更新炉で取得する臨界実験データを価値の高い

ものとするため、燃料ペレットの外径等の運転開始後には測定できないデータを、製作の各

段階において精密に測定して行く必要がある。 

③ デブリ模擬体臨界実験用燃料の調達準備 

 STACY更新炉において燃料デブリを模擬した臨界実験（デブリ模擬臨界実験）を行うために

は、ドライバー燃料の他、デブリを模擬したサンプルを製作するための粉末燃料を調達する

必要がある。平成27年度事業では、上記の2種類の燃料を調達するため、調達先の海外加工メ

ーカーから原科研への燃料輸送を想定し、燃料調達仕様の決定、燃料輸送容器及び輸送ルー

トの調査を行い、平成30年度から開始する予定の燃料調達契約の準備を整えた。 

④ デブリ模擬体調製設備の整備 

 STACY更新計画では、デブリ模擬臨界実験に用いるデブリ模擬体を調整する設備を、STACY

更新炉に隣接して設置することとしている。平成27年度事業では、設備の設置に先立ち、主

要な機器（圧縮成型機、焼結炉本体）、その他の内装機器（ペレット保管庫、作業台等）の

製作を行った。 

⑤ デブリ模擬体分析設備の整備 

 平成26年度に実施した基本設計結果（分析項目及び手法の調査、分析設備のうち分析室（Ⅰ）

を原子炉施設から核燃料物質使用施設へ許可区分変更する方針の決定）を踏まえ、以下の項

目を実施した。 
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1) デブリ模擬体分析設備整備のための詳細設計 

 デブリ模擬体分析に適用する主要な分析手法等を選定した。また、多様な分析を実施す

るための合理的な試料動線を検討し、分析装置等の配置を確定した。さらに、分析室（Ⅰ）

の許可区分変更を行うための具体的な方法（一部装置撤去、系統遮断等）について、手順

や工法等の詳細設計を実施した。 

2) デブリ模擬体分析装置の設計及び製作 

 デブリ模擬体分析のために新規整備する分析装置（ウラン／酸素比測定装置等）につい

て、グローブボックス内への設置を考慮し、設計・製作を実施した。また、デブリ模擬体

分析のための試料前処理等に必要となる分析用器材（試料切断機等）を準備した。 

(2) TRU 高温化学に関する研究 

原子力基礎工学研究センター燃料高温科学研究グループでは、経済産業省の原子力の安全性

向上に資する共通基盤整備のための技術開発委託事業「シビアアクシデント時の燃料破損・溶

融過程解析手法の高度化」において、Pu を含む模擬破損燃料と制御材(B4C)に関する基礎試験と

して、燃料成分(PuO2)と制御棒(B4C)の新規化学反応生成物 PuBO3 の相分解挙動に関して酸素分

圧及び温度依存性を解明した。 

(3) 再処理プロセスに関する研究 

原子力基礎工学研究センター分離変換サイクル開発グループでは、高レベル廃液からマイナ

ーアクチノイド(MA)を分離する MA・RE 一括回収プロセスについて、抽出工程内での沈殿発生抑

制及び逆抽出性能の向上のため高級アルコールを添加した有機相を用いて、αγセルにて実廃

液試験を実施した。その結果、実廃液から有効に Am 及び Ln の抽出、逆抽出が行われたことを

確認し、計算コードによる予想通りの性能を達成した。核変換燃料の製造及び取り扱い時に発

熱源となることから問題となる Cm と長寿命で核変換が必要な Am について、新たに開発した

ADAAM 抽出剤による連続抽出試験によって Am と Cm の分離に成功した。実用的な抽出剤による

分離としては世界初の成果である 5)。 

(4) 環境試料等の微量分析に関する研究 

安全研究センター保障措置分析化学研究グループでは、原子力規制庁委託事業「保障措置環

境分析調査」における保障措置ホットセルスワイプ試料の分析技術開発を継続した。操作環境

中から混入してくるウランの試料定量分析結果への影響評価を実施するとともに、IAEA から依

頼された保障措置環境試料の分析を実施した。さらに、世界 9 か国、2 機関より構成されてい

る IAEA 保障措置分析所を対象とした国際比較試験試料の分析を実施し、その分析結果は良好な

評価を受けた。 

(5) TRU 非破壊計測に関する研究 

原子力基礎工学研究センター原子力センシング研究グループでは、文部科学省「核セキュリ

ティ強化等推進事業費補助金」事業により、平成 27 年度から 3 年間の計画で従来の非破壊測定

技術では測定が難しい高線量核物質の非破壊測定技術の開発を目的とした核不拡散・核セキュ

リティ用アクティブ中性子非破壊測定技術の開発に着手した。平成 27 年度は、ダイアウェイ時

間差分析法と即発ガンマ線分析法を統合した Active-N 装置の設計研究を実施した 7)-9)。また、

原子力センシング研究グループが開発した高速中性子直接問いかけ法を実廃棄物ドラム缶のウ

ラン量測定へ適用するための研究開発を人形峠環境技術センターと共同で実施した 10)-11)。 
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データ取得に備えてデータベース化した。 

② STACY更新炉の原子炉本体の設計 

 STACY更新は、更新後に使用しない現行STACY施設の原子炉本体及び計測制御系統施設等の

主要部分を解体・撤去した後、継続使用設備の改造及び更新炉原子炉本体等の新設機器の製

作・据付を実施する手順で進める。平成27年度事業としては、以下の設計作業を実施した。 

・製作設計の実施に向け、設置変更許可申請の審査進捗に応じて許可条件との適合性を確

保するために必要な詳細設計の見直し及び設計計算評価を実施した。 

・整備工程上、平成28年度以降の早期に着手する必要がある継続使用設備の主要な改造工

事及び主要な新設機器の製作に向けて、実施レベルの改造設計及び製作設計を行った。 

また、MCCI生成物を模擬した材料の臨界特性測定実験をSTACY更新炉で実施するために、減

速度の異なるデブリ模擬炉心を構成した場合の炉心特性の解析を行い、測定実験の実現性と

必要条件を確認した。 

その他、STACY更新炉を用いた臨界実験を国際的な水準からみて有意義なものとするため、

国際会議（臨界安全国際会議ICNC2015；米国ノースカロライナ州シャーロットにおいて平成

27年9月13～17日開催）において本受託事業の成果（平成26年度成果）を発表した。また、米

国オークリッジ国立研究所を訪問し、現地の研究者とSTACY 更新炉で計画している臨界実験

についての議論を行った。さらに、STACY 更新炉と類似の設計の原子炉である米国サンディ

ア国立研究所の臨界集合体を見学し、STACY 更新炉の設計に参考になる情報を収集した。上

記の情報収集を通し、現在、国際的には、臨界実験結果に付随するデータの不確かさの評価

に重きが置かれており、不確かさを正確に評価するために、例えば米国サンディア国立研究

所では独自に整備したレーザー測定装置を用いて燃料棒外径を精密に全数測定する等、多く

の努力が払われていることを確認した。STACY更新炉で取得する臨界実験データを価値の高い

ものとするため、燃料ペレットの外径等の運転開始後には測定できないデータを、製作の各

段階において精密に測定して行く必要がある。 

③ デブリ模擬体臨界実験用燃料の調達準備 

 STACY更新炉において燃料デブリを模擬した臨界実験（デブリ模擬臨界実験）を行うために

は、ドライバー燃料の他、デブリを模擬したサンプルを製作するための粉末燃料を調達する

必要がある。平成27年度事業では、上記の2種類の燃料を調達するため、調達先の海外加工メ

ーカーから原科研への燃料輸送を想定し、燃料調達仕様の決定、燃料輸送容器及び輸送ルー

トの調査を行い、平成30年度から開始する予定の燃料調達契約の準備を整えた。 

④ デブリ模擬体調製設備の整備 

 STACY更新計画では、デブリ模擬臨界実験に用いるデブリ模擬体を調整する設備を、STACY

更新炉に隣接して設置することとしている。平成27年度事業では、設備の設置に先立ち、主

要な機器（圧縮成型機、焼結炉本体）、その他の内装機器（ペレット保管庫、作業台等）の

製作を行った。 

⑤ デブリ模擬体分析設備の整備 

 平成26年度に実施した基本設計結果（分析項目及び手法の調査、分析設備のうち分析室（Ⅰ）

を原子炉施設から核燃料物質使用施設へ許可区分変更する方針の決定）を踏まえ、以下の項

目を実施した。 
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(6) 放射性廃棄物地層処分に関する研究 

安全研究センター廃棄物安全研究グループでは、放射性廃棄物処分の長期安全評価に必要な

データ整備を行っている。平成 27 年度は、U の収着分配係数取得のために、地層処分の地下の

還元環境を想定し、U(IV)の収着試験実施方法を検討した。また、Pu について、Pu の岩石への

収着を支配する構成鉱物を確認するために、収着分配係数が大きいと想定される粘土鉱物への

収着試験を実施し、分配係数に対する pH や炭酸イオンの影響を明らかにするとともに、機構論

的モデルにより収着現象の解明を行った。さらに、Thについて、花崗岩やそれを構成する鉱物 13)

及び堆積岩に含まれるモンモリロナイトやイライトといった粘土鉱物 14)を対象に、pH や炭酸イ

オン濃度を変化させて収着分配係数を取得し、Th の収着挙動を機構論的モデルにより吸着機構

を解明した。 

(7) レーザー遠隔分光分析技術に関する研究 

廃炉国際共同研究センター燃料デブリ分析グループでは、これまでに開発したレーザーを活

用する迅速・非接触分析法を、福島第一原子力発電所事故炉の格納容器や圧力容器内の燃料デ

ブリ等を対象とする炉内遠隔その場分析技術として適用する研究開発を実施している。平成 27

年度は、レーザー誘起ブレークダウン分析法（LIBS）による元素組成分析技術開発として、U

の発光スペクトルの測定を実施し、350-470 nm の波長域のスペクトルを基礎データとして整備

した 15)。また、アブレーション共鳴分光法による核種組成分析技術開発として、レーザーアブ

レーションで発生するプルームの膨張挙動を二次元蛍光撮像し、分析に適した実験条件を明ら

かにした 16)。 

 

2.1.3 燃料試験施設（RFEF）を利用した研究開発 

安全研究センター燃料安全研究グループからの依頼により、燃料等安全高度化対策事業の第 2

期計画として受け入れた欧州照射高燃焼度燃料セグメント（平成 23 年 1 月 8 日、燃料試験施設に

受け入れ）について、外観観察、寸法測定、Ｘ線透過試験、γスキャニング等の非破壊試験、ま

た、リファレンス試験として金相試験、水素分析試験等の破壊試験を実施した。また、化学分析

用試料を採取し、WASTEF へ搬出した。 

反応度事故（RIA）試験関係では、原子炉安全性研究炉（NSRR）より受け入れたパルス照射済

RIA 試験燃料棒のパルス照射後試験、セグメント燃料棒からの RIA 試験燃料棒作製に着手した。 

冷却材喪失事故（LOCA）試験関係では、LOCA 時の非常用炉心冷却装置（ECCS）による水の注入

を模擬した急冷試験（クエンチ試験）を実施した。クエンチ試験後の被覆管試料について、金相

試験、水素分析試験、四点曲げ試験等を実施した。その他、高温水蒸気中での被覆管の酸化速度

評価試験を実施し、試験後の被覆管試料の金相試験、水素分析試験を実施した。 

安全研究センター臨界安全研究グループの依頼により、福島第一原子力発電所事故で発生した

燃料デブリの臨界安全管理技術開発のため、PWR 高燃焼度燃料についてγ線測定を行い、化学分

析用試料を採取して WASTEF へ搬出した。 

原子力基礎工学研究センター燃料高温科学研究グループの依頼により、廃炉・汚染水対策事業

費補助金（燃料デブリ性状把握・処置技術の開発）の一環として、TMI-2 燃料デブリの金相試験、

SEM/EPMA 分析、硬度測定等を実施した。また、燃料デブリの溶解特性把握のため、米国 TMI-2 燃

料デブリの小試験片を BECKY へ搬出した。 
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J-PARC センター核変換ディビジョンの依頼により、核変換実験施設の開発・整備に係る核破砕

中性子源のターゲット容器材料の寿命評価のため、スイス・ポールシェラー研究所（PSI）の陽子

加速器 SINQ で照射された試験片について、WASTEF で引張試験及び曲げ疲労試験を実施した後の

SEM 観察を実施した。 

 

2.1.4 廃棄物安全試験施設（WASTEF）を利用した研究開発 
(1) 福島第一原子力発電所事故対応に関する研究 

安全研究センター臨界安全研究グループが進める研究支援では、燃料デブリの臨界管理技術

の開発において、PWR 高燃焼度燃料集合体から採取されたペレット片を溶解した燃料溶解液及

び不溶性残渣を溶解した不溶性残渣溶解液について分取・希釈し、燃料溶解液は BECKY に、不

溶性残渣溶解液は第 4研究棟に同位体組成分析を実施するため各液を搬出した。また、平成 28

年度に燃料溶解試験に供するペレット片を燃料試験施設から搬入した。 

 

(2) 受託研究等関連試験 

安全研究センター燃料安全研究グループが進める研究に対する支援では、原子力規制庁から

の受託事業「燃料等安全高度化対策事業」において、事故時の燃料挙動データを取得するため、

海外照射燃料から採取して得たペレット片を燃料試験施設から搬入し、燃料の溶解、希釈・分

取を実施し、第 4 研究棟で同液の同位体組成分析を実施するため同液を搬出した。 

原子力基礎工学研究センター防食材料技術開発グループが進める研究に対する支援では、原

子力規制庁からの受託研究「平成 27 年度商用再処理施設の経年変化に関する研究」において、

酸化性金属イオンとして Np を含む硝酸溶液を用いたステンレス鋼の腐食速度を取得するため、

Np 含有硝酸溶液中での伝熱面及び浸漬腐食試験、腐食試験前後の試験片の表面観察、重量測定

及び寸法測定を実施した。 
J-PARC センターターゲット技術開発セクションが進める研究に対する支援では、核変換実験

施設の開発・整備に係る核破砕中性子源ターゲット容器材料の開発において、核破砕環境中で

の材料照射データを取得するため、PSI において鉛ビスマス流動下で陽子照射されたターゲッ

ト容器より切り出された MEGAPIE（MEGAwatt Pilot Experiment）試料を用いたスモールパンチ

試験及び 3 点曲げ試験を実施する計画があり、実施に必要な試験技術を確立するため、コール

ド試験機を用いてモックアップ試験を実施した。 

 

2.1.5 大型非定常ループ実験棟（LSTF）及び大型再冠水実験棟等を利用した研究開発 

大型非定常ループ実験棟では、大型非定常試験装置（LSTF）により PWR 事故時の炉心損傷防止

のための安全対策に係る試験等を行っている。平成 27 年度は、安全研究センター熱水力安全研究

グループによる原子力規制庁受託「原子力施設等防災対策等委託費（軽水炉の事故時熱流動調査）

事業」として、PWR の全電源喪失時における小破断冷却材喪失事故模擬試験及び蓄圧注入系の隔

離失敗による窒素ガスの一次系への流入時における低出力自然循環実験を各 1 回実施し、蒸気発

生器を用いた早期減圧冷却の事故収束に対する有効性確認と安全評価コードの検証に必要な詳細

データを提供した。 

大型再冠水実験棟においても、上記委託費事業として大型格納容器試験装置（CIGMA）による実
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(6) 放射性廃棄物地層処分に関する研究 

安全研究センター廃棄物安全研究グループでは、放射性廃棄物処分の長期安全評価に必要な

データ整備を行っている。平成 27 年度は、U の収着分配係数取得のために、地層処分の地下の

還元環境を想定し、U(IV)の収着試験実施方法を検討した。また、Pu について、Pu の岩石への

収着を支配する構成鉱物を確認するために、収着分配係数が大きいと想定される粘土鉱物への

収着試験を実施し、分配係数に対する pH や炭酸イオンの影響を明らかにするとともに、機構論

的モデルにより収着現象の解明を行った。さらに、Thについて、花崗岩やそれを構成する鉱物 13)

及び堆積岩に含まれるモンモリロナイトやイライトといった粘土鉱物 14)を対象に、pH や炭酸イ

オン濃度を変化させて収着分配係数を取得し、Th の収着挙動を機構論的モデルにより吸着機構

を解明した。 

(7) レーザー遠隔分光分析技術に関する研究 

廃炉国際共同研究センター燃料デブリ分析グループでは、これまでに開発したレーザーを活

用する迅速・非接触分析法を、福島第一原子力発電所事故炉の格納容器や圧力容器内の燃料デ

ブリ等を対象とする炉内遠隔その場分析技術として適用する研究開発を実施している。平成 27

年度は、レーザー誘起ブレークダウン分析法（LIBS）による元素組成分析技術開発として、U

の発光スペクトルの測定を実施し、350-470 nm の波長域のスペクトルを基礎データとして整備

した 15)。また、アブレーション共鳴分光法による核種組成分析技術開発として、レーザーアブ

レーションで発生するプルームの膨張挙動を二次元蛍光撮像し、分析に適した実験条件を明ら

かにした 16)。 

 

2.1.3 燃料試験施設（RFEF）を利用した研究開発 

安全研究センター燃料安全研究グループからの依頼により、燃料等安全高度化対策事業の第 2

期計画として受け入れた欧州照射高燃焼度燃料セグメント（平成 23 年 1 月 8 日、燃料試験施設に

受け入れ）について、外観観察、寸法測定、Ｘ線透過試験、γスキャニング等の非破壊試験、ま

た、リファレンス試験として金相試験、水素分析試験等の破壊試験を実施した。また、化学分析

用試料を採取し、WASTEF へ搬出した。 

反応度事故（RIA）試験関係では、原子炉安全性研究炉（NSRR）より受け入れたパルス照射済

RIA 試験燃料棒のパルス照射後試験、セグメント燃料棒からの RIA 試験燃料棒作製に着手した。 

冷却材喪失事故（LOCA）試験関係では、LOCA 時の非常用炉心冷却装置（ECCS）による水の注入

を模擬した急冷試験（クエンチ試験）を実施した。クエンチ試験後の被覆管試料について、金相

試験、水素分析試験、四点曲げ試験等を実施した。その他、高温水蒸気中での被覆管の酸化速度

評価試験を実施し、試験後の被覆管試料の金相試験、水素分析試験を実施した。 

安全研究センター臨界安全研究グループの依頼により、福島第一原子力発電所事故で発生した

燃料デブリの臨界安全管理技術開発のため、PWR 高燃焼度燃料についてγ線測定を行い、化学分

析用試料を採取して WASTEF へ搬出した。 

原子力基礎工学研究センター燃料高温科学研究グループの依頼により、廃炉・汚染水対策事業

費補助金（燃料デブリ性状把握・処置技術の開発）の一環として、TMI-2 燃料デブリの金相試験、

SEM/EPMA 分析、硬度測定等を実施した。また、燃料デブリの溶解特性把握のため、米国 TMI-2 燃

料デブリの小試験片を BECKY へ搬出した。 
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験が平成 27 年 10 月 29 日より開始された。本装置は、福島第一原子力発電所事故の様なシビアア

クシデント時に格納容器を破損する可能性のある水素ガスや高温気体の挙動を調べる試験装置で

あり、格納容器冷却及び密度成層浸食等に関する実験等を行い、安全評価コードの検証に必要な

詳細データを提供した。 

二相流ループ実験棟及び安全基礎工学試験棟においても、上記委託費事業として単管伝熱試験

装置及びプールスクラビング装置等による実験を実施した他、原子力基礎工学研究センター熱流

動技術開発グループによる経済産業省受託「発電用原子炉等安全対策高度化技術基盤整備事業（重

大事故解析手法の高度化）」として使用済み燃料プールスプレイ冷却試験等、各種の基礎的な熱流

動試験を実施した。 

 

2.2 平成28年度44)-72) 

2.2.1 原子炉安全性研究炉（NSRR）を利用した研究開発 

NSRR は、主に発電用原子炉燃料の反応度事故時における挙動を研究するための照射実験に利用

されている。 

適合性確認のための原子炉設置(変更)許可申請（平成 27 年 3 月 31 日付け）が原子力規制委員会

により審査中であることから、今年度、照射実験はなかった。 

 

2.2.2 燃料サイクル安全工学研究施設（NUCEF）を利用した研究開発 

(1) 燃料デブリ臨界管理に関する研究 

福島第一原子力発電所の廃炉に向け、燃料デブリに関する臨界管理技術の確立が急務である

ことから、STACYではそのための技術開発を進めている。 

 平成28年度は、上記技術開発の一環として、原子力規制庁から「平成28年度原子力施設等防

災対策等委託費（東京電力福島第一原子力発電所燃料デブリの臨界評価手法の整備）事業」を

受託し、当該受託事業を通じて以下の①～⑤の活動を行い、報告書にまとめた。 

① 燃料デブリの臨界リスク評価基準の整備 

 燃料デブリの臨界リスクについて検討するため、新燃料及び14GWD/tの燃焼燃料を対象とし

た平成26年度事業（MCCI生成物の調査）及び平成27年度事業（鉄含有デブリの調査）に引き

続き、事故機に含まれていた燃焼燃料を想定し、燃焼度をパラメータとした臨界特性評価を

行い、得られた結果をデータベースに収録した。 

② STACY更新炉本体の整備 

 上記データベースの精度を実験的に検証するため、STACY更新炉の設計作業を進めるととも

に、STACY更新炉を用いた臨界実験の炉心構成を検討し、当該実験に使用する実験装置（高精

度実験用水位計）の設計検討を行った。 

③ デブリ模擬臨界実験用燃料の調達 

 STACY 更新炉の臨界実験に用いる燃料は、デブリ模擬体調製用粉末燃料及び燃料ペレット

並びに棒状燃料である。これらを海外燃料加工メーカーから原科研まで輸送するための輸送

容器として、平成27年度事業における調査結果から、国内外での許認可実績及び使用実績を

有する、STACY 更新炉用燃料の輸送に適する国内メーカー所有の輸送容器を選定した。また、

当該輸送容器を使用する際の燃料の収納方法及び海上コンテナの固縛方法、並びに輸送容器
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必要基数及び海上コンテナ必要数を検討し、輸送方法の最適化を図った。なお、最適化の一

環として、燃料ペレットについては、棒状燃料と同仕様の被覆管に挿入し、棒状燃料として

棒状燃料輸送容器に収納して輸送することとし、燃料ペレット専用の輸送容器を不要とした。 

④ デブリ模擬体調製設備の整備 

 デブリ模擬体調製設備について、NUCEF のBECKY 施設の分析室に設置されたグローブボッ

クスに設置することを想定し、事前に製作工場において当該設備の主要機器である圧縮成型

機と焼結炉の性能試験を実施し、所要の性能を有することを確認するとともに、焼結時のペ

レット収縮率等、製作時に必要なデータを取得した。 

⑤ デブリ模擬体分析設備の整備 

 平成27年度に設計・製作したデブリ模擬体分析装置（ウラン/酸素比測定装置等）について、

コールド試料を用いた性能確認試験を行い、要求する性能を有することを確認した。 

(2) TRU高温化学に関する研究 

原子力基礎工学研究センター燃料高温科学研究グループでは、経済産業省の原子力の安全性

向上に資する共通基盤整備のための技術開発委託事業「シビアアクシデント時の燃料破損・溶

融過程解析手法の高度化」において、燃料棒成分(Zr)と核分裂生成物元素(Eu)の化学反応試験

として、ZrO2とEuO1.5から成る複合酸化物であるパイロクロア型Eu2Zr2O7とペロブスカイト型

EuZrO3の相互相転移挙動に関して酸素分圧及び温度依存性を解明した。 

(3) 再処理プロセスに関する研究 

原子力基礎工学研究センター群分離技術開発グループでは、高レベル廃液からマイナーアク

チノイド(MA)を分離するMA・RE一括回収プロセス及びMA/RE相互分離プロセスについて、一貫し

た実廃液試験を実施した。試験では、MA・RE一括回収プロセスによって高レベル廃液からMAと

REの混合溶液を回収し、これを供給液としてMA/RE相互分離プロセスによってMAとREを相互に分

離した。抽出工程内での沈殿等の発生はなく、分離操作はすべて順調に推移した。各分離プロ

セスは予想通りの性能を発揮し、高レベル廃液からMAを検出限界以下まで回収するとともに、

REを分離したMA試料を約10mg得ることに成功した。 

(4) 環境試料等の微量分析に関する研究 

安全研究センター保障措置分析化学研究グループでは、原子力規制庁委託事業「保障措置環

境分析調査」における保障措置ホットセルスワイプ試料の分析技術開発を継続した。試料中に

極微量含まれる241Am量を推定するための分離法の開発を実施するとともに、IAEAから依頼され

た保障措置環境試料の分析を実施した46)。 

(5) TRU非破壊計測に関する研究 

原子力基礎工学研究センター原子力センシング研究グループでは文部科学省「核セキュリテ

ィ強化等推進事業費補助金」事業の一環として核不拡散・核セキュリティ用アクティブ中性子

非破壊測定技術に関する研究開発を実施している。ダイアウェイ時間差分析法と即発ガンマ線

分析法を統合したActive-N装置を製作し、低線量核物質を用いたダイアウェイ時間差分析法の

試験を実施した48)-52)。また、原子力センシング研究グループが開発した高速中性子直接問いか

け法による測定装置を用いて、人形峠環境技術センターと共同で実廃棄物ドラム缶のウラン量

測定を実施した53)-55)。 

(6) 放射性廃棄物地層処分に関する研究 
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験が平成 27 年 10 月 29 日より開始された。本装置は、福島第一原子力発電所事故の様なシビアア

クシデント時に格納容器を破損する可能性のある水素ガスや高温気体の挙動を調べる試験装置で

あり、格納容器冷却及び密度成層浸食等に関する実験等を行い、安全評価コードの検証に必要な

詳細データを提供した。 

二相流ループ実験棟及び安全基礎工学試験棟においても、上記委託費事業として単管伝熱試験

装置及びプールスクラビング装置等による実験を実施した他、原子力基礎工学研究センター熱流

動技術開発グループによる経済産業省受託「発電用原子炉等安全対策高度化技術基盤整備事業（重

大事故解析手法の高度化）」として使用済み燃料プールスプレイ冷却試験等、各種の基礎的な熱流

動試験を実施した。 

 

2.2 平成28年度44)-72) 

2.2.1 原子炉安全性研究炉（NSRR）を利用した研究開発 

NSRR は、主に発電用原子炉燃料の反応度事故時における挙動を研究するための照射実験に利用

されている。 

適合性確認のための原子炉設置(変更)許可申請（平成 27 年 3 月 31 日付け）が原子力規制委員会

により審査中であることから、今年度、照射実験はなかった。 

 

2.2.2 燃料サイクル安全工学研究施設（NUCEF）を利用した研究開発 

(1) 燃料デブリ臨界管理に関する研究 

福島第一原子力発電所の廃炉に向け、燃料デブリに関する臨界管理技術の確立が急務である

ことから、STACYではそのための技術開発を進めている。 

 平成28年度は、上記技術開発の一環として、原子力規制庁から「平成28年度原子力施設等防

災対策等委託費（東京電力福島第一原子力発電所燃料デブリの臨界評価手法の整備）事業」を

受託し、当該受託事業を通じて以下の①～⑤の活動を行い、報告書にまとめた。 

① 燃料デブリの臨界リスク評価基準の整備 

 燃料デブリの臨界リスクについて検討するため、新燃料及び14GWD/tの燃焼燃料を対象とし

た平成26年度事業（MCCI生成物の調査）及び平成27年度事業（鉄含有デブリの調査）に引き

続き、事故機に含まれていた燃焼燃料を想定し、燃焼度をパラメータとした臨界特性評価を

行い、得られた結果をデータベースに収録した。 

② STACY更新炉本体の整備 

 上記データベースの精度を実験的に検証するため、STACY更新炉の設計作業を進めるととも

に、STACY更新炉を用いた臨界実験の炉心構成を検討し、当該実験に使用する実験装置（高精

度実験用水位計）の設計検討を行った。 

③ デブリ模擬臨界実験用燃料の調達 

 STACY 更新炉の臨界実験に用いる燃料は、デブリ模擬体調製用粉末燃料及び燃料ペレット

並びに棒状燃料である。これらを海外燃料加工メーカーから原科研まで輸送するための輸送

容器として、平成27年度事業における調査結果から、国内外での許認可実績及び使用実績を

有する、STACY 更新炉用燃料の輸送に適する国内メーカー所有の輸送容器を選定した。また、

当該輸送容器を使用する際の燃料の収納方法及び海上コンテナの固縛方法、並びに輸送容器
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安全研究センター廃棄物安全研究グループでは、放射性廃棄物処分の長期安全評価に必要な

データ整備を行っている。平成28年度は、地層処分に関するバリア機能材料の特性データを取

得するため、ベントナイト内におけるThの拡散試験を開始した。 

(7) レーザー遠隔分光分析技術に関する研究 

廃炉国際共同研究センター燃料デブリ分析グループでは、事故炉の格納容器や圧力容器内の

燃料デブリ等を対象とするレーザー遠隔分析技術の開発研究を実施している。このうち、レー

ザー誘起ブレークダウン分光法（LIBS）による元素組成分析技術開発では、Uの発光スペクトル

の解析を進め、470-670 nmの波長域のスペクトルを基礎データとしてまとめた56)。また、アブ

レーション共鳴分光法による核種組成分析技術開発では、これまでに得られた分析に適した実

験条件でPuのアブレーション吸収分光実験を実施し、Puの同位体シフトや超微細構造に関する

分光データを整備するとともに、Puのアブレーション共鳴吸収分析法の分析性能を評価した57)。 

 

2.2.3 燃料試験施設（RFEF）を利用した研究開発 

安全研究センター燃料安全研究グループからの依頼により、燃料等安全高度化対策事業の第 2

期計画として受け入れた欧州照射高燃焼度燃料セグメントについて、リファレンス試験として酸

化膜厚さ測定、金相試験、水素分析試験、密度試験等の破壊試験を実施した。また、化学分析用

試料を採取し、WASTEF へ搬出した。 

RIA 試験関係では、NSRR から受け入れたパルス照射済 RIA 試験燃料棒について、外観観察、寸

法測定、X 線透過試験、γスキャニング等の非破壊試験、及び金相試験等の破壊試験を実施した。

また、セグメント燃料棒から RIA 試験燃料棒 1 本を製作した。 

LOCA 試験関係では、クエンチ試験を実施し、クエント試験後の被覆管試料について、金相試験、

水素分析試験、四点曲げ試験等を実施した。また、被覆管試料の酸化速度評価試験を実施し、試

験後の被覆管試料の金相試験、水素分析試験を実施した。 

J-PARC センターターゲット技術開発セクションからの依頼により、核変換実験施設の開発・整

備に係る核破砕中性子源のターゲット容器材料の寿命評価のため、スイス・ポールシェラー研究

所（PSI）の陽子加速器 SINQ で照射された試験片について、WASTEF で引張試験を実施した後の SEM

観察、金相試験を実施した。 

 

2.2.4 廃棄物安全試験施設（WASTEF）を利用した研究開発 
(1) 福島第一原子力発電所事故対応に関する研究 

安全研究センター臨界安全研究グループが進める研究支援では、燃料デブリの臨界評価手法

の整備事業の一環として、PWR高燃焼度燃料集合体から採取されたペレット片を溶解した燃料溶

解液及び不溶性残渣を溶解した不溶性残渣溶解液について分取・希釈し、燃料溶解液はBECKY

に、不溶性残渣溶解液は第4研究棟に同位体組成分析を実施するため各液を搬出した。また、平

成28年度に燃料溶解試験に供するペレット片を燃料試験施設から搬入した。 

原子力基礎工学研究センター防食材料技術開発グループが進める研究に対する支援では、

137Cs 含有水溶液中での炭素鋼の腐食挙動データを取得するため、試験片の腐食試験、外観撮影

及び重量測定を実施した。 
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(2) 受託研究等関連試験 

安全研究センター燃料安全研究グループが進める研究に対する支援では、原子力規制庁から

の受託事業「燃料等安全高度化対策事業」において、事故時の燃料挙動データを取得するため、

海外照射燃料から採取して得たペレット片を燃料試験施設から搬入し、燃料の溶解、希釈・分

取を実施し、第 4 研究棟で同液の同位体組成分析を実施するため同液を搬出した。 

原子力基礎工学研究センター防食材料技術開発グループが進める研究に対する支援では、原

子力規制庁からの受託研究「平成 28 年度原子力施設等防災対策等委託費（商用再処理施設の経

年変化に関する研究）事業」において、酸化性金属イオンとしてネプツニウムを含む硝酸溶液

を用いたステンレス鋼の腐食速度を取得するため、硝酸ネプツニウム溶液の調整、ネプツニウ

ム含有硝酸溶液中での伝熱面及び浸漬腐食試験、腐食試験前後の試験片の表面観察、重量測定

及び寸法測定を実施した。 

  原子力基礎工学研究センター防食材料技術開発グループが進める研究に対する支援では、

137Cs 含有水溶液中での炭素鋼の腐食挙動データを取得するため、試験片の腐食試験、外観撮影

及び重量測定を実施した。 
J-PARC センターターゲット技術開発セクションが進める研究に対する支援では、MEGAPIE 試

料を用いたスモールパンチ試験片の加工及びスモールパンチ試験並びに 3 点曲げ試験を実施し、

核破砕環境中での材料照射データを取得した。 

 

2.2.5 大型非定常ループ実験棟及び大型再冠水実験棟等を利用した研究開発 

大型非定常ループ実験棟では、平成 28 年度も 27 年度に引き続き、安全研究センター熱水力安

全研究グループによる原子力規制庁受託「原子力施設等防災対策等委託費（軽水炉の事故時熱流

動調査）事業」として、LSTF を用いた PWR の全電源喪失時における小破断冷却材喪失事故模擬試

験、蓄圧注入系の隔離失敗による窒素ガスの一次系への流入時における低出力自然循環実験を各

1 回実施し、蒸気発生器を用いた早期減圧冷却の事故収束に対する有効性確認と安全評価コード

の検証に必要な詳細データを提供した。 

大型再冠水実験棟においては、原子力規制庁受託「原子力施設等防災対策等委託費（軽水炉の

シビアアクシデント時格納容器熱流動調査）事業」として、平成 27 年度同様に格納容器冷却及び

密度成層浸食等に関する実験を CIGMA を用いて行い、安全評価コードの検証に必要な詳細データ

を提供した。 

二相流ループ実験棟及び安全基礎工学試験棟においても、上記原子力規制庁受託として単管伝

熱試験装置、プールスクラビング装置等による実験を実施した他、原子力基礎工学研究センター

熱流動技術開発グループによる経済産業省受託「発電用原子炉等安全対策高度化技術基盤整備事

業（重大事故解析手法の高度化）」として使用済み燃料プールスプレイ冷却試験等、平成 27 年度

同様、各種の基礎的な熱流動試験を実施した。 

 

 

 JAEA-Review-2021-006 

- 168 - 

安全研究センター廃棄物安全研究グループでは、放射性廃棄物処分の長期安全評価に必要な

データ整備を行っている。平成28年度は、地層処分に関するバリア機能材料の特性データを取

得するため、ベントナイト内におけるThの拡散試験を開始した。 

(7) レーザー遠隔分光分析技術に関する研究 

廃炉国際共同研究センター燃料デブリ分析グループでは、事故炉の格納容器や圧力容器内の

燃料デブリ等を対象とするレーザー遠隔分析技術の開発研究を実施している。このうち、レー

ザー誘起ブレークダウン分光法（LIBS）による元素組成分析技術開発では、Uの発光スペクトル

の解析を進め、470-670 nmの波長域のスペクトルを基礎データとしてまとめた56)。また、アブ

レーション共鳴分光法による核種組成分析技術開発では、これまでに得られた分析に適した実

験条件でPuのアブレーション吸収分光実験を実施し、Puの同位体シフトや超微細構造に関する

分光データを整備するとともに、Puのアブレーション共鳴吸収分析法の分析性能を評価した57)。 

 

2.2.3 燃料試験施設（RFEF）を利用した研究開発 

安全研究センター燃料安全研究グループからの依頼により、燃料等安全高度化対策事業の第 2

期計画として受け入れた欧州照射高燃焼度燃料セグメントについて、リファレンス試験として酸

化膜厚さ測定、金相試験、水素分析試験、密度試験等の破壊試験を実施した。また、化学分析用

試料を採取し、WASTEF へ搬出した。 

RIA 試験関係では、NSRR から受け入れたパルス照射済 RIA 試験燃料棒について、外観観察、寸

法測定、X 線透過試験、γスキャニング等の非破壊試験、及び金相試験等の破壊試験を実施した。

また、セグメント燃料棒から RIA 試験燃料棒 1 本を製作した。 

LOCA 試験関係では、クエンチ試験を実施し、クエント試験後の被覆管試料について、金相試験、

水素分析試験、四点曲げ試験等を実施した。また、被覆管試料の酸化速度評価試験を実施し、試

験後の被覆管試料の金相試験、水素分析試験を実施した。 

J-PARC センターターゲット技術開発セクションからの依頼により、核変換実験施設の開発・整

備に係る核破砕中性子源のターゲット容器材料の寿命評価のため、スイス・ポールシェラー研究

所（PSI）の陽子加速器 SINQ で照射された試験片について、WASTEF で引張試験を実施した後の SEM

観察、金相試験を実施した。 

 

2.2.4 廃棄物安全試験施設（WASTEF）を利用した研究開発 
(1) 福島第一原子力発電所事故対応に関する研究 

安全研究センター臨界安全研究グループが進める研究支援では、燃料デブリの臨界評価手法

の整備事業の一環として、PWR高燃焼度燃料集合体から採取されたペレット片を溶解した燃料溶

解液及び不溶性残渣を溶解した不溶性残渣溶解液について分取・希釈し、燃料溶解液はBECKY

に、不溶性残渣溶解液は第4研究棟に同位体組成分析を実施するため各液を搬出した。また、平

成28年度に燃料溶解試験に供するペレット片を燃料試験施設から搬入した。 

原子力基礎工学研究センター防食材料技術開発グループが進める研究に対する支援では、

137Cs 含有水溶液中での炭素鋼の腐食挙動データを取得するため、試験片の腐食試験、外観撮影

及び重量測定を実施した。 
 

JAEA-Review 2021-006

- 169 -



 JAEA-Review-2021-006 

- 170 - 

3 加速器施設利用 

3.1 平成27年度 

3.1.1 タンデム加速器を利用した研究開発 

(1) 利用状況 

平成 27 年度のタンデム加速器の全体的な利用申込状況は表Ⅴ-3-1 のとおりである。研究分野

別及び利用形態別の利用実施状況を表Ⅴ-3-2、表Ⅴ-3-3 に示す。 

                                                    

表Ⅴ-3-1 タンデム加速器の利用申込状況（平成 27 年度） 

 課題審査会採択課題数   

 所内利用 4 

 共同研究・施設共用 14 

 実験課題申込件数 47 

 所外・原子力機構外利用者延べ人数 90 

 所内･原子力機構内利用者延べ人数 44 

 利用機関の数 28 

注〕実験課題申込件数とは、マシンタイム毎に採択課題利用者から提出された実験の実

施計画書について、その年度内の合計数である。 

 

表Ⅴ-3-2 分野別利用実施状況（平成 27 年度） 

研究分野 利用日数［日］ 利用率［％］ 

核物理 51  36.2  

核化学       35   25.5 

原子・固体物理・照射効果 48   34.0 

加速器開発        6      4.3 

合計 140 100 

 

表Ⅴ-3-3 利用形態毎の利用件数と比率（平成 27 年度） 

利用形態 利用日数 日］ 利用率［％］ 

施設供用 14        9.9 

共同研究 69       48.9 

所内･原子力機構内単独利用 45       32.0 

JST 受託研究       13        9.2 

 

(2) 利用研究の成果 

 研究分野別の主な成果は以下の通りである。 

① 核物理研究 

・18O+237Np による多核子移行反応を用いて、これまで未測定であった 238Pu を含む 20 核種まで

の複合核の核分裂片質量数分布の測定を行った。 
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・反跳生成核分離装置を用いて 58Ni+58Ni 反応によって新同位体となる 113Ba の合成実験を行っ

た。合成の根拠となる 113Ba からのα 崩壊連鎖を観測し、詳細な解析を進めた。 

② 核化学研究 

・オンライン同位体分離器 ISOL を利用した Fm 及び Md の第 1 イオン化エネルギー測定を行い、

Fmから Lrに至る重アクチノイドのイオン化エネルギーを全て決定することに初めて成功し

た。この結果、ランタノイドと同様にアクチノイドでも原子番号が増えるとともに f 軌道に

電子が充填されていく様子がイオン化エネルギー値の推移として顕著に現れることを、初め

て実験的に示した。 

・医療用 RI として期待されている 211At の利用拡大を目指し、一般的な 211At の直接合成では

なくタンデム加速器の特徴を活かした 211Rn/211At ジェネレータを開発するとともに、安定な

標識法を開発するための化学分離法の開発及び収率評価等を実施した。 

③ 固体物理・原子物理・照射損傷研究 

・タングステンイオンを極薄の炭素薄膜を通過させることにより、タングステンイオンの電荷

が非平衡の分布状態を取り得ることを確認し、その電荷分布状態を定量的に計測することに

成功した。 

・通常は非磁性である HfO2 酸化物に高エネルギーイオン照射することによって、強磁性部分

が形成されることを実験的に初めて見出した。 

④ 加速器開発 

・垂直実験室の整備を進めた。 

・新型コロナプローブの開発を進めた。 

 

3.1.2  放射線標準施設（FRS）を利用した研究開発 73)-74) 

(1) 利用状況 

放射線標準施設（FRS）は、中性子線、γ線、X線及びβ線の国家標準とトレーサビリティが確

保された二次標準校正場を有する国内随一の校正施設であり、種々の放射線測定器の校正、特性

試験、測定器等の研究開発等に利用されている。平成 27 年度における原子力原子力機構内外から

依頼のあった施設供用及び原子力機構内利用の件数は合計で延べ 17 件であり、その内訳を表Ⅴ

-3-4 に示す。 

原子力機構外からの利用は、測定器メーカー等によるもので、その研究課題のほとんどが放射

線計測器の開発に係る性能確認等であった。原子力機構内からの利用は、研究炉加速器管理部、

原子力基礎工学研究センター等によるものであり、実験課題としては「悪性腫瘍治療法の確立を

目的とした中性子測定技術開発」、「福島デブリ測定用中性子検出器のガンマ線耐性試験」等であ

った。 
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3 加速器施設利用 

3.1 平成27年度 

3.1.1 タンデム加速器を利用した研究開発 

(1) 利用状況 

平成 27 年度のタンデム加速器の全体的な利用申込状況は表Ⅴ-3-1 のとおりである。研究分野

別及び利用形態別の利用実施状況を表Ⅴ-3-2、表Ⅴ-3-3 に示す。 

                                                    

表Ⅴ-3-1 タンデム加速器の利用申込状況（平成 27 年度） 

 課題審査会採択課題数   

 所内利用 4 

 共同研究・施設共用 14 

 実験課題申込件数 47 

 所外・原子力機構外利用者延べ人数 90 

 所内･原子力機構内利用者延べ人数 44 

 利用機関の数 28 

注〕実験課題申込件数とは、マシンタイム毎に採択課題利用者から提出された実験の実

施計画書について、その年度内の合計数である。 

 

表Ⅴ-3-2 分野別利用実施状況（平成 27 年度） 

研究分野 利用日数［日］ 利用率［％］ 

核物理 51  36.2  

核化学       35   25.5 

原子・固体物理・照射効果 48   34.0 

加速器開発        6      4.3 

合計 140 100 

 

表Ⅴ-3-3 利用形態毎の利用件数と比率（平成 27 年度） 

利用形態 利用日数 日］ 利用率［％］ 

施設供用 14        9.9 

共同研究 69       48.9 

所内･原子力機構内単独利用 45       32.0 

JST 受託研究       13        9.2 

 

(2) 利用研究の成果 

 研究分野別の主な成果は以下の通りである。 

① 核物理研究 

・18O+237Np による多核子移行反応を用いて、これまで未測定であった 238Pu を含む 20 核種まで

の複合核の核分裂片質量数分布の測定を行った。 
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表Ⅴ-3-4 原子力機構内外からの施設供用等の件数（平成 27 年度） 

    線種 

利用区分 

加速器 

中性子 

加速器

γ線 

RI 

中性子 
γ線 X 線 β線 

合計 

(課題数＊)

原子力機構内 3 0 0 5 0 0 8(7)

原子力機構外 2 1 4 2 0 0 9(9)

合 計 5 1 4 7 0 0 17(16)

＊：1 件の課題で複数の線種を使用する場合があり、線種合計と課題数は一致しない。 
 

(2) 利用内容 

 原子力機構内における主な利用内容は以下の通りである。 

1) 悪性腫瘍治療法の確立を目的とした中性子測定技術開発 

加速器ホウ素中性子捕捉療法（BNCT）照射場の測定に使用する中性子検出器を開発するため、

FRS の加速器中性子照射設備により検出器に単色中性子（144keV 及び 250keV）を照射し、その

応答を確認した。 

2) 福島デブリ測定用中性子検出器のガンマ線耐性試験 

東京電力福島第一原子力発電所におけるデブリを対象とした中性子検出器を開発するため、FRS

のγ線照射設備により検出器に高線量率γ線を照射し、γ線の影響を確認した。 

 

3.2  平成28年度 

3.2.1  タンデム加速器を利用した研究開発 

(1) 利用状況 

平成 28 年度のタンデム加速器の全体的な利用申込状況は表Ⅴ-3-5 のとおりである。研究分野

別及び利用形態別の利用実施状況を表Ⅴ-3-6 及び表Ⅴ-3-7 に示す。 

 

                                                    

表Ⅴ-3-5 タンデム加速器の利用申込状況（平成 28 年度） 

 課題審査会採択課題数   

 所内利用 5 

 共同研究・施設共用 16 

 実験課題申込件数 35 

 所外・原子力機構外利用者延べ人数 104 

 所内･原子力機構内利用者延べ人数 28 

 利用機関の数 28 

注〕実験課題申込件数とは、マシンタイム毎に採択課題利用者から提出された実験の実

施計画書について、その年度内の合計数である。 
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表Ⅴ-3-6 分野別利用実施状況（平成 28 年度） 

研究分野 利用日数［日］ 利用率［％］ 

核物理 40  36.0 

核化学       25   22.5 

原子・固体物理・照射効果 42   37.8 

加速器開発        4      3.6 

合計 111 100 

 

表Ⅴ-3-7 利用形態毎の利用件数と比率（平成 28 年度） 

利用形態 利用日数［日］ 利用率［％］ 

施設供用  6        5.4 

共同研究 80       72.1 

所内･原子力機構内単独利用 31       22.5 

 

 

(2) 利用研究の成果 

研究分野別の主な成果は以下の通りである。 

① 核物理研究 

・ 重イオン入射による多核子移行反応を 18O+249Cf 反応に適用することにより、中性子過剰核

を含む原子核 248,249,250,251Cf、 249,250,251,22Es、250,251,252,253Fm の核分裂片質量数分布を取得する

実験を行ない、解析を進めた。 

・ 30Si+248Cm, 34S+248Cm 反応系で生成される核分裂片の測定を行なった。複合核 (278Ds*, 282Cn*) 

を形成してからの核分裂と、これを形成せずに崩壊する準核分裂が混在して観測された。

解析から、入射核が重いほど複合核が生成されにくいことがデータから示された。 

② 核化学研究 

・ 103 番元素ローレンシウムのイオン化エネルギー実験の結果から類推できた最外殻電子の

電子配置の特異性に関して、この最外殻電子が化学結合へどのように影響するか、同ロー

レンシウムの金属表面への吸着挙動の観測を試みた。その結果、その挙動の観測に初めて

成功し、金属表面における吸着エンタルピーが同族であるランタノイドの Lu 及び Tb と同

等であることを見出した。論文執筆に向けて理論研究者とその解釈について議論を進めた。 

・ 近年、医療用 RI として利用が期待されている 211At について、211Rn/211At ジェネレータ開発

を進め、同ジェネレータを利用して精製した At トレーサーを用いて、ジェネレータの応用

可能性に関する研究を行った。 

③ 固体物理・原子物理・照射損傷研究 

・ 蛍石型構造をもつセラミックスについて、高速重イオン照射した表面にナノ粒子が形成さ

れることは知られていたが、そのナノ粒子の結晶構造が母材基板と同じであり、さらに、

母材基板と同じ結晶方位に揃っていることを初めて明らかにした。 

④ 加速器開発 
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表Ⅴ-3-4 原子力機構内外からの施設供用等の件数（平成 27 年度） 

    線種 

利用区分 

加速器 

中性子 

加速器

γ線 

RI 

中性子 
γ線 X 線 β線 

合計 

(課題数＊)

原子力機構内 3 0 0 5 0 0 8(7)

原子力機構外 2 1 4 2 0 0 9(9)

合 計 5 1 4 7 0 0 17(16)

＊：1 件の課題で複数の線種を使用する場合があり、線種合計と課題数は一致しない。 
 

(2) 利用内容 

 原子力機構内における主な利用内容は以下の通りである。 

1) 悪性腫瘍治療法の確立を目的とした中性子測定技術開発 

加速器ホウ素中性子捕捉療法（BNCT）照射場の測定に使用する中性子検出器を開発するため、

FRS の加速器中性子照射設備により検出器に単色中性子（144keV 及び 250keV）を照射し、その

応答を確認した。 

2) 福島デブリ測定用中性子検出器のガンマ線耐性試験 

東京電力福島第一原子力発電所におけるデブリを対象とした中性子検出器を開発するため、FRS

のγ線照射設備により検出器に高線量率γ線を照射し、γ線の影響を確認した。 

 

3.2  平成28年度 

3.2.1  タンデム加速器を利用した研究開発 

(1) 利用状況 

平成 28 年度のタンデム加速器の全体的な利用申込状況は表Ⅴ-3-5 のとおりである。研究分野

別及び利用形態別の利用実施状況を表Ⅴ-3-6 及び表Ⅴ-3-7 に示す。 

 

                                                    

表Ⅴ-3-5 タンデム加速器の利用申込状況（平成 28 年度） 

 課題審査会採択課題数   

 所内利用 5 

 共同研究・施設共用 16 

 実験課題申込件数 35 

 所外・原子力機構外利用者延べ人数 104 

 所内･原子力機構内利用者延べ人数 28 

 利用機関の数 28 

注〕実験課題申込件数とは、マシンタイム毎に採択課題利用者から提出された実験の実

施計画書について、その年度内の合計数である。 
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④ 加速器開発 

・ 垂直実験室の運用を開始した。 

 

3.2.2  放射線標準施設（FRS）を利用した研究開発 75)-78) 

(1) 利用状況 

平成 28 年度における原子力機構内外から依頼のあった施設供用及び原子力機構内利用の件数

は合計で延べ 18 件であり，その内訳を表Ⅴ-3-8 に示す。 

原子力機構外からの利用は、測定器メーカー等によるもので、その研究課題は放射線計測器の

開発に係る性能確認等であった。原子力機構内からの利用は、核不拡散・核セキュリティ総合支

援センター、廃炉国際共同研究センター等によるものであり、実験課題としては「イオンチェン

バーの照射試験」、「高線量下に適用可能なガンマ線可視化装置の開発」等であった。 

 

表Ⅴ-3-8 原子力機構内外からの施設供用等の件数（平成 28 年度） 

     線種 

利用区分 

加速器 

中性子 

加速器 

γ線 

RI 

中性子 
γ線 X 線 β線 

合計 

(課題数＊)

原子力機構内 0 0 0 8 1 0 9(9)

原子力機構外 4 1 1 2 1 0 9(6)

合 計 4 1 1 10 2 0 18(15)

＊：1 件の課題で複数の線種を使用する場合があり、線種合計と課題数は一致しない。 

 

(2) 利用内容 

 原子力機構内における主な利用内容は以下の通りである。 

1) イオンチェンバーを用いた計測システムの照射試験 

高い放射能を含むプルトニウム溶液のモニタリング技術を開発するため、FRS のγ線照射設備

により計測システムに高線量率γ線を照射し、線量率と出力信号との関係を確認した。 

2) 高線量下に適用可能なガンマ線可視化装置の開発 

原子炉建屋内等の高線量環境下において利用できるγ線可視化装置を開発するため、FRSのγ線

照射設備により検出器に高線量率γ線を照射し、実際のイメージングの状況を検証した。 
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第六章 共同利用及び依頼分析 

 

1 原子力機構内分析ニーズへの対応 

1.1 平成27年度79)-95) 

原子力機構内の研究開発部門及び研究開発拠点の活動により生じる放射能測定、化学分析等の

ニーズに対応するため、第 4 研究棟及び NUCEF 分析設備の分析機器等を活用した共同利用及び依

頼分析を実施した。主な分析機器の一覧を表Ⅵ-1-1 に示す。平成 27 年度の実績は、分析機器の

共同利用が 9 件（計 103 試料）、依頼分析が 5 件（計 94 試料）であった。共同利用の依頼元は、

原科研バックエンド技術部（7 件）、核不拡散・核セキュリティ総合支援センター（1 件）及び原

子力基礎工学研究センター（1 件）であった。また、依頼分析については、量子ビーム応用研究

センター（1件）原子力基礎工学研究センター（3 件）及び原科研バックエンド技術部（1 件）で

あった。これらの詳細を、共同利用について表Ⅵ-1-2 に、依頼分析について表Ⅵ-1-3 にそれぞれ

示す。 

 

1.2 平成28年度96) 

平成 28 年度に実施した分析機器の共同利用及び依頼分析の実績は、分析機器の共同利用が 19

件（計 230 試料）、依頼分析が 7 件（計 67 試料）であった。共同利用の依頼元は、原科研バック

エンド技術部（14 件）、核不拡散・核セキュリティ総合支援センター（1 件）、及び原子力基礎工

学研究センター（4 件）であった。また、依頼分析については、原子力基礎工学研究センター（2

件）、J-PARC センター（3 件）、原科研バックエンド技術部（1 件）、原科研放射線管理第 1 課（1

件）であった。これらの詳細を、共同利用について表Ⅵ-1-4 に、依頼分析について表Ⅵ-1-5 にそ

れぞれ示す。 
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④ 加速器開発 

・ 垂直実験室の運用を開始した。 

 

3.2.2  放射線標準施設（FRS）を利用した研究開発 75)-78) 

(1) 利用状況 

平成 28 年度における原子力機構内外から依頼のあった施設供用及び原子力機構内利用の件数

は合計で延べ 18 件であり，その内訳を表Ⅴ-3-8 に示す。 

原子力機構外からの利用は、測定器メーカー等によるもので、その研究課題は放射線計測器の

開発に係る性能確認等であった。原子力機構内からの利用は、核不拡散・核セキュリティ総合支

援センター、廃炉国際共同研究センター等によるものであり、実験課題としては「イオンチェン

バーの照射試験」、「高線量下に適用可能なガンマ線可視化装置の開発」等であった。 

 

表Ⅴ-3-8 原子力機構内外からの施設供用等の件数（平成 28 年度） 

     線種 

利用区分 

加速器 

中性子 

加速器 

γ線 

RI 

中性子 
γ線 X 線 β線 

合計 

(課題数＊)

原子力機構内 0 0 0 8 1 0 9(9)

原子力機構外 4 1 1 2 1 0 9(6)

合 計 4 1 1 10 2 0 18(15)

＊：1 件の課題で複数の線種を使用する場合があり、線種合計と課題数は一致しない。 

 

(2) 利用内容 

 原子力機構内における主な利用内容は以下の通りである。 

1) イオンチェンバーを用いた計測システムの照射試験 

高い放射能を含むプルトニウム溶液のモニタリング技術を開発するため、FRS のγ線照射設備

により計測システムに高線量率γ線を照射し、線量率と出力信号との関係を確認した。 

2) 高線量下に適用可能なガンマ線可視化装置の開発 

原子炉建屋内等の高線量環境下において利用できるγ線可視化装置を開発するため、FRSのγ線

照射設備により検出器に高線量率γ線を照射し、実際のイメージングの状況を検証した。 
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表Ⅵ-1-1 主な分析機器 

分析機器名 設置場所 主な機能 
誘導結合プラズマ

質量分析装置

（ICP-MS） 

第4研究棟 

315AB号室 

溶液試料を霧状にして誘導結合プラズマに導入するこ

とにより試料に含まれる元素をイオン化し、続いて磁

場中に導入して質量数毎に分離、検出することにより

試料に含まれる元素の定量分析を行う。また、質量分

析であるため同位体比の測定も可能である。一般的に、

溶液試料中の元素濃度としてppb（＝ng/ml）レベルの

定量が可能である。 
誘導結合プラズマ

発光分析装置

（ICP-AES） 

NUCEF 

分析室(Ⅲ) 

第4研究棟 

315AB号室 

溶液試料を霧状にして誘導結合プラズマに導入するこ

とにより、試料に含まれる元素を熱エネルギーにより

励起し、その際に発する元素固有の発光スペクトル（波

長及び強度）を測定し、試料に含まれる元素の定性及

び定量分析を行う。溶液試料の導入は、誘導結合プラ

ズマ質量分析装置と同様である。一般的に、 溶液試料

中の元素濃度としてppm レベルの定量が可能である。

イオンクロマトグ

ラフ装置（IC） 
第4研究棟 

313B号室 

溶液試料をイオン交換カラムに導入することにより、

試料に含まれるイオン種（ハロゲン元素、アルカリ金

属等）を分離し、それらの定量分析を行う。一般的に

溶液試料中のイオン濃度として、数十 ppm レベルの定

量が可能である。 
液体シンチレーシ

ョン計数装置

（LSC） 

第4研究棟 

311号室 

放射線との相互作用により蛍光を発する物質（シンチ

レータ）と、放射性物質（低エネルギーのβ線放出核

種やα線放出核種）を含む試料を混合し、その発光量

を光電子増倍管で測定することにより、試料に含まれ

る放射能量の定量を行う。 
γ線測定装置（Ge） 第4研究棟 

311号室 

装置はGe半導体検出器、遮蔽体、液体窒素容器及びデ

ータ解析装置等で構成される。測定試料に含まれるγ

線放出核種のエネルギースペクトルを測定することに

より、核種の定性及び放射能量の定量を行う。 
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表Ⅵ-1-2 分析機器共同利用の実績（平成27年度） 

利用者 主な利用目的 
分析機器 

(実施施設) 

福島 

関連※ 
件数 試料数

原科研 
バックエンド技術部 
放射性廃棄物管理技術

課 

放射性廃棄物に対する

分析技術開発 
LSC 

(第4研究棟)
― 7 82 

核不拡散・核セキュリ

ティ総合支援センター 
技術開発推進室 

核鑑識のための技術開

発 
フード 

(第4研究棟)
― 1 1 

原子力基礎工学研究セ

ンター  
照射材料工学研究グル

ープ 

陽電子消滅法による材

料分析及び研究 
Ge検出器 

(第4研究棟)
― 1 20 

合計 

（うち福島関連） 

9 

（―） 

103 

（―）

※ 福島第一原子力発電所の廃止措置に関連した利用を示す。 
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表Ⅵ-1-1 主な分析機器 

分析機器名 設置場所 主な機能 
誘導結合プラズマ

質量分析装置

（ICP-MS） 

第4研究棟 

315AB号室 

溶液試料を霧状にして誘導結合プラズマに導入するこ

とにより試料に含まれる元素をイオン化し、続いて磁

場中に導入して質量数毎に分離、検出することにより

試料に含まれる元素の定量分析を行う。また、質量分

析であるため同位体比の測定も可能である。一般的に、

溶液試料中の元素濃度としてppb（＝ng/ml）レベルの

定量が可能である。 
誘導結合プラズマ

発光分析装置

（ICP-AES） 

NUCEF 

分析室(Ⅲ) 

第4研究棟 

315AB号室 

溶液試料を霧状にして誘導結合プラズマに導入するこ

とにより、試料に含まれる元素を熱エネルギーにより

励起し、その際に発する元素固有の発光スペクトル（波

長及び強度）を測定し、試料に含まれる元素の定性及

び定量分析を行う。溶液試料の導入は、誘導結合プラ

ズマ質量分析装置と同様である。一般的に、 溶液試料

中の元素濃度としてppm レベルの定量が可能である。

イオンクロマトグ

ラフ装置（IC） 
第4研究棟 

313B号室 

溶液試料をイオン交換カラムに導入することにより、

試料に含まれるイオン種（ハロゲン元素、アルカリ金

属等）を分離し、それらの定量分析を行う。一般的に

溶液試料中のイオン濃度として、数十 ppm レベルの定

量が可能である。 
液体シンチレーシ

ョン計数装置

（LSC） 

第4研究棟 

311号室 

放射線との相互作用により蛍光を発する物質（シンチ

レータ）と、放射性物質（低エネルギーのβ線放出核

種やα線放出核種）を含む試料を混合し、その発光量

を光電子増倍管で測定することにより、試料に含まれ

る放射能量の定量を行う。 
γ線測定装置（Ge） 第4研究棟 

311号室 

装置はGe半導体検出器、遮蔽体、液体窒素容器及びデ

ータ解析装置等で構成される。測定試料に含まれるγ

線放出核種のエネルギースペクトルを測定することに

より、核種の定性及び放射能量の定量を行う。 
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表Ⅵ-1-3 依頼分析の実績（平成27年度） 

利用者 主な利用目的 
分析機器 

(実施施設) 

福島 

関連※ 
件数 試料数

量子ビーム応用研究セ

ンター 

アクチノイド化学研究

グループ 

粘土鉱物からの溶融塩

によるCs除去法の検討

ICP-MS 

ICP-AES 

(第4研究棟)

○ 1 7 

原科研 

バックエンド技術部 

放射性廃棄物管理技術

課 

福島第一原子力発電所

事故により発生した廃

棄物の処理処分方策の

検討 

グローブボ

ックス 

フード 

(NUCEF) 

○ 1 3 

原子力基礎工学研究セ

ンター 

群分離技術開発グルー

プ 

分離変換サイクルプロ

セス開発に向けたLnと

MAの分離技術開発にお

けるミキサセトラ連続

抽出試験試料の元素分

析 

ICP-AES 

(NUCEF) 
― 1 77 

原子力基礎工学研究セ

ンター 

熱流動技術開発グルー

プ 

人工海水中の元素組成

の定性・定量分析 

ICP-AES 

IC 

(第4研究棟)

― 2 7 

合計 

（うち福島関連） 

5 

（2） 

94 

（10）

※ 福島第一原子力発電所の廃止措置に関連した依頼を示す。 
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表Ⅵ-1-4 分析機器共同利用の実績（平成 28 年度） 

利用者 主な利用目的 
分析機器 

(実施施設) 
福島 
関連※ 

件数 試料数

原科研 
バックエンド技術部 
放射性廃棄物管理技術

課 

溶液組成によるMo化学

形態の調査 

フード 

(第4研究棟)
― 3 46 

Fe溶液中のTEVAレジン

を用いたMo分離試験 

フード 

ICP-AES 

(第4研究棟)

― 2 6 

金属試料（研究所廃棄

物）に対するヨウ素分

析の事前検討試験 

ICP-MS 

(第4研究棟)
― 2 46 

福島第一原子力発電所

事故により発生した廃

棄物の核種分析合理化

に関する研究 

ICP-AES 

(第4研究棟)
〇 3 24 

多元素からTRUレジン

とTEVAレジンを用いた

Zr分離試験 

ICP-MS 

(第4研究棟)
― 1 2 

Fe(Ⅲ)を含む溶液と

TEVAレジン間の分配係

数取得試験 

フード 

ICP-AES 

(第4研究棟)

― 1 8 

Fe(Ⅱ)を含む溶液と

TEVAレジン間の分配係

数取得試験 

フード 

ICP-AES 

(第4研究棟)

― 1 8 

Mo、Feを含む溶液と

TEVAレジン間の分配係

数取得試験 

フード 

ICP-AES 

(第4研究棟)

― 1 8 

核不拡散・核セキュリテ

ィ総合支援センター 
技術開発推進室 

核鑑識のための技術開

発 

フード  

(第4研究棟)
― 1 2 

原子力基礎工学研究セ

ンター 
照射材料工学研究グル

ープ 

陽電子消滅法による材

料分析及び研究 

Ge検出器 

(第4研究棟)
― 4 80 

合計 

（うち福島関連） 

19 

（3） 

230 

（24）

※ 福島第一原子力発電所の廃止措置に関連した利用を示す。 
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表Ⅵ-1-3 依頼分析の実績（平成27年度） 

利用者 主な利用目的 
分析機器 

(実施施設) 

福島 

関連※ 
件数 試料数

量子ビーム応用研究セ

ンター 

アクチノイド化学研究

グループ 

粘土鉱物からの溶融塩

によるCs除去法の検討

ICP-MS 

ICP-AES 

(第4研究棟)

○ 1 7 

原科研 

バックエンド技術部 

放射性廃棄物管理技術

課 

福島第一原子力発電所

事故により発生した廃

棄物の処理処分方策の

検討 

グローブボ

ックス 

フード 

(NUCEF) 

○ 1 3 

原子力基礎工学研究セ

ンター 

群分離技術開発グルー

プ 

分離変換サイクルプロ

セス開発に向けたLnと

MAの分離技術開発にお

けるミキサセトラ連続

抽出試験試料の元素分

析 

ICP-AES 

(NUCEF) 
― 1 77 

原子力基礎工学研究セ

ンター 

熱流動技術開発グルー

プ 

人工海水中の元素組成

の定性・定量分析 

ICP-AES 

IC 

(第4研究棟)

― 2 7 

合計 

（うち福島関連） 

5 

（2） 

94 

（10）

※ 福島第一原子力発電所の廃止措置に関連した依頼を示す。 
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表Ⅵ-1-5 依頼分析の実績（平成 28 年度） 

利用者 主な利用目的 
分析機器 

(実施施設) 

福島 

関連※ 
件数 試料数

原子力基礎工学研究セ

ンター 

群分離技術開発グルー

プ 

分離変換サイクルプロ

セス開発に向けた抽出

試験試料の核種測定 

Ge検出器 

α検出器 

(NUCEF) 

― 2 28 

原子力科学研究部門 

J-PARCセンター 

加速器第二セクション 

カーボンナノ材料及び

バインダーによる放射

線遮蔽性能調査 

Ge検出器 

(NUCEF) 
― 3 32 

原科研 

バックエンド技術部 

放射性廃棄物管理技術

課 

ドラム缶より採取した

液体の分析 

ICP-AES 

フード 

(NUCEF) 

― 1 6 

原科研 

放射線管理部 

放射線管理第1課 

液体廃棄物中に含まれ

る超ウラン元素の濃度

測定 

ICP-MS  

フード  

(第4研究棟)

― 1 1 

合計 

（うち福島関連） 

7 

（―） 

67 

（―）

※ 福島第一原子力発電所の廃止措置に関連した依頼を示す。 
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第七章 人材育成 

 

1 原科研の人材育成 

原子力機構が社会から求められる役割（ミッション）を十分に果たし、成果を創出するために

最も重要な資源は「人」である。職員の一人ひとりが自分の役割を理解し、着実な成果をあげる

ためには、個人の能力を高める必要がある。このため、原科研では人材育成・活用を研究所運営

の重要事項と位置づけ、平成20年度から副所長を委員長とする人材育成・活用検討タスクフォー

ス（以下「人材育成TF」という。）を設置し、様々な取組みを行ってきている。 

平成27年度及び平成28年度に人材育成TFが中心となって実施した取組みの概況を以下に述べる。 

 

1.1 平成 27 年度 

平成27年度の人材育成TFでは、平成26年度に検討し作成(図示化)した「人材育成スキーム」に

従って必要な講義等の場を提供することとし、活動項目のうち、原科研が必要とする人材を育成

する上で効果的である事項を、技術者としての意識の向上、技術能力及び知識向上の奨励の観点

から再検討した。その結果、従来から有効性に一定の評価を得ている「若手職員による創意工夫

発表会」と「中堅職員による業務報告会」は継続して実施するとともに、新たな取組みとして「安

全入門講座」と「品質保証入門講座」を新設した。 

以下に、平成27年度に実施した主な取組みの概要を示す。 

 

(1) 技術者としての意識向上 

人材育成の目的である個人の能力を向上させるためには、技術者としてのプロ意識を持ち、明

確な目標に向けて研鑽を積むことが必要である。その基礎となるのは自分の業務の目的や意義を

理解し、意識付けを明確に行うことである。このため、中堅職員による業務報告会及び若手職員

による創意工夫報告会を実施することとした。これらについては、プレゼンテーション等の能力

開発の機会として非常に有効であるとともに、所のレベルで各課の業務をお互いに紹介し理解し

合う場として継続が必要とされた。ただし、開催については、原科研の行事として、原科研計画

管理室が事務局として主導することとなった。 

 

① 中堅職員による業務報告会 

チームリーダクラス (5級)の職員 7名を対象として、最近実施した自分の業務とその成果、

業務遂行上の課題と課題解決方策、今後の計画等について、報告会（15 分発表、15 分質疑応

答）を 2 回（平成 27 年 8 月 4 日(火)と 8 月 6 日(木)）開催した。 

② 若手職員による創意工夫等発表会 

所長・副所長出席のもと、2 回（平成 27 年 9 月 15 日(火)、9 月 17 日(木)）開催し、3 級

及び 4 級の職員 6 名が発表した。各部の会議室もしくは装置のある現場で、担当業務の概要

や、業務遂行上の改善や工夫、技術開発の取組み状況、今後の計画等についての発表があり、

所長・副所長との質疑応答が行われた。発表者の感想として、主催者側の期待した効果を理

解した肯定的な意見が多く寄せられたことから、本発表会は、志気の向上にも繋がるととも

に、自己の業務を見直し、役割を再認識する機会となっている。また、部外からの参加者に
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表Ⅵ-1-5 依頼分析の実績（平成 28 年度） 

利用者 主な利用目的 
分析機器 

(実施施設) 

福島 

関連※ 
件数 試料数

原子力基礎工学研究セ

ンター 

群分離技術開発グルー

プ 

分離変換サイクルプロ

セス開発に向けた抽出

試験試料の核種測定 

Ge検出器 

α検出器 

(NUCEF) 

― 2 28 

原子力科学研究部門 

J-PARCセンター 

加速器第二セクション 

カーボンナノ材料及び

バインダーによる放射

線遮蔽性能調査 

Ge検出器 

(NUCEF) 
― 3 32 

原科研 

バックエンド技術部 

放射性廃棄物管理技術

課 

ドラム缶より採取した

液体の分析 

ICP-AES 

フード 

(NUCEF) 

― 1 6 

原科研 

放射線管理部 

放射線管理第1課 

液体廃棄物中に含まれ

る超ウラン元素の濃度

測定 

ICP-MS  

フード  

(第4研究棟)

― 1 1 

合計 

（うち福島関連） 

7 

（―） 

67 

（―）

※ 福島第一原子力発電所の廃止措置に関連した依頼を示す。 
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とっても、他職場を理解する良い機会となっている。 

③ 発表資料の情報共有 

研究所として実施した人材育成活動のうち、「若手職員による創意工夫発表会」と「中堅

職員による業務報告会」の資料については、逐次イントラの「人材育成 HP」に掲載し、情報

共有を行った。 

 

(2) 原子力機構職員としての技術能力及び知識の習得 

① 原子力・放射線に関する知識 

原子力全般及び放射線に関する基礎知識の習得に関しては、原子力人材育成センターが主

催する入門講座、講習会及び研修課程の年間予定を提示し、各人の学習状況と担当業務の繁

忙の状況に応じて適切に受講するよう指導した。本受講に関しては、原子力人材育成センタ

ーに募集状況の情報提供や優先的受け入れ等の協力を得た。これらの知識は、原科研の技術

者として必須であるので、継続して実施する。また、部署によっては特定分野の高度な知識

が要求されるので、各部において計画的に取組むこととする。 

② 安全管理に関する知識 

安全管理に関する基礎知識の習得に関しては、保安管理部主催で毎年実施している保安規

定等に基づく再教育内容の中から、原子力・放射線関係法令、非常時の措置、安全衛生管理

等に関するものを分かり易く詳説する自主講座「安全入門」を開設した。これらの講座は、

保安管理部と放射線管理部の支援を得て、平成 27 年 9 月 14 日～17 日の午前に実施した。各

自の業務状況に応じて日程を選択できるように同じ内容の講座を日を変えて 2 回設ける等の

改善を加えた結果、採用 5 年までの若手職員を中心に 54 名が参加した。これにより、若手職

員に安全管理の重要性を認識させる機会を与えることができたことから、以後は毎年実施し

ている再教育の中で再度確認させ定着させることとした。 

③ 品質保証に関する知識 

品質保証に関する基礎知識の習得に関しては、人事部の技術研修所が主催する「原子力品

質保証講座」を適切な時期に計画的に受講させてきた。しかし、現場の実務の経験が浅い者

にとってはこの内容は難し過ぎるので、原科研の特徴を踏まえた独自講座「品質保証入門講

座」を設け、安全・核セキュリティ統括部（以下「安・核部」という。）の協力を得て平成

27 年 10 月 9 日に実施した。その結果、若手技術者及び事務系職員 42 名が参加し、品質保証

活動の底辺を広げることができた。この他にも、品質保証課が主導して安・核部が主催する

内部監査員養成講座、根本原因分析講座等に職員を参加させ、より高度な知識や手法の習得

に努めている。このような一連の取組みにより、品質保証に関する原科研の対応能力レベル

は着実に向上しており、継続して取組むこととする。 

④ 文章表現能力 

文章表現能力の向上に関しては、現状の弱点の整理分析が進まず、それを克服するための

養成講座を平成 27 年度は準備することができなかった。文章表現能力は、業務の品質向上に

は必須であるので、平成 28 年度は優先課題として取組んでいくこととした。 

⑤ 台帳による人材育成管理 

採用 1 年～5 年の若手職員を対象として、上記項目に関する各人の育成状況を把握するた
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め、平成 26 年度に作成した「人材育成記録台帳」に、これらの受講実績及び受講予定を記載

し、見える化を図った。以後も、この「人材育成記録台帳」に必要項目を追加していき、人

材育成計画を充実・推進していくこととした。 

 

(3) 平成28年度以降に引き継ぐ課題 

① 3 つの必須項目 ⅰ)原子力・放射線に関する知識、ⅱ)安全に関する知識及びⅲ)表現能力の

養成のための取組みを継続して実施していく。特に、ⅲ)の文書表現能力の養成については、

教材を作成することを検討する。 

② 採用 6 年目以降の職員を対象とした育成については、項目を設定し、若手技術者の創意工夫

発表会での指摘事項等を参考にしつつ、具体策を作成する。また、この段階では要求される

専門知識や技能が各部署で異なるため、所として統一的な教育を実施するだけでなく、各人

に求められる専門知識・技能を明確に示してモチベーション向上を図りつつ、各部が既に作

成している個人別の育成計画に基づく取組みも併せて行う。 

③ 次の段階として、中堅職員を対象とした業務マネジメント能力の養成を目指した取組みの検

討も始める。 

 

1.2 平成 28 年度 

 平成 28 年度の人材育成 TF の活動計画の策定に当たっては、平成 27 年度の活動を継続実施する

とともに、課題として残された活動のうち、文書表現の基礎的知識習得のための講習会として「文

書作成入門講座」を新たに開催した。 

  

(1) 原子力機構職員としての技術能力及び知識の習得 

① 台帳による人材育成管理 

各部において「人材育成記録台帳」を更新（または、新設）し、各個人の教育訓練の受講

状況を管理するとともに、業務に必要な知識習得のため原子力人材育成センター主催等の講

習会に担当業務の繁忙の状況に応じて適切に参加するよう指導した。 

各部において、過去 3 年(平成 25 年度～平成 27 年度)に亘り原子力機構内で実施している

講座の受講状況を調査した結果、品質保証については各部とも受講していた。一方、放射線

取扱、核燃料取扱、原子炉関係等は、各部の業務の専門性に応じて、受講していることが確

認できた。さらに、新規制基準対応に伴い遮蔽計算を行なう必要から計算コード関連も受講

していることが確認できた。これらにより、原子力機構内の講座を人材育成のツールとして

有効的に活用していることが明らかになった。 

② 安全入門講座 

平成 28 年 9 月 27 日(火)及び 28 日（水）の両日において、保安管理部と放射線管理部の支

援を得て、原子力・放射線関係法令、非常時の措置、安全衛生管理等に関するものを分かり

易く詳説した「安全入門講座」を実施した。主に入所 1年以内の 20 名が受講し、そのアンケ

ートの結果から、研修効果として大変満足及び満足が 70％以上を占めていたことから講義は

有効であったと評価している。 
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とっても、他職場を理解する良い機会となっている。 

③ 発表資料の情報共有 

研究所として実施した人材育成活動のうち、「若手職員による創意工夫発表会」と「中堅

職員による業務報告会」の資料については、逐次イントラの「人材育成 HP」に掲載し、情報

共有を行った。 

 

(2) 原子力機構職員としての技術能力及び知識の習得 

① 原子力・放射線に関する知識 

原子力全般及び放射線に関する基礎知識の習得に関しては、原子力人材育成センターが主

催する入門講座、講習会及び研修課程の年間予定を提示し、各人の学習状況と担当業務の繁

忙の状況に応じて適切に受講するよう指導した。本受講に関しては、原子力人材育成センタ

ーに募集状況の情報提供や優先的受け入れ等の協力を得た。これらの知識は、原科研の技術

者として必須であるので、継続して実施する。また、部署によっては特定分野の高度な知識

が要求されるので、各部において計画的に取組むこととする。 

② 安全管理に関する知識 

安全管理に関する基礎知識の習得に関しては、保安管理部主催で毎年実施している保安規

定等に基づく再教育内容の中から、原子力・放射線関係法令、非常時の措置、安全衛生管理

等に関するものを分かり易く詳説する自主講座「安全入門」を開設した。これらの講座は、

保安管理部と放射線管理部の支援を得て、平成 27 年 9 月 14 日～17 日の午前に実施した。各

自の業務状況に応じて日程を選択できるように同じ内容の講座を日を変えて 2 回設ける等の

改善を加えた結果、採用 5 年までの若手職員を中心に 54 名が参加した。これにより、若手職

員に安全管理の重要性を認識させる機会を与えることができたことから、以後は毎年実施し

ている再教育の中で再度確認させ定着させることとした。 

③ 品質保証に関する知識 

品質保証に関する基礎知識の習得に関しては、人事部の技術研修所が主催する「原子力品

質保証講座」を適切な時期に計画的に受講させてきた。しかし、現場の実務の経験が浅い者

にとってはこの内容は難し過ぎるので、原科研の特徴を踏まえた独自講座「品質保証入門講

座」を設け、安全・核セキュリティ統括部（以下「安・核部」という。）の協力を得て平成

27 年 10 月 9 日に実施した。その結果、若手技術者及び事務系職員 42 名が参加し、品質保証

活動の底辺を広げることができた。この他にも、品質保証課が主導して安・核部が主催する

内部監査員養成講座、根本原因分析講座等に職員を参加させ、より高度な知識や手法の習得

に努めている。このような一連の取組みにより、品質保証に関する原科研の対応能力レベル

は着実に向上しており、継続して取組むこととする。 

④ 文章表現能力 

文章表現能力の向上に関しては、現状の弱点の整理分析が進まず、それを克服するための

養成講座を平成 27 年度は準備することができなかった。文章表現能力は、業務の品質向上に

は必須であるので、平成 28 年度は優先課題として取組んでいくこととした。 

⑤ 台帳による人材育成管理 

採用 1 年～5 年の若手職員を対象として、上記項目に関する各人の育成状況を把握するた
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③ 文書作成入門講座 

平成 27 年度における課題であった、文章表現能力の教育に関しては、平成 28 年 12 月 2 日

（金）、人材育成 TF メンバーが作成に協力した講義資料を用い、山口前副所長を講師とする

「文書作成入門講座」を実施した。講義には、採用 1 年～5 年の若手職員 49 名が参加した。

講義資料や説明が理解しやすかった等のアンケートの結果から、「文書作成の基礎的能力向

上」を図るという、当初目的が達成できたと評価している。 

 

(2) 技術者としての意識向上 

「若手職員による創意工夫発表会」(発表者：5名)及び「中堅職員の業務報告会」(発表者：7

名)を、各々8月9日（火）及び17日（水）、9月13日（火）及び15日（木）に開催し、所長、副所

長、部長等や他部署職員と意見交換等を行った。発表者へのアンケート結果から、発表能力を養

成する等に対しては充分な結果が得られたと評価している。一方、他部署の若手職員等との質疑

応答により交流を深める事項については、若手からの発言が無かったため引き続き検討・対策が

必要であること、また、業務報告会は中堅クラスの発表でもあり、より多くの者が参加できる取

組みが必要との課題が出された。 

 

(3) 平成29年度以降に引き継ぐ課題 

① 3 つの必須項目ⅰ)原子力・放射線に関する知識の習得、ⅱ)安全に関する知識の習得及びⅲ)

文章表現能力のための取組みを継続して実施していく必要がある。特に、開設したⅲ)の文章

表現能力の養成のための教材を改訂し、より良いものとしていくことが重要である。また、

講師の育成も必要である。 

② 原科研は研究組織と施設運転管理組織が共存するため、研究組織が行う実験計画等について

は双方で情報共有を図るとともに、その研究や成果の意義についても共有できることが望ま

しい。研究部署の研究成果に触れることで能力向上につながる面もある。 

そこで、平成29年度は、研究部署の若手研究者による研究成果の講演会の開催を検討する。

また、次期研究炉に関する議論を双方が一堂に会して行うことも有意義であり、具体的な検

討を行う。 

③ 今般、保安検査において、「使用中と称して長期に亘り核燃料物質を保管している」という

事象が指摘された。これまで、放射線安全並びに品質保証に教育の主眼をおいていたが、今

後は、若手職員等を対象として原子炉等規制法の法律に関する解釈等について教育すること

を検討する。 
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※２...もんじゅの運転、保守及び管理については、理事長が指揮を執る。

※３...もんじゅにおける保安に係る業務については、理事長が指揮を執る。
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図-A1-2(1) 組織図 （平成 28 年 4 月 1 日現在） 

理 事 長 首 席 補 佐

【運営管理組織】

理 事 長

副 理 事 長

理 事

監 事

財 務 部

人 事 部

も ん じ ゅ 再 生 本 部

安 全 ・ 環 境 課

戦 略 企 画 室

法 務 監 査 部

も ん じ ゅ 安 全 ・ 改 革 室

秘 書 課

事 業 計 画 統 括 部

安全・核セキュリティ統括部 安全・核セキュリティ推進室

総 務 部

法 務 リ ス ク 管 理 課

品 質 保 証 課
核セキュリティ ・保障措置課
危 機 管 理 課

監 査 課

財 務 課

職 員 課

人 事 課

契 約 第 １ 課

経 理 課

原 子 力 安 全 監 査 課

評 価 室

給 与 課

総 務 課
文 書 課

契 約 部

契 約 第 ２ 課

広 報 課
報 道 課

審 査 課
契 約 第 ３ 課

情 報 公 開 課

契 約 調 整 課

管 財 課
資 金 課

広 報 部

労 務 課
経 理 課
調 達 課

研 究 連 携 成 果 展 開 部

施 設 技 術 課

ウ ィ ー ン 事 務 所

連 携 協 力 課

建 設 部

【共通事業組織】

国 際 室

建 設 課
設 備 課

ワ シ ン ト ン 事 務 所

知的財産管理・利用促進課

業 務 課

東 海 管 理 セ ン タ ー

管 理 部

経 理 課
管 財 課

研 究 成 果 管 理 課
科 学 技 術 情 報 課

総 務 ・ 共 生 課

国 際 協 力 室
産 学 連 携 推 進 室
レ ー ザ ー 共 同 研 究 所

Ｏ Ａ シ ス テ ム 室

連 携 展 開 推 進 室

労 務 課
工 務 課

核 不 拡 散 ・ 核 セ キ ュ リ テ ィ
総 合 支 援 セ ン タ ー

計 画 管 理 室
能 力 構 築 国 際 支 援 室
政 策 調 査 室

計 画 管 理 室

技 術 開 発 推 進 室

業 務 管 理 部

敦賀連携推進センター

福 井 共 生 室
広 報 課

大 洗 研 究 開 発 セ ン タ ー

安 全 管 理 部 安 全 対 策 課

敦 賀 事 業 本 部

安 全 品 質 推 進 室

シス テム 計算 科学 セン ター 情 報 シ ス テ ム 企 画 室
情 報 シス テム 利 用 推 進 室

シミュレーション技術開発室

原 子 力 人 材 育 成 セ ン ター 原 子 力 人 材 育 成 推 進 課

情 報 シ ス テ ム 管 理 室

パ リ 事 務 所

耐 震 対 応 整 備 室
大 洗 大 型 施 設 建 設 室

調 達 課

放 射 線 管 理 第 ２ 課

計 画 管 理 室

労 務 課

核 物 質 管 理 課
環 境 監 視 線 量 計 測 課

放 射 線 管 理 第 １ 課

危 機 管 理 課

総 務 ・ 共 生 課

高 度 計 算 機 技 術 開 発 室

経 理 課

原 子 力 研 修 課
国 際 原 子 力 人 材 育 成 課

輸 送 ・ 研 究 炉 燃 料 支 援 室

総 務 ・ 共 生 課

施 設 安 全 課

※１…重要事項については、理事長が指揮を執る。

※２...もんじゅの運転、保守及び管理については、理事長が指揮を執る。

※３...もんじゅにおける保安に係る業務については、理事長が指揮を執る。

 JAEA-Review-2021-006 

- 198 - 

管 理 部

企 画 調 整 室

核融合研究開発部門

保 安 管 理 課

那 珂 核 融 合 研 究 所

総 務 課
経 理 課
工 務 課

Ｉ Ｔ Ｅ Ｒ プ ロ ジ ェ ク ト 部

ト カ マ ク シ ス テ ム
技 術 開 発 部

六 ヶ 所 核 融 合 研 究 所

先 進 プ ラ ズ マ 研 究 部

核融合炉材料研究開発部

核 融 合 炉 シ ス テ ム
研 究 開 発 部

ブラン ケ ッ ト 研 究 開 発 部
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事 業 計 画 課

モッ ク ア ッ プ試 験 施 設 部 施 設 運 用 課
利 用 促 進 課

利 用 技 術 開 発 部 遠 隔 基 盤 開 発 室
ホ ッ ト 試 験 技 術 開 発 室

楢葉遠隔技術開発センター

保 安 管 理 課

経 理 課
福 島 事 業 管 理 部 総 務 課

福島 研究 基盤 創生 セン ター

【部門組織】

福島研究開発部門

企 画 調 整 室

プ ロ ジ ェ ク ト 管 理 課

福 島 建 設 室

研 究 推 進 室

分 析 ・ 研 究 施 設 整 備 部
設 備 設 計 課

大熊分析・ 研究 セン ター

運 転 管 理 準 備 室
福 島 現 地 調 査 事 務 所

安 全 設 計 課

燃 料 デ ブ リ 取 扱 ・ 分 析
デ ィ ビ ジ ョ ン

遠 隔 技 術
デ ィ ビ ジ ョ ン

廃 棄 物 処 理 処 分
デ ィ ビ ジ ョ ン

廃炉 国際 共同 研究 セン ター

事 故 進 展 挙 動 評 価
デ ィ ビ ジ ョ ン

計 画 管 理 室
放 射 線 計 測 技 術 Gr

福 島 環 境 安 全 セ ン タ ー

放 射 線 監 視 技 術 開 発 Gr
環 境 回 復 推 進 Gr
環 境 動 態 研 究 Gr

施 設 部 工 務 課

 

企 画 調 整 室

安全研究・防災支援部門

原 子 力 防 災 研 修 課

環境安全研究ディビジョン

原 子 力 緊 急 時 支 援
・ 研 修 セ ン タ ー

企 画 管 理 課
調 査 研 究 課

規 制 情 報 分 析 室

燃料ｻｲｸﾙ安全研究ﾃﾞｨﾋﾞｼﾞｮﾝ

リスク評価研究ディビジョン

原子炉安全研究ディビジョン

研 究 計 画 調 整 室

安 全 研 究 セ ン タ ー

材 料 ・ 構 造 安 全 研 究
デ ィ ビ ジ ョ ン

福 井 支 所
航空機ﾓﾆﾀﾘﾝｸ ﾞ支援準備室

 

 

図-A1-2(2) 組織図 （平成 28 年 4 月 1 日現在） 
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図-A1-2(3) 組織図 （平成 28 年 4 月 1 日現在） 

計 画 管 理 室

品 質 保 証 課

施 設 安 全 課

保 安 管 理 部 業 務 課

原 子 力 科 学 研 究 所

原子力科学研究部門

企 画 調 整 室

放 射 線 管 理 部 業 務 課

工 務 第 １ 課

放 射 線 管 理 第 １ 課
放 射 線 管 理 第 ２ 課
放 射 線 計 測 技 術 課

安 全 対 策 課

研 究 炉 加 速 器 管 理 部 業 務 課

線 量 管 理 課
環 境 放 射 線 管 理 課

施 設 保 全 課
工 作 技 術 課

工 務 第 ２ 課

工 務 技 術 部 業 務 課

Ｊ Ｒ Ｒ － ３ 管 理 課

Ｎ Ｓ Ｒ Ｒ 管 理 課
Ｊ Ｒ Ｒ － ４ 管 理 課

加 速 器 管 理 課
研 究 炉 利 用 課

流 動 試 験 技 術 課

臨 界 技 術 第 １ 課
臨 界 技 術 第 ２ 課
Ｂ Ｅ Ｃ Ｋ Ｙ 技 術 課

Ｔ Ｐ Ｌ 管 理 技 術 課

バ ッ ク エ ン ド 技 術 部 業 務 課
放 射性 廃棄 物管 理技 術課

福 島 研 究 開 発 推 進 室

福 島 技 術 開 発 試 験 部 業 務 課
ホ ッ ト 使 用 施 設 管 理 課
実 用 燃 料 試 験 課
ホ ッ ト 材 料 試 験 課
未 照 射 燃 料 管 理 課

研 究 炉 技 術 課

危 機 管 理 課
核 物 質 管 理 課

放 射 性 廃 棄 物 管 理 第 １課
放 射 性 廃 棄 物 管 理 第 ２課
高 減 容 処 理 技 術 課
廃 止 措 置 課

先 端 基 礎 研 究 セ ン タ ー

原 子 力 エ ネ ル ギ ー
基 盤 連 携 セ ン タ ー

環境・放射線科学 ﾃﾞｨﾋﾞｼﾞｮﾝ

原 子 力 化 学 ディ ビ ジ ョン

研 究 推 進 室

核工学・炉工学ディビジョン

燃料・材料工学ディビジョン

研 究 推 進 室

原 子力 基礎 工学 研究 ｾﾝ ﾀｰ

中 性 子 材 料 解 析 研 究
デ ィ ビ ジ ョ ン

研 究 推 進 室

分離変換技術開発ﾃﾞｨﾋﾞｼﾞｮﾝ

物 質 科 学 研 究 セ ン タ ー

放射光エネルギー材料研究
デ ィ ビ ジ ョ ン

環 境 技 術 課

照 射 試 験 開 発 課

材 料 試 験 炉 部 業 務 課

照 射 試 験 炉 セ ン タ ー

容 器 ・ 輸 送 Gr
施 設 対 応 Gr
代 替 実 験 ・ 燃 料 Gr

高 温 ガ ス 炉 水 素 ・ 熱 利 用
研 究 セ ン タ ー

高 温 工 学 試 験 研 究 炉 部 業 務 課
Ｈ Ｔ Ｔ Ｒ 計 画 課

小 型 高 温 ガ ス 炉
研 究 開 発 デ ィ ビ ジ ョ ン

中 性 子 基 盤 セ ク シ ョ ン

ミ ュ オ ン セ ク シ ョ ン

加 速 器 第 七 セ ク シ ョ ン

研 究 推 進 室

Ｈ Ｔ Ｔ Ｒ 技 術 課

Ｈ Ｔ Ｔ Ｒ 運 転 管 理 課

物質・生命科学ディビジョン 中 性 子 源 セ ク シ ョ ン

加 速 器 第 四 セ ク シ ョ ン
加 速 器 第 五 セ ク シ ョ ン
加 速 器 第 六 セ ク シ ョ ン

加 速 器 デ ィ ビ ジ ョ ン 加 速 器 第 一 セ ク シ ョ ン

施 設 利 用 開 発 セ ク シ ョン

計 画 調 整 Gr

情 報 シ ス テ ム セ ク シ ョ ン

Ｊ － Ｐ Ａ Ｒ Ｃ セ ン タ ー

水素利用研究開発ﾃﾞｨﾋﾞｼﾞｮﾝ

素粒子原子核ディビジョン ニ ュ ー ト リ ノ セ ク シ ョ ン
ハ ド ロ ン セ ク シ ョ ン

中 性 子 利 用 セ ク シ ョ ン

安 全 デ ィ ビ ジ ョ ン 放 射 線 安 全 セ ク シ ョ ン
一 般 安 全 セ ク シ ョ ン

業 務 デ ィ ビ ジ ョ ン

燃 料 特 別 チ ー ム

核 変 換 デ ィ ビ ジ ョ ン

総 務 セ ク シ ョ ン
利 用 業 務 セ ク シ ョ ン

運 営 推 進 支 援 セ ク シ ョン

※１

原 子 炉 第 ２ 課

大 洗 研 究 開 発 セ ン タ ー

軽 水 炉 基 盤 技 術 開 発
デ ィ ビ ジ ョ ン

減 容 処 理 施 設 整 備 室

計 画 推 進 課

環 境 保 全 部 環 境 計 画 課

技 術 課
原 子 炉 第 １ 課

廃 棄 物 管 理 課

照 射 課
ホ ッ ト ラ ボ 課

広 報 セ ク シ ョ ン

ターゲット技術開発セクション

低 温 セ ク シ ョ ン

共 通 技 術 開 発 セ ク シ ョン

加 速 器 第 二 セ ク シ ョ ン
加 速 器 第 三 セ ク シ ョ ン
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事 業 計 画 課

モッ ク ア ッ プ試 験 施 設 部 施 設 運 用 課
利 用 促 進 課

利 用 技 術 開 発 部 遠 隔 基 盤 開 発 室
ホ ッ ト 試 験 技 術 開 発 室

楢葉遠隔技術開発センター

保 安 管 理 課

経 理 課
福 島 事 業 管 理 部 総 務 課

福島 研究 基盤 創生 セン ター

【部門組織】

福島研究開発部門

企 画 調 整 室

プ ロ ジ ェ ク ト 管 理 課

福 島 建 設 室

研 究 推 進 室

分 析 ・ 研 究 施 設 整 備 部
設 備 設 計 課

大熊分析・ 研究 セン ター

運 転 管 理 準 備 室
福 島 現 地 調 査 事 務 所

安 全 設 計 課

燃 料 デ ブ リ 取 扱 ・ 分 析
デ ィ ビ ジ ョ ン

遠 隔 技 術
デ ィ ビ ジ ョ ン

廃 棄 物 処 理 処 分
デ ィ ビ ジ ョ ン

廃炉 国際 共同 研究 セン ター

事 故 進 展 挙 動 評 価
デ ィ ビ ジ ョ ン

計 画 管 理 室
放 射 線 計 測 技 術 Gr

福 島 環 境 安 全 セ ン タ ー

放 射 線 監 視 技 術 開 発 Gr
環 境 回 復 推 進 Gr
環 境 動 態 研 究 Gr

施 設 部 工 務 課

 

企 画 調 整 室

安全研究・防災支援部門

原 子 力 防 災 研 修 課

環境安全研究ディビジョン

原 子 力 緊 急 時 支 援
・ 研 修 セ ン タ ー

企 画 管 理 課
調 査 研 究 課

規 制 情 報 分 析 室

燃料ｻｲｸﾙ安全研究ﾃﾞｨﾋﾞｼﾞｮﾝ

リスク評価研究ディビジョン

原子炉安全研究ディビジョン

研 究 計 画 調 整 室

安 全 研 究 セ ン タ ー

材 料 ・ 構 造 安 全 研 究
デ ィ ビ ジ ョ ン

福 井 支 所
航空機ﾓﾆﾀﾘﾝｸ ﾞ支援準備室
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先 端 基 礎 研 究 セ ン タ ー

原 子 力 エ ネ ル ギ ー
基 盤 連 携 セ ン タ ー

環境・放射線科学 ﾃﾞｨﾋﾞｼﾞｮﾝ

原 子 力 化 学 ディ ビ ジ ョン

研 究 推 進 室

核工学・炉工学ディビジョン

燃料・材料工学ディビジョン

研 究 推 進 室

原 子力 基礎 工学 研究 ｾﾝ ﾀｰ

中 性 子 材 料 解 析 研 究
デ ィ ビ ジ ョ ン

研 究 推 進 室

分離変換技術開発ﾃﾞｨﾋﾞｼﾞｮﾝ

物 質 科 学 研 究 セ ン タ ー

放射光エネルギー材料研究
デ ィ ビ ジ ョ ン

環 境 技 術 課

照 射 試 験 開 発 課

材 料 試 験 炉 部 業 務 課

照 射 試 験 炉 セ ン タ ー

容 器 ・ 輸 送 Gr
施 設 対 応 Gr
代 替 実 験 ・ 燃 料 Gr

高 温 ガ ス 炉 水 素 ・ 熱 利 用
研 究 セ ン タ ー

高 温 工 学 試 験 研 究 炉 部 業 務 課
Ｈ Ｔ Ｔ Ｒ 計 画 課

小 型 高 温 ガ ス 炉
研 究 開 発 デ ィ ビ ジ ョ ン
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Ｈ Ｔ Ｔ Ｒ 技 術 課

Ｈ Ｔ Ｔ Ｒ 運 転 管 理 課

物質・生命科学ディビジョン 中 性 子 源 セ ク シ ョ ン
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※１
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※３
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炉 心 ・ 燃 料 特 性 評 価 Gr
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※２
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保 全 技 術 開 発 Gr

高 速 実 験 炉 部
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燃料サイクル技術開 発部

高速炉計算工学技術開発部

設 計 ・ 規 格 基 準 室

プ ロ ジ ェ ク ト 推 進 室
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Ｈ Ｔ Ｔ Ｒ 計 画 課

小 型 高 温 ガ ス 炉
研 究 開 発 デ ィ ビ ジ ョ ン

中 性 子 基 盤 セ ク シ ョ ン
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SF 計 画 管 理 チ ー ム

廃棄物対策・埋設事業統括部 事 業 ・ 立 地 推 進 課
廃 止 措 置 計 画 課
廃 棄 物 処 理 計 画 課
廃 棄 物 処 分 計 画 課
設 計 技 術 課

地 層 処 分 研 究 開 発 推 進 部 処分ｼｽﾃﾑ研究計画推進課

福 島 研 究 開 発 推 進 室

企 画 調 整 室

バックエンド研究開発部門

安 全 対 策 課

施 設 安 全 課
核 物 質 防 護 管 理 課

危 機 管 理 課

地 質 環 境 研 究 統 合 課

核燃料サイク ル工 学研 究所

保 安 管 理 部

計 画 管 理 室

放 射 線 管 理 第 １ 課

廃 止 措 置 技 術 部 環 境 施 設 計 画 課
環 境 保 全 課
廃 止 措 置 技 術 課

計 画 管 理 課

放 射 線 管 理 第 ２ 課

環 境 監 視 課
放 射 線 管 理 部 線 量 計 測 課

運 転 課

施 設 管 理 課

施 設 建 設 課

工 務 技 術 部 管 理 課

環 境 技 術 開 発 セ ン ター

施 設 営 繕 課

ガ ラ ス 固 化 技 術 課
ガ ラ ス 固 化 処 理 課

核 種 移 行 研 究 Gr

品 質 保 証 課

技 術 部 計 画 管 理 課

廃 棄 物 処 理 技 術 Gr

再処理技術開発センター

シ ス テ ム 性 能 研 究 Gr
ニ ア フ ィ ー ル ド 研 究 Gr

基 盤 技 術 研 究 開 発 部

転 換 技 術 課

化 学 処 理 第 １ 課

廃 止 措 置 技 術 開 発 課

化 学 処 理 第 ２ 課

処 理 部 前 処 理 課

環 境 保 全 部 環 境 管 理 課

ガ ラ ス 固 化 技 術 開 発 部

施 設 管 理 部

処 理 第 １ 課

施 設 管 理 課

ガ ラ ス 固 化 管 理 課

技 術 開 発 課

化 学 処 理 第 ３ 課

核 物 質 管 理 課

プ ラ ン ト 保 全 課

処 理 第 ２ 課

環 境 プ ラ ン ト 技 術 部

プ ル ト ニ ウ ム 燃 料
技 術 開 発 セ ン タ ー

環 境 管 理 課

核 物 質 管 理 課
品 質 管 理 課

燃 料 技 術 部 試 験 第 １ 課
試 験 第 ２ 課
燃 料 技 術 開 発 課

廃 止 措 置 技 術 課

施 設 保 全 課
分 析 課

福 島 技 術 開 発 試 験 部 研 究 計 画 課
研 究 開 発 第 １ 課
研 究 開 発 第 ２ 課

プルトニウム燃料施設整備室
計 画 管 理 課
品 質 保 証 課

技 術 部 技 術 課

設 計 解 析 課

環 境 技 術 課
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保 安 管 理 課

環 境 保 全 技 術 開 発 部 施 設 管 理 課
設 備 処 理 課

安 全 品 質 管 理 課

経 理 課

環 境 管 理 課

技 術 開 発 課

経 理 課

計 画 管 理 室

結 晶質 岩地 質環 境研 究Gr
ネ オ テ ク ト ニ ク ス 研 究 Gr

施 設 建 設 課

地 層 科 学 研 究 部 研 究 計 画 調 整 Gr

鉱 山 措 置 課

処 理 技 術 開 発 課
環 境 技 術 開 発 課

研 究 開 発 推 進 課

サ イ ク ル 協 力 室

幌 延 深 地 層 研 究 セ ン タ ー

堆 積 岩 地 質 環 境 研 究 Gr
堆 積 岩 処 分 技 術 開 発 Gr

総 務 ・ 共 生 課

研 究 計 画 調 整 Gr

保 安 ・ 建 設 課

原 子 炉 廃 止 措 置
研 究 開 発 セ ン タ ー

計 画 管 理 課
管 理 課

技 術 調 査 課

技 術 開 発 部
設 備 保 全 課
開 発 実 証 課

総 務 課

人 形 峠 環 境 技 術 セ ン タ ー
安 全 管 理 課

環 境研 究実 証試 験準 備室

総 務 経 理 課

総 務 ・ 共 生 課

東 濃 地 科 学 セ ン タ ー

Ａ Ｍ Ｓ 管 理 課

青 森 研 究 開 発 セ ン タ ー

施 設 工 務 課

深 地 層 研 究 部

経 理 課

保 安 管 理 課
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表-A1-(1)  平成 27 年度 原子力科学研究所運営会議議題一覧 

 

 日 時 議 題 担 当 

第 1 回 
5 月 27 日 

10：00～ 

(1) 平成 27 年度全国安全週間行事の実施について
（報告） 保安管理部 

第 2 回 
6 月 17 日

10：00～ 

(1) 平成 27 年度第 1 回非常事態総合訓練の実施に
ついて（報告） 保安管理部 

第 3 回 
8 月 19 日

15：30～ 

(1) 平成27年度第1回非常事態総合訓練の実施結果
について（報告） 

(2) 「原子力科学研究所業務継続計画」の策定につ
いて（審議） 

保安管理部 

東海管理センター

第 4 回 
10 月 7 日

13：21～ 
(1) 平成27年度自主防災訓練の実施について（審議） 保安管理部 

第 5 回 
11 月 24 日

15：32～ 

(1) 平成27年度年末年始無災害運動の実施について
（報告） 保安管理部 

第 6 回 
12 月 16  日

10：12～ 

(1) 平成27年度第2回非常事態総合訓練の実施につ
いて（審議） 保安管理部 

第 7 回 
3 月 3 日 

10：22～ 

(1) 平成28年度健康増進日の実施について（審議） 
(2) 第12期防護隊員の募集について（審議） 

東海管理センター

保安管理部 

第 8 回 
3 月 16 日 

11：22～ 

(1) 平成27年度第2回非常事態総合訓練の実施結果
について（報告） 

保安管理部 

第 9 回 
3 月 23 日 

16：31～ 

(1) 平成 28 年度原子力科学研究所安全衛生管理実
施計画並びに原子力研究開発における安全文化
の醸成及び法令等の遵守に係る活動計画につい
て（審議） 

保安管理部 
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SF 計 画 管 理 チ ー ム
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核 物 質 防 護 管 理 課

危 機 管 理 課

地 質 環 境 研 究 統 合 課

核燃料サイク ル工 学研 究所

保 安 管 理 部

計 画 管 理 室

放 射 線 管 理 第 １ 課

廃 止 措 置 技 術 部 環 境 施 設 計 画 課
環 境 保 全 課
廃 止 措 置 技 術 課

計 画 管 理 課

放 射 線 管 理 第 ２ 課

環 境 監 視 課
放 射 線 管 理 部 線 量 計 測 課

運 転 課

施 設 管 理 課

施 設 建 設 課

工 務 技 術 部 管 理 課
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ガ ラ ス 固 化 技 術 課
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核 種 移 行 研 究 Gr

品 質 保 証 課

技 術 部 計 画 管 理 課

廃 棄 物 処 理 技 術 Gr

再処理技術開発センター

シ ス テ ム 性 能 研 究 Gr
ニ ア フ ィ ー ル ド 研 究 Gr

基 盤 技 術 研 究 開 発 部

転 換 技 術 課

化 学 処 理 第 １ 課

廃 止 措 置 技 術 開 発 課

化 学 処 理 第 ２ 課

処 理 部 前 処 理 課

環 境 保 全 部 環 境 管 理 課

ガ ラ ス 固 化 技 術 開 発 部

施 設 管 理 部

処 理 第 １ 課

施 設 管 理 課

ガ ラ ス 固 化 管 理 課

技 術 開 発 課

化 学 処 理 第 ３ 課

核 物 質 管 理 課

プ ラ ン ト 保 全 課

処 理 第 ２ 課

環 境 プ ラ ン ト 技 術 部

プ ル ト ニ ウ ム 燃 料
技 術 開 発 セ ン タ ー

環 境 管 理 課

核 物 質 管 理 課
品 質 管 理 課

燃 料 技 術 部 試 験 第 １ 課
試 験 第 ２ 課
燃 料 技 術 開 発 課

廃 止 措 置 技 術 課

施 設 保 全 課
分 析 課

福 島 技 術 開 発 試 験 部 研 究 計 画 課
研 究 開 発 第 １ 課
研 究 開 発 第 ２ 課

プルトニウム燃料施設整備室
計 画 管 理 課
品 質 保 証 課

技 術 部 技 術 課

設 計 解 析 課

環 境 技 術 課

 

 

図-A1-2(6) 組織図 （平成 28 年 4 月 1 日現在）

保 安 管 理 課

環 境 保 全 技 術 開 発 部 施 設 管 理 課
設 備 処 理 課

安 全 品 質 管 理 課

経 理 課

環 境 管 理 課

技 術 開 発 課

経 理 課

計 画 管 理 室

結 晶質 岩地 質環 境研 究Gr
ネ オ テ ク ト ニ ク ス 研 究 Gr

施 設 建 設 課

地 層 科 学 研 究 部 研 究 計 画 調 整 Gr

鉱 山 措 置 課

処 理 技 術 開 発 課
環 境 技 術 開 発 課

研 究 開 発 推 進 課

サ イ ク ル 協 力 室

幌 延 深 地 層 研 究 セ ン タ ー

堆 積 岩 地 質 環 境 研 究 Gr
堆 積 岩 処 分 技 術 開 発 Gr

総 務 ・ 共 生 課

研 究 計 画 調 整 Gr

保 安 ・ 建 設 課

原 子 炉 廃 止 措 置
研 究 開 発 セ ン タ ー

計 画 管 理 課
管 理 課

技 術 調 査 課

技 術 開 発 部
設 備 保 全 課
開 発 実 証 課

総 務 課

人 形 峠 環 境 技 術 セ ン タ ー
安 全 管 理 課

環 境研 究実 証試 験準 備室

総 務 経 理 課

総 務 ・ 共 生 課

東 濃 地 科 学 セ ン タ ー

Ａ Ｍ Ｓ 管 理 課

青 森 研 究 開 発 セ ン タ ー

施 設 工 務 課

深 地 層 研 究 部

経 理 課

保 安 管 理 課
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表-A1-(2) 平成 28年度 原子力科学研究所運営会議議題一覧 

 日 時 議 題 担 当 

第 1 回 
5 月 26 日

10：26～

(1) 平成 28 年度全国安全週間行事の実施について
（報告） 保安管理部 

第 2 回 
6 月 8 日

10：32～

(1) 平成 28 年度第 1 回非常事態総合訓練の実施に

ついて（審議） 
保安管理部 

第 3 回 
8 月 10 日

10：00～

(1) 非常事態総合訓練計画策定ワーキンググルー

プの設置について（審議） 
保安管理部 

第 4 回 
9 月 7 日

14：21～

(1) 平成 28 年度第 1 回非常事態総合訓練の実施結
果について（報告） 保安管理部 

第 5 回 
9 月 20 日

10：00～

(1) 核セキュリティ強化月間の設定と取り組みに

ついて（審議） 
保安管理部 

第 6 回 
10 月 5 日

10：32～
(1) 平成28年度自主防災訓練の実施について（審議） 保安管理部 

第 7 回 
11 月 24 日

10：40～

(1) 平成28年度年末年始無災害運動の実施について

（報告） 
保安管理部 

第 8 回 
12 月 21 日

10：03～

(1) 平成 28 年度第 2 回非常事態総合訓練について
（審議） 保安管理部 

第 9 回 
1 月 5 日

13：32～

(1) 平成28年度第2回非常事態総合訓練の実施につ

いて（審議） 
保安管理部 

第 10 回 
2 月 22 日

10：00～
(1) 第 13 期防護隊員の募集について（審議） 保安管理部 

第 11 回 
3 月 23 日

10：10～

(1) 平成29年度健康増進日の実施について（報告） 
(2) 平成29年度原子力科学研究所安全衛生管理実施

計画並びに原子力研究開発における安全文化の
醸成及び法令等の遵守に係る活動計画について
（報告） 

保安管理部 

東海管理センター
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表-A2  原子力科学研究所に設置されている委員会（1/2） 

原科研内委員会 

委員会名称 担当部 備 考 

安全衛生委員会 保安管理部 

 

原科研安全衛生管理規則に基づく。 

【開催頻度】1 回/月 

環境管理委員会 保安管理部 原科研環境配慮管理規則に基づく。 

【開催頻度】2 回/年 

使用施設等安全審査委員会 保安管理部 核燃料物質使用施設等保安規定及び

放射線障害予防規程に基づく。 

【開催頻度】所長の諮問の都度 

原子炉施設等安全審査委員会 保安管理部 原子炉施設保安規定及び廃棄物埋設

施設保安規定に基づく。 

【開催頻度】所長の諮問の都度 

一般施設等安全審査委員会 保安管理部 原科研安全衛生管理規則に基づく。 

【開催頻度】所長の諮問の都度 

品質保証推進委員会 保安管理部 原子炉施設保安規定及び核燃料物質

使用施設等保安規定に基づく。 

【開催頻度】品質保証管理責任者の招

集の都度 

請負業者安全衛生連絡会 保安管理部 原科研請負業者安全衛生連絡会会則

に基づく。 

【開催頻度】1 回/四半期 

核物質防護委員会 保安管理部 原子炉施設及び核燃料物質使用施設

等核物質防護規定に基づく。 

【開催頻度】所長の諮問の都度 

部安全衛生管理担当者連絡会議 保安管理部 原科研安全衛生管理規則に基づく。 

【開催頻度】2 回/年 

建家安全衛生連絡協議会 保安管理部 原科研安全衛生管理規則に基づく。 

【開催頻度】1 回/四半期（共同利用建

家毎） 

防火・防災管理委員会 保安管理部 原科研消防計画に基づく。 

【開催頻度】1 回/年 

共同防火・防災管理協議会 保安管理部 

 

原科研消防計画に基づく。 

【開催頻度】1 回/年 

遺伝子組換え実験安全委員会 先端基礎研究セ

ンター 

原科研所長諮問による。原科研遺伝子

組換え実験安全管理規則に基づく。 

焼却・溶融設備火災事故再発

防止対策検討委員会（廃止） 

保安管理部、バッ

クエンド技術部 

減容処理棟焼却・溶融設備における火

災の再発防止対策の策定に資するた

めに設置。H18.4.18～H27.2.18。 
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表-A1-(2) 平成 28年度 原子力科学研究所運営会議議題一覧 
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10：00～

(1) 核セキュリティ強化月間の設定と取り組みに

ついて（審議） 
保安管理部 

第 6 回 
10 月 5 日

10：32～
(1) 平成28年度自主防災訓練の実施について（審議） 保安管理部 

第 7 回 
11 月 24 日

10：40～

(1) 平成28年度年末年始無災害運動の実施について

（報告） 
保安管理部 

第 8 回 
12 月 21 日

10：03～

(1) 平成 28 年度第 2 回非常事態総合訓練について
（審議） 保安管理部 

第 9 回 
1 月 5 日

13：32～

(1) 平成28年度第2回非常事態総合訓練の実施につ

いて（審議） 
保安管理部 

第 10 回 
2 月 22 日

10：00～
(1) 第 13 期防護隊員の募集について（審議） 保安管理部 

第 11 回 
3 月 23 日

10：10～

(1) 平成29年度健康増進日の実施について（報告） 
(2) 平成29年度原子力科学研究所安全衛生管理実施

計画並びに原子力研究開発における安全文化の
醸成及び法令等の遵守に係る活動計画について
（報告） 

保安管理部 

東海管理センター
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表-A2  原子力科学研究所に設置されている委員会（2/2） 

 

委員会名称 担当部 備 考 

廃止措置計画検討委員会 バックエンド技

術部 

原科研の施設の廃止措置について、総

合的な実施計画を策定し、その実施を

円滑に推進するために設置。H19.6.20

～ 

原子力科学研究所表彰委員会 計画管理室 原科研表彰委員会規則に基づく。 

原子力科学研究所ホームペー

ジ委員会 

計画管理室 原科研の活動の理解を得るため情報

を発信する。 

H23 年 11 月に設置。 

スペース課金運営委員会 計画管理室 原科研スペース課金運営委員会規則

に基づく。 

保安管理体制検討会 保安管理部 保安管理体制検討会規則に基づく。 

【目的】原科研 保安管理部の組織と

して自ら果たすべき責務の原因分析

及び改善提案の検討等並びに是正処

置の評価を行う諮問機関として設置。

【設置】H26.11.27～ 

廃棄物管理委員会 保安管理部 廃棄物管理委員会規則に基づく 

【設置】H26.12.18 

【開催頻度】1 回/月 

 

外部委員を含む委員会 

委員会名称 担当部 備考 

放射線標準施設専門部会 放射線管理部 施設利用協議会の専門部会。 
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表-A3-(1) 平成 27 年度に取得した法定資格等一覧 

 

資格名称 部 人数 合計 

2 級ボイラー技士 福島技術開発試験部 1 1

エックス線作業主任者 工務技術部 1 1

エックス線作業主任者 福島技術開発試験部 1 1

床上操作式クレーン 
福島技術開発試験部 4 

5
工務技術部 1 

玉掛技能 研究炉加速器管理部 1 1

第 1 種衛生管理者 福島技術開発試験部 2 2

危険物取扱者（甲種） 放射線管理部 1 1

危険物取扱者（乙種 4類） 福島技術開発試験部 1 1

高圧ガス製造保安責任者（丙種化学） 
研究炉加速器管理部 1 

2
福島技術開発試験部 1 

高圧ガス製造保安責任者（乙種化学） 研究炉加速器管理部 1 1

第一種圧力容器取扱作業主任者(普通) 研究炉加速器管理部 1 1

第 2 種作業環境測定士 放射線管理部 1 1

特定化学物質及び四アルキル鉛等作業主任者 放射線管理部 1 1

第 1 種放射線取扱主任者 放射線管理部 1 1

第 3 種放射線取扱主任者 工務技術部 4 4

有機溶剤作業主任者 放射線管理部 2 2

有機溶剤作業主任者 福島技術開発試験部 1 1

衛生工学衛生管理者 
バックエンド技術部 1 

2
工務技術部 1 

技術士第 1次試験 放射線管理部 1 1

クレーンデリック運転士 バックエンド技術部 1 1

第三種電気主任技術者 研究炉加速器管理部 1 1

甲種防火管理新規講習 工務技術部 1 1

エネルギー管理講習（新規講習） 工務技術部 1 1

危険物取扱者（乙種 5類） 工務技術部 1 1

危険物取扱者（乙種 6類） 工務技術部 1 1

高圧ガス製造保安責任者（第 1 種冷凍機械） 工務技術部 1 1

高圧・特別高圧電気取扱者 安全衛生特別教育 工務技術部 1 1

ガンマ線透過写真撮影作業主任者 福島技術開発試験部 1 1

認定電気工事従事者 福島技術開発試験部 1 1

普通救命講習Ⅰ 福島技術開発試験部 1 1

情報処理技術者（IT パスポート） 福島技術開発試験部 1 1
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表-A2  原子力科学研究所に設置されている委員会（2/2） 
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外部委員を含む委員会 

委員会名称 担当部 備考 
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表-A3-(2) 平成 28 年度に取得した法定資格等一覧 

 

 

 

 

資格名称 部 人数 合計 

エックス線作業主任者 バックエンド技術部 1 1

玉掛技能 福島技術開発試験部 1 1

第 1 種衛生管理者 
研究炉加速器管理部 1 

2
福島技術開発試験部 1 

危険物取扱者（甲種 工務技術部 1 1

高圧ガス製造保安責任者（丙種化学） バックエンド技術部 1 1

第 1 種作業環境測定士 放射線管理部 1 1

特定化学物質及び四アルキル鉛等作業主任者 放射線管理部 2 2

毒物劇物取扱者 放射線管理部 2 2

第 1 種放射線取扱主任者 放射線管理部 1 1

第 3 種放射線取扱主任者 工務技術部 2 2

第 3 種放射線取扱主任者 福島技術開発試験部 1 1

有機溶剤作業主任者 工務技術部 1 1

技術士第 1次試験 放射線管理部 4 4

ISO9001/JEAC4111 内部監査員 バックエンド技術部 1 1

クレーンデリック運転士 研究炉加速器管理部 1 1

フォークリフト運転技能 バックエンド技術部 1 1

クレーン運転士安全衛生教育 工務技術部 1 1

低圧電気取扱業務特別教育 工務技術部 
5

1 
5

低圧電気取扱業務特別教育 福島技術開発試験部 1 1

普通第一種圧力容器取扱作業主任者 工務技術部 1 1

甲種防火管理新規講習修了 工務技術部 
1

1 
1

防災管理新規講習修了 工務技術部 1 1

高圧ガス製造保安責任者（第 3 種冷凍機械） 工務技術部 1 1

第 2 種放射線取扱主任者 工務技術部 1 1

第一種電気工事士 工務技術部 1 1

機械保全技能士一級（機械系保全作業） 工務技術部 1 1

第 2 種電気工事士 福島技術開発試験部 1 1
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表-A4   放射性廃棄物の区分基準 

種類 
ベータ・ガンマ 注 1） アルファ 注 2）  レベル 

区分 

固
体
廃
棄
物 

適用基準 容器表面の 

線量当量率 

ベータ線のみを放出する

放射性物質を収納した容

器当たりの含有量 

容器（20L 基準）当たり

の含有量及び容器表面

の線量当量率 

A-1 500μSv/h 未満 
3.7 GBq 未満（90Sr にあ

っては、370 MBq 未満）

37 kBq 以上 37 MBq 未満

であって、 500μSv/h 

未満 

A-2 
500μSv/h 以上 

2 mSv/h 未満 
  

B-1 

2 mSv/h 以上 

4×104 mSv/h＊  

未満 

3.7 GBq 以上（90Sr にあ

っては、370MBq 以上）、

370 GBq 未満 

 

B-2 
4×104 mSv/h＊  

以上 370 GBq 以上 
37 MBq 以上又は、500μ

Sv/h 以上 

備 考 

ガンマ線放出核種とベータ線のみを放出する核

種が混在する場合は、線量当量率と含有量のい

ずれか上位のレベルになる基準を適用する。 

＊ 容器表面から 50 cm の線量当量率 

37 kBq／容器未満のもの

は、ベータ・ガンマに係

る基準を適用する。 

Pu にあっては、1 g／容

器未満とする。 

液
体
廃
棄
物 

適用基準 
3H 以外の放射性物質の 

水中濃度 
3H 

アルファ放射性物質の 

水中濃度 

A 未満 

注 3）

濃度限度を超え 3.7×10-1 Bq/cm3 未満 

（3H については 3.7×103 Bq/cm3 未満） 

1.85 Bq/cm3 以上 
A 

3.7×10-1 Bq/cm3 以上 

3.7×101 Bq/cm3 未満 

3.7×103 Bq/cm3  

以上 

3.7×105 Bq/cm3  

未満 

B-1 
3.7×101 Bq/cm3 以上 

3.7×104 Bq/cm3 未満 
 

B-2 
3.7×104 Bq/cm3 以上 

3.7×105 Bq/cm3 未満 
 

備 考 
3H と 3H 以外の核種が混在する場合は、いずれか

上位のレベルになる基準を適用する。 

Pu にあっては、1 g／容

器未満とする。 

1.85 Bq/cm3未満は、ベ

ータ・ガンマの区分を適

用する。 

注 1）アルファ線を放出しない放射性物質及び注 2）のアルファから除外された放射性物質。 

注 2）アルファ線を放出する放射性物質から、232Th 、Th-nat、235U、238U、U-nat、アルファ／ベー

タ・ガンマの比が 1／10 以下の照射済燃料等及びこれらによって汚染されたものを除いた

もの。 

注 3）周辺監視区域外の水中濃度限度。 
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表-A3-(2) 平成 28 年度に取得した法定資格等一覧 

 

 

 

 

資格名称 部 人数 合計 

エックス線作業主任者 バックエンド技術部 1 1

玉掛技能 福島技術開発試験部 1 1

第 1 種衛生管理者 
研究炉加速器管理部 1 

2
福島技術開発試験部 1 

危険物取扱者（甲種 工務技術部 1 1

高圧ガス製造保安責任者（丙種化学） バックエンド技術部 1 1

第 1 種作業環境測定士 放射線管理部 1 1

特定化学物質及び四アルキル鉛等作業主任者 放射線管理部 2 2

毒物劇物取扱者 放射線管理部 2 2

第 1 種放射線取扱主任者 放射線管理部 1 1

第 3 種放射線取扱主任者 工務技術部 2 2

第 3 種放射線取扱主任者 福島技術開発試験部 1 1

有機溶剤作業主任者 工務技術部 1 1

技術士第 1次試験 放射線管理部 4 4

ISO9001/JEAC4111 内部監査員 バックエンド技術部 1 1

クレーンデリック運転士 研究炉加速器管理部 1 1

フォークリフト運転技能 バックエンド技術部 1 1

クレーン運転士安全衛生教育 工務技術部 1 1

低圧電気取扱業務特別教育 工務技術部 
5

1 
5

低圧電気取扱業務特別教育 福島技術開発試験部 1 1

普通第一種圧力容器取扱作業主任者 工務技術部 1 1

甲種防火管理新規講習修了 工務技術部 
1

1 
1

防災管理新規講習修了 工務技術部 1 1

高圧ガス製造保安責任者（第 3 種冷凍機械） 工務技術部 1 1

第 2 種放射線取扱主任者 工務技術部 1 1

第一種電気工事士 工務技術部 1 1

機械保全技能士一級（機械系保全作業） 工務技術部 1 1

第 2 種電気工事士 福島技術開発試験部 1 1
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表-A5-(1)  バックエンド研究施設 BECKY を利用した研究成果（平成 27 年度）（1/2） 

 研究開発成果検索・閲覧システム JOPSS に登録公開されている学会誌等掲載論文 
他の利
用施設

1 

Supposed existence of Np４＋in a genuine dissolver solution from the results of

extraction simulation by PARC-L code 

朝倉 俊英; 宝徳 忍; 森田 泰治 

Journal of Nuclear Science and Technology, 52(12), p.1552 - 1561, 2015/12 

 

2 

代替３He中性子検出器を用いた在庫サンプル測定装置(ASAS)の開発,1; ASAS検出器の設

計・製作 

大図 章; 飛田 浩; 呉田 昌俊; 谷川 聖史; 向 泰宣; 中道 英男; 中村 仁宣; 栗田 

勉; 瀬谷 道夫 

核物質管理学会(INMM)日本支部第 36 回年次大会論文集(インターネット), 9 Pages,  

2015/12 

 

3 

Numerical evaluation of the light transport properties of alternative He-3 neutron 

detectors using ceramic scintillators 

大図 章; 高瀬 操; 春山 満夫; 倉田 典孝; 小林 希望; 呉田 昌俊; 中村 龍也; 藤 

健太郎; 坂佐井 馨; 鈴木 浩幸; et al. 

Nuclear Instruments and Methods in Physics Research A, 798, p.62 - 69, 2015/10

 

4 

A Study on the application of N,N-dialkylamides as extractants for U and Pu by 

continuous counter-current extractors 

伴 康俊; 宝徳 忍; 津幡 靖宏; 筒井 菜緒; 松村 達郎 

Proceedings of 21st International Conference & Exhibition; Nuclear Fuel Cycle for

a Low-Carbon Future (GLOBAL 2015) (USB Flash Drive), p.1147 - 1152, 2015/09 

 

5 

Application of turbidity measurement for evaluation of two-phase separation in 

N,N-dialkylamides-nitric acid systems 

筒井 菜緒; 伴 康俊; 袴塚 保之; ト部 峻一; 松村 達郎 

Proceedings of 21st International Conference & Exhibition; Nuclear Fuel Cycle for 

a Low-Carbon Future (GLOBAL 2015) (USB Flash Drive), p.1153 - 1157, 2015/09 

 

6 

Development of nitride fuel cycle technology for transmutation of minor actinides

林 博和; 西 剛史; 佐藤 匠; 倉田 正輝 

Proceedings of 21st International Conference & Exhibition; Nuclear Fuel Cycle for

a Low-Carbon Future (GLOBAL 2015) (USB Flash Drive), p.1811 - 1817, 2015/09 

WASTEF

7 

Experimental study on boiling accident of high active liquid waste in reprocessing

内山 軍蔵; 田代 信介; 天野 祐希; 阿部 仁; 山根 祐一; 吉田 一雄; 石川 淳 

Proceedings of 21st International Conference & Exhibition; Nuclear Fuel Cycle for

a Low-Carbon Future (GLOBAL 2015) (USB Flash Drive), p.1056 - 1063, 2015/09 
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表-A5-(1)  バックエンド研究施設 BECKY を利用した研究成果（平成 27 年度）（2/2） 

 研究開発成果検索・閲覧システム JOPSS に登録公開されている学会誌等掲載論文 
他の利
用施設

8 

Chemical composition of insoluble residue generated at the Rokkasho Reprocessing 

Plant 

山岸 功; 小田倉 誠美; 市毛 良明; 黒羽 光彦; 高野 公秀; 赤堀 光雄; 吉岡 正弘 

Proceedings of 21st International Conference & Exhibition; Nuclear Fuel Cycle for

a Low-Carbon Future (GLOBAL 2015) (USB Flash Drive), p.1113 - 1119, 2015/09 

 

9 

JAEA-JRC collaboration on the development of active neutron NDA techniques 

呉田 昌俊; 小泉 光生; 大図 章; 古高 和禎; 土屋 敬広; 瀬谷 道夫; 原田 秀郎; 

Abousahl, S.; Heyse, J.; Kopecky, S.; et al. 

Proceedings of 37th ESARDA Annual Meeting (Internet), p.111 - 120, 2015/08 

 

10 

Development of active neutron NDA techniques for nuclear non-proliferation 

applications 

呉田 昌俊; 小泉 光生; 大図 章; 古高 和禎; 土屋 晴文; 瀬谷 道夫 

Proceedings of INMM 56th Annual Meeting (Internet), 9 p., 2015/07 

 

11 

花崗閃緑岩,凝灰質砂岩試験片に対するヨウ素,スズの分配係数 

邉見 光; 山口 徹治; 飯田 芳久 

原子力バックエンド研究(CD-ROM), 22(1), p.3 - 10, 2015/06 

 

12 

Recent progress and future R&D plan of nitride fuel cycle technology for 

transmutation of minor actinides 

林 博和; 西 剛史; 高野 公秀; 佐藤 匠; 柴田 裕樹; 倉田 正輝 

NEA/NSC/R(2015)2 (Internet), p.360 - 367, 2015/06 

第 4 

研究棟

13 

Compact neutron sources for energy and security 

上坂 充; 小林 仁; 呉田 昌俊; 糠塚 重裕; 西村 和哉; 井頭 政之; 堀 順一; 鬼柳 

善明; 田儀 和浩; 關 善親; et al. 

Reviews of Accelerator Science and Technology, 8, p.181 - 207, 2015 

 

14 

Extraction separation of U and Pu by 

N,N-di(2-ethylhexyl)-2,2-dimethylpropanamide (DEHDMPA) and N,N-di(2- 
ethylhexyl)butanamide (DEHBA) using mixer-settlers in the presence of degradation 

products of DEHDMPA and DEHBA 

伴 康俊; 宝徳 忍; 津幡 靖宏; 筒井 菜緒; 松村 達郎 

Solvent Extraction Research and Development, 22(1), p.47 - 55, 2015 
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表-A5-(1)  バックエンド研究施設 BECKY を利用した研究成果（平成 27 年度）（1/2） 

 研究開発成果検索・閲覧システム JOPSS に登録公開されている学会誌等掲載論文 
他の利
用施設

1 

Supposed existence of Np４＋in a genuine dissolver solution from the results of

extraction simulation by PARC-L code 

朝倉 俊英; 宝徳 忍; 森田 泰治 

Journal of Nuclear Science and Technology, 52(12), p.1552 - 1561, 2015/12 

 

2 

代替３He中性子検出器を用いた在庫サンプル測定装置(ASAS)の開発,1; ASAS検出器の設

計・製作 

大図 章; 飛田 浩; 呉田 昌俊; 谷川 聖史; 向 泰宣; 中道 英男; 中村 仁宣; 栗田 

勉; 瀬谷 道夫 

核物質管理学会(INMM)日本支部第 36 回年次大会論文集(インターネット), 9 Pages,  

2015/12 

 

3 

Numerical evaluation of the light transport properties of alternative He-3 neutron 

detectors using ceramic scintillators 

大図 章; 高瀬 操; 春山 満夫; 倉田 典孝; 小林 希望; 呉田 昌俊; 中村 龍也; 藤 

健太郎; 坂佐井 馨; 鈴木 浩幸; et al. 

Nuclear Instruments and Methods in Physics Research A, 798, p.62 - 69, 2015/10

 

4 

A Study on the application of N,N-dialkylamides as extractants for U and Pu by 

continuous counter-current extractors 

伴 康俊; 宝徳 忍; 津幡 靖宏; 筒井 菜緒; 松村 達郎 

Proceedings of 21st International Conference & Exhibition; Nuclear Fuel Cycle for

a Low-Carbon Future (GLOBAL 2015) (USB Flash Drive), p.1147 - 1152, 2015/09 

 

5 

Application of turbidity measurement for evaluation of two-phase separation in 

N,N-dialkylamides-nitric acid systems 

筒井 菜緒; 伴 康俊; 袴塚 保之; ト部 峻一; 松村 達郎 

Proceedings of 21st International Conference & Exhibition; Nuclear Fuel Cycle for 

a Low-Carbon Future (GLOBAL 2015) (USB Flash Drive), p.1153 - 1157, 2015/09 

 

6 

Development of nitride fuel cycle technology for transmutation of minor actinides

林 博和; 西 剛史; 佐藤 匠; 倉田 正輝 

Proceedings of 21st International Conference & Exhibition; Nuclear Fuel Cycle for

a Low-Carbon Future (GLOBAL 2015) (USB Flash Drive), p.1811 - 1817, 2015/09 

WASTEF

7 

Experimental study on boiling accident of high active liquid waste in reprocessing

内山 軍蔵; 田代 信介; 天野 祐希; 阿部 仁; 山根 祐一; 吉田 一雄; 石川 淳 

Proceedings of 21st International Conference & Exhibition; Nuclear Fuel Cycle for

a Low-Carbon Future (GLOBAL 2015) (USB Flash Drive), p.1056 - 1063, 2015/09 
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表-A5-(2)  高度環境分析研究棟 CLEAR を利用した研究成果（平成 27 年度） 

 研究開発成果検索・閲覧システム JOPSS に登録公開されている学会誌等掲載論文 
他の利
用施設

1 

Application of automated particle screening for effective analysis of individual

uranium particles by thermal ionization mass spectrometry 

江坂 文孝; 鈴木 大輔; 蓬田 匠; 間柄 正明 

Analytical Methods, 8(7), p.1543 - 1548, 2016/02 

 

2 

Determination of plutonium isotope ratios in individual uranium-plutonium mixed 

particles with inductively coupled plasma mass spectrometry 

江坂 文孝; 鈴木 大輔; 宮本 ユタカ; 間柄 正明 

Journal of Radioanalytical and Nuclear Chemistry, 306(2), p.393 - 399, 2015/11

 

3 

環境試料の極微量多元素分離法の開発 

宮本 ユタカ; 安田 健一郎; 間柄 正明 

KEK Proceedings 2015-4, p.44 - 48, 2015/11 

 

4 

Accurate purification age determination of individual uranium-plutonium mixed 

particles 

宮本 ユタカ; 鈴木 大輔; 江坂 文孝; 間柄 正明 

Analytical and Bioanalytical Chemistry, 407(23), p.7165 - 7173, 2015/09 

 

5 

表面分析 

江坂 文孝 

エキスパート応用化学シリーズ; 機器分析, p.119 - 135, 2015/09 

 

6 

Ultra-trace analysis of plutonium by thermal ionization mass spectrometry with 

a continuous heating technique without chemical separation 

Lee, C.-G.; 鈴木 大輔; 江坂 文孝; 間柄 正明; Song, K. 

Talanta, 141, p.92 - 96, 2015/08 

 

7 

Sequential separation of ultra-trace U, Th, Pb, and lanthanides using a simple 

automatic system 

宮本 ユタカ; 安田 健一郎; 間柄 正明 

Analyst, 140(13), p.4482 - 4488, 2015/07 
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表-A5-(3)  高速炉臨界実験装置 FCA を利用した研究成果（平成 27 年度） 

 研究開発成果検索・閲覧システム JOPSS に登録公開されている学会誌等掲載論文 
他の利
用施設

1 

Fission rate ratios of FCA-IX assemblies as integral experiment for assessment

of TRU's fission cross sections 

福島 昌宏; 辻本 和文; 岡嶋 成晃 

EPJ Web of Conferences (Internet), 111, p.07002_1 - 07002_5, 2016/03 

 

2 

Benchmark models for criticalities of FCA-IX assemblies with systematically 

changed neutron spectra 

福島 昌宏; 北村 康則; 久語 輝彦; 岡嶋 成晃 

Journal of Nuclear Science and Technology, 53(3), p.406 - 424, 2016/03 

 

 

表-A5-(4)  核融合炉物理用中性子源施設 FNS を利用した研究成果（平成 27 年度） 

 研究開発成果検索・閲覧システム JOPSS に登録公開されている学会誌等掲載論文 
他の利
用施設

1 

Integral test of international reactor dosimetry and fusion file on graphite 

assembly with DT neutron at JAEA/FNS 

太田 雅之; 佐藤 聡; 落合 謙太郎; 今野 力 

Fusion Engineering and Design, 98-99, p.1847 - 1850, 2015/10 

 

2 

SPECT imaging of mice with 99mTc-radiopharmaceuticals obtained from 99Mo produced 

by 100Mo(n,2n)99Mo and fission of 235U 

橋本 和幸; 永井 泰樹; 川端 方子; 佐藤 望; 初川 雄一; 佐伯 秀也; 本石 章司; 太

田 雅之; 今野 力; 落合 謙太郎; et al. 

Journal of the Physical Society of Japan, 84(4), p.043202_1 - 043202_4, 2015/04

RI 製造

棟 

3 

Effect of neutron energy and fluence on deuterium retention behaviour in neutron

irradiated tungsten 

藤田 啓恵; 湯山 健太; Li, X.; 波多野 雄治; 外山 健; 太田 雅之; 落合 謙太郎; 吉

田 直亮; 近田 拓未; 大矢 恭久 

Physica Scripta, 2016(T167), p.014068_1 - 014068_5, 2016/02 
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表-A5-(2)  高度環境分析研究棟 CLEAR を利用した研究成果（平成 27 年度） 

 研究開発成果検索・閲覧システム JOPSS に登録公開されている学会誌等掲載論文 
他の利
用施設

1 

Application of automated particle screening for effective analysis of individual

uranium particles by thermal ionization mass spectrometry 

江坂 文孝; 鈴木 大輔; 蓬田 匠; 間柄 正明 

Analytical Methods, 8(7), p.1543 - 1548, 2016/02 

 

2 

Determination of plutonium isotope ratios in individual uranium-plutonium mixed 

particles with inductively coupled plasma mass spectrometry 

江坂 文孝; 鈴木 大輔; 宮本 ユタカ; 間柄 正明 

Journal of Radioanalytical and Nuclear Chemistry, 306(2), p.393 - 399, 2015/11

 

3 

環境試料の極微量多元素分離法の開発 

宮本 ユタカ; 安田 健一郎; 間柄 正明 

KEK Proceedings 2015-4, p.44 - 48, 2015/11 

 

4 

Accurate purification age determination of individual uranium-plutonium mixed 

particles 

宮本 ユタカ; 鈴木 大輔; 江坂 文孝; 間柄 正明 

Analytical and Bioanalytical Chemistry, 407(23), p.7165 - 7173, 2015/09 

 

5 

表面分析 

江坂 文孝 

エキスパート応用化学シリーズ; 機器分析, p.119 - 135, 2015/09 

 

6 

Ultra-trace analysis of plutonium by thermal ionization mass spectrometry with 

a continuous heating technique without chemical separation 

Lee, C.-G.; 鈴木 大輔; 江坂 文孝; 間柄 正明; Song, K. 

Talanta, 141, p.92 - 96, 2015/08 

 

7 

Sequential separation of ultra-trace U, Th, Pb, and lanthanides using a simple 

automatic system 

宮本 ユタカ; 安田 健一郎; 間柄 正明 

Analyst, 140(13), p.4482 - 4488, 2015/07 
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表-A5-(5)  放射線標準施設 FRS を利用した研究成果（平成 27 年度） 

 研究開発成果検索・閲覧システム JOPSS に登録公開されている学会誌等掲載論文 
他の利
用施設

1 

Characteristics of beta reference radiation fields at the Facility of Radiation

Standards (FRS), JAEA for their practical applications in beta dosimetry 

吉富 寛; 古渡 意彦; 鈴木 隆 

Proceedings of 4th Asian and Oceanic Congress on Radiation Protection (AOCRP-4)

(CD-ROM), 4 p., 2015/07 

 

2 

Diffraction of γ-rays with energies of 1.17 and 1.33 MeV by a flat Si crystal

松葉 俊哉; 早川 岳人; 静間 俊行; 西森 信行; 永井 良治; 沢村 勝; Angell, C.; 藤

原 守; 羽島 良一 

Japanese Journal of Applied Physics, 54(5), p.052203_1 - 052203_5, 2015/05 
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表-A5-(6)  研究炉 3JRR-3 を利用した研究成果（平成 27 年度）（1/2） 

 研究開発成果検索・閲覧システム JOPSS に登録公開されている学会誌等掲載論文 
他の利
用施設

1 

Elucidation of the morphology of the hydrocarbon multi-block copolymer 

electrolyte membranes for proton exchange fuel cells 

Zhao, Y.; 吉田 実留; 大島 竜也; 小泉 智; 陸川 政弘; Szekely, N.; Radulescu, A.; 

Richter, D. 

Polymer, 86, p.157 - 167, 2016/03 

 

2 

Status of JRR-3 after Great East Japan Earthquake 

新居 昌至; 和田 茂; 村山 洋二 

Proceedings of International Topical Meeting on Research Reactor Fuel Management

and Meeting of the International Group on Reactor Research (RRFM/IGORR 2016) 

(Internet), p.403 - 408, 2016/03 

 

3 

The Investigation of the new multipurpose research reactor succeeding to JRR-3

滝野 一夫; 新居 昌至; 村山 洋二 

Proceedings of International Topical Meeting on Research Reactor Fuel Management 

and Meeting of the International Group on Reactor Research (RRFM/IGORR 2016) 

(Internet), p.667 - 676, 2016/03 

 

4 

A Technique for determining the deuterium/hydrogen contrast map in neutron 

macromolecular crystallography 

茶竹 俊行; 藤原 悟 

Acta Crystallographica Section D; Structural Biology (Internet), 72(1), p.71 

- 82, 2016/01 

 

5 

中性子ラジオグラフィ 

飯倉 寛; 酒井 卓郎; 松林 政仁 

波紋, 25(4), p.277 - 282, 2015/11 

 

6 

Crystal structures and magnetic properties of nickel chain compounds PbM2Ni6Te3O18

(M = Mn, Cd) 

土井 貴弘; 鈴木 遼; 日夏 幸雄; 樹神 克明; 井川 直樹 

Inorganic Chemistry, 54(22), p.10725 - 10731, 2015/11 

 

7 

Using LiF crystals for high-performance neutron imaging with micron-scale 

resolution 

Faenov, A.; 松林 政仁; Pikuz, T.; 福田 祐仁; 神門 正城; 安田 良; 飯倉 寛; 野島

健大; 酒井 卓郎; 塩澤 方浩; et al. 

High Power Laser Science and Engineering, 3, p.e27_1 - e27_9, 2015/10 

 

8 

Neutron diffraction study of 1D quantum spin system Li2ZrCuO4 with incommensurate 

magnetic structure 

安井 幸夫; 井川 直樹; 加倉井 和久 

JPS Conference Proceedings (Internet), 8, p.034012_1 - 034012_6, 2015/09 
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表-A5-(5)  放射線標準施設 FRS を利用した研究成果（平成 27 年度） 

 研究開発成果検索・閲覧システム JOPSS に登録公開されている学会誌等掲載論文 
他の利
用施設

1 

Characteristics of beta reference radiation fields at the Facility of Radiation

Standards (FRS), JAEA for their practical applications in beta dosimetry 

吉富 寛; 古渡 意彦; 鈴木 隆 

Proceedings of 4th Asian and Oceanic Congress on Radiation Protection (AOCRP-4)

(CD-ROM), 4 p., 2015/07 

 

2 

Diffraction of γ-rays with energies of 1.17 and 1.33 MeV by a flat Si crystal

松葉 俊哉; 早川 岳人; 静間 俊行; 西森 信行; 永井 良治; 沢村 勝; Angell, C.; 藤

原 守; 羽島 良一 

Japanese Journal of Applied Physics, 54(5), p.052203_1 - 052203_5, 2015/05 
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表-A5-(6)  研究炉 3JRR-3 を利用した研究成果（平成 27 年度）（2/2） 

 研究開発成果検索・閲覧システム JOPSS に登録公開されている学会誌等掲載論文 
他の利
用施設

9 

A Crafty utilization of intermediate-angle neutron scattering and contrast 

variation by water-exchange to study the microstructure of microbial cellulose

Zhao, Y.; 小泉 智; 近藤 哲男 

JPS Conference Proceedings (Internet), 8, p.033002_1 - 033002_6, 2015/09 

 

10 

Combining small-angle and intermediate-angle neutron scattering to study the 

hierarchical structure in microbial cellulose 

Zhao, Y.; 小泉 智 

European Polymer Journal, 66, p.437 - 443, 2015/05 

 

11 

マルチプローブを用いた安定化ジルコニアのアニールによる結晶、局所構造への影響の

研究 

伊藤 孝憲; 森 昌史; 犬飼 学; 仁谷 浩明; 山本 孝; 宮永 崇史; 井川 直樹; 北村 

尚斗; 石田 直哉; 井手本 康 

Photon Factory News, 33(1), p.18 - 24, 2015/05 

 

12 

High-energy magnetic excitations in overdoped La2-xSrxCuO4 studied by neutron and 

resonant inelastic X-ray scattering 

脇本 秀一; 石井 賢司; 木村 宏之; 藤田 全基; Dellea, G.; Kummer, K.; Braicovich,

L.; Ghiringhelli, G.; Debeer-Schmitt, L. M.; Granroth, G. 

Physical Review B, 91(18), p.184513_1 - 184513_7, 2015/05 

 

13 

Nuclear and electron density distributions of LiMn2O4 analyzed by combination of 

Rietveld/ maximum entropy method 

井川 直樹; 樹神 克明; 美留町 厚; 田口 富嗣 

e-Journal of Surface Science and Nanotechnology (Internet), 13, p.247 - 252, 

 2015/05 

 

14 

Inter-atomic force constants of BaF2 by diffuse neutron scattering measurement

佐久間 隆; Makhsun; 酒井 竜太郎; Xianglian; 高橋 東之; Basar, K.; 井川 直樹; 

Danilkin, S. A. 

AIP Conference Proceedings 1656, p.020002_1 - 020002_4, 2015/04 

 

15 

Effect of annealing on crystal and local structures of doped zirconia using 

experimental and computational methods 

伊藤 孝憲; 森 昌史; 犬飼 学; 仁谷 浩明; 山本 孝; 宮永 崇史; 井川 直樹; 北村 

尚斗; 石田 直哉; 井手本 康 

Journal of Physical Chemistry C, 119(16), p.8447 - 8458, 2015/04 
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表-A5-(7)  JRR-3 実験利用棟を利用した研究成果（平成 27 年度） 

 研究開発成果検索・閲覧システム JOPSS に登録公開されている学会誌等掲載論文 
他の利
用施設

1 

Ablation plume structure and dynamics in ambient gas observed by laser-induced 

fluorescence imaging spectroscopy 

宮部 昌文; 大場 正規; 飯村 秀紀; 赤岡 克昭; Khumaeni, A.; 加藤 政明; 若井田 育

夫 

Spectrochimica Acta, Part B, 110, p.101 - 117, 2015/08 

 

 

表-A5-(8)  大型非定常試験装置 LSTF を利用した研究成果（平成 27 年度） 

 研究開発成果検索・閲覧システム JOPSS に登録公開されている学会誌等掲載論文 
他の利
用施設

1 

ROSA/LSTF experiment on a PWR station blackout transient with accident management

measures and RELAP5 analyses 

竹田 武司; 大津 巌 

Mechanical Engineering Journal (Internet), 2(5), p.15-00132_1 - 15-00132_15, 

2015/10 

 

2 

Thermal hydraulic safety research at JAEA after the Fukushima Dai-ichi Nuclear 

Power Station accident 

与能本 泰介; 柴本 泰照; 竹田 武司; 佐藤 聡; 石垣 将宏; 安部 諭; 岡垣 百合亜; 

孫 昊旻; 栃尾 大輔 

Proceedings of 16th International Topical Meeting on Nuclear Reactor Thermal 

Hydraulics (NURETH-16) (USB Flash Drive), p.5341 - 5352, 2015/08 

安全基

礎工学

試験棟

3 

ROSA/LSTF experiment on accident management measures during a PWR station blackout 

transient with pump seal leakage and RELAP5 analyses 

竹田 武司; 大津 巌 

Journal of Energy and Power Sources, 2(7), p.274 - 290, 2015/07 

 

4 

RELAP5 code study of ROSA/LSTF experiments on PWR safety system using steam 

generator secondary-side depressurization 

竹田 武司; 大貫 晃; 西 弘昭 

Journal of Energy and Power Engineering, 9(5), p.426 - 442, 2015/05 

 

5 

ROSA/LSTF experiment on AM measures during a PWR station blackout transient with

pump seal leakage and RELAP5 POST-TEST analysis 

竹田 武司; 大津 巌 

Proceedings of 23rd International Conference on Nuclear Engineering (ICONE-23) 

(DVD-ROM), 10p., 2015/05 
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表-A5-(6)  研究炉 3JRR-3 を利用した研究成果（平成 27 年度）（2/2） 

 研究開発成果検索・閲覧システム JOPSS に登録公開されている学会誌等掲載論文 
他の利
用施設

9 

A Crafty utilization of intermediate-angle neutron scattering and contrast 

variation by water-exchange to study the microstructure of microbial cellulose

Zhao, Y.; 小泉 智; 近藤 哲男 

JPS Conference Proceedings (Internet), 8, p.033002_1 - 033002_6, 2015/09 

 

10 

Combining small-angle and intermediate-angle neutron scattering to study the 

hierarchical structure in microbial cellulose 

Zhao, Y.; 小泉 智 

European Polymer Journal, 66, p.437 - 443, 2015/05 

 

11 

マルチプローブを用いた安定化ジルコニアのアニールによる結晶、局所構造への影響の

研究 

伊藤 孝憲; 森 昌史; 犬飼 学; 仁谷 浩明; 山本 孝; 宮永 崇史; 井川 直樹; 北村 

尚斗; 石田 直哉; 井手本 康 

Photon Factory News, 33(1), p.18 - 24, 2015/05 

 

12 

High-energy magnetic excitations in overdoped La2-xSrxCuO4 studied by neutron and 

resonant inelastic X-ray scattering 

脇本 秀一; 石井 賢司; 木村 宏之; 藤田 全基; Dellea, G.; Kummer, K.; Braicovich,

L.; Ghiringhelli, G.; Debeer-Schmitt, L. M.; Granroth, G. 

Physical Review B, 91(18), p.184513_1 - 184513_7, 2015/05 

 

13 

Nuclear and electron density distributions of LiMn2O4 analyzed by combination of 

Rietveld/ maximum entropy method 

井川 直樹; 樹神 克明; 美留町 厚; 田口 富嗣 

e-Journal of Surface Science and Nanotechnology (Internet), 13, p.247 - 252, 

 2015/05 

 

14 

Inter-atomic force constants of BaF2 by diffuse neutron scattering measurement

佐久間 隆; Makhsun; 酒井 竜太郎; Xianglian; 高橋 東之; Basar, K.; 井川 直樹; 

Danilkin, S. A. 

AIP Conference Proceedings 1656, p.020002_1 - 020002_4, 2015/04 

 

15 

Effect of annealing on crystal and local structures of doped zirconia using 

experimental and computational methods 

伊藤 孝憲; 森 昌史; 犬飼 学; 仁谷 浩明; 山本 孝; 宮永 崇史; 井川 直樹; 北村 

尚斗; 石田 直哉; 井手本 康 

Journal of Physical Chemistry C, 119(16), p.8447 - 8458, 2015/04 
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表-A5-(9)  原子炉安全性研究炉 NSRR を利用した研究成果（平成 27 年度） 

 研究開発成果検索・閲覧システム JOPSS に登録公開されている学会誌等掲載論文 
他の利
用施設

1 

Behavior of high burnup advanced fuels for LWR during design-basis accidents 

天谷 政樹; 宇田川 豊; 成川 隆文; 三原 武; 杉山 智之 

Proceedings of Annual Topical Meeting on Reactor Fuel Performance (TopFuel 2015),

Part.2 (Internet), p.10 - 18, 2015/09 

RFEF 

2 

Experimental analysis with RANNS code on boiling heat transfer from fuel rod 

surface to coolant water under reactivity-initiated accident conditions 

宇田川 豊; 杉山 智之; 鈴木 元衛; 天谷 政樹 

IAEA-TECDOC-CD-1775; Proceedings of Modelling of Water Cooled Fuel Including 

Design Basis and Severe Accidents (CD-ROM), p.200 - 219, 2015 

 

 

表-A5-(10)  燃料試験施設 RFEF を利用した研究成果（平成 27 年度） 

 研究開発成果検索・閲覧システム JOPSS に登録公開されている学会誌等掲載論文 
他の利
用施設

1 

Behavior of high burnup advanced fuels for LWR during design-basis accidents 

天谷 政樹; 宇田川 豊; 成川 隆文; 三原 武; 杉山 智之 

Proceedings of Annual Topical Meeting on Reactor Fuel Performance (TopFuel 2015),

Part.2 (Internet), p.10 - 18, 2015/09 

NSRR 

 

表-A5-(11)  RI 製造棟を利用した研究成果（平成 27 年度） 

 研究開発成果検索・閲覧システム JOPSS に登録公開されている学会誌等掲載論文 
他の利
用施設

1 

SPECT imaging of mice with 99mTc-radiopharmaceuticals obtained from 99Mo produced 

by 100Mo(n,2n)99Mo and fission of 235U 

橋本 和幸; 永井 泰樹; 川端 方子; 佐藤 望; 初川 雄一; 佐伯 秀也; 本石 章司; 太

田 雅之; 今野 力; 落合 謙太郎; et al. 

Journal of the Physical Society of Japan, 84(4), p.043202_1 - 043202_4, 2015/04

FNS 
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表-A5-(12)  定常臨界実験装置 STACY を利用した研究成果（平成 27 年度） 

 研究開発成果検索・閲覧システム JOPSS に登録公開されている学会誌等掲載論文 
他の利
用施設

1 

Study on criticality control of fuel debris by Japan Atomic Energy Agency to 

support Nuclear Regulation Authority of Japan 

外池 幸太郎; 山根 祐一; 梅田 幹; 井澤 一彦; 曽野 浩樹 

Proceedings of International Conference on Nuclear Criticality Safety (ICNC 2015)

(DVD-ROM), p.20 - 27, 2015/09 

 

 

表-A5-(13)  トリチウムプロセス研究棟 TPL を利用した研究成果（平成 27 年度） 

 研究開発成果検索・閲覧システム JOPSS に登録公開されている学会誌等掲載論文 
他の利
用施設

1 

Upgrade in catalytic activity of hydrophobic platinum catalysts by irradiation 

with electron beams 

岩井 保則 

Fusion Engineering and Design, 98-99, p.1796 - 1799, 2015/10 

 

2 

Hydrophobic platinum honeycomb catalyst to be used for tritium oxidation reactors

岩井 保則; 久保 仁志; 大嶋 優輔; 野口 宏史; 枝尾 祐希; 谷内 淳一 

Fusion Science and Technology, 68(3), p.596 - 600, 2015/10 

 

3 

田中貴金属工業の触媒技術 

久保 仁志; 大嶋 優輔; 岩井 保則 

JETI, 63(10), p.33 - 36, 2015/09 

 

4 

核融合炉におけるトリチウムの効率回収に向けた疎水性白金触媒の開発 

岩井 保則; 久保 仁志; 大嶋 優輔 

Isotope News, (736), p.12 - 17, 2015/08 

 

5 

トリチウムを安全に扱うための触媒開発; 核融合の実用化に近づく大きな一歩 

岩井 保則; 久保 仁志; 大嶋 優輔 

化学, 70(5), p.35 - 40, 2015/05 

 

 

表-A5-(14)  小型定常二相流実験装置 TPTF を利用した研究成果（平成 27 年度） 

 研究開発成果検索・閲覧システム JOPSS に登録公開されている学会誌等掲載論文 
他の利
用施設

1 

流路内に設置した模擬スペーサ周りの気泡流挙動とボイド率分布に関する実験と解析 

作花 拓; Jiao, L.; 上澤 伸一郎; 吉田 啓之; 高瀬 和之 

日本機械学会 2015 年度年次大会講演論文集(DVD-ROM), 5p., 2015/09 
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表-A5-(9)  原子炉安全性研究炉 NSRR を利用した研究成果（平成 27 年度） 

 研究開発成果検索・閲覧システム JOPSS に登録公開されている学会誌等掲載論文 
他の利
用施設

1 

Behavior of high burnup advanced fuels for LWR during design-basis accidents 

天谷 政樹; 宇田川 豊; 成川 隆文; 三原 武; 杉山 智之 

Proceedings of Annual Topical Meeting on Reactor Fuel Performance (TopFuel 2015),

Part.2 (Internet), p.10 - 18, 2015/09 

RFEF 

2 

Experimental analysis with RANNS code on boiling heat transfer from fuel rod 

surface to coolant water under reactivity-initiated accident conditions 

宇田川 豊; 杉山 智之; 鈴木 元衛; 天谷 政樹 

IAEA-TECDOC-CD-1775; Proceedings of Modelling of Water Cooled Fuel Including 

Design Basis and Severe Accidents (CD-ROM), p.200 - 219, 2015 

 

 

表-A5-(10)  燃料試験施設 RFEF を利用した研究成果（平成 27 年度） 

 研究開発成果検索・閲覧システム JOPSS に登録公開されている学会誌等掲載論文 
他の利
用施設

1 

Behavior of high burnup advanced fuels for LWR during design-basis accidents 

天谷 政樹; 宇田川 豊; 成川 隆文; 三原 武; 杉山 智之 

Proceedings of Annual Topical Meeting on Reactor Fuel Performance (TopFuel 2015),

Part.2 (Internet), p.10 - 18, 2015/09 

NSRR 

 

表-A5-(11)  RI 製造棟を利用した研究成果（平成 27 年度） 

 研究開発成果検索・閲覧システム JOPSS に登録公開されている学会誌等掲載論文 
他の利
用施設

1 

SPECT imaging of mice with 99mTc-radiopharmaceuticals obtained from 99Mo produced 

by 100Mo(n,2n)99Mo and fission of 235U 

橋本 和幸; 永井 泰樹; 川端 方子; 佐藤 望; 初川 雄一; 佐伯 秀也; 本石 章司; 太

田 雅之; 今野 力; 落合 謙太郎; et al. 

Journal of the Physical Society of Japan, 84(4), p.043202_1 - 043202_4, 2015/04

FNS 
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表-A5-(15)  過渡臨界実験装置 TRACY を利用した研究成果（平成 27 年度） 

 研究開発成果検索・閲覧システム JOPSS に登録公開されている学会誌等掲載論文 
他の利
用施設

1 

Improvement in estimation of first peak power based on non-linear temperature 

feedback reactivity in criticality accident with instantaneous reactivity 

insertion 

山根 祐一 

Journal of Nuclear Science and Technology, 52(11), p.1425 - 1435, 2015/11 

 

 

表-A5-(16)  廃棄物安全試験施設 WASTEF を利用した研究成果（平成 27 年度） 

 研究開発成果検索・閲覧システム JOPSS に登録公開されている学会誌等掲載論文 
他の利
用施設

1 

Thermal conductivity of U-20 wt.%Pu-2 wt.%Am-10 wt.%Zr alloy 

西 剛史; 中島 邦久; 高野 公秀; 倉田 正輝; 有田 裕二 

Journal of Nuclear Materials, 464, p.270 - 274, 2015/09 

 

2 

Development of nitride fuel cycle technology for transmutation of minor actinides

林 博和; 西 剛史; 佐藤 匠; 倉田 正輝 

Proceedings of 21st International Conference & Exhibition; Nuclear Fuel Cycle for

a Low-Carbon Future (GLOBAL 2015) (USB Flash Drive), p.1811 - 1817, 2015/09 

BECKY 
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表-A5-(17)  タンデム加速器を利用した研究成果（平成 27 年度）（1/3） 

 研究開発成果検索・閲覧システム JOPSS に登録公開されている学会誌等掲載論文 
他の利
用施設

1 

103 番元素が周期表を変える?!; ローレンシウムの第一イオン化エネルギーの測定から

佐藤 哲也 

化学, 71(3), p.12 - 16, 2016/03 

 

2 

A Comprehensive approach to determination of nuclear data of unstable nuclei

千葉 敏; 西尾 勝久; 有友 嘉浩; 小浦 寛之; 岩本 修; 牧井 宏之; 西中 一朗; 廣瀬

健太郎 

EPJ Web of Conferences (Internet), 106, p.04004_1 - 04004_9, 2016/02 

 

3 

ローレンシウムがアクチノイド最後の元素であることを証明; 103 番元素の第一イオン

化エネルギー測定に成功 

佐藤 哲也 

Isotope News, (740), p.16 - 19, 2015/12 

 

4 

Ion induced modifications of Mn-doped ZnO films 

松波 紀明; Ito, M.; Kato, M.; 岡安 悟; 左高 正雄; 垣内田 洋 

Nuclear Instruments and Methods in Physics Research B, 365(Part A), p.191 - 195,

 2015/12 

 

5 

Nuclear structure of elements with 100<Z<109 from alpha spectroscopy 

浅井 雅人; Heßberger, F. P.; Lopez-Martens, A. 

Nuclear Physics A, 944, p.308 - 332, 2015/12 
 

6 

103 番元素が解く、周期表のパズル; ローレンシウムのイオン化エネルギー測定に成功

佐藤 哲也 

日本原子力学会誌, 57(11), p.741 - 744, 2015/11 

 

7 

Flux pinning properties in GdBCO coated conductors containing columnar defects

with splay plane parallel to current direction 

古木 裕一; 末吉 哲郎; 甲斐 隆史; 岩永 泰弥; 藤吉 孝則; 石川 法人 

Physica C, 518, p.58 - 62, 2015/11 

 

8 

Development of a measurement system for the determination of (n,γ) cross-sections 

using multi-nucleon transfer reactions 

牧井 宏之; 太田 周也; 石井 哲朗; 若林 泰生; 古高 和禎; 西尾 勝久; 西中 一朗; 

千葉 敏; 井頭 政之; Czeszumska, A. 

Nuclear Instruments and Methods in Physics Research A, 797, p.83 - 93, 2015/10

 

9 

表面電離法によるローレンシウムのイオン化エネルギー測定 

佐藤 哲也 

放射化学, (32), p.34 - 41, 2015/09 
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表-A5-(15)  過渡臨界実験装置 TRACY を利用した研究成果（平成 27 年度） 

 研究開発成果検索・閲覧システム JOPSS に登録公開されている学会誌等掲載論文 
他の利
用施設

1 

Improvement in estimation of first peak power based on non-linear temperature 

feedback reactivity in criticality accident with instantaneous reactivity 

insertion 

山根 祐一 

Journal of Nuclear Science and Technology, 52(11), p.1425 - 1435, 2015/11 

 

 

表-A5-(16)  廃棄物安全試験施設 WASTEF を利用した研究成果（平成 27 年度） 

 研究開発成果検索・閲覧システム JOPSS に登録公開されている学会誌等掲載論文 
他の利
用施設

1 

Thermal conductivity of U-20 wt.%Pu-2 wt.%Am-10 wt.%Zr alloy 

西 剛史; 中島 邦久; 高野 公秀; 倉田 正輝; 有田 裕二 

Journal of Nuclear Materials, 464, p.270 - 274, 2015/09 

 

2 

Development of nitride fuel cycle technology for transmutation of minor actinides

林 博和; 西 剛史; 佐藤 匠; 倉田 正輝 

Proceedings of 21st International Conference & Exhibition; Nuclear Fuel Cycle for

a Low-Carbon Future (GLOBAL 2015) (USB Flash Drive), p.1811 - 1817, 2015/09 

BECKY 
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表-A5-(17)  タンデム加速器を利用した研究成果（平成 27 年度）（2/3） 

 研究開発成果検索・閲覧システム JOPSS に登録公開されている学会誌等掲載論文 
他の利
用施設

10 

103 番元素で見つけた周期表のほころび; ローレンシウムのイオン化エネルギー測定に

成功 

佐藤 哲也; 永目 諭一郎; 塚田 和明 

化学と工業, 68(9), p.824 - 826, 2015/09 

 

11 

Experimental evidence of crystalline hillocks created by irradiation of CeO2 with 

swift heavy ions; TEM study 

石川 法人; 大久保 成彰; 田口 富嗣 

Nanotechnology, 26(35), p.355701_1 - 355701_8, 2015/09 

 

12 

Excitation energy dependence of fragment-mass distributions from fission of 

180,190Hg formed in fusion reactions of 36Ar + 144,154Sm 

西尾 勝久; Andreyev, A. N.; Chapman, R.; Derkx, X.; Düllmann, C. E.; Ghys, L.; 

 Heßberger, F. P.; 廣瀬 健太郎; 池添 博; Khuyagbaatar, J.; et al. 

Physics Letters B, 748, p.89 - 94, 2015/09 

 

13 

原子力機構-東海タンデム加速器の現状 

松田 誠; 長 明彦; 阿部 信市; 石崎 暢洋; 田山 豪一; 仲野谷 孝充; 株本 裕史; 中

村 暢彦; 沓掛 健一; 乙川 義憲; et al. 

Proceedings of 12th Annual Meeting of Particle Accelerator Society of Japan 

(Internet), p.357 - 360, 2015/09 

 

14 

Equilibrium and non-equilibrium charge-state distributions of 2.0 MeV/u carbon 

ions passing through carbon foils 

今井 誠; 左高 正雄; 松田 誠; 岡安 悟; 川面 澄; 高廣 克己; 小牧 研一郎; 柴田 

裕実; 西尾 勝久 

Nuclear Instruments and Methods in Physics Research B, 354, p.172 - 176, 2015/07

 

15 

周期表の書き換えも? 103 元素 Lr のイオン化エネルギー測定に成功 

佐藤 哲也 

サイエンスポータル(Internet), 3p., 2015/07 

 

16 

Influence of discontinuous columnar defects on flux pinning properties in GdBCO 

coated conductors 

末吉 哲郎; 上滝 哲也; 古木 裕一; 浦口 雄世; 甲斐 隆史; 藤吉 孝則; 嶋田 雄介; 

安田 和弘; 石川 法人 

IEEE Transactions on Applied Superconductivity, 25(3), p.6603004_1 - 6603004_4,

2015/06 
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表-A5-(17)  タンデム加速器を利用した研究成果（平成 27 年度）（3/3） 

 研究開発成果検索・閲覧システム JOPSS に登録公開されている学会誌等掲載論文 
他の利
用施設

17 

Superdeformation in 35S 

郷 慎太郎; 井手口 栄治; 横山 輪; 小林 幹; 木佐森 慶一; 高木 基伸; 宮 裕之; 大

田 晋輔; 道正 新一郎; 下浦 享; et al. 

JPS Conference Proceedings (Internet), 6, p.030005_1 - 030005_4, 2015/06 

 

18 

Production and separation of astatine isotopes in the 7Li + natPb reaction 

西中 一朗; 横山 明彦; 鷲山 幸信; 前田 英太; 渡辺 茂樹; 橋本 和幸; 石岡 典子; 

牧井 宏之; 豊嶋 厚史; 山田 記大; et al. 

Journal of Radioanalytical and Nuclear Chemistry, 304(3), p.1077 - 1083,  

2015/06 

 

19 

Measurement of the first ionization potential of lawrencium, element 103 

佐藤 哲也; 浅井 雅人; Borschevsky, A.; Stora, T.; 佐藤 望; 金谷 佑亮; 塚田 和

明; Düllmann, Ch. E.; Eberhardt, K.; Eliav, E.; et al. 

Nature, 520(7546), p.209 - 211, 2015/04 
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表-A5-(17)  タンデム加速器を利用した研究成果（平成 27 年度）（2/3） 

 研究開発成果検索・閲覧システム JOPSS に登録公開されている学会誌等掲載論文 
他の利
用施設

10 

103 番元素で見つけた周期表のほころび; ローレンシウムのイオン化エネルギー測定に

成功 

佐藤 哲也; 永目 諭一郎; 塚田 和明 

化学と工業, 68(9), p.824 - 826, 2015/09 

 

11 

Experimental evidence of crystalline hillocks created by irradiation of CeO2 with 

swift heavy ions; TEM study 

石川 法人; 大久保 成彰; 田口 富嗣 

Nanotechnology, 26(35), p.355701_1 - 355701_8, 2015/09 

 

12 

Excitation energy dependence of fragment-mass distributions from fission of 

180,190Hg formed in fusion reactions of 36Ar + 144,154Sm 

西尾 勝久; Andreyev, A. N.; Chapman, R.; Derkx, X.; Düllmann, C. E.; Ghys, L.; 

 Heßberger, F. P.; 廣瀬 健太郎; 池添 博; Khuyagbaatar, J.; et al. 

Physics Letters B, 748, p.89 - 94, 2015/09 

 

13 

原子力機構-東海タンデム加速器の現状 

松田 誠; 長 明彦; 阿部 信市; 石崎 暢洋; 田山 豪一; 仲野谷 孝充; 株本 裕史; 中

村 暢彦; 沓掛 健一; 乙川 義憲; et al. 

Proceedings of 12th Annual Meeting of Particle Accelerator Society of Japan 

(Internet), p.357 - 360, 2015/09 

 

14 

Equilibrium and non-equilibrium charge-state distributions of 2.0 MeV/u carbon 

ions passing through carbon foils 

今井 誠; 左高 正雄; 松田 誠; 岡安 悟; 川面 澄; 高廣 克己; 小牧 研一郎; 柴田 

裕実; 西尾 勝久 

Nuclear Instruments and Methods in Physics Research B, 354, p.172 - 176, 2015/07

 

15 

周期表の書き換えも? 103 元素 Lr のイオン化エネルギー測定に成功 

佐藤 哲也 

サイエンスポータル(Internet), 3p., 2015/07 

 

16 

Influence of discontinuous columnar defects on flux pinning properties in GdBCO 

coated conductors 

末吉 哲郎; 上滝 哲也; 古木 裕一; 浦口 雄世; 甲斐 隆史; 藤吉 孝則; 嶋田 雄介; 

安田 和弘; 石川 法人 

IEEE Transactions on Applied Superconductivity, 25(3), p.6603004_1 - 6603004_4,

2015/06 
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表-A5-(18)  バックエンド技術開発建家を利用した研究成果（平成 27 年度） 

 研究開発成果検索・閲覧システム JOPSS に登録公開されている学会誌等掲載論文 
他の利
用施設

1 

Development of a rapid analytical method for 129I in the contaminated water and 

tree samples at the Fukushima Daiichi Nuclear Power Station 

島田 亜佐子; 小澤 麻由美; 亀尾 裕; 安松 拓洋; 根橋 宏治; 新山 拓也; 関 周平; 

梶尾 政利; 高橋 邦明 

Nuclear Back-end and Transmutation Technology for Waste Disposal, p.311 - 317, 

2015 

 

 

表-A5-(19)  プルトニウム研究 1棟を利用した研究成果（平成 27 年度） 

 研究開発成果検索・閲覧システム JOPSS に登録公開されている学会誌等掲載論文 
他の利
用施設

1 

液/液界面電気化学 

北辻 章浩 

ぶんせき, 2015(6), p.239 - 244, 2015/06 

 

2 

Mössbauer spectroscopy of actinide compounds 

筒井 智嗣 

Mössbauer Effect Reference and Data Journal, 38(4), p.105 - 111, 2015/06 

 

 

表-A5-(20)  安全基礎工学試験棟を利用した研究成果（平成 27 年度） 

 研究開発成果検索・閲覧システム JOPSS に登録公開されている学会誌等掲載論文 
他の利
用施設

1 

Thermal hydraulic safety research at JAEA after the Fukushima Dai-ichi Nuclear 

Power Station accident 

与能本 泰介; 柴本 泰照; 竹田 武司; 佐藤 聡; 石垣 将宏; 安部 諭; 岡垣 百合亜; 

孫 昊旻; 栃尾 大輔 

Proceedings of 16th International Topical Meeting on Nuclear Reactor Thermal

Hydraulics (NURETH-16) (USB Flash Drive), p.5341 - 5352, 2015/08 

LSTF 

 
 
 
 

JAEA-Review 2021-006

- 226 -



 JAEA-Review-2021-006 

- 227 - 

表-A5-(21)  環境シミュレーション試験棟 STEM を利用した研究成果（平成 27 年度） 

 研究開発成果検索・閲覧システム JOPSS に登録公開されている学会誌等掲載論文 
他の利
用施設

1 

Mineralogical changes and associated decrease in tritiated water diffusivity 

after alteration of cement-bentonite interfaces 

山口 徹治; 澤口 拓磨; 塚田 学; 星野 清一; 田中 忠夫 

Clay Minerals, 51(2), p.279 - 287, 2016/02 

 

2 

Demonstrative experiments on the migration of radiocesium from buried soil 

contaminated by the accident at Fukushima Daiichi Nuclear Power Station 

山口 徹治; 島田 太郎; 石橋 純; 赤木 洋介; 黒沢 満; 松原 諒宜; 松田 祐紀; 佐藤

滋芳 

原子力バックエンド研究(CD-ROM), 22(2), p.21 - 28, 2015/12 

 

3 

Migration behavior of particulate radioactive cesium species generated at ground

surface 

田中 忠夫 

Proceedings of 23rd International Conference on Nuclear Engineering (ICONE-23) 

(DVD-ROM), 5p., 2015/05 
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表-A5-(18)  バックエンド技術開発建家を利用した研究成果（平成 27 年度） 

 研究開発成果検索・閲覧システム JOPSS に登録公開されている学会誌等掲載論文 
他の利
用施設

1 

Development of a rapid analytical method for 129I in the contaminated water and 

tree samples at the Fukushima Daiichi Nuclear Power Station 

島田 亜佐子; 小澤 麻由美; 亀尾 裕; 安松 拓洋; 根橋 宏治; 新山 拓也; 関 周平; 

梶尾 政利; 高橋 邦明 

Nuclear Back-end and Transmutation Technology for Waste Disposal, p.311 - 317, 

2015 

 

 

表-A5-(19)  プルトニウム研究 1棟を利用した研究成果（平成 27 年度） 

 研究開発成果検索・閲覧システム JOPSS に登録公開されている学会誌等掲載論文 
他の利
用施設

1 

液/液界面電気化学 

北辻 章浩 

ぶんせき, 2015(6), p.239 - 244, 2015/06 

 

2 

Mössbauer spectroscopy of actinide compounds 

筒井 智嗣 

Mössbauer Effect Reference and Data Journal, 38(4), p.105 - 111, 2015/06 

 

 

表-A5-(20)  安全基礎工学試験棟を利用した研究成果（平成 27 年度） 

 研究開発成果検索・閲覧システム JOPSS に登録公開されている学会誌等掲載論文 
他の利
用施設

1 

Thermal hydraulic safety research at JAEA after the Fukushima Dai-ichi Nuclear 

Power Station accident 

与能本 泰介; 柴本 泰照; 竹田 武司; 佐藤 聡; 石垣 将宏; 安部 諭; 岡垣 百合亜; 

孫 昊旻; 栃尾 大輔 

Proceedings of 16th International Topical Meeting on Nuclear Reactor Thermal

Hydraulics (NURETH-16) (USB Flash Drive), p.5341 - 5352, 2015/08 

LSTF 
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表-A5-(22)  第 4 研究棟を利用した研究成果（平成 27 年度）（1/5） 

 研究開発成果検索・閲覧システム JOPSS に登録公開されている学会誌等掲載論文 
他の利
用施設

1 

Preparation of microvolume anion-exchange cartridge for inductively coupled 

plasma mass spectrometry-based determination of 237Np content in spent nuclear fuel

浅井 志保; 半澤 有希子; 今田 未来; 鈴木 大輔; 間柄 正明; 木村 貴海; 石原 量; 

斎藤 恭一; 山田 伸介; 廣田 英幸 

Analytical Chemistry, 88(6), p.3149 - 3155, 2016/03 

 

2 

Evidence for chiral d-wave superconductivity in URu2Si2 from the field-angle 

variation of its specific heat 

橘高 俊一郎; 清水 悠晴; 榊原 俊郎; 芳賀 芳範; 山本 悦嗣; 大貫 惇睦; 堤 康雅; 

野本 拓也; 池田 浩章; 町田 一成 

Journal of the Physical Society of Japan, 85(3), p.033704_1 - 033704_4, 2016/03

 

3 

Properties and collapse of the ferromagnetism in UCo1-xRuxAl studied in single 

crystals 

Pospisil, J.; Opletal, P.; Vališka, M.; 徳永 陽; Stunault, A.; 芳賀 芳範; 立岩

尚之; Gillon, B.; 本多 史憲; 山村 朝雄; et al. 

Journal of the Physical Society of Japan, 85(3), p.034710_1 - 034710_10, 2016/03

 

4 

Superconducting and Fermi surface properties of single crystal Zr2Co 

照屋 淳志; 垣花 将司; 竹内 徹也; 青木 大; 本多 史憲; 仲村 愛; 芳賀 芳範; 松林

和幸; 上床 美也; 播磨 尚朝; et al. 

Journal of the Physical Society of Japan, 85(3), p.034706_1 - 034706_10, 2016/03

 

5 

29Si NMR spin-echo decay in YbRh2Si2 

神戸 振作; 酒井 宏典; 徳永 陽; 服部 泰佑; Lapertot, G.; 松田 達磨; Knebel, G.; 

Flouquet, J.; Walstedt, R. E. 

Journal of Physics; Conference Series, 683(1), p.012006_1 - 012006_7, 2016/02

 

6 

Silver extraction by N,N,N’,N’-tetraoctyl-thiodiglycolamide 

佐々木 祐二; 鈴木 智也; 森田 圭介; 吉塚 和治 

Hydrometallurgy, 159, p.107 - 109, 2016/01 

 

7 

高圧力下磁化測定用セラミックアンビル型圧力セル mCAC 

立岩 尚之 

高圧力の科学と技術, 25(4), p.274 - 282, 2016/01 

 

8 

量子相転移近傍のまだらな電子状態 

神戸 振作; 酒井 宏典; 徳永 陽 

日本物理学会誌, 71(1), p.22 - 26, 2016/01 

 

9 

ncommensurate to commensurate antiferromagnetism in CeRhAl4Si2; An 27Al NMR study

酒井 宏典; 服部 泰佑; 徳永 陽; 神戸 振作; Ghimire, N. J.; Ronning, F.; Bauer, E. 

D.; Thompson, J. D. 

Physical Review B, 93(1), p.014402_1 - 014402_9, 2016/01 
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表-A5-(22)  第 4 研究棟を利用した研究成果（平成 27 年度）（2/5） 

 研究開発成果検索・閲覧システム JOPSS に登録公開されている学会誌等掲載論文 
他の利
用施設

10 

Magnetic anisotropy and thermodynamic anomaly in the superconducting mixed state 

of Ube13 probed by static dc magnetization measurements 

清水 悠晴; 芳賀 芳範; 柳澤 達也; 網塚 浩 

Physical Review B, 93(2), p.024502_1 - 024502_8, 2016/01 

 

11 

Dilute RKKY model for NMR line broadening in the hidden-order state of URu2Si2

Walstedt, R. E.; 神戸 振作; 徳永 陽; 酒井 宏典 

Physical Review B, 93(4), p.045122_1 - 045122_8, 2016/01 

 

12 

ポジトロニウム化学とその応用 

平出 哲也 

放射線と産業, (139), p.23 - 28, 2015/12 

 

13 

Fundamental experiments on phase stabilities of Fe-B-C ternary systems 

須藤 彩子; 西 剛史; 白数 訓子; 高野 公秀; 倉田 正輝 

Journal of Nuclear Science and Technology, 52(10), p.1308 - 1312, 2015/10 

 

14 

Hydrogen generation by water radiolysis with immersion of oxidation products of 

zircaloy-4 

松本 義伸; Do, Thi-Mai-Dung; 井上 将男; 永石 隆二; 小川 徹 

Journal of Nuclear Science and Technology, 52(10), p.1303 - 1307, 2015/10 

 

15 
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日本物理学会誌, 71(1), p.22 - 26, 2016/01 

 

9 

ncommensurate to commensurate antiferromagnetism in CeRhAl4Si2; An 27Al NMR study

酒井 宏典; 服部 泰佑; 徳永 陽; 神戸 振作; Ghimire, N. J.; Ronning, F.; Bauer, E. 

D.; Thompson, J. D. 

Physical Review B, 93(1), p.014402_1 - 014402_9, 2016/01 

 

JAEA-Review 2021-006

- 229 -



 JAEA-Review-2021-006 

- 230 - 

  表-A5-(22)  第 4 研究棟を利用した研究成果（平成 27 年度）（3/5）  

 研究開発成果検索・閲覧システム JOPSS に登録公開されている学会誌等掲載論文 
他の利
用施設

19 

Microscopic investigation of electronic inhomogeneity induced by substitutions 

in a quantum critical metal CeCoIn5 

酒井 宏典; Ronning, F.; Zhu, J.-X.; Wakeham, N.; 安岡 弘志; 徳永 陽; 神戸 振作; 

Bauer, E. D.; Thompson, J. D. 

Physical Review B, 92(12), p.121105_1 - 121105_5, 2015/09 

 

20 

Concept for the single cycle process based on mutual separation by reverse 

extraction of actinides and fission products 

佐々木 祐二; 津幡 靖宏; 白数 訓子; 森田 圭介; 鈴木 智也 

Proceedings of 21st International Conference & Exhibition; Nuclear Fuel Cycle for

a Low-Carbon Future (GLOBAL 2015) (USB Flash Drive), p.1653 - 1656, 2015/09 

 

21 

A Study on adsorption properties of ion-exchange resins bearing 

N,N,N-trimethylglycine to Ru(III), Rh(III) and Pd(II) for developing separation 

techniques from high-level liquid waste 

鈴木 智也; 嶋崎 翔馬; 森田 圭介; 佐々木 祐二; 小澤 正基; 松村 達郎 

Proceedings of 21st International Conference & Exhibition; Nuclear Fuel Cycle for

a Low-Carbon Future (GLOBAL 2015) (USB Flash Drive), p.1539 - 1543, 2015/09 

 

22 

Tracking the fate of particle associated Fukushima Daiichi cesium in the ocean

off Japan 

Buesseler, K. O.; German, C. R.; 本多 牧生; 乙坂 重嘉; Black, E. E.; 川上 創;
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Release of radioactive materials from high active liquid waste in small-scale hot 

test for boiling accident in reprocessing plant 

山根 祐一; 天野 祐希; 田代 信介; 阿部 仁; 内山 軍蔵; 吉田 一雄; 石川 淳 

Journal of Nuclear Science and Technology, 53(6), p.783 - 789, 2016/06 

第 4 研

究棟 

12 

高速中性子直接問いかけ法による実廃棄物ドラム缶のウラン量非破壊測定システムの

実用化研究 

大図 章; 米田 政夫; 呉田 昌俊; 在間 直樹; 中塚 嘉明; 中島 伸一 

日本原子力学会和文論文誌, 15(2), p.115 - 127, 2016/06 

 

13 

Highly practical and simple ligand for separation of Am(III) and Eu(III) from 

highly acidic media 

鈴木 英哉; 津幡 靖宏; 黒澤 達也; 柴田 光敦; 川崎 倫弘; 卜部 峻一; 松村 達郎 

Analytical Sciences, 32(4), p.477 - 479, 2016/04 

 

14 

Distribution behavior of neptunium by extraction with N,N-dialkylamides (DEHDMPA 

and DEHBA) in mixer-settler extractors 

伴 康俊; 宝徳 忍; 筒井 菜緒; 津幡 靖宏; 松村 達郎 

Solvent Extraction and Ion Exchange, 34(1), p.37 - 47, 2016/01 

 

15 

Design study on differential die-away technique in an integrated active neutron 

NDA system for non-nuclear proliferation 

大図 章; 前田 亮; 米田 政夫; 飛田 浩; 呉田 昌俊; 小泉 光生; 瀬谷 道夫 

Proceedings of 2016 IEEE Nuclear Science Symposium and Medical Imaging Conference

(NSS/MIC 2016) (Internet), 4p., 2016 
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表-A6-(2)  大型格納容器試験装置 CIGMA を利用した研究成果（平成 28 年度） 

 研究開発成果検索・閲覧システム JOPSS に登録公開されている学会誌等掲載論文 
他の利
用施設

1 

CFD simulation of a CIGMA experiment CC-PL-04 on the containment thermal 

hydraulics affected by the outer surface cooling 

石垣 将宏; 安部 諭; 柴本 泰照; 与能本 泰介 

Proceedings of 10th Japan-Korea Symposium on Nuclear Thermal Hydraulics and Safety

(NTHAS-10) (USB Flash Drive), 10p., 2016/11 

 

2 

Outcome of first containment cooling experiments using CIGMA 

柴本 泰照; 与能本 泰介; 石垣 将宏; 安部 諭 

Proceedings of 11th International Topical Meeting on Nuclear Reactor Thermal 

Hydraulics, Operation and Safety (NUTHOS-11) (USB Flash Drive), 10p., 2016/10

 

3 

大型装置 CIGMA を用いた格納容器熱水力安全研究; 重大事故の評価手法と安全対策の

高度化を目指して 

柴本 泰照; 与能本 泰介; 堀田 亮年 

日本原子力学会誌, 58(9), p.553 - 557, 2016/09 

 

4 

First experiments at the CIGMA facility for investigations of LWR containment 

thermal hydraulics 

柴本 泰照; 安部 諭; 石垣 将宏; 与能本 泰介 

Proceedings of 24th International Conference on Nuclear Engineering (ICONE-24) 

(DVD-ROM), 9p., 2016/06 

 

 

表-A6-(3)  高度環境分析研究棟 CLEAR を利用した研究成果（平成 28 年度） 

 研究開発成果検索・閲覧システム JOPSS に登録公開されている学会誌等掲載論文 
他の利
用施設

1 

Automatic sequential separation with an anion-exchange column for ultra-trace 

analysis of Pu, U, Th, Pb, and lanthanides in environmental samples 

宮本 ユタカ; 安田 健一郎; 間柄 正明 

Journal of Radioanalytical and Nuclear Chemistry, 309(1), p.303 - 308, 2016/07

 

2 

Uranium particle identification with SEM-EDX for isotopic analysis by secondary 

ion mass spectrometry 

江坂 文孝; 間柄 正明 

Mass Spectrometry Letters, 7(2), p.41 - 44, 2016/06 
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表-A6-(1)  バックエンド研究施設 BECKY を利用した研究成果（平成 28 年度）（2/2） 

 研究開発成果検索・閲覧システム JOPSS に登録公開されている学会誌等掲載論文 
他の利
用施設

9 

Development of active neutron NDA techniques for nuclear nonproliferation and 

nuclear security, 1; Study on next generation DDA 

呉田 昌俊; 前田 亮; 大図 章; 飛田 浩 

Proceedings of INMM 57th Annual Meeting (Internet), 8p., 2016/07 

 

10 

Sorption behavior of thorium onto montmorillonite and illite 

飯田 芳久; Barr, L.; 山口 徹治; 邉見 光 

原子力バックエンド研究(CD-ROM), 23(1), p.3 - 8, 2016/06 

 

11 

Release of radioactive materials from high active liquid waste in small-scale hot 

test for boiling accident in reprocessing plant 

山根 祐一; 天野 祐希; 田代 信介; 阿部 仁; 内山 軍蔵; 吉田 一雄; 石川 淳 

Journal of Nuclear Science and Technology, 53(6), p.783 - 789, 2016/06 

第 4 研

究棟 

12 

高速中性子直接問いかけ法による実廃棄物ドラム缶のウラン量非破壊測定システムの

実用化研究 

大図 章; 米田 政夫; 呉田 昌俊; 在間 直樹; 中塚 嘉明; 中島 伸一 

日本原子力学会和文論文誌, 15(2), p.115 - 127, 2016/06 

 

13 

Highly practical and simple ligand for separation of Am(III) and Eu(III) from 

highly acidic media 

鈴木 英哉; 津幡 靖宏; 黒澤 達也; 柴田 光敦; 川崎 倫弘; 卜部 峻一; 松村 達郎 

Analytical Sciences, 32(4), p.477 - 479, 2016/04 

 

14 

Distribution behavior of neptunium by extraction with N,N-dialkylamides (DEHDMPA 

and DEHBA) in mixer-settler extractors 

伴 康俊; 宝徳 忍; 筒井 菜緒; 津幡 靖宏; 松村 達郎 

Solvent Extraction and Ion Exchange, 34(1), p.37 - 47, 2016/01 

 

15 

Design study on differential die-away technique in an integrated active neutron 

NDA system for non-nuclear proliferation 

大図 章; 前田 亮; 米田 政夫; 飛田 浩; 呉田 昌俊; 小泉 光生; 瀬谷 道夫 

Proceedings of 2016 IEEE Nuclear Science Symposium and Medical Imaging Conference

(NSS/MIC 2016) (Internet), 4p., 2016 
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表-A6-(4)  高速炉臨界実験装置 FCA を利用した研究成果（平成 28 年度） 

 研究開発成果検索・閲覧システム JOPSS に登録公開されている学会誌等掲載論文 
他の利
用施設

1 

Benchmark tests of newly-evaluated data of 235U for CIELO project using integral 

experiments of uranium-fueled FCA assemblies 

福島 昌宏; 北村 康則; 横山 賢治; 岩本 修; 長家 康展; Leal, L. C. 

Proceedings of International Conference on the Physics of Reactors; Unifying 

Theory and Experiments in the 21st Century (PHYSOR 2016) (USB Flash 

Drive), p.605 - 619, 2016/05 

 

 

表-A6-(5)  核融合炉物理用中性子源施設 FNS を利用した研究成果（平成 28 年度） 

 研究開発成果検索・閲覧システム JOPSS に登録公開されている学会誌等掲載論文 
他の利
用施設

1 

New integral experiments for a variety of fusion reactor materials with DT neutron

source at JAEA/FNS 

佐藤 聡; 権 セロム; 太田 雅之; 落合 謙太郎; 今野 力 

Proceedings of 26th IAEA Fusion Energy Conference (FEC 2016) 

(CD-ROM), 8p., 2016/10 

 

2 

Benchmark experiment on molybdenum with graphite by using DT neutrons at JAEA/FNS

太田 雅之; 権 セロム; 佐藤 聡; 今野 力; 落合 謙太郎 

Fusion Engineering and Design, 114, p.127 - 130, 2017/01 
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表-A6-(6)  放射線標準施設 FRS を利用した研究成果（平成 28 年度） 

 研究開発成果検索・閲覧システム JOPSS に登録公開されている学会誌等掲載論文 
他の利
用施設

1 

3He 代替非破壊分析装置の開発; 迫り来る 3He クライシスの解決を目指して 

小泉 光生; 坂佐井 馨; 呉田 昌俊; 中村 仁宣 

日本原子力学会誌, 58(11), p.642 - 646, 2016/11 

 

2 

Influence of the irradiation systems on beta-ray calibration for dosemeters; 

Characteristics of the beta-ray irradiation systems at the Facility of Radiation

Standards (FRS) in JAEA 

吉富 寛; 古渡 意彦 

保健物理, 51(3), p.160 - 166, 2016/09 

 

3 

福島周辺の家屋の内外におけるγ線スペクトルの評価 

谷村 嘉彦; 富田 純平; 吉富 寛; 吉澤 道夫; 箱崎 亮三; 高橋 荘平 

保健物理, 51(3), p.141 - 146, 2016/09 

 

4 

Development of the graphite-moderated neutron calibration fields using 241Am-Be 

sources in JAEA-FRS 

西野 翔; 谷村 嘉彦; 江幡 芳昭; 吉澤 道夫 

Journal of Radiation Protection and Research, 41(3), p.211 - 215, 2016/09 

 

5 

Influence of different types of phantoms on the calibration of dosemeters for eye

lens dosimetry 

吉富 寛; 古渡 意彦 

Radiation Protection Dosimetry, 170(1-4), p.199 - 203, 2016/09 
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表-A6-(4)  高速炉臨界実験装置 FCA を利用した研究成果（平成 28 年度） 

 研究開発成果検索・閲覧システム JOPSS に登録公開されている学会誌等掲載論文 
他の利
用施設

1 

Benchmark tests of newly-evaluated data of 235U for CIELO project using integral 

experiments of uranium-fueled FCA assemblies 

福島 昌宏; 北村 康則; 横山 賢治; 岩本 修; 長家 康展; Leal, L. C. 

Proceedings of International Conference on the Physics of Reactors; Unifying 

Theory and Experiments in the 21st Century (PHYSOR 2016) (USB Flash 

Drive), p.605 - 619, 2016/05 

 

 

表-A6-(5)  核融合炉物理用中性子源施設 FNS を利用した研究成果（平成 28 年度） 

 研究開発成果検索・閲覧システム JOPSS に登録公開されている学会誌等掲載論文 
他の利
用施設

1 

New integral experiments for a variety of fusion reactor materials with DT neutron

source at JAEA/FNS 

佐藤 聡; 権 セロム; 太田 雅之; 落合 謙太郎; 今野 力 

Proceedings of 26th IAEA Fusion Energy Conference (FEC 2016) 

(CD-ROM), 8p., 2016/10 

 

2 

Benchmark experiment on molybdenum with graphite by using DT neutrons at JAEA/FNS

太田 雅之; 権 セロム; 佐藤 聡; 今野 力; 落合 謙太郎 

Fusion Engineering and Design, 114, p.127 - 130, 2017/01 
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表-A6-(7)  研究炉 3JRR-3 を利用した研究成果（平成 28 年度） 

 研究開発成果検索・閲覧システム JOPSS に登録公開されている学会誌等掲載論文 
他の利
用施設

1 

Automatic Prompt Gamma-ray Analysis system; Automation of an existing large-scale 

analytical device 

大澤 崇人 

Automation and Control Trends, p.149 - 166, 2016/10 

 

2 

Mn 酸化物の磁気ダイナミクス; 二重交換相互作用と軌道秩序 

梶本 亮一; 吉澤 英樹 

Radioisotopes, 65(9), p.393 - 401, 2016/09 

 

3 

中性子ラジオグラフィによる混相流の可視化計測 

呉田 昌俊 

化学工学, 80(8), p.464 - 467, 2016/08 

 

4 

Photonic crystals fabricated by block copolymerization-induced microphase 

separation 

元川 竜平; 谷口 竜王; 熊田 高之; 飯田 優羽; 青柳 翔太; 佐々木 祐亮; 桑折 道

済; 岸川 圭希 

Macromolecules, 49(16), p.6041 - 6049, 2016/08 

 

5 

Design and burn-up analyses of new type holder for silicon neutron transmutation 

doping 

米田 政夫; 新居 昌至; 玉井 和夫; 川崎 幸三 

Applied Radiation and Isotopes, 113, p.60 - 65, 2016/07 

 

6 

研究用原子炉 JRR-3 における中性子ビーム利用研究 

武田 全康 

保全学, 15(2), p.31 - 34, 2016/07 

 

7 

Unique magnetic structure of YbCo2Si2 

Mufti, N.; 金子 耕士; Hoser, A.; Gutmann, M.; Geibel, C.; Krellner, C.; Stockert,

O. 

Physical Review B, 94(4), p.045116_1 - 045116_8, 2016/07 

 

8 

中性子ビーム利用研究における研究用原子炉 JRR-3 の役割; これまでとこれから 

武田 全康; 松林 政仁 

日本原子力学会誌, 58(6), p.371 - 375, 2016/06 
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表-A6-(8)  研究炉 4JRR-4 を利用した研究成果（平成 28 年度） 

 研究開発成果検索・閲覧システム JOPSS に登録公開されている学会誌等掲載論文 
他の利
用施設

1 

JRR-4 の廃止措置について 

石黒 裕大; 和田 茂 

UTNL-R-0494, p.6_1 - 6_14, 2017/03 
 

 

表-A6-(9)  大型非定常試験装置 LSTF を利用した研究成果（平成 28 年度） 

 研究開発成果検索・閲覧システム JOPSS に登録公開されている学会誌等掲載論文 
他の利
用施設

1 

ROSA/LSTF tests and RELAP5 posttest analyses for PWR safety system using steam

generator secondary-side depressurization against effects of release of nitrogen

gas dissolved in accumulator water 

竹田 武司; 大貫 晃; 金森 大輔; 大津 巌 

Science and Technology of Nuclear 

Installations, 2016, p.7481793_1 - 7481793_15, 2016/06 

 

 

表-A6-(10)  原子炉安全性研究炉 NSRR を利用した研究成果（平成 28 年度） 

 研究開発成果検索・閲覧システム JOPSS に登録公開されている学会誌等掲載論文 
他の利
用施設

1 

Behavior of high-burnup advanced LWR fuels under accident conditions 

天谷 政樹; 宇田川 豊; 成川 隆文; 三原 武; 谷口 良徳 

Proceedings of Annual Topical Meeting on LWR Fuels with Enhanced Safety and 

Performance (TopFuel 2016) (USB Flash Drive), p.53 - 62, 2016/09 

RFEF 

2 

Recent research activities using NSRR on safety related issues 

宇田川 豊; 杉山 智之; 天谷 政樹 

Proceedings of 2016 International Congress on Advances in Nuclear Power Plants 

(ICAPP 2016) (CD-ROM), p.1183 - 1189, 2016/04 
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表-A6-(7)  研究炉 3JRR-3 を利用した研究成果（平成 28 年度） 

 研究開発成果検索・閲覧システム JOPSS に登録公開されている学会誌等掲載論文 
他の利
用施設

1 

Automatic Prompt Gamma-ray Analysis system; Automation of an existing large-scale 

analytical device 

大澤 崇人 

Automation and Control Trends, p.149 - 166, 2016/10 

 

2 

Mn 酸化物の磁気ダイナミクス; 二重交換相互作用と軌道秩序 

梶本 亮一; 吉澤 英樹 

Radioisotopes, 65(9), p.393 - 401, 2016/09 

 

3 

中性子ラジオグラフィによる混相流の可視化計測 

呉田 昌俊 

化学工学, 80(8), p.464 - 467, 2016/08 

 

4 

Photonic crystals fabricated by block copolymerization-induced microphase 

separation 

元川 竜平; 谷口 竜王; 熊田 高之; 飯田 優羽; 青柳 翔太; 佐々木 祐亮; 桑折 道

済; 岸川 圭希 

Macromolecules, 49(16), p.6041 - 6049, 2016/08 

 

5 

Design and burn-up analyses of new type holder for silicon neutron transmutation 

doping 

米田 政夫; 新居 昌至; 玉井 和夫; 川崎 幸三 

Applied Radiation and Isotopes, 113, p.60 - 65, 2016/07 

 

6 

研究用原子炉 JRR-3 における中性子ビーム利用研究 

武田 全康 

保全学, 15(2), p.31 - 34, 2016/07 

 

7 

Unique magnetic structure of YbCo2Si2 

Mufti, N.; 金子 耕士; Hoser, A.; Gutmann, M.; Geibel, C.; Krellner, C.; Stockert,

O. 

Physical Review B, 94(4), p.045116_1 - 045116_8, 2016/07 

 

8 

中性子ビーム利用研究における研究用原子炉 JRR-3 の役割; これまでとこれから 

武田 全康; 松林 政仁 

日本原子力学会誌, 58(6), p.371 - 375, 2016/06 
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表-A6-(11)  燃料試験施設 RFEF を利用した研究成果（平成 28 年度） 

 研究開発成果検索・閲覧システム JOPSS に登録公開されている学会誌等掲載論文 
他の利
用施設

1 

Behavior of high-burnup advanced LWR fuels under accident conditions 

天谷 政樹; 宇田川 豊; 成川 隆文; 三原 武; 谷口 良徳 

Proceedings of Annual Topical Meeting on LWR Fuels with Enhanced Safety and 

Performance (TopFuel 2016) (USB Flash Drive), p.53 - 62, 2016/09 

RFEF 

 

表-A6-(12)  定常臨界実験装置 STACY を利用した研究成果（平成 28 年度） 

 研究開発成果検索・閲覧システム JOPSS に登録公開されている学会誌等掲載論文 
他の利
用施設

1 

Study of experimental core configuration of the modified STACY for reactivity 

worth measurement of MCCI products 

郡司 智; 外池 幸太郎; 井澤 一彦; 曽野 浩樹 

Proceedings of International Conference on the Physics of Reactors; Unifying 

Theory and Experiments in the 21st Century (PHYSOR 2016) (USB Flash 

Drive), p.3927 - 3936, 2016/05 

 

 

表-A6-(13)  トリチウムプロセス研究棟 TPL を利用した研究成果（平成 28 年度） 

 研究開発成果検索・閲覧システム JOPSS に登録公開されている学会誌等掲載論文 
他の利
用施設

1 

Effect of hydrocarbons on the efficiency of catalytic reactor of detritiation 

system in an event of fire 

枝尾 祐希; 佐藤 克美; 岩井 保則; 林 巧 

Journal of Nuclear Science and Technology, 53(11), p.1831 - 1838, 2016/11 
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表-A6-(14)  小型定常二相流実験装置 TPTF を利用した研究成果（平成 28 年度） 

 研究開発成果検索・閲覧システム JOPSS に登録公開されている学会誌等掲載論文 
他の利
用施設

1 

Study on spray cooling capability for spent fuel pool at coolant loss accident, 

1; Research plan 

Liu, W.; 永武 拓; 柴田 光彦; 小泉 安郎; 吉田 啓之; 根本 義之; 加治 芳行 

Proceedings of 10th Japan-Korea Symposium on Nuclear Thermal Hydraulics and Safety

(NTHAS-10) (USB Flash Drive), 4p., 2016/11 

 

2 

Two-phase flow measurement in an upward pipe flow using wire-mesh sensor 

technology 

Jiao, L.; Liu, W.; 永武 拓; 上澤 伸一郎; 柴田 光彦; 吉田 啓之; 高瀬 和之 

Proceedings of 11th International Topical Meeting on Nuclear Reactor Thermal 

Hydraulics, Operation and Safety (NUTHOS-11) (USB Flash Drive), 11p., 2016/10

 

3 

Measurement of void fraction distribution in air-water two-phase flow in a 4

×4 rod bundle 

Liu, W.; Jiao, L.; 永武 拓; 柴田 光彦; 小松 正夫; 高瀬 和之; 吉田 啓之 

Proceedings of 11th International Topical Meeting on Nuclear Reactor Thermal 

Hydraulics, Operation and Safety (NUTHOS-11) (USB Flash Drive), 10p., 2016/10

 

4 

Measurement of void fraction distribution in steam-water two-phase flow in a 4

×4 bundle at 2 MPa 

Liu, W.; 永武 拓; 柴田 光彦; 高瀬 和之; 吉田 啓之 

Transactions of the American Nuclear Society, 114, p.875 - 878, 2016/06 

 

 

表-A6-(15)  廃棄物安全試験施設 WASTEF を利用した研究成果（平成 28 年度） 

 研究開発成果検索・閲覧システム JOPSS に登録公開されている学会誌等掲載論文 
他の利
用施設

1 

Seawater effects on the soundness of spent fuel cladding tube 

本岡 隆文; 上野 文義; 山本 正弘 

Proceedings of 2016 EFCOG Nuclear & Facility Safety Workshop (Internet), 6p.,

 2016/09 
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表-A6-(11)  燃料試験施設 RFEF を利用した研究成果（平成 28 年度） 

 研究開発成果検索・閲覧システム JOPSS に登録公開されている学会誌等掲載論文 
他の利
用施設

1 

Behavior of high-burnup advanced LWR fuels under accident conditions 

天谷 政樹; 宇田川 豊; 成川 隆文; 三原 武; 谷口 良徳 

Proceedings of Annual Topical Meeting on LWR Fuels with Enhanced Safety and 

Performance (TopFuel 2016) (USB Flash Drive), p.53 - 62, 2016/09 

RFEF 

 

表-A6-(12)  定常臨界実験装置 STACY を利用した研究成果（平成 28 年度） 

 研究開発成果検索・閲覧システム JOPSS に登録公開されている学会誌等掲載論文 
他の利
用施設

1 

Study of experimental core configuration of the modified STACY for reactivity 

worth measurement of MCCI products 

郡司 智; 外池 幸太郎; 井澤 一彦; 曽野 浩樹 

Proceedings of International Conference on the Physics of Reactors; Unifying 

Theory and Experiments in the 21st Century (PHYSOR 2016) (USB Flash 

Drive), p.3927 - 3936, 2016/05 

 

 

表-A6-(13)  トリチウムプロセス研究棟 TPL を利用した研究成果（平成 28 年度） 

 研究開発成果検索・閲覧システム JOPSS に登録公開されている学会誌等掲載論文 
他の利
用施設

1 

Effect of hydrocarbons on the efficiency of catalytic reactor of detritiation 

system in an event of fire 

枝尾 祐希; 佐藤 克美; 岩井 保則; 林 巧 

Journal of Nuclear Science and Technology, 53(11), p.1831 - 1838, 2016/11 
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表-A6-(16)  タンデム加速器を利用した研究成果（平成 28 年度）（1/2） 

 研究開発成果検索・閲覧システム JOPSS に登録公開されている学会誌等掲載論文 
他の利
用施設

1 

First ionization potential of the heaviest actinide lawrencium, element 103 

佐藤 哲也; 浅井 雅人; Borschevsky, A.; Stora, T.; 佐藤 望; 金谷 佑亮; 塚田 和

明; Düllmann, C. E.; Eberhardt, K.; Eliav, E.; et al. 

EPJ Web of Conferences (Internet), 131, p.05001_1 - 05001_6, 2016/12 

 

2 

Local fields at nonmagnetic impurity sites in a perovskite La0.7Ca0.3MnO3  

佐藤 渉; 小松田 沙也加; 長 明彦; 佐藤 哲也; 大久保 嘉高 

Hyperfine Interactions, 237(1), p.113_1 - 113_6, 2016/12 

 

3 

Flux pinning properties in YBCO films with growth-controlled nano-dots and 

heavy-ion irradiation defects 

末吉 哲郎; 上滝 哲也; 浦口 雄世; 末永 桃太郎; 牧原 隆博; 藤吉 孝則; 石川 法人

Physica C, 530, p.72 - 75, 2016/11 

 

4 

原子力機構-東海タンデム加速器の現状 

松田 誠; 長 明彦; 石崎 暢洋; 田山 豪一; 仲野谷 孝充; 株本 裕史; 中村 暢彦; 沓

掛 健一; 乙川 義憲; 遊津 拓洋 

Proceedings of 13th Annual Meeting of Particle Accelerator Society of Japan 

(Internet), p.1413 - 1417, 2016/11 

 

5 

Fission fragments mass distributions of nuclei populated by the multinucleon 

transfer channels of the 18O + 232Th reaction 

Léguillon, R.; 西尾 勝久; 廣瀬 健太郎; 牧井 宏之; 西中 一朗; Orlandi, R.; 塚田

和明; Smallcombe, J.; 千葉 敏; 有友 嘉浩; et al. 

Physics Letters B, 761, p.125 - 130, 2016/10 

 

6 

High flux pinning efficiency by columnar defects dispersed in three directions

in YBCO thin films 

末吉 哲郎; 西村 太宏; 藤吉 孝則; 光木 文秋; 池上 知顯; 石川 法人 

Superconductor Science and Technology, 29(10), p.105006_1 - 105006_7, 2016/10

 

7 

表面電離法によるローレンシウムのイオン化エネルギー測定 

佐藤 哲也 

原子核研究, 61(1), p.96 - 106, 2016/09 

 

8 

Examination of the surrogate ratio method for the determination of the 93Zr(n,

γ)94Zr cross section with 90,92Zr(18O,16O)92,94Zr reactions 

Yan, S. Q.; Li, Z. H.; Wang, Y. B.; 西尾 勝久; 牧井 宏之; Su, J.; Li, Y. J.; 西

中 一朗; 廣瀬 健太郎; Han, Y. L.; et al. 

Physical Review C, 94(1), p.015804_1 - 015804_5, 2016/07 
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表-A6-(16)  タンデム加速器を利用した研究成果（平成 28 年度）（2/2） 

 研究開発成果検索・閲覧システム JOPSS に登録公開されている学会誌等掲載論文 
他の利
用施設

9 

Direct measurement of nanoscale lithium diffusion in solid battery materials using 

radioactive tracer of 8Li 

石山 博恒; Jeong, S.-C.; 渡辺 裕; 平山 賀一; 今井 伸明; Jung, H. S.; 宮武 宇也; 

小柳津 充広; 長 明彦; 乙川 義憲; et al. 

Nuclear Instruments and Methods in Physics Research B, 376, p.379 - 381, 2016/06

 

10 

Vacuum chromatography of Tl on SiO2 at the single-atom level 

Steinegger, P.; 浅井 雅人; Dressler, R.; Eichler, R.; 金谷 佑亮; 水飼 秋菜; 永

目 諭一郎; Piguet, D.; 佐藤 哲也; Schädel, M.; et al. 

Journal of Physical Chemistry C, 120(13), p.7122 - 7132, 2016/04 

 

 
 

 JAEA-Review-2021-006 

- 242 - 

表-A6-(16)  タンデム加速器を利用した研究成果（平成 28 年度）（1/2） 

 研究開発成果検索・閲覧システム JOPSS に登録公開されている学会誌等掲載論文 
他の利
用施設

1 

First ionization potential of the heaviest actinide lawrencium, element 103 

佐藤 哲也; 浅井 雅人; Borschevsky, A.; Stora, T.; 佐藤 望; 金谷 佑亮; 塚田 和

明; Düllmann, C. E.; Eberhardt, K.; Eliav, E.; et al. 

EPJ Web of Conferences (Internet), 131, p.05001_1 - 05001_6, 2016/12 

 

2 

Local fields at nonmagnetic impurity sites in a perovskite La0.7Ca0.3MnO3  

佐藤 渉; 小松田 沙也加; 長 明彦; 佐藤 哲也; 大久保 嘉高 

Hyperfine Interactions, 237(1), p.113_1 - 113_6, 2016/12 

 

3 

Flux pinning properties in YBCO films with growth-controlled nano-dots and 

heavy-ion irradiation defects 

末吉 哲郎; 上滝 哲也; 浦口 雄世; 末永 桃太郎; 牧原 隆博; 藤吉 孝則; 石川 法人

Physica C, 530, p.72 - 75, 2016/11 

 

4 

原子力機構-東海タンデム加速器の現状 

松田 誠; 長 明彦; 石崎 暢洋; 田山 豪一; 仲野谷 孝充; 株本 裕史; 中村 暢彦; 沓

掛 健一; 乙川 義憲; 遊津 拓洋 

Proceedings of 13th Annual Meeting of Particle Accelerator Society of Japan 

(Internet), p.1413 - 1417, 2016/11 

 

5 

Fission fragments mass distributions of nuclei populated by the multinucleon 

transfer channels of the 18O + 232Th reaction 

Léguillon, R.; 西尾 勝久; 廣瀬 健太郎; 牧井 宏之; 西中 一朗; Orlandi, R.; 塚田

和明; Smallcombe, J.; 千葉 敏; 有友 嘉浩; et al. 

Physics Letters B, 761, p.125 - 130, 2016/10 

 

6 

High flux pinning efficiency by columnar defects dispersed in three directions

in YBCO thin films 

末吉 哲郎; 西村 太宏; 藤吉 孝則; 光木 文秋; 池上 知顯; 石川 法人 

Superconductor Science and Technology, 29(10), p.105006_1 - 105006_7, 2016/10

 

7 

表面電離法によるローレンシウムのイオン化エネルギー測定 

佐藤 哲也 

原子核研究, 61(1), p.96 - 106, 2016/09 

 

8 

Examination of the surrogate ratio method for the determination of the 93Zr(n,

γ)94Zr cross section with 90,92Zr(18O,16O)92,94Zr reactions 

Yan, S. Q.; Li, Z. H.; Wang, Y. B.; 西尾 勝久; 牧井 宏之; Su, J.; Li, Y. J.; 西

中 一朗; 廣瀬 健太郎; Han, Y. L.; et al. 

Physical Review C, 94(1), p.015804_1 - 015804_5, 2016/07 
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表-A6-(17)  バックエンド技術開発建家を利用した研究成果（平成 28 年度） 

 研究開発成果検索・閲覧システム JOPSS に登録公開されている学会誌等掲載論文 
他の利
用施設

1 

Separation of Zr in the rubble waste generated at the Fukushima Daiichi Nuclear 

Power Station 

島田 亜佐子; 亀尾 裕 

Journal of Radioanalytical and Nuclear Chemistry, 311(3), p.1613 - 1618,  

2017/03 

 

2 

福島第一原子力発電所において採取した瓦礫試料の放射化学分析 

佐藤 義行; 田中 究; 上野 隆; 石森 健一郎; 亀尾 裕 

保健物理, 51(4), p.209 - 217, 2016/12 

 

3 

Development of an extraction chromatography method for the analysis of 93Zr, 94Nb, 

and 93Mo in radioactive contaminated water generated at the Fukushima Daiichi 

Nuclear Power Station 

島田 亜佐子; 亀尾 裕 

Journal of Radioanalytical and Nuclear Chemistry, 310(3), p.1317 - 1323,  

2016/12 

 

 

表-A6-(18)  安全基礎工学試験棟を利用した研究成果（平成 28 年度） 

 研究開発成果検索・閲覧システム JOPSS に登録公開されている学会誌等掲載論文 
他の利
用施設

1 

Experimental and numerical study on density stratification erosion phenomena with

a vertical buoyant jet in a small vessel 

安部 諭; 石垣 将宏; 柴本 泰照; 与能本 泰介 

Nuclear Engineering and Design, 303, p.203 - 213, 2016/07 

 

2 

Development of error reduction methods in aerosol measurement for pool scrubbing 

experiment 

孫 昊旻; 柴本 泰照; 岡垣 百合亜; 与能本 泰介 

Proceedings of 24th International Conference on Nuclear Engineering (ICONE-24) 

(DVD-ROM), 8p., 2016/06 
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表-A6-(19)  環境シミュレーション試験棟 STEM を利用した研究成果（平成 28 年度） 

 研究開発成果検索・閲覧システム JOPSS に登録公開されている学会誌等掲載論文 
他の利
用施設

1 

ERRATUM; Effects of OH- activity and temperature on the dissolution rate of 

compacted montmorillonite under highly alkaline conditions [Clay Minerals, 

vol.51, p.275 (2016), Corrected Fig. 7.] 

澤口 拓磨; 塚田 学; 山口 徹治; 向井 雅之 

Clay Minerals, 51(5), p.815, 2016/12 

 

2 

Effects of OH- activity and temperature on the dissolution rate of compacted 

montmorillonite under highly alkaline conditions 

澤口 拓磨; 塚田 学; 山口 徹治; 向井 雅之 

Clay Minerals, 51(2), p.267 - 278, 2016/05 

 

 

 表-A6-(20)  機械化工特研を利用した研究成果（平成 28 年度） 

 研究開発成果検索・閲覧システム JOPSS に登録公開されている学会誌等掲載論文 
他の利
用施設

1 

Heat conduction analyses on rewetting front propagation during transients beyond

anticipated operational occurrences for BWRs 

与能本 泰介; 柴本 泰照; 佐藤 聡; 岡垣 百合亜 

Journal of Nuclear Science and Technology, 53(9), p.1342 - 1352, 2016/09 
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表-A6-(17)  バックエンド技術開発建家を利用した研究成果（平成 28 年度） 

 研究開発成果検索・閲覧システム JOPSS に登録公開されている学会誌等掲載論文 
他の利
用施設

1 

Separation of Zr in the rubble waste generated at the Fukushima Daiichi Nuclear 

Power Station 

島田 亜佐子; 亀尾 裕 

Journal of Radioanalytical and Nuclear Chemistry, 311(3), p.1613 - 1618,  

2017/03 

 

2 

福島第一原子力発電所において採取した瓦礫試料の放射化学分析 

佐藤 義行; 田中 究; 上野 隆; 石森 健一郎; 亀尾 裕 

保健物理, 51(4), p.209 - 217, 2016/12 

 

3 

Development of an extraction chromatography method for the analysis of 93Zr, 94Nb, 

and 93Mo in radioactive contaminated water generated at the Fukushima Daiichi 

Nuclear Power Station 

島田 亜佐子; 亀尾 裕 

Journal of Radioanalytical and Nuclear Chemistry, 310(3), p.1317 - 1323,  

2016/12 

 

 

表-A6-(18)  安全基礎工学試験棟を利用した研究成果（平成 28 年度） 

 研究開発成果検索・閲覧システム JOPSS に登録公開されている学会誌等掲載論文 
他の利
用施設

1 

Experimental and numerical study on density stratification erosion phenomena with

a vertical buoyant jet in a small vessel 

安部 諭; 石垣 将宏; 柴本 泰照; 与能本 泰介 

Nuclear Engineering and Design, 303, p.203 - 213, 2016/07 

 

2 

Development of error reduction methods in aerosol measurement for pool scrubbing 

experiment 

孫 昊旻; 柴本 泰照; 岡垣 百合亜; 与能本 泰介 

Proceedings of 24th International Conference on Nuclear Engineering (ICONE-24) 

(DVD-ROM), 8p., 2016/06 
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表-A6-(21)  第 4 研究棟を利用した研究成果（平成 28 年度）（1/3） 

 研究開発成果検索・閲覧システム JOPSS に登録公開されている学会誌等掲載論文 
他の利
用施設

1 

Effect of flavin compounds on uranium(VI) reduction- kinetic study using 

electrochemical methods with UV-vis spectroscopy 

山崎 信哉; 田中 万也; 香西 直文; 大貫 敏彦 

Applied Geochemistry, 78, p.279 - 286, 2017/03 

 

2 

Swelling pressure and leaching behaviors of synthetic bituminized waste products

with various salt contents under a constant-volume condition 

入澤 啓太; 目黒 義弘 

Journal of Nuclear Science and Technology, 54(3), p.365 - 372, 2017/03 

 

3 

The Hydrogen gas generation by electron-beam irradiation from ALPS adsorbents 

solidified by several inorganic materials 

佐藤 淳也; 鈴木 眞司; 加藤 潤; 榊原 哲朗; 目黒 義弘; 中澤 修 

QST-M-2; QST Takasaki Annual Report 2015, p.87, 2017/03 

 

4 

The Hydrogen gas generation by gamma-ray irradiation from ALPS adsorbents 

solidified by several inorganic materials 

佐藤 淳也; 鈴木 眞司; 加藤 潤; 榊原 哲朗; 目黒 義弘; 中澤 修 

QST-M-2; QST Takasaki Annual Report 2015, p.88, 2017/03 

 

5 

Element distribution measurement in incineration ash using micro-PIXE analysis

阿部 智久; 嶋崎 竹二郎; 中山 卓也; 大曽根 理; 大杉 武史; 中澤 修; 百合 庸介; 

山田 尚人; 佐藤 隆博 

QST-M-2; QST Takasaki Annual Report 2015, p.83, 2017/03 

 

6 

Solvent extraction of metal ions using a new extractant, biuret(C8) 

佐々木 祐二; 吉光 諒; 西浜 章平; 新堀 雄麻; 城石 英伸 

Separation Science and Technology, 52(7), p.1186 - 1192, 2017/03 

 

7 

Positron annihilation in the near surface of room temperature ionic liquids 

平出 哲也; O'Rourke, B. E.; 小林 慶規 

Journal of Physics; Conference Series, 791(1), p.012029_1 - 012029_4, 2017/02

 

8 

Structure of nitride layer formed on titanium alloy surface by N2-gas exposure 

at high temperatures 

武田 裕介; 飯田 清; 佐東 信司; 松尾 忠利; 長嶋 泰之; 大久保 成彰; 近藤 啓悦; 

平出 哲也 

Journal of Physics; Conference Series, 791(1), p.012022_1 - 012022_4, 2017/02

 

9 

Deposition of uranium oxide following the reduction in weak acid solution using 

Electrochemical Quartz Crystal Microbalance (EQCM) 

大内 和希; 音部 治幹; 北辻 章浩; 山本 正弘 

ECS Transactions, 75(27), p.51 - 57, 2017/01 
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表-A6-(21)  第 4 研究棟を利用した研究成果（平成 28 年度）（2/3） 

 研究開発成果検索・閲覧システム JOPSS に登録公開されている学会誌等掲載論文 
他の利
用施設

10 

Determination of 107Pd in Pd recovered by laser-induced photoreduction with 

inductively coupled plasma mass spectrometry 

浅井 志保; 蓬田 匠; 佐伯 盛久; 大場 弘則; 半澤 有希子; 堀田 拓摩; 北辻 章浩 

Analytical Chemistry, 88(24), p.12227 - 12233, 2016/12 

BECKY 

11 

Year-round variations in the fluvial transport load of particulate 137Cs in a 

forested catchment affected by the Fukushima Daiichi Nuclear Power Plant accident

松永 武; 中西 貴宏; 安藤 麻里子; 竹内 絵里奈; 武藤 琴美; 都築 克紀; 西村 周

作; 小嵐 淳; 乙坂 重嘉; 佐藤 努; et al. 

Journal of Radioanalytical and Nuclear Chemistry, 310(2), p.679 - 693, 2016/11

 

12 

Examination of analytical method of rare earth elements in used nuclear fuel

小澤 麻由美; 深谷 洋行; 佐藤 真人; 蒲原 佳子; 須山 賢也; 外池 幸太郎; 大木 恵

一; 梅田 幹 

Proceedings of 53rd Annual Meeting of Hot Laboratories and Remote Handling Working 

Group (HOTLAB 2016) (Internet), 9p., 2016/11 

BECKY 

13 

Approaches of selection of adequate conditioning methods for various radioactive

wastes in Fukushima Daiichi NPS 

目黒 義弘; 中川 明憲; 加藤 潤; 佐藤 淳也; 中澤 修; 芦田 敬 

Proceedings of International Conference on the Safety of Radioactive Waste 

Management (Internet), p.139_1 - 139_4, 2016/11 

 

14 

Fermi surface of ThRu2Si2 as a reference to the strongly correlated isostructural 

metals investigated by quantum oscillations 

松本 裕司; 芳賀 芳範; 立岩 尚之; 青木 晴善; 木村 憲彰; 山村 朝雄; 山本 悦嗣; 

松田 達磨; Fisk, Z.; 山上 浩志 

Journal of the Physical Society of Japan, 85(10), p.104709_1 - 104709_7, 2016/10

 

15 

Separation of Ru(III), Rh(III) and Pd(II) from nitric acid solutions using 

ion-exchange resins bearing carboxylic betaine 

鈴木 智也; 森田 圭介; 佐々木 祐二; 松村 達郎 

Separation Science and Technology, 51(17), p.2815 - 2822, 2016/09 

 

16 

No detectable change in in-plane 29Si knight shift in the superconducting state 

of URu2Si2 

服部 泰佑; 酒井 宏典; 徳永 陽; 神戸 振作; 松田 達磨; 芳賀 芳範 

Journal of the Physical Society of Japan, 85(7), p.073711_1 - 073711_4, 2016/07

 

17 

Direct accumulation pathway of radioactive cesium to fruit-bodies of edible 

mushroom from contaminated wood logs 

大貫 敏彦; 相場 幸敏; 坂本 文徳; 香西 直文; 新里 忠史; 佐々木 祥人 

Scientific Reports (Internet), 6, p.29866_1 - 29866_6, 2016/07 
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表-A6-(21)  第 4 研究棟を利用した研究成果（平成 28 年度）（1/3） 

 研究開発成果検索・閲覧システム JOPSS に登録公開されている学会誌等掲載論文 
他の利
用施設

1 

Effect of flavin compounds on uranium(VI) reduction- kinetic study using 

electrochemical methods with UV-vis spectroscopy 

山崎 信哉; 田中 万也; 香西 直文; 大貫 敏彦 

Applied Geochemistry, 78, p.279 - 286, 2017/03 

 

2 

Swelling pressure and leaching behaviors of synthetic bituminized waste products

with various salt contents under a constant-volume condition 

入澤 啓太; 目黒 義弘 

Journal of Nuclear Science and Technology, 54(3), p.365 - 372, 2017/03 

 

3 

The Hydrogen gas generation by electron-beam irradiation from ALPS adsorbents 

solidified by several inorganic materials 

佐藤 淳也; 鈴木 眞司; 加藤 潤; 榊原 哲朗; 目黒 義弘; 中澤 修 

QST-M-2; QST Takasaki Annual Report 2015, p.87, 2017/03 

 

4 

The Hydrogen gas generation by gamma-ray irradiation from ALPS adsorbents 

solidified by several inorganic materials 

佐藤 淳也; 鈴木 眞司; 加藤 潤; 榊原 哲朗; 目黒 義弘; 中澤 修 

QST-M-2; QST Takasaki Annual Report 2015, p.88, 2017/03 

 

5 

Element distribution measurement in incineration ash using micro-PIXE analysis

阿部 智久; 嶋崎 竹二郎; 中山 卓也; 大曽根 理; 大杉 武史; 中澤 修; 百合 庸介; 

山田 尚人; 佐藤 隆博 

QST-M-2; QST Takasaki Annual Report 2015, p.83, 2017/03 

 

6 

Solvent extraction of metal ions using a new extractant, biuret(C8) 

佐々木 祐二; 吉光 諒; 西浜 章平; 新堀 雄麻; 城石 英伸 

Separation Science and Technology, 52(7), p.1186 - 1192, 2017/03 

 

7 

Positron annihilation in the near surface of room temperature ionic liquids 

平出 哲也; O'Rourke, B. E.; 小林 慶規 

Journal of Physics; Conference Series, 791(1), p.012029_1 - 012029_4, 2017/02

 

8 

Structure of nitride layer formed on titanium alloy surface by N2-gas exposure 

at high temperatures 

武田 裕介; 飯田 清; 佐東 信司; 松尾 忠利; 長嶋 泰之; 大久保 成彰; 近藤 啓悦; 

平出 哲也 

Journal of Physics; Conference Series, 791(1), p.012022_1 - 012022_4, 2017/02

 

9 

Deposition of uranium oxide following the reduction in weak acid solution using 

Electrochemical Quartz Crystal Microbalance (EQCM) 

大内 和希; 音部 治幹; 北辻 章浩; 山本 正弘 

ECS Transactions, 75(27), p.51 - 57, 2017/01 
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 研究開発成果検索・閲覧システム JOPSS に登録公開されている学会誌等掲載論文 
他の利
用施設

18 

Release of radioactive materials from high active liquid waste in small-scale hot 

test for boiling accident in reprocessing plant 

山根 祐一; 天野 祐希; 田代 信介; 阿部 仁; 内山 軍蔵; 吉田 一雄; 石川 淳 

Journal of Nuclear Science and Technology, 53(6), p.783 - 789, 2016/06 

BECKY 

19 

Recovery of Rhodium(III) from nitric acid solutions using adsorbent 

functionalized with N,N,N-trimethylglycine 

鈴木 智也; 森田 圭介; 佐々木 祐二; 松村 達郎 

Bulletin of the Chemical Society of Japan, 89(5), p.608 - 616, 2016/05 

 

20 

Interplay between quantum fluctuations and reentrant superconductivity with a 

highly enhanced upper critical field in URhGe 

徳永 陽; 青木 大; Mayaffre, H.; Krämer, S.; Julien, M.-H.; Berthier, C.; 
Horvatić, M.; 酒井 宏典; 服部 泰佑; 神戸 振作; et al. 

Physical Review B, 93(20), p.201112_1 - 201112_5, 2016/05 

 

21 

Unusual pressure evolution of the Meissner and Josephson effects in the 

heavy-fermion superconductor UPt3 

郷地 順; 住山 昭彦; 山口 明; 本山 岳; 木村 憲彰; 山本 悦嗣; 芳賀 芳範; 大貫 

惇睦 

Physical Review B, 93(17), p.174514_1 - 174514_5, 2016/05 

 

22 

Radioactive Cs in the estuary sediments near Fukushima Daiichi Nuclear Power Plant

山崎 信哉; 井元 純平; 古木 元気; 落合 朝須美; 大貫 敏彦; 末木 啓介; 難波 謙

二; Ewing, R. C.; 宇都宮 聡 

Science of the Total Environment, 551-552, p.155 - 162, 2016/05 

 

23 

Masking effects for Mo, Re, Pd and Ru by S and N-donor reagents through MIDOA and 

NTAamide extraction 

佐々木 祐二; 森田 圭介; 嶋崎 翔馬; 津幡 靖宏; 小澤 正基 

Solvent Extraction Research and Development, Japan, 23(2), p.161 - 174, 2016/05

 

24 

福島原発事故由来の放射性物質が付着した海底堆積物の再懸濁と水平輸送過程 

本多 牧生; 乙坂 重嘉 

日本原子力学会誌, 58(4), p.225 - 228, 2016/04 
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国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。

（第8版，2006年）
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国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。
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